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     The use of high-volume supplementary cementitious materials (SCMs) is generally known to both reduce 
the carbon footprint of concrete construction and affect the properties of fresh and hardened concrete. Although a 
significant amount of experimental and analytical research over the last several decades has focused on the 
durability of concrete containing SCMs, the existing design specifications for structural concrete do not provide 
for the durability design procedures for concrete containing high-volume SCMs. This dissertation aims to 
develop a durability design procedure for concrete containing high-volume SCMs, in order to reduce the carbon 
footprint of concrete construction as well as to enhance the durability of structural concrete based on 
experimental and analytical investigations. 
     First, the carbon footprint reduction due to the use of high-volume SCMs was computed for the three types 
of prestressed concrete road bridges. The computation results indicated that the use of high-volume SCMs 
contributed to a total carbon footprint reduction of approximately 60%. This large reduction effect was achieved 
because the use of high-volume SCMs improved the resistance of concrete to chloride ingress. The computation 
results also suggested that developing a reliable durability design procedure for concrete containing high-volume 
SCMs would be indispensable not only for improving the durability of structural concrete, but also for reducing 
the carbon footprint of concrete construction. 
     Second, the resistance of concrete containing high-volume SCMs (such as ground granulated blast-furnace 
(GGBF) slag and fly ash) to chloride ingress, carbonation, and freeze-and-thaw were investigated through 
laboratory experiments and field tests at three outdoor exposure sites in Japan. The experimental results indicated 
that although the use of SCMs improved the resistance of concrete to chloride ingress and freeze-and-thaw, the 
use of SCMs impaired the resistance of concrete to carbonation. The experimental results also showed that the 
low carbonation resistance resulted in the combined deterioration of chloride ingress and carbonation; increased 
chloride ingress was observed in concrete containing high-volume SCMs after the carbonation of cover concrete. 
Another combined deterioration was found in the relationship between freeze-and-thaw and carbonation. Severe 
distress, due to freeze-and-thaw, was found in concrete containing high-volume GGBF slag after the carbonation 
of cover concrete. It is strongly recommended that the water-to-binder ratios be reduced in order to ensure that 
concrete containing high-volume SCMs possesses sufficient carbonation resistance. This will prevent not only 
the reinforcement corrosion induced by carbonation, but also the degradation from those combined deterioration 
phenomena. In addition, methods for evaluating the carbonation resistance of concrete containing high-volume 
SCMs have been proposed based on the experimental results. 
     Third, a modified method for the non-steady-state migration test was proposed to evaluate the chloride 
ingress resistance of concrete containing high-volume SCMs. This method is quicker and simpler than the 
existing test methods, such as immersion test and steady-state migration test. The test results obtained using the 
modified method were found to be comparable with those obtained using the immersion test, and will be 
beneficial for quantifying the time-dependent improvement of the chloride ingress resistance of concrete 
containing high-volume SCMs. 
     Finally, a durability design procedure for concrete containing high-volume SCMs was proposed based on 
the experimental and analytical results. In addition to enhancing the durability of structural concrete, this 
procedure will result in a reduced carbon footprint of concrete construction. 
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要旨 
 
 
 地球温暖化を緩和するため，二酸化炭素排出量の少ない社会，すなわち，低炭素社会の構築が世界
的な課題となっている．コンクリートは，その優れた耐久性と施工性によって，汎用的な建設材料と
して世界中で用いられている．しかし，コンクリートの主要な構成材料であるセメントの製造過程で
は，原料や熱エネルギー源として多くの副産物や廃棄物を有効利用しているが，世界の二酸化炭素排
出量の約 6%を排出している．今後，経済成長の著しい新興国を中心とした地球規模での社会資本投
資の拡大によって，汎用的な建設材料であるコンクリートとその構成材料であるセメントに対する需
要が世界的に高まり，これらの製造過程で発生する二酸化炭素排出量がさらに増加することが懸念さ
れる．コンクリート関連部門も低炭素社会の構築に向けた取組みを積極的に実践することを強く求め
られており，ひとつの対策としてポルトランドセメントの一定割合を副産物である高炉スラグ微粉末
やフライアッシュなどの混和材で置き換えたコンクリートが注目されている． 
 混和材の使用は，ポルトランドセメントの使用量とその製造時に発生する二酸化炭素排出量の削減
に加えて，副産物の有効利用による循環型社会の形成にも寄与する．また，混和材の使用は，塩化物
イオン浸透やアルカリシリカ反応を抑制する効果を有し，コンクリートの高耐久化や構造物の長寿命
化にも貢献する．しかし，混和材を大量に用いたコンクリートの実環境下での耐久性は明確ではなく，
その評価方法も確立されていない．さらに，国内外の設計規準類においても耐久設計の方法が提示さ
れていないため，混和材を大量に用いたコンクリートを実構造物に適用した事例は極めて少ない．低
炭素社会の構築に向けて混和材を大量に用いたコンクリートの実用化を進めるためには，二酸化炭素
排出削減効果を定量的に把握し，実環境下での耐久性を明らかにする必要がある．また，混和材を大
量に用いたコンクリートの耐久性の評価方法を確立し，耐久設計の方法を構築する必要がある． 
 本論文では，コンクリート構造物の構築に伴って発生する二酸化炭素排出量の削減に加えて，コン
クリートの高耐久化と構造物の長寿命化を同時に実現するために，混和材を大量に用いたコンクリー
トの耐久設計の方法を提案することを目的とした．具体的な検討項目として，次の 5 点を設定した． 
 
  ・混和材の使用による二酸化炭素排出削減効果の定量化 
  ・塩化物イオン浸透，中性化，凍結融解に対する抵抗性の検証と評価方法の確立 
  ・中性化の進行が塩化物イオン浸透や凍結融解との複合劣化に与える影響の解明 
  ・塩化物イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価できる試験方法の確立 
  ・混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計の考え方の提案 
 
 本論文は全 9 章で構成される．各章の概要は次のとおりである． 
 
第 1 章 序論： 
 研究の背景および目的，対象範囲ならびに本論文の構成を示した． 
 
第 2 章 既往研究： 
 既往研究の概要を整理し，本論文の位置づけを示した． 
 
 ii
第 3 章 混和材の使用による二酸化炭素排出削減効果の定量化： 
 混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果を定量的に把握し，二酸化炭素排出削減効
果の程度と特徴を検討した． 
 
1. 混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果は，混和材の使用量を多くするほど大き
くなることを示した．また，混和材の使用量を多くしたコンクリートでは，初期材齢の強度発現
が遅延することが危惧されるが，構造物で要求される強度レベルに応じて水結合材比を調整する
ことなどによって，所定の強度を確保しつつ，二酸化炭素排出量を削減できることを示した． 
2. 混和材の使用によって得られるコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性の向上効果を加味して
コンクリート構造物のライフサイクルで発生する二酸化炭素排出量を算出した結果，混和材の使
用によって最大で約 60%の二酸化炭素排出量を削減できることを示した． 
3. 混和材の使用による塩化物イオン浸透抵抗性の向上効果を加味した二酸化炭素排出削減効果を
実現するためには，混和材を大量に用いたコンクリートの耐久性を確実に確保することが不可欠
であり，信頼性の高い耐久設計の方法を構築しておく必要があることが示唆された． 
 
第 4 章 塩化物イオン浸透抵抗性の実環境下での検証と評価： 
 混和材を大量に用いたコンクリートの実環境下での塩化物イオン浸透抵抗性を曝露試験によって検
証し，浸せき試験による塩化物イオン浸透抵抗性の評価方法を検討した．また，塩化物イオン浸透と
中性化による複合劣化の発生メカニズムを検討した． 
 
1. 曝露試験と浸せき試験の結果，混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性は，
ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートよりも向上することを示した．ただし，塩化物
イオン浸透と中性化の影響を同時に受ける環境での曝露試験の結果，水結合材比および混和材の
置換率の高いコンクリートでは中性化深さが大きくなり，外部から浸透した塩化物イオンが未中
性化領域に濃集してコンクリート内部の塩化物イオンの浸透量が多くなることがあった． 
2. 混和材を大量に用いたコンクリートの表層部で中性化が進行すると，水和生成物に固定されてい
た塩化物イオンが解離して未中性化領域に再拡散することに加えて，中性化の進行後にコンクリ
ート表層部の空隙構造が粗大化することや水和生成物の塩化物イオンの固定化能力が低下するこ
とによって，未中性化領域への塩化物イオンの浸透量が多くなることを示した． 
3. 水結合材比を低減することなどによって中性化抵抗性を高めることや中性化抵抗性を適切に評価
することは，中性化だけでなく，未中性化領域に濃集する塩化物イオンに起因する鋼材腐食の防
止のためにも不可欠であることが示唆された． 
 
第 5 章 中性化抵抗性の実環境下での検証と評価： 
 混和材を大量に用いたコンクリートの実環境下での中性化抵抗性を曝露試験によって検証し，促進
中性化試験や既往の予測式による中性化抵抗性の評価方法を検討した．また，環境条件の違いが中性
化の進行速度に与える影響を検討した． 
 
1. 混和材を大量に用いたコンクリートの実環境下での中性化抵抗性は，水結合材比や混和材の種類
が同一の場合には，混和材の置換率が高いほど低下したが，水結合材比を低減することによって
改善できることを示した． 
2. 混和材の使用量が大幅に異なる場合，圧縮強度を用いた間接的な評価では中性化抵抗性を正確に
 iii
比較できない場合があるため，既往の予測式を修正して中性化速度係数を推定する方法を提案し
た．また，曝露試験と促進中性化試験から得られる中性化速度係数は相関関係にあること，実環
境と促進環境の二酸化炭素濃度の差を補正することによって促進中性化試験の結果から実環境下
での中性化深さを概ね推定できることを示した． 
3. 混和材を大量に用いたコンクリートの中性化の進行速度は，環境条件の影響を受け，大気との接
触のない土中では極めて遅くなることを示した．中性化抵抗性の低下が危惧されるコンクリート
においても，供用時の環境条件を考慮して適用部位を選定することによって実用化できる可能性
があることが示唆された． 
 
第 6 章 凍結融解抵抗性の評価： 
 混和材を大量に用いたコンクリートの凍結融解抵抗性を凍結融解試験によって評価し，特に高炉ス
ラグ微粉末を大量に用いたコンクリートを対象として，凍結融解と中性化による複合劣化の発生メカ
ニズムを検討した． 
 
1. 混和材を大量に用いたコンクリートの凍結融解試験の結果，化学混和剤を用いて空気量の目標値
を 4.5%とした AE コンクリートとすることによって，凍結融解による内部損傷に対して十分な抵
抗性を確保できることを示した． 
2. あらかじめ促進中性化させたコンクリートの凍結融解試験を行った結果，高炉スラグ微粉末の置
換率を 70%以下としたコンクリートでは，化学混和剤を用いて空気量の目標値を 4.5%とした AE
コンクリートとすることによって凍結融解による内部損傷に対して十分な抵抗性を確保できたが，
置換率を 90%まで高めたコンクリートでは，化学混和剤を用いて空気量の目標値を 6.0%とした
AE コンクリートとしても凍結融解抵抗性が大幅に低下することがあった． 
3. 高炉スラグ微粉末を大量に用いたコンクリートを凍結融解と中性化の影響を同時に受ける環境で
適用する場合には，高炉スラグ微粉末の置換率を 70%以下に制限して化学混和剤を用いて AE コ
ンクリートとすること，あるいは，置換率を 70%よりも高める際には事前の試験によって中性化
後の凍結融解抵抗性を確認しておくことが不可欠であることが示唆された． 
 
第 7 章 非定常・電気泳動試験による塩化物イオン浸透抵抗性の評価： 
 混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価できる新しい
室内試験として非定常・電気泳動試験に着目し，検証実験を行って適切な試験手順と活用方法を検討
した． 
 
1. 複数の試験時間で通電を行い，通電後の供試体内部の塩化物イオン浸透深さを硝酸銀溶液噴霧法
によって測定して非定常状態での塩化物イオンの浸透速度を求め，塩化物イオン拡散係数を算出
する方法を提示した． 
2. 非定常・電気泳動試験と浸せき試験から得られる塩化物イオン拡散係数は，混和材の種類や使用
量にかかわらず，同傾向の大小関係となることを確認し，非定常・電気泳動試験によって混和材
を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価できることを示
した． 
3. 非定常・電気泳動試験では，試験実施時の供試体の塩化物イオン浸透抵抗性を評価することが可
能であり，混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性の経時的な変化を定量
的に把握できることを示した． 
 iv
第 8 章 混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計の考え方： 
 第 4 章～第 7 章で得られた知見を総合的に勘案して，混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設
計の考え方を提案した． 
 混和材を大量に用いたコンクリートでは，中性化の進行を抑制できれば，ポルトランドセメントの
みを用いたコンクリートと比較して，塩化物イオン浸透抵抗性が向上し，凍結融解抵抗性が同等以上
になる．しかし，中性化の進行程度が大きい場合には，塩化物イオン浸透や凍結融解との組合せによ
る複合劣化の発生が危惧される．このため，供用時の環境条件や中性化の抑制対策の有無に応じて，
混和材を大量に用いたコンクリートの実用化によって得られる効果と実用化を進める際に必要となる
対策を整理し，各劣化要因に対する抵抗性を個別に検討する際の留意点を示した． 
 
第 9 章 結論： 
 本論文で得られた知見および成果をとりまとめた．  
 
 本論文では，混和材の使用による二酸化炭素排出削減効果を定量的に把握した上で，混和材を大量
に用いたコンクリートの塩化物イオン浸透や中性化，凍結融解に対する抵抗性を曝露試験や室内試験
によって検証し，得られた知見にもとづいて混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計の考え方
を提案した．本論文で提示した耐久性に関する種々の知見と耐久設計の考え方を活用することによっ
て，混和材を大量に用いたコンクリートの実用化を進め，社会資本整備に伴う二酸化炭素排出量の削
減に加えて，コンクリートの高耐久化と構造物の長寿命化を同時に実現できると考えられる． 
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1 
第 1 章 序論 
 
 
1.1 研究の背景 
1.1.1 低炭素社会の構築に向けたコンクリート関連部門の責務 
 地球温暖化を緩和するため，二酸化炭素排出量の少ない社会，すなわち，低炭素社会の構築が世界
的な課題となっている．コンクリートは，その優れた耐久性と施工性によって汎用的な建設材料とし
て世界中で用いられており，一説によれば 1.1)，人類が水の次に大量に消費する物質ともいわれている．
このため，コンクリート関連部門においても，低炭素社会の構築に向けた取組みを積極的に実践する
ことが求められている． 
 世界の二酸化炭素排出量 1.2)は，第二次世界大戦後の西側諸国の工業化とともに徐々に増加し，その
後，2000 年以降では新興国の経済成長に伴って急激に増加している（図-1.1）．コンクリートの主要な
構成材料であるセメントの製造過程では原料や熱エネルギー源として多くの副産物や廃棄物を有効利
用しているが，クリンカの焼成時に発生する二酸化炭素排出量は依然として多く，セメントの製造に
起因する二酸化炭素排出量 1.2)は 2010 年以降では世界全体の約 6%を占めている（図-1.1）．また，世
界のセメントの生産高は 2015 年では約 41 億 t であったが 1.3)，2050 年には 50 億 t を大幅に上回ると
する予測もある 1.4)．今後，経済成長の著しい新興国を中心とした地球規模の社会資本投資の拡大によ
って，汎用的な建設材料であるコンクリートとその構成材料であるセメントに対する需要が世界的に
高まり，これらの製造に伴う二酸化炭素排出量がさらに増加することが懸念される． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1.1 世界の二酸化炭素排出量とセメントの製造に起因する二酸化炭素排出量 1.2) 
 
 
 一方，国内の二酸化炭素排出量 1.5)は，温室効果ガス排出削減に向けた様々な取組みの結果，2000
年以降では概ね横ばいで推移したが，「京都議定書（気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定
書）」で定められた目標排出量を常に上回るものであった（図-1.2）．その後，日本政府は，「日本の約
束草案」において，2020 年以降の新たな温室効果ガス排出削減目標を 2030 年度に 2013 年度比で－26%
とすることを決定している 1.6)．この削減目標は，東日本大震災後のエネルギー戦略の見直しを踏まえ
た上で，技術的制約やコスト面の課題などを考慮した裏付けのある対策や技術の積上げを根拠として
決定されたものであり，非エネルギー起源の二酸化炭素排出量を削減するための対策として「混合セ
メントの利用拡大」を挙げている．混合セメントは，ポルトランドセメントの一定割合を副産物であ
る高炉スラグ微粉末やフライアッシュなどの混和材で置き換えて，ポルトランドセメントの使用量を
少なくしたセメントである（図-1.3）．セメントの製造に起因する二酸化炭素排出量は国内の二酸化炭
0
5
10
15
20
25
30
35
17
50
17
60
17
70
17
80
17
90
18
00
18
10
18
20
18
30
18
40
18
50
18
60
18
70
18
80
18
90
19
00
19
10
19
20
19
30
19
40
19
50
19
60
19
70
19
80
19
90
20
00
20
10
世
界
の
二
酸
化
炭
素
排
出
量
(G
tC
O
2)
化石燃料の燃焼，採掘，セメントの製造に起因する二酸化炭素排出量
セメントの製造に起因する二酸化炭素排出量
0
1
2
3
4
5
6
19
20
19
30
19
40
19
50
19
60
19
70
19
80
19
90
20
00
20
10
セ
メ
ン
ト
の
製
造
に
起
因
す
る
二
酸
化
炭
素
排
出
量
の
割
合
(%
)
2 
素排出量の約 4%を占めるため 1.7)，混和材の使用量を増やしてポルトランドセメントの使用量を少な
くすることによって，ポルトランドセメントの製造時に発生する二酸化炭素排出量を削減し，国内の
二酸化炭素排出量の相当量を削減できることが期待されている． 
 今後も世界の二酸化炭素排出量は増加する可能性が高く，国内では二酸化炭素排出量の削減が強く
求められている．低炭素社会の構築に向けて，コンクリート関連部門においても二酸化炭素排出量を
削減するための対策を講じることが期待されている．その対策のひとつとして，副産物である高炉ス
ラグ微粉末やフライアッシュなどの混和材を積極的に用いることが注目されている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1.2 日本の二酸化炭素排出量と目標排出量 1.5) 
 
 
 
 
 
 
 
 
                      (A)ポルトランドセメント (B)高炉スラグ微粉末  (C)フライアッシュ 
図-1.3 ポルトランドセメント，高炉スラグ微粉末，フライアッシュ 
 
 
1.1.2 混和材の積極使用の意義 
 低炭素社会の構築に向けて，混和材の積極的な使用は次の 2 点で重要な意義を持つ．1 点は，コン
クリートに用いるポルトランドセメントの一定割合を混和材で置き換えてポルトランドセメントの使
用量を少なくすることによって，ポルトランドセメントの製造時に発生する二酸化炭素排出量を削減
できることである．もう 1 点は，コンクリートの耐久性を高めて新設構造物の長寿命化を実現するこ
とによって，将来的な維持更新時の建設工事に伴って発生する二酸化炭素排出量を削減できることで
ある．これらの詳細について，次に述べる． 
 
I コンクリートに用いる材料の製造時に発生する二酸化炭素排出量の削減 
 コンクリートに用いる材料の製造時の二酸化炭素排出量 1.8)を比較すると，各材料 1 t の製造時
に発生する二酸化炭素排出量は，ポルトランドセメントが 766.6 kgCO2であるのに対して，高炉
スラグ微粉末は 26.5 kgCO2，フライアッシュは 19.6 kgCO2である（図-1.4）．高炉スラグ微粉末は
銑鉄製鉄所，フライアッシュは石炭火力発電所で発生する副産物であるため，これらの製造時に
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3 
発生する二酸化炭素排出量はポルトランド
セメントの約1/40～約1/30と大幅に小さい．
このため，コンクリートに用いるポルトラ
ンドセメントの一定割合を混和材で置き換
えてポルトランドセメントの使用量を少な
くすることによって，ポルトランドセメン
トの製造時に発生する二酸化炭素排出量を
削減できる．また，混和材の使用量を増や
すほど，ポルトランドセメントの使用量を
少なくすることが可能となり，二酸化炭素
排出削減効果を高めることができる． 
 一方，プレストレストコンクリート橋の
建設工事で発生する二酸化炭素排出量の試
算結果 1.9)によると，二酸化炭素排出量の約
40%がコンクリートに用いる材料の製造時
に発生するもので占められるとされている
（図-1.5）．このため，混和材の使用によっ
てコンクリートに用いる材料の製造時に発
生する二酸化炭素排出量を削減できれば，
コンクリート構造物の建設工事全体で発生
する二酸化炭素排出量の削減に対しても大
きく貢献できる． 
 このように混和材の使用は二酸化炭素排出量の削減に貢献することに加えて，高炉スラグ微粉
末は銑鉄製鉄所，フライアッシュは石炭火力発電所で発生する副産物であるため，これらの積極
的な使用は循環型社会の形成にも寄与することとなる． 
 
II コンクリートの高耐久化と構造物の長寿命化の実現 
 1980 年代，国内では塩害による鋼材腐食やアルカリシリカ反応の顕在化によってコンクリート
構造物の早期劣化が社会問題となった．その後の規格や規準類の改訂などの対策によって塩害に
よる鋼材腐食やアルカリシリカ反応が生じたコンクリート構造物の事例は確実に減少したが，早
期劣化の発生を完全に防止するには至っておらず，現在でも塩害による鋼材腐食やアルカリシリ
カ反応の生じたコンクリート構造物が散見される（図-1.6）．また，国内の既設構造物は急速な速
度で老朽化している．例えば，建設後 50 年以上経過した道路橋の割合 1.10)は，2013 年に約 18%
であったものが，2033 年に約 67%になるとされている（図-1.7）． 
 混和材を用いたコンクリートでは，硬化体の空隙構造が緻密になることや水和生成物の塩化物
イオンの固定化能力が高まることなどによって，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリー
トよりも塩化物イオンの浸透を抑制することができるとされている例えば 1.11)～1.13)．また，混和材の
使用割合を一定以上にすると，コンクリートの細孔溶液中の水酸化物イオンの濃度の低下などに
よって，アルカリシリカ反応の発生を抑制することができるとされている例えば 1.11)，1.12)，1.14)．すな
わち，混和材の使用は，コンクリートの高耐久化に大きく貢献する．コンクリートの高耐久化は
新設構造物の早期劣化の防止や長寿命化に不可欠であり，将来的な維持更新時の建設工事によっ
て発生する二酸化炭素排出量を削減することも可能となる．
766.6
26.5 19.6 3.7 2.9
0
100
200
300
400
500
600
700
800
ポルトランド
セメント
高炉スラグ
微粉末
フライ
アッシュ
天然
細骨材
天然
粗骨材
二
酸
化
炭
素
排
出
量
(k
gC
O
2/t
)
  図-1.4 コンクリートに用いる材料の製造時の 
         二酸化炭素排出量 1.8) 
 
コンクリート
42.3%
PC鋼材
11.4%
鉄筋
16.6%
その他
9.8%
施工
19.9%
  図-1.5 プレストレストコンクリート橋の建設 
         工事で発生する二酸化炭素排出量 1.9) 
4 
 
 
 
 
 
 
 
 
              (A)塩害による鋼材腐食                        (B)アルカリシリカ反応 
図-1.6 コンクリート構造物の劣化事例 
 
 
 
 
 
 
 
図-1.7 建設後 50 年以上経過する道路橋の割合の推移 1.10) 
 
 
1.1.3 混和材を大量に用いたコンクリートの現状 
 前述したように，混和材の使用は低炭素社会の構築に向けて極めて重要な役割を果たすとされるが，
混和材を大量に用いたコンクリートの実用化は実現していない．国内における混和材の使用状況は，
次のように整理される． 
 国内では，JIS において，高炉セメント（JIS R 5211:2009）やフライアッシュセメント（JIS R 5213:2009）
などの混合セメントの品質規格が制定されている．JIS R 5211:2009 では，高炉セメントを高炉スラグ
微粉末の使用量（JIS では「分量（質量%）」で表記している）によって A 種（5%を超え 30%以下），
B 種（30%を超え 60%以下），C 種（60%を超え 70%以下）に分類している．また，JIS R 5213:2009 で
は，フライアッシュセメントをフライアッシュの使用量によって A 種（5%を超え 10%以下），B 種（10%
を超え 20%以下），C 種（20%を超え 30%以下）に分類している．JIS における混和材の使用量の上限
値は高炉セメント C 種の上限値の 70%であり，これよりも混和材の使用量の多い混合セメントの品質
規格は国内には存在しない． 
 また，国内のセメントの生産高 1.15)に目を向けると，輸出用として生産されたクリンカなどを除け
ば，2014 年に生産されたセメントのうち混合セメントの割合は約 23%に留まっていたこと，混合セメ
ントの大部分は高炉セメントであったことがわかる（図-1.8）．また，国内で用いられている高炉セメ
ントの大部分は B 種であり，一般工事向けに販売されている高炉セメント B 種の高炉スラグ微粉末の
使用量は 40%～45%とされている 1.16)．すなわち，JIS R 5211:2009 では高炉セメントの高炉スラグ微粉
末の使用量の上限値を 70%としているが，高炉スラグ微粉末の使用量を高炉セメント B 種相当の 40%
～45%よりも高めた高炉セメントは汎用的には用いられていないといえる． 
 一方，レディーミクストコンクリートの品質規格である JIS A 5308:2014 では，JIS に適合する混合
セメントや混和材を用いることとしているが，混和材の種類や使用量を限定する規定はない．すなわ
ち，JIS に適合する材料であれば，混和材の使用量を混合セメント C 種相当以上に高めたコンクリー
約18%
(2013年)
約43%
(2023年)
約67%
(2033年)
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トも用いることができるといえる．土木学会コ
ンクリート標準示方書 1.17)，1.18)では，JIS A 
5308:2014と同様にJISに適合する混合セメント
や混和材を用いることを標準としているが，例
えば，コンクリートの塩化物イオン拡散係数の
ような耐久設計で必要となる設計値や，コンク
リート打込み後の湿潤養生期間のような施工面
での留意事項については，混和材の使用量を混
合セメントB種相当とした場合の対応方法のみ
が示されており，混和材の使用量を混合セメン
ト C 種相当以上に高めた場合の対応方法は明確にされていない． 
 以上のことを踏まえると，混和材の使用量を混合セメント C 種相当としたコンクリートは，国内で
生産される混合セメントの大部分が高炉セメント B 種であること，既往の設計規準において耐久設計
や実施工の具体的な方法が示されていないことから，混合セメントの JIS に適合するものでありなが
ら汎用的には用いられていないといえる．また，混和材の使用量を混合セメント C 種相当よりも高め
たコンクリートは，混和材の使用量が混合セメントの JIS の範囲外となり，その品質自体が明確でな
いため，実構造物に適用された実績も極めて少ないといえる． 
 
1.1.4 混和材を大量に用いたコンクリートの実用化への課題 
 これまでに述べたように，混和材の使用は材料製造時に発生する二酸化炭素排出量の削減やコンク
リートの高耐久化，構造物の長寿命化に大きく貢献する．これらの特長を活かして混和材を大量に用
いたコンクリートの実用化を進めるためには，混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効
果を定量的に把握するとともに，混和材を大量に用いたコンクリートの耐久性を正しく把握し，耐久
設計の方法を構築する必要がある．具体的には，次の 5 点の課題を克服する必要がある． 
 
I 混和材の使用による二酸化炭素排出削減効果の定量化 
 コンクリート関連部門における低炭素社会の構築に向けた取組みとして，混和材の使用が注目
されているが，混和材を大量に用いたコンクリートの二酸化炭素排出削減効果は定量的には示さ
れていない．混和材を大量に用いたコンクリートの実用化を進めるためには，混和材の使用によ
って得られる二酸化炭素排出削減効果を定量的に把握するとともに，二酸化炭素排出削減効果の
程度と特徴を明確にする必要がある． 
 
II 耐久性の実環境下での検証と評価方法の確立 
 前述したように混和材の使用はコンクリートへの塩化物イオンの浸透を抑制する効果を有する
とされているが，混和材の使用量を多くすると，ポルトランドセメントの使用量が少なくなるこ
となどから，中性化の進行速度が速くなるとされている例えば 1.11)．すなわち，混和材の使用はコン
クリートの耐久性に正負両面の影響を与える可能性が高い．しかし，混和材を大量に用いたコン
クリートの塩化物イオン浸透や中性化，凍結融解に対する抵抗性は実環境下では明らかにされて
いない．混和材を大量に用いたコンクリートの実用化を進めるためには，実環境下での塩化物イ
オン浸透や中性化，凍結融解に対する抵抗性を明確にするとともに，これらを適切に評価できる
方法を確立する必要がある． 
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III 中性化の進行が塩化物イオン浸透や凍結融解との複合劣化に与える影響の解明 
 前述したように，混和材を大量に用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用い
たコンクリートと比較して中性化の進行速度が速くなるとされている．中性化が進行すると，中
性化に起因する鋼材腐食だけでなく，実環境下では塩化物イオン浸透や凍結融解との組合せによ
る複合劣化が発生することが危惧される．混和材を大量に用いたコンクリートの実用化を進める
ためには，中性化と塩化物イオン浸透，あるいは，中性化と凍結融解による複合劣化の発生の有
無，メカニズム，影響の程度を明らかにしておく必要がある． 
 
IV 塩化物イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価できる室内試験の確立 
 混和材を大量に用いたコンクリートの実用化を進める際に混和材の使用による塩化物イオン浸
透抵抗性の向上効果を十分に活かすためには，塩化物イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価で
きる室内試験が必要となる．国内では電気泳動試験と浸せき試験の試験規準 1.19)，1.20)が既に制定
されているが，混和材を大量に用いたコンクリートのように塩化物イオン浸透抵抗性の高いコン
クリートでは試験期間が極端に長くなることがある．この問題への対策として，欧米では，供試
体に通電を行って塩化物イオンを電気泳動させ，供試体内部の塩化物イオン浸透深さを用いて塩
化物イオン浸透抵抗性を評価する「非定常・電気泳動試験」の試験規準 1.21)，1.22)が制定されてい
る．非定常・電気泳動試験では，通電後の供試体内部の塩化物イオン浸透深さを用いるため，他
の試験方法と比較して，塩化物イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価できる．しかし，国内で
は実験データの蓄積が十分でなく，試験規準が制定されるには至っていない．また，混和材を大
量に用いたコンクリートへの非定常・電気泳動試験の適用可能性も明らかにされていない．混和
材の使用による塩化物イオン浸透抵抗性の向上効果を十分に活かして混和材を大量に用いたコン
クリートの実用化を進めるためには，非定常・電気泳動試験による塩化物イオン浸透抵抗性の評
価方法を確立する必要がある． 
 
V 混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計の構築 
 前述したように，混和材の使用量を混合セメント C 種相当以上に高めたコンクリートに対して
は，既往の設計規準においても，耐久設計の方法が示されていない．混和材を大量に用いたコン
クリートの実用化を進めるためには，これまでに述べた 4 点の課題を克服するとともに，この検
討の過程で得られた知見を総合的に踏まえて，混和材の使用量を混合セメント C 種相当以上に高
めたコンクリートの耐久設計の方法を構築することが不可欠である． 
 
 
1.2 研究の目的 
 本論文では，コンクリート構造物の構築に伴って発生する二酸化炭素排出量の削減に加えて，コン
クリートの高耐久化と構造物の長寿命化を同時に実現するため，混和材を大量に用いたコンクリート
の耐久設計の方法を提案することを目的とした． 
 この目的に対して，前述した混和材を大量に用いたコンクリートの実用化を進める際の課題を克服
するため，次の 5 点を具体的な検討項目として設定した． 
・混和材の使用による二酸化炭素排出削減効果の定量化 
・塩化物イオン浸透，中性化，凍結融解に対する抵抗性の検証と評価方法の確立 
・中性化の進行が塩化物イオン浸透や凍結融解との複合劣化に与える影響の解明 
・塩化物イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価できる室内試験の確立 
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・混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計の構築 
 
 
1.3 研究の対象範囲 
 本論文では，コンクリート構造物の劣化要因，限界状態，混和材の種類と使用量について，次のよ
うに対象範囲を設定した． 
 
I 劣化要因 
 本論文では，コンクリート構造物の主たる劣化要因である塩化物イオン浸透と中性化，凍結融
解を検討対象とした．塩化物イオン浸透は，塩化物イオンに起因するコンクリート中の鋼材の腐
食速度が他の劣化要因に起因するものと比較して速く，腐食の程度によっては構造物の耐荷性能
にも甚大な影響を与える場合もあるため，コンクリートの耐久性を論じる上で検討が不可欠な劣
化要因である．混和材の使用は塩化物イオン浸透抵抗性を高める効果を有するとされるが，この
特長を最大限に活かして混和材を大量に用いたコンクリートの実用化を進めるためには，塩化物
イオン浸透抵抗性の向上効果の程度と適用条件を明確にしておく必要がある．また，中性化につ
いては，混和材の使用量を増やしてポルトランドセメントの使用量を少なくしたコンクリートで
は中性化の進行速度が速くなることに加えて，中性化の進行後に他の劣化要因との組合せによる
複合劣化が生じることも危惧されるため，混和材を大量に用いたコンクリートの実用化を進める
際に検討が必要な劣化要因といえる．さらに，凍結融解についても，特にフライアッシュを用い
たコンクリートにおいて空気量の調整が困難となり十分な凍結融解抵抗性を確保できないことが
危惧される場合があるため，混和材を大量に用いたコンクリートの実用化を進める際に検討が必
要な劣化要因といえる．これらのことを踏まえて，本論文では，塩化物イオン浸透および中性化，
凍結融解を検討対象の劣化要因とした． 
 なお，混和材の使用量を多くしたコンクリートはアルカリシリカ反応に対して十分な抑制効果
を有するとみなすことができるため，本論文ではアルカリシリカ反応に着目した検討を行わなか
った．例えば，JIS A 5308:2014 附属書 B では，アルカリシリカ反応の抑制対策のひとつとして混
合セメントの使用を挙げており，混合セメントを用いる場合には高炉セメントの高炉スラグ微粉
末の使用量を 40%以上，フライアッシュセメントのフライアッシュの使用量を 15%以上とするこ
ととしている．国外においても，混和材の使用量を多くすることによってアルカリシリカ反応に
対して十分な抑制効果が得られることが確認されている 1.14)． 
 
II 限界状態 
 国内外におけるコンクリート構造物の既往の設計規準では，構造物の設計供用期間中にコンク
リート内部の鋼材の腐食を発生させないことを原則として，新設構造物の耐久設計を行っている．
また，混和材の使用は，特に塩化物イオン浸透抵抗性の向上に寄与できるとされているため，か
ぶり部のコンクリートの高耐久化を実現することによって新設構造物の長寿命化にも大きく貢献
できる．一方，凍結融解はコンクリート自体の損傷を引き起こし，結果として，コンクリート内
部への塩化物イオンや水，酸素などの劣化因子の浸透を容易にする場合や構造物の耐荷性能を低
下させる場合がある．このため，本論文では，塩化物イオン浸透と中性化に対してはコンクリー
ト内部の鋼材に腐食が発生する時点，凍結融解に対しては凍結融解によってコンクリートの内部
損傷が甚大となる時点を限界状態として検討を行った． 
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III 混和材の種類と使用量 
 国内で入手できる混和材のうち，コンクリート用の混和材として，かつ，ポルトランドセメン
トの代替として，汎用的に用いることができるものは，JIS A 6206:2013 に適合する高炉スラグ微
粉末 4000 と高炉スラグ微粉末 6000，JIS A 6201:2015 に適合するフライアッシュ II 種の 3 種類で
ある．このため，本論文では，これら 3 種類の混和材を検討の対象とした． 
 混和材を用いたコンクリートでは，混和材の使用量を多くするほどポルトランドセメントの使
用量を少なくし，二酸化炭素排出削減効果を高めることができるが，前述したように現時点で国
内において汎用的に用いられている混合セメントは高炉セメント B 種である．そこで，本論文で
は，混和材の使用量を混合セメント C 種の上限値以上に高めたコンクリート，すなわち，ポルト
ランドセメントの 70%以上を高炉スラグ微粉末，あるいは，30%以上をフライアッシュで置き換
えたコンクリートを「混和材を大量に用いたコンクリート」と定義し，検討の対象とした．ただ
し，比較のため，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートや混和材の使用量の少ないコ
ンクリートについても，併せて実験を行った． 
 なお，複数の混和材を併用するコンクリートや混和材の使用量の異なるコンクリートなど配合
条件が異なる場合においても，混和材の大量使用が耐久性に与える影響は同傾向となることが多
いため，混和材の種類や使用量の違いによる影響を十分に考慮することによって本論文で得られ
た知見を応用できるといえる． 
 本論文では，次章以降において，混和材の使用量を表す用語として，式(1.1)によって求められ
る「置換率（%）」を採用した．置換率は，混和材の質量をセメントと混和材を加えた結合材の質
量で除し，これを百分率で表したものである． 
 
   100 AC
A
置換率        (1.1) 
ここに，C：単位セメント量(kg/m3)，A：単位混和材量(kg/m3)である． 
 
また，1 m3のコンクリートに用いられる水と結合材の質量の比率を表す指標として，式(1.2)によ
って求められる「水結合材比（%，以下，W/B という）」を採用した． 
 
   100100  AC
W
B
W
水結合材比      (1.2) 
ここに，W：単位水量(kg/m3)，B：単位結合材量(kg/m3)である． 
 
 
1.4 本論文の構成 
 本論文は，全 9 章で構成される．各章の概要を以下に，本論文のフローを図-1.9 に示す． 
 第 1 章「序論」では，研究の背景および目的，対象範囲ならびに本論文の構成を示した． 
 第 2 章「既往研究」では，既往研究の概要を整理し，本論文の位置づけを示した． 
 第 3 章「混和材の使用による二酸化炭素排出削減効果の定量化」では，混和材の使用によって得ら
れる二酸化炭素排出削減効果を定量的に把握するとともに，二酸化炭素排出削減効果の程度と特徴を
示した． 
 第 4 章「塩化物イオン浸透抵抗性の実環境下での検証と評価」では，混和材を大量に用いたコンク
リートの実環境下での塩化物イオン浸透抵抗性を曝露試験によって検証した結果と，浸せき試験によ
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る塩化物イオン浸透抵抗性の評価方法を検討した結果を示した．また，塩化物イオン浸透と中性化に
よる複合劣化の発生メカニズムを検討した結果を示した． 
 第 5 章「中性化抵抗性の実環境下での検証と評価」では，混和材を大量に用いたコンクリートの実
環境下での中性化抵抗性を曝露試験によって検証した結果と，促進中性化試験や既往の予測式による
中性化抵抗性の評価方法を検討した結果を示した．また，環境条件の違いが中性化の進行速度に与え
る影響を検討した結果を示した． 
 第 6 章「凍結融解抵抗性の評価」では，混和材を大量に用いたコンクリートの凍結融解抵抗性を凍
結融解試験によって評価した結果と，特に高炉スラグ微粉末を大量に用いたコンクリートを対象とし
て，凍結融解と中性化による複合劣化の発生メカニズムを検討した結果を示した． 
 第 7 章「非定常・電気泳動試験による塩化物イオン浸透抵抗性の評価」では，混和材を大量に用い
たコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価できる新しい室内試験として非定
常・電気泳動試験に着目し，試験方法の原理や実用化にあたっての課題を整理するとともに，検証実
験を行って適切な試験手順と活用方法を検討した結果を示した． 
 第 8 章「混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計の考え方」では，第 4 章～第 7 章で得られ
た知見を総合的に勘案して，混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計の考え方を提案した． 
 第 9 章「結論」では，本論文で得られた知見および成果をとりまとめた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-1.9 本論文のフロ  ー
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第 2 章 既往研究 
 
 
2.1 本章の概要 
 本章では，混和材を大量に用いたコンクリートに関する既往研究や規格，規準類の概要を整理し，
混和材を大量に用いたコンクリートの実用化に向けての課題を抽出した上で，本論文の位置づけを示
す．なお，既往研究や規格，規準類の概要を整理する際には，次の 5 点に着目した． 
・日米欧における混和材に関する規格や規準類の制定状況 
・混和材を大量に用いたコンクリートの実用化に向けた技術開発 
・コンクリートに関する二酸化炭素排出量を定量的に評価する方法 
・混和材の使用がコンクリートの耐久性に与える影響 
・塩化物イオン浸透抵抗性の評価試験方法と活用状況 
 
 
2.2 日米欧の混和材に関する規格や規準類の制定状況 
 国内外では，混和材に関する様々な規格や規準類が制定されている．そこで，混和材を大量に用い
たコンクリートの実用化を進める際の課題を明確にするため，次の 3 点に着目して，日米欧の混和材
に関する規格や規準類の制定状況を整理した． 
・混合セメントの規格での高炉スラグ微粉末とフライアッシュの取扱い 
・高炉スラグ微粉末とフライアッシュの規格 
・レディーミクストコンクリートの規格やコンクリート構造物の設計規準での混和材の取扱い 
 なお，混合セメントおよび高炉スラグ微粉末，フライアッシュの規格については，日本の JIS，米
国の ASTM，欧州の EN を調査の対象とした．日米欧の混合セメントの規格での高炉スラグ微粉末と
フライアッシュの置換率の概要を表-2.1，日米欧の混和材の規格での高炉スラグ微粉末とフライアッ
シュの品質規定の概要を表-2.2 に示す．これらにもとづき，日米欧における混和材に関する規格や規
準類の制定状況について整理した結果を次に示す． 
 
2.2.1 日本 
 国内では，JIS において，高炉セメント（JIS R 5211:2009），フライアッシュセメント（JIS R 5213:2009）
などの混合セメントの規格が制定されている．また，これらの混合セメントに用いる材料として，高
炉スラグ微粉末（JIS A 6206:2013），フライアッシュ（JIS A 6201:2015）などの混和材の規格が制定さ
れている． 
 JIS R 5211:2009 では，高炉セメントを高炉スラグ微粉末の置換率（JIS では「分量（質量%）」で表
記している）によって A 種（5%を超え 30%以下），B 種（30%を超え 60%以下），C 種（60%を超え
70%以下）に分類している．また，JIS R 5213:2009 では，フライアッシュセメントをフライアッシュ
の置換率（JIS では「分量（質量%）」で表記している）によって A 種（5%を超え 10%以下），B 種（10%
を超え 20%以下），C 種（20%を超え 30%以下）に分類している．JIS の混和材の置換率の上限値は高
炉セメント C 種の上限値の 70%であり，これよりも混和材の置換率の高い混合セメントの規格は国内
には存在しない． 
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表-2.1 日米欧の混合セメントの規格での高炉スラグ微粉末とフライアッシュの置換率の概要 
混和材 
国・地域 高炉スラグ微粉末 フライアッシュ 
日本 
（JIS R 5211） 
（JIS R 5213） 
高炉セメント 
 ・高炉セメント A 種（5%＜GGBFS≦30%） 
 ・高炉セメント B 種（30%＜GGBFS≦60%） 
 ・高炉セメント C 種（60%＜GGBFS≦70%） 
フライアッシュセメント 
 ・フライアッシュセメントA 種（5%＜FA≦10%）
 ・フライアッシュセメントB 種（10%＜FA≦20%）
 ・フライアッシュセメントC 種（20%＜FA≦30%）
米国 
（ASTM C 595） 
Portland blast-furnace slag cement 
 ・Type IS（GGBFS≦95%） 
 ※ただし，70%以上の置換率は高炉スラグ微粉末に
消石灰が含まれる場合に認めている． 
Portland-pozzolan cement 
 ・Type IP（FA≦40%） 
 ※フライアッシュ以外にもポゾラン活性を示す混
和材をポゾランとして使用できる． 
Ternary blended cement 
 ・Type IT（FA≦40% かつ GGBFS+FA≦70%） 
 ※フライアッシュ以外にもポゾラン活性を示す混和材をポゾランとして使用できる． 
欧州 
（EN 197） 
Portland-slag cement 
 ・CEM II/A-S（6%≦GGBFS≦20%） 
 ・CEM II/B-S（21%≦GGBFS≦35%） 
Blastfurnace cement 
 ・CEM III/A（36%≦GGBFS≦65%） 
 ・CEM III/B（66%≦GGBFS≦80%） 
 ・CEM III/C（81%≦GGBFS≦95%） 
Portland-fly ash cement 
 ・CEM II/A-V，CEM II/A-W（6%≦FA≦20%） 
 ・CEM II/B-V，CEM II/B-W（21%≦FA≦35%） 
Pozzolanic cement 
 ・CEM IV/A（11%≦FA≦35%） 
 ・CEM IV/B（36%≦FA≦55%） 
 ※フライアッシュ以外にもポゾラン活性を示す混
和材をポゾランとして使用できる． 
Portland composite cement 
 ・CEM II/A-M（12%≦GGBFS+FA≦20%） 
 ・CEM II/B-M（21%≦GGBFS+FA≦35%） 
 ※フライアッシュ以外にもポゾラン活性を示す混和材をポゾランとして使用できる． 
Composite cement 
 ・CEM V/A（18%≦GGBFS≦30%，18%≦FA≦30%） 
 ・CEM V/B（31%≦GGBFS≦49%，31%≦FA≦49%） 
 ※フライアッシュ以外にもポゾラン活性を示す混和材をポゾランとして使用できる． 
※GGBFS：高炉スラグ微粉末の置換率，FA：フライアッシュの置換率 
 
 
表-2.2 日米欧の混和材の規格での高炉スラグ微粉末とフライアッシュの品質規定の概要 
混和材 
国・地域 高炉スラグ微粉末 フライアッシュ 
日本 
JIS A 6206 
 高炉スラグ微粉末 3000，4000，6000，8000 の 4 種類
 比表面積，活性度指数，フロー値比などによる分類
JIS A 6201 
 フライアッシュ I 種，II 種，III 種，IV 種の 4 種類 
 比表面積，活性度指数，強熱減量などによる分類 
米国 
ASTM C 989 
 Grade 80，100，120 の 3 種類 
 活性度指数などによる分類 
ASTM C 618 
 Class N，F，C の 3 種 
 化学成分と強熱減量などによる分類 
欧州 
EN 15167 
 比表面積や活性度指数の下限値を規定 
EN 450 
 Category A，B，C の 3 種類に強熱減量などで分類 
 Category N，S の 2 種類に粉末度などで分類 
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 第 1 章に示したように，輸出用に生産されるクリンカなどを除けば，混合セメントは国内で生産さ
れるセメントの約 23%を占め，その大部分が高炉セメントである 2.1)．また，国内で一般工事向けに販
売されている高炉セメントの高炉スラグ微粉末の置換率は 40%～45%であり 2.2)，高炉セメント B 種相
当に留まっている．すなわち，JIS の範囲内では高炉セメントの高炉スラグ微粉末の置換率の上限値
は 70%であるが，高炉スラグ微粉末の置換率を高炉セメント B 種相当よりも高めた高炉セメントはほ
とんど普及していない． 
 一方，混和材の規格に着目すると，JIS A 6206:2013 では，高炉スラグ微粉末を比表面積によって高
炉スラグ微粉末 3000，4000，6000，8000 の 4 種類に分類している．比表面積が大きいほど，活性度指
数が大きく，フロー値比が小さくなるように品質を定めている．また，JIS A 6201:2015 では，フライ
アッシュを I 種，II 種，III 種，IV 種の 4 種類に分類している．I 種から IV 種にかけては活性度指数と
比表面積の下限値が低く，I 種から III 種，IV 種にかけては強熱減量の上限値が高くなるよう品質を定
めている． 
 レディーミクストコンクリートの規格である JIS A 5308:2014 では，JIS に適合する高炉セメント，
フライアッシュセメント，高炉スラグ微粉末，フライアッシュを用いることとしており，混和材の種
類や置換率を限定する規定はない．また，土木学会コンクリート標準示方書 2.3)，2.4)でも，JIS に適合す
る混合セメントや混和材を用いることを標準としている．しかし，例えば，コンクリートの塩化物イ
オン拡散係数のような耐久設計で必要となる設計値やコンクリート打込み後の湿潤養生期間のような
施工時の留意事項については混和材の置換率を混合セメントB種相当とした場合の対応方法のみを示
しており，混和材の置換率を混合セメント C 種相当とした場合や C 種相当よりも高くした場合の対応
方法は明確ではない．これらのことを踏まえると，国内では混和材の置換率を混合セメント C 種相当
以上に高めたコンクリートの設計方法や施工方法が確立されておらず，混和材を大量に用いたコンク
リートの実用化が実現していない状況にあると考えられる． 
 
2.2.2 米国 
 米国では，ASTM において，混合セメント（ASTM C 5952.5)），高炉スラグ微粉末（ASTM C 9892.6)），
フライアッシュ（ASTM C 6182.7)）の規格が制定されている．また，性能規定型のセメントの規格とし
て ASTM C 11572.8)があり，ASTM C 1157 では混和材の種類や置換率を規定することなく，セメントを
早強性や耐硫酸性，低熱性などの性能に応じて分類している． 
 ASTM C 595 では，高炉スラグ微粉末を用いたセメントである Type IS，フライアッシュなどのポゾ
ラン活性を示す材料を用いたセメントである Type IP，高炉スラグ微粉末とポゾラン活性を示す材料の
両方を用いた三成分のセメントである Type IT の 3 種類に混合セメントを分類している．Type IS の高
炉スラグ微粉末の置換率は 95%以下（ただし，70%以上については高炉スラグ微粉末に消石灰が含ま
れる場合に認めている），Type IP のフライアッシュなどポゾラン活性を示す材料の置換率は 40%以下
である．これらの値は JIS の高炉セメントやフライアッシュセメントの混和材の置換率の上限値より
も高い．Type IT では，ポゾラン活性を示す材料の置換率の上限値を 40%，かつ，高炉スラグ微粉末
とフライアッシュなどポゾラン活性を示す材料を加えた混和材の置換率の上限値を 70%としている． 
 一方，混和材の規格に着目すると，ASTM C 989 では，高炉スラグ微粉末を活性度指数によって Grade 
80，Grade 100，Grade 120 の 3 種類に分類している．高炉スラグ微粉末を活性度指数で分類している
点は JIS と同様である．ASTM C 618 では，フライアッシュを化学成分（SiO2，Al2O3，Fe2O3，SO3の
含有量）と強熱減量などによって Class N，Class F，Class C の 3 種類に分類している． 
 レディーミクストコンクリートの規格である ASTM C 942.9)では，前述の ASTM に適合する混合セ
メントや混和材を用いることとしており，混和材の種類や置換率を限定する規定はない．一方，ACI 
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3182.10)では，ASTM に適合する混合セメントや混和材を用いることとした上で，コンクリート構造物
の耐久性確保の観点から混和材の置換率に関する規定がある．例えば，硫酸塩の影響を受ける環境で
は，高炉スラグ微粉末やフライアッシュの使用によって硫酸塩に対する抵抗性が向上するため，試験
などによって適切な置換率を定めて混和材を用いることを推奨している．また，凍結融解の影響を受
け，かつ，凍結防止剤の散布が行われる環境では，高炉スラグ微粉末の置換率の上限値を 50%，フラ
イアッシュや他のポゾラン活性を示す材料の置換率の上限値を25%とすることを推奨している．なお，
ACI 318 では，塩化物イオン浸透や凍結融解，化学的侵食などの影響を受ける環境条件ごとに W/B の
最大値を示し，ASTM に適合する混合セメントと混和材については全量を W/B の計算時に結合材とし
て取り扱うことができる．このような W/B の計算時の混和材の取扱いは，次に述べる EN 206 とは異
なる方法である． 
 
2.2.3 欧州 
 欧州では，EN において，セメント（EN 1972.11)），高炉スラグ微粉末（EN 151672.12)），フライアッシ
ュ（EN 4502.13)）の規格が制定されている． 
 EN 197 では，混和材の使用有無や種類，置換率によって CEM I，CEM II，CEM III，CEM IV，CEM 
V の 5 種類にセメントを分類し，混和材の置換率によって更に細かく 27 種類に分類している．混合セ
メントについては，CEM I 以外の 4 種類に分類している．高炉スラグ微粉末の置換率の上限値は CEM 
III の 95%，フライアッシュの置換率の上限値は CEM IV の 55%であり，これらの値は JIS の高炉セメ
ントやフライアッシュセメントの混和材の置換率の上限値よりも高い．また，JIS と異なり，CEM V
として三成分の混合セメントの混和材の置換率を規定している．なお，欧州で生産されるセメントの
うち，約 70%が CEM I 以外の混合セメントであることが報告されている 2.14)．このため，欧州では日
本よりも混合セメントが普及していると考えられる． 
 EN 15167 では，JIS A 6206:2013 や ASTM C 989 のような活性度指数にもとづく高炉スラグ微粉末の
分類を行っておらず，比表面積や活性度指数の下限値を規定している．また，EN 450 では，フライア
ッシュを強熱減量によって Category A，Category B，Category C の 3 種類，粉末度によって Category N，
Category S の 2 種類に分類している． 
 コンクリートの規格である EN 2062.15)では，EN に適合するセメントや混和材を用いることとしてい
る．また，塩化物イオン浸透や中性化，凍結融解，化学的侵食などの影響を受ける環境条件ごとに，
設計供用期間を 50 年とした場合のコンクリートの水セメント比の最大値と単位セメント量の最小値
について推奨値を示している．この際，高炉スラグ微粉末とフライアッシュについては，k 値を乗じ
て使用量の一定割合を水セメント比や単位セメント量の計算時に結合材として取り扱うことができ，
高炉スラグ微粉末の k 値を 0.6，フライアッシュの k 値を 0.4 としている．すなわち，前述した ACI 318
とは異なり，EN 206では混和材の使用量の一部を結合材とみなしてW/Bを計算することとしている． 
 
2.2.4 混和材に関する規格や規準類の制定状況のまとめ 
 日米欧の混和材に関する規格や規準類の制定状況を整理した結果，国内では，JIS で混合セメント
の規格を定めていたが，混合セメントの生産高自体が少ないこと，国内で生産される混合セメントの
大部分を占める高炉セメントが主に B 種であることから，混和材の置換率を C 種相当以上に高めたコ
ンクリートの使用実績は極めて少ないと考えられる．また，コンクリート構造物の設計規準において
混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計や施工の方法が整備されていないことも，混和材を大
量に用いたコンクリートの実用化を進める際の大きな課題となっていると考えられる． 
 一方，米国と欧州の規格や規準類に目を向けると，JIS よりも混和材の置換率の高い混合セメント
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や，JIS では対象としていない三成分の混合セメントの規格も存在することが明らかになった．また，
レディーミクストコンクリートの規格やコンクリート構造物の設計規準では，混和材の取扱いや置換
率の設定に対する考え方が地域によって異なっていることが明らかになった．日米欧で産出される高
炉スラグ微粉末やフライアッシュの品質が異なること，さらには，混和材に関する規格や規準類が地
域ごとに異なっていたことを踏まえると，米国と欧州の規格や規準類をそのままの形式で国内に導入
することは必ずしも適切ではないと考えられる． 
 以上のことを踏まえると，混和材を大量に用いたコンクリートの実用化を進めていくためには，国
内で汎用的に入手できる高炉スラグ微粉末やフライアッシュを用いたコンクリートを対象として，実
環境下での耐久性を正確に把握した上で，耐久設計の方法を構築することが不可欠と考えられる．本
論文では，第 4 章で塩化物イオン浸透抵抗性，第 5 章で中性化抵抗性，第 6 章で凍結融解抵抗性につ
いて曝露試験や室内試験の結果にもとづいて検討し，これらの検討で得られた知見を総合的に勘案し
て第 8 章で混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計の考え方を提案する． 
 
 
2.3 混和材を大量に用いたコンクリートの実用化に向けた技術開発 
 地球環境問題に対する関心の高まりを背景として，混和材を大量に用いたコンクリートに関する技
術開発が様々な機関によって行われている．近年の技術開発の代表例 2.16)～2.21)を表-2.3 に示す．既往の
技術開発の多くは，ポルトランドセメントの一定割合を高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュな
どの混和材で置き換えてポルトランドセメントの使用量を少なくすることによって二酸化炭素排出量
の相当量を削減でき，さらには，副産物の有効利用によって循環型社会の形成にも貢献できるとする
ものである．これらの技術開発の中には，混和材の置換率を高炉セメント C 種の上限値である 70%よ
りも高くした事例もある． 
 
 
表-2.3 混和材を大量に用いたコンクリートに関する近年の技術開発の概要 
名称 概要 
クリーンクリート例えば2.16) 
ポルトランドセメントの最大 90%を高炉スラグ微粉末やフライアッシュ，シリカ
フュームで置換したコンクリートである．株式会社大林組によって開発される．
二酸化炭素排出量を最大で 80%以上削減できるとされる． 
CO2-SUICOM 例えば2.17) 
ポルトランドセメントの 50%以上を特殊な混和材や副産物などで置換し，かつ，
高濃度の二酸化炭素環境下で養生を行って強制的に二酸化炭素を吸収させたコ
ンクリートである．鹿島建設株式会社などによって開発される．二酸化炭素排出
量を実質ゼロ以下にできるとされる． 
ローカーボンハイパフォーマンス
コンクリート例えば2.18) 
ポルトランドセメントの 40%をフライアッシュと高炉スラグ微粉末で 20%ずつ
置換したコンクリートである．株式会社安藤・間や住友大阪セメント株式会社な
どによって開発される．二酸化炭素排出量を約 45%削減できるとされる． 
ECM セメント例えば2.19) 
ポルトランドセメントの約 60%～約 70%を高炉スラグ微粉末などで置換したセ
メントである．国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の委託プ
ロジェクトとして，株式会社竹中工務店や鹿島建設株式会社，株式会社デイ・シ
イ，日鉄住金高炉セメント株式会社などによって開発される．二酸化炭素排出量
を約 60%以上削減できるとされる． 
環境配慮コンクリート例えば2.20) 
ポルトランドセメントの全量を高炉スラグ微粉末などで置換したコンクリート
である．大成建設株式会社によって開発される．二酸化炭素排出量を約 80%削減
できるとされる． 
スラグリート例えば2.21) 
ポルトランドセメントの 70%～90%を高炉スラグ微粉末で置換したコンクリー
トである．戸田建設株式会社と西松建設株式会社によって開発される．二酸化炭
素排出量を約 70%削減できるとされる． 
※参考文献が公開された順に記載 
17 
 一方，石炭火力発電所で発生するフライアッシュを用いたコンクリートの実用化に向けた検討とし
て，例えば，北陸地方 2.22)，秋田県 2.23)，長崎県 2.24)などの取組みがある．これらの取組みでは，各地
域で産出されるフライアッシュの利用方法を指針やマニュアルなどの形で整理し，構造物の管理者も
一体となってフライアッシュの使用方法について情報提供していることが特徴的である．さらに，フ
ライアッシュを用いたコンクリートの実用化を進める際の課題のひとつとされている未燃カーボンに
よる空気量の調整の問題に対しては，北陸地方において特殊な分級装置を用いて高品質なフライアッ
シュを選別する取組み 2.22)，未燃カーボンの含有量が少なくなるように改質したフライアッシュを供
給する取組み 2.25)などが行われている． 
 このように混和材を大量に用いたコンクリートの実用化に向けた技術開発が様々な機関によって個
別に進められているのに対して，混和材を大量に用いたコンクリート構造物の標準的な設計方法や施
工方法を提案することを目的とした取組みもある 2.26)～2.31)．この取組みでは，国内で一般的に用いら
れているセメントよりも混和材の置換率を高めることによって二酸化炭素排出量の削減を可能とした
結合材を「低炭素型セメント結合材」と称し，これを用いたコンクリート構造物の設計および施工の
原則と配慮すべき事項を提案している．具体的には，混和材を大量に用いたコンクリート構造物の設
計および施工の原則と配慮すべき事項を示したガイドライン 2.26)，適用する構造物の種別や配合ごと
に低炭素型のコンクリートの設計および施工の方法を示した 5 編のマニュアル 2.27)～2.31)を発刊してい
る．しかし，これらのガイドラインとマニュアルにおいても，混和材を大量に用いたコンクリートの
設計や施工における留意点を示すまでに留まっており，具体的な耐久設計の方法を確立するには至っ
ていない．混和材を大量に用いたコンクリートの実用化を進めるためには，混和材を大量に用いたコ
ンクリートの耐久設計の方法を構築する必要がある． 
 
 
2.4 コンクリートに関する二酸化炭素排出量を定量的に評価する方法 
 コンクリートの製造やコンクリート構造物の構築に伴って発生する環境負荷あるいは二酸化炭素排
出量を定量的に評価するための方法として，表-2.4 に示す ISO2.32)，2.33)の制定や既往研究 2.34)～2.39)が行
われている．これらの ISO や既往研究では，コンクリートの製造やコンクリート構造物の構築に伴っ
て発生する環境負荷あるいは二酸化炭素排出量を定量的に評価する方法の基本原則や具体的な適用事
例などが示されている． 
 コンクリート構造物の構築に伴って発生する二酸化炭素排出量を定量化する方法としては，大別し
て次の 2 つの方法がある．1 つは，様々な材料の製造時に発生する二酸化炭素排出量を整理したイン
ベントリデータを利用して，積上げ計算によってコンクリートに用いる材料の製造時の二酸化炭素排
出量を算出する方法である．もう 1 つは，材料の製造時だけでなく，コンクリート構造物の建設時，
供用時，解体撤去時など，ライフサイクル全体で発生する二酸化炭素排出量を積上げ計算や産業連関
分析によって算出する方法である． 
 前者の代表的な例としては，コンクリートを構成する材料，例えば，ポルトランドセメントや高炉
スラグ微粉末，フライアッシュ，天然細骨材，天然粗骨材などの製造時に発生する二酸化炭素排出量
を整理したインベントリデータや，これを用いて実際のコンクリート構造物の構築に伴って発生する
二酸化炭素排出量を算出した結果が報告されている 2.36)～2.39)．また，後者の代表的な例としては，構
造物のライフサイクル全体で発生する環境負荷を定量化した結果が報告されている 2.34)，2.35)．具体的
には，橋梁やトンネル，舗装など様々な構造物のライフサイクル全体で発生する二酸化炭素排出量の
算出結果 2.34)，プレストレストコンクリート構造物の材料製造時，建設時，供用時，解体撤去時の二
酸化炭素排出量の算出結果 2.35)が報告されている．しかし，これらの文献では，混和材の使用によっ
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て得られる二酸化炭素排出削減効果の程度や特徴について定量的には言及されていない．このため，
本論文では，第 3 章において，混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果を定量的に把
握し，その程度や特徴を明らかにする． 
 
 
表-2.4 環境負荷あるいは二酸化炭素排出量の定量化に関する ISO と既往研究の概要 
文献 概要 
ISO 13315-12.32) 
ISO 13315-22.33) 
コンクリートの製造およびコンクリート構造物の構築に伴って発生する環境負
荷を評価する際の基本原則，境界条件とインベントリデータの設定方法を示した
国際規格である． 
国土交通省国土技術政策総合研究
所：国土技術政策総合研究所プロジ
ェクト研究報告書第 36 号 2.34) 
社会資本のライフサイクルをとおした環境負荷を定量的に評価する方法を構築
するため，業界団体による集計値と総務省による産業連関表を統合したデータベ
ースを開発するとともに，この適用性を実際の社会資本整備の事例にもとづいて
検討している． 
プレストレスト・コンクリート建設
業協会：PC 構造物の環境負荷低減
への取組み 2.35) 
プレストレストコンクリート構造物の構築に伴って発生する環境負荷を積上げ
計算によって定量化する方法を開発するとともに，実際のプレストレストコンク
リート構造物の事例にもとづいて，材料製造時，施工時，供用時，解体撤去時な
どの各ステージの環境負荷を定量的に評価している． 
日本コンクリート工学協会：コンク
リートセクターにおける地球温暖
化物質・廃棄物の最小化に関する研
究小委員会報告書 2.36) コンクリート構造物のライフサイクルの各ステージにおいて環境負荷低減に向
けた検討を行う際の基本原則を規定するとともに，インベントリデータや実際の
コンクリート構造物での環境負荷の試算結果などを示している． 土木学会：コンクリート構造物の環
境性能照査指針（試案）2.37)，コンク
リートの環境負荷評価（その 2）2.38)，
コンクリートの環境負荷評価 2.39) 
 
 
2.5 混和材の使用がコンクリートの耐久性に与える影響 
 国内では，JIS A 6206:2013 に適合する高炉スラグ微粉末 4000 と高炉スラグ微粉末 6000，JIS A 
6201:2015 に適合するフライアッシュ II 種がポルトランドセメントとともに結合材の一部としてコン
クリートに用いられることが多い．結合材の一部として用いられる高炉スラグ微粉末およびフライア
ッシュの基礎的な反応機構については，次のように整理される例えば 2.40)． 
 高炉スラグ微粉末は，銑鉄製鉄所で発生する副産物であり，高炉から取り出した溶融スラグを急冷
および粉砕して製造されるガラス質の物質である．潜在水硬性を有し，アルカリ刺激剤の存在によっ
て水と反応して硬化および強度発現に寄与する．コンクリート内部では，ポルトランドセメントがア
ルカリ刺激剤の役割を果たすことが多く，カルシウムシリケート水和物（C-S-H）や水酸化カルシウ
ム（Ca(OH)2），モノサルフェート（AFm），エトリンガイト（AFt）などを生成する．一方，フライア
ッシュは，石炭火力発電所で発生する副産物であり，石炭燃焼時に発生する灰を電気集塵機で捕集し
て粒度調整を行って製造される球状の物質である．ポルトランドセメントや高炉スラグ微粉末と異な
り，フライアッシュ自体に水硬性はないが，ポゾラン活性を有する．すなわち，フライアッシュに含
まれる可溶性の二酸化ケイ素（SiO2）がポルトランドセメントの水和反応によって生成される Ca(OH)2
と反応して C-S-H などを生成し，すなわち，ポゾラン反応によって，硬化および強度発現に寄与する． 
 このような反応機構を有する高炉スラグ微粉末とフライアッシュの使用は，コンクリートの塩化物
イオン浸透や中性化，凍結融解に対する抵抗性に正負両面で多大な影響を与える．混和材の使用がコ
ンクリートの耐久性に与える影響について，「混和材を用いたコンクリートの一般的な傾向」と「混和
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材を大量に用いたコンクリートの留意点」に整理して表-2.5 に示す．これらの詳細について，次に個
別に述べる． 
 
 
表-2.5 混和材の使用が耐久性に与える影響の概要 
耐久性 混和材を用いたコンクリートの 
一般的な傾向 
混和材を大量に用いたコンクリートの 
留意点 
塩化物イオン 
浸透抵抗性 
・混和材を用いたコンクリートでは，硬化体の空
隙構造が緻密になること，水和生成物の塩化物イ
オンの固定化能力が高まることなどから，ポルト
ランドセメントのみを用いたコンクリートと比較
して，塩化物イオン浸透抵抗性は向上する． 
 
・混和材を大量に用いたコンクリートの実環境下
での塩化物イオン浸透抵抗性が明確でない． 
・混和材を大量に用いたコンクリートでは，塩化
物イオン拡散係数などの耐久設計に必要となる
設計値が整備されていない． 
・混和材を大量に用いたコンクリートでは，表層
部で中性化が進行した後に，塩化物イオンが未中
性化領域に濃集してコンクリート内部の塩化物
イオン浸透量が多くなる可能性がある． 
 
中性化 
抵抗性 
・混和材を用いたコンクリートでは，ポルトラン
ドセメントの使用が抑制されて水酸化カルシウム
の含有量が少なくなることなどから，ポルトラン
ドセメントのみを用いたコンクリートと比較し
て，中性化抵抗性は低下する． 
 
・圧縮強度が同程度であれば中性化抵抗性も同等
になるとされるが，この傾向が混和材を大量に用
いたコンクリートにも適用できるか明確でない．
・既往の中性化速度係数の予測式や促進中性化試
験が混和材を大量に用いたコンクリートにも適
用できるか明確でない． 
 
凍結融解 
抵抗性 
・混和材を用いたコンクリートでは，化学混和剤
の使用によって AE コンクリートとすること，十
分な強度を確保することなどによって，ポルトラ
ンドセメントのみを用いたコンクリートと比較し
て，凍結融解抵抗性は同等以上となる． 
 
・フライアッシュに含まれる未燃カーボンに AE
剤が吸着されてフレッシュコンクリートの空気
量の調整が困難となり凍結融解抵抗性が低下す
る可能性がある． 
・高炉スラグ微粉末の置換率の高いコンクリート
では表層部で中性化が進行した後に凍結融解抵
抗性が低下する可能性がある． 
 
 
 
2.5.1 塩化物イオン浸透抵抗性 
 混和材を用いたコンクリートでは，硬化体の空隙構造が緻密になること，水和生成物の塩化物イオ
ンの固定化能力が高まることなどから，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，
塩化物イオン浸透抵抗性が向上するとされることが多い例えば 2.40)～2.42)． 
 塩化物イオン浸透抵抗性の向上効果については，様々な曝露試験や実構造物の調査の結果で確認さ
れている．例えば，高炉セメント B 種を用いた供試体の 10 年間の曝露試験の結果 2.43)，早強ポルトラ
ンドセメントの一定割合を高炉スラグ微粉末6000で置換した供試体の10年間の曝露試験の結果2.44)，
高炉セメント B 種やフライアッシュセメント B 種を用いた供試体の 3 年間の曝露試験の結果 2.45)が報
告されている．いずれの報告においても，混和材を用いることによってポルトランドセメントのみを
用いたコンクリートよりも塩化物イオンの浸透が抑制されたこと，混和材を用いることによって塩化
物イオン拡散係数が経時的に減少したことなどが確認されている．特に高炉スラグ微粉末やフライア
ッシュを用いたコンクリートにおいて塩化物イオン拡散係数の経時的な減少が顕著に現れる現象は国
外の曝露試験や室内試験においても確認されており，ポルトランドセメントの水和反応と比較して高
炉スラグ微粉末やフライアッシュの反応が長期的に継続することが一因であること，塩化物イオン拡
散係数の経時的な減少はコンクリート構造物の寿命予測の結果にも多大な影響を与えることなどが指
摘されている 2.46)～2.49)．一方，フライアッシュを用いた実構造物からコアを採取して供用約 9 年後ま
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での塩化物イオンの浸透状況を調査した結果 2.50)によると，フライアッシュを用いた緻密な空隙構造
を有するコンクリートでは塩化物イオンの浸透量が一定以上に増加しない場合があることが報告され
ている．この現象のメカニズムを解明するため，微小な空隙に着目した解析モデルによる検証 2.51)や
コンクリート内部の含水状態に着目した検討 2.52)などが進められている． 
 土木学会コンクリート標準示方書では，高炉セメント B 種相当やフライアッシュセメント B 種相当
の混合セメントを用いたコンクリートの塩化物イオン拡散係数の算定式を示している．これらの算定
式から得られる混合セメントの塩化物イオン拡散係数はポルトランドセメントのみを用いたコンクリ
ートの塩化物イオン拡散係数よりも小さく，混和材の使用によって塩化物イオン浸透抵抗性が向上す
ることが耐久設計に反映されているといえる． 
 このように，混和材の使用による塩化物イオン浸透抵抗性の向上効果は曝露試験や実構造物の調査
の結果でも確認されており，既往の設計規準の耐久設計にも反映されている．しかし，これらの知見
は主として混和材の置換率を混合セメント B 種相当としたコンクリートで得られたものであり，混和
材の置換率を混合セメントC種相当以上に高めたコンクリートの実環境下での塩化物イオン浸透抵抗
性は明らかにされていない．高炉スラグ微粉末やフライアッシュなどの置換率を様々に変化させた実
験の結果によると，硬化体の塩化物イオンの固定化性状は混和材の種類や置換率によって大幅に異な
ることも指摘されている 2.53)．したがって，塩化物イオン浸透抵抗性の向上効果を最大限に活かして
混和材を大量に用いたコンクリートの実用化を進めるためには，実環境下での塩化物イオン浸透抵抗
性を検証し，これを踏まえた耐久設計の方法を構築することが必要である． 
 また，後述するように混和材を大量に用いたコンクリートでは中性化抵抗性の低下が危惧されるた
め，中性化の進行後に，塩化物イオン浸透と中性化の複合劣化が発生する可能性も否定できない．例
えば，塩化物イオンをあらかじめ混入して促進中性化を行ったモルタルの EPMA 法による面分析の結
果において，未中性化領域で塩化物イオン濃度が大きくなったことが確認されており，この原因とし
て，中性化の進行に伴ってフリーデル氏塩として固定されていた塩化物イオンが細孔溶液中に溶解し，
濃度拡散によって供試体内部の未中性化領域へと浸透したことが指摘されている 2.54)．中性化の進行
によって塩化物イオンが未中性化領域に濃集する現象は，熱力学的相平衡と物質移動を連成させた解
析モデルを用いて再現できることも報告されている 2.55)．また，実構造物から採取した試料の分析結
果によると，中性化の進行後のコンクリートでは固定化される塩化物イオン量が低下すること 2.56)や
塩化物イオンの浸透が容易になること 2.57)，2.58)が報告されている． 
 これらの知見はポルトランドセメントのみを用いた場合に得られたものであるが，高炉スラグ微粉
末やフライアッシュを用いた場合においても，塩化物イオンの供給と促進中性化を交互に行った実験
の結果，未中性化領域で塩化物イオン濃度が大きくなった事例が複数報告されている 2.59)～2.62)．しか
し，実験条件が様々であり，未中性化領域で塩化物イオン濃度が大きくなるという知見は一致するも
のの，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，塩化物イオン浸透深さが大きく
なるとする報告例えば 2.59)と小さくなるとする報告例えば 2.62)があり，相反する結果が得られている．また，
塩化物イオンと中性化の複合劣化の影響も加味して塩化物イオンの浸透をモデル化する検討も行われ
ているが 2.63)～2.65)，混和材を大量に用いたコンクリートでの複合劣化の発生メカニズムは明らかにさ
れておらず，十分な信頼性を有する塩化物イオン浸透の予測手法が確立されるには至っていない．し
たがって，混和材を大量に用いたコンクリートの実用化を進めるためには，塩化物イオン浸透と中性
化の影響を同時に受ける実環境下での塩化物イオンの浸透状況を正確に把握するとともに，塩化物イ
オン浸透と中性化による複合劣化の発生の有無や影響の程度を明らかにすることが必要である． 
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2.5.2 中性化抵抗性 
 混和材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントの使用が抑制されて水酸化カルシウムの
含有量が少なくなることなどから，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，中
性化抵抗性が低下するとされることが多い例えば 2.41)．一方，材齢 28 日の圧縮強度が同程度であれば，
混和材の使用有無にかかわらず，中性化の進行速度は同等になるとの指摘もある例えば 2.40)． 
 土木学会コンクリート標準示方書では，中性化速度係数の予測式を示しており，この予測式を用い
ることによって中性化の照査を行うことができる．この予測式は，フライアッシュの置換率を 15%あ
るいは 30%とした供試体を用いて全国 12 ヶ所で行われた 20 年間の曝露試験の結果 2.66)にもとづいて
定められたものである．高炉スラグ微粉末を用いたコンクリートについては，高炉セメント A 種およ
び B 種，C 種を用いた供試体の 40 年間の曝露試験の結果 2.67)が報告されている．どちらの報告におい
ても，材齢 28 日の圧縮強度を同程度とした場合には，混和材の置換率にかかわらず中性化の進行速度
は同等になることが指摘されている．また，鉄道構造物の中性化深さの調査結果 2.68)では，データに
ばらつきは認められるが，普通ポルトランドセメントを用いたと推定される構造物と高炉セメントを
用いたと推定される構造物において中性化深さに大幅な差は生じていなかったことが報告されている． 
 前述したように混和材を用いたコンクリートでは中性化抵抗性が低下するとされることが多いが，
過去の曝露試験の結果によると，混和材を用いたコンクリートにおいても圧縮強度を確保することが
できれば中性化抵抗性は必ずしも損なわれない可能性がある．しかし，混和材を大量に用いたコンク
リートにおいても同様の知見を適用できるかは明確にされていない．また，土木学会コンクリート標
準示方書の中性化速度係数の予測式や既往の促進中性化試験が混和材を大量に用いたコンクリートに
適用できるかも明確にされていない．したがって，混和材を大量に用いたコンクリートの実用化を進
めるためには，実環境下での中性化抵抗性を検証し，中性化抵抗性を適切に評価できる方法を確立す
る必要がある． 
 
2.5.3 凍結融解抵抗性 
 混和材を用いたコンクリートでは，化学混和剤の使用によって AE コンクリートとすること，十分
な強度を確保することなどによって，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと同等の凍結
融解抵抗性を確保できるとされることが多い例えば 2.40)，2.41)．ただし，フライアッシュを用いたコンクリ
ートでは，フライアッシュに含まれる未燃カーボンに AE 剤が吸着されてフレッシュコンクリートの
空気量の調整が困難となり，凍結融解抵抗性の低下が危惧されることがある．また，高炉スラグ微粉
末を大量に用いたコンクリートに対しては，ISO 22965-2:20072.69)において，コンクリートの表層部で
中性化が進行した後に十分な凍結融解抵抗性が得られないことがあるため，高炉スラグ微粉末の置換
率を 60%以上とする場合には中性化後の凍結融解抵抗性を確認する必要があるとしている．国外の実
験結果 2.70)では，高炉スラグ微粉末の置換率を 50%以上としたコンクリートでは，中性化の進行後に
硬化体の空隙構造が粗大化し，コンクリート内部において凍結可能な水分の量が増加することによっ
て凍結融解抵抗性が低下する場合があることが報告されている．一方，国内の実験結果 2.71)では，高
炉スラグ微粉末を大量に用いたコンクリートでは，中性化の影響を受けていない場合においても，AE
剤の種類や添加量によっては凍結融解抵抗性が低下する場合があることが報告されている．これらの
ことを踏まえると，混和材を大量に用いたコンクリートの実用化を進めるためには，混和材を大量に
用い，かつ，化学混和剤を適切に用いて AE コンクリートとした場合の凍結融解抵抗性を正確に把握
し，特に高炉スラグ微粉末の置換率を高めたコンクリートにおいて中性化の進行後の凍結融解抵抗性
の低下の有無や凍結融解と中性化の複合劣化の発生メカニズムを明らかにしておく必要がある． 
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2.6 塩化物イオン浸透抵抗性の評価試験方法と活用状況 
 コンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を評価する試験方法として，国内外で様々な試験規準が制
定されている．これらの試験方法は，表-2.6 に示すように，濃度拡散にもとづく試験方法と電気泳動
にもとづく試験方法に二分される． 
 国内では，コンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を評価する試験方法として，電気泳動試験（定
常法，JSCE-G 5712.72)）と浸せき試験（JSCE-G 5722.73)）の試験規準が制定されている．国外でも同様
の試験規準が存在する．しかし，電気泳動試験は通電による電位勾配を駆動力とした塩化物イオンの
電気泳動，浸せき試験は浸せきによる濃度勾配を駆動力とした塩化物イオンの濃度拡散によってコン
クリートの塩化物イオン浸透抵抗性を評価する方法であり，試験原理が大幅に異なる．混和材を用い
たコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートよりも塩化物イオン浸透抵抗
性が向上することが多く，濃度拡散による試験方法では試験時間が極端に長くなるが，電気泳動によ
る試験方法を用いることによって迅速かつ簡便に塩化物イオン浸透抵抗性を評価できる可能性がある．
本節では，両試験の試験原理を整理するとともに，特に電気泳動によってコンクリートの塩化物イオ
ン浸透抵抗性を評価する試験方法の概要と活用状況を整理する． 
 なお，本節では，2 種類の電気泳動試験を区別するため，「電気泳動試験（定常法）」および「電気
泳動試験（非定常法）」の表記を用いたが，他の章では後者を「非定常・電気泳動試験」と表記してい
ることに留意されたい． 
 
 
表-2.6 塩化物イオン浸透抵抗性の評価試験方法の概要 
試験方法 試験規準 試験方法の概要 
濃 
度 
拡 
散 
浸せき試験 
日本： JSCE-G 572 
米国： ASTM C 1556 
欧州： EN 13396，NT BUILD 443 
国際規格： ISO 1920-11 
供試体を所定の濃度の塩化ナトリウム水溶液中に一定
期間浸せきし，浸せき後の供試体内部の塩化物イオン濃
度分布を求め，この濃度分布を用いて塩化物イオンの見
掛けの拡散係数を算出して塩化物イオン浸透抵抗性を
評価する． 
 
電 
気 
泳 
動 
急速塩分 
浸透性試験 
米国： ASTM C 1202，AASHTO T 277 飽水状態とした供試体に一定期間の通電を行い，通電中
の電流の測定値から供試体を通過した電荷量の総量を
積算通過電荷量として求め，この積算通過電荷量を指標
として塩化物イオン浸透抵抗性を間接的に評価する． 
 
電気泳動試験
（定常法） 
日本： JSCE-G 571 
欧州： NT BUILD 355 
 
飽水状態とした供試体に通電を行い，塩化物イオンの移
動流束が一定となった時点を定常状態とみなし，定常状
態における塩化物イオンの移動流束を求め，塩化物イオ
ンの実効拡散係数を算出して塩化物イオン浸透抵抗性
を評価する． 
 
電気泳動試験
（非定常法） 
米国： AASHTO TP 64 
欧州： NT BUILD 492 
 
飽水状態とした供試体に一定期間の通電を行い，塩化物
イオンが供試体を通過する前の非定常状態で通電を停
止し，供試体を割裂して割裂面に硝酸銀溶液を噴霧して
塩化物イオンの浸透深さを求め，塩化物イオン拡散係数
や塩化物イオン浸透速度を算出して塩化物イオン浸透
抵抗性を評価する． 
 
 
 
2.6.1 濃度拡散にもとづく試験方法 
 一般に，静止溶液中の塩化物イオンの移動は，Nernst-Planck 式にもとづくと，式(2.1)のように表す
ことができる 2.74)，2.75)．
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xRT
zFcD
x
cDJ 

 ClClClCl        (2.1) 
ここに，J：塩化物イオンの移動流束(mol/(m2·s))，DCl：塩化物イオン拡散係数(m2/s)，cCl：塩化物イオ
ン濃度(mol/m3)，x：位置(m)，z：塩化物イオンの電荷(= 1)，F：ファラデー定数(= 9.65×104 J/(V·mol))，
R：気体定数(= 8.31 J/(K·mol))，T：絶対温度(K)，φ：印加電圧(V)である． 
 
 式(2.1)の右辺に着目すると，静止溶液中の塩化物イオンの移動は，第 1 項の濃度勾配を駆動力とす
る濃度拡散，第 2 項の電位勾配を駆動力とする電気泳動によって生じると考えることができる．この
ため，濃度拡散あるいは電気泳動によってコンクリート内部の塩化物イオンの移動が生じることを応
用し，コンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を評価することができる． 
 濃度拡散については，自然環境下にあるコンクリートへの塩化物イオンの浸透を表す基本的な原理
として，実構造物から採取した試料や浸せき試験を行った供試体から得られた塩化物イオン濃度分布
を用いた塩化物イオンの見掛けの拡散係数の算出，さらには，見掛けの拡散係数を用いた塩化物イオ
ン浸透の将来予測にも応用されている．自然環境下では，濃度拡散による塩化物イオンの移動が卓越
するため式(2.1)の右辺の第 2 項を無視できること，また，コンクリート内部の塩化物イオンの濃度勾
配も時間とともに変化することなどから，コンクリート内部の塩化物イオン濃度の時間変化は式(2.2)
の Fick の第 2 法則で表すことができる 2.75)． 
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 JSCE-G 572 や JSCE-G 5732.76)では，実構造物から採取した試料や浸せき試験を行った供試体の塩化
物イオンの濃度分布を入手し，式(2.2)の解である式(2.3)に塩化物イオン濃度分布を最小二乗法によっ
てフィッティングさせて塩化物イオンの見掛けの拡散係数を算出する．この方法によって得られる塩
化物イオンの拡散係数を「見掛けの拡散係数」と称している理由は，自然環境下のコンクリート内部
では塩化物イオンは水和生成物による固定化の影響を受けながら徐々に浸透するためである．本論文
では，第 4 章に示す曝露試験や浸せき試験の結果を対象として，式(2.3)を用いて塩化物イオンの見掛
けの拡散係数を算出している． 
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ここに，C(x, t)：距離 x と試験期間 t での塩化物イオン濃度(kg/m3)，x：コンクリート表面からの距離
(m)，t：試験期間(s)，C0：コンクリート表面の塩化物イオン濃度(kg/m3)，Ci：初期含有塩化物イオン
濃度(kg/m3)，Dap：塩化物イオンの見掛けの拡散係数(m2/s)，erf：誤差関数である． 
 
2.6.2 電気泳動にもとづく試験方法 
 国内外では，電気泳動によってコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を評価する方法として複数
の試験規準が制定されている．電気泳動にもとづく試験方法では，通電による電位勾配を駆動力とし
てコンクリート内部に塩化物イオンを強制的に泳動させるため，前述した濃度勾配にもとづく試験方
法よりも試験期間を大幅に短縮できる．電気泳動にもとづく試験方法の特徴について，次に述べる． 
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I 急速塩分浸透性試験 
 急速塩分浸透性試験（Rapid Chloride Penetration Test）は，飽水状態とした供試体に通電を行い，
電流の測定値から通電中に供試体を通過した電荷量の総量を求め，この積算通過電荷量（Total 
Charge Passed）を指標としてコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を間接的に評価する試験方
法である．米国では，試験規準として ASTM C 12022.77)および AASHTO T 2772.78)が制定されてい
る．これらの試験規準では，図-2.1 に示す電気泳動セルに設置した供試体（φ100×50 mm）に直
流定電圧 60 V で 6 時間の通電を行い，その間の電流の測定値から積算通過電荷量を算出する．そ
の後，積算通過電荷量と表-2.7 に示す評価基準にもとづいて，コンクリートの塩化物イオン浸透
抵抗性を定性的に評価する． 
 急速塩分浸透性試験では，6 時間の通電試験でコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性に関す
る試験結果を迅速に得ることができる．過去には，国内でも混和材を用いたコンクリートの塩化
物イオン浸透抵抗性を評価する際に適用されている例えば 2.79)，2.80)．しかし，評価指標として積算通
過電荷量を採用しているため塩化物イオンの移動を直接的には評価していないこと，電圧の設定
値が 60 V と高いため通電時に溶液温度の上昇や電流の増加を誘発して適切な評価結果を得るこ
とができない場合があること，通電時には塩化物イオンだけでなく他のイオンの移動も電流に影
響も与える可能性があることなど，試験方法の妥当性に対して批判的な指摘 2.81)がある．このた
め，近年の研究では，急速塩分浸透性試験を改めた方法として，電圧の設定値を 30 V として通電
後の供試体内部の塩化物イオンの浸透深さを用いて塩化物イオン浸透抵抗性を評価する方法 2.82)
や通電開始から 5 分後の電圧の低下量を用いて塩化物イオン浸透抵抗性を評価する方法 2.83)など
が提案されている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
              (A)電気泳動セルの例                        (B)供試体の設置状況の例 
図-2.1 ASTM C 1202 と AASHTO T 277 の試験装置の例 
 
 
表-2.7 ASTM C 1202 と AASHTO T 277 の評価基準 
積算通過電荷量
(coulombs) 
< 100 100 – 1000 1000 – 2000 2000 – 4000 > 4000 
塩化物イオン 
浸透性 
Negligible  Very Low Low Moderate High 
 
 
II 電気泳動試験（定常法） 
 電気泳動試験（定常法）は，飽水状態とした供試体に通電を行い，陽極側溶液への塩化物イオ
ンの移動流束，すなわち，単位時間および単位面積あたりの塩化物イオンの移動量が一定に達し
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た時点を定常状態とみなし，定常状態における塩化物イオンの移動流束を求めて，塩化物イオン
の実効拡散係数を算出する試験方法である．電気泳動試験（定常法）から得られる塩化物イオン
の拡散係数は，コンクリートの細孔溶液中に存在する塩化物イオンの電気泳動のし易さを表すた
め，「実効拡散係数」と称されており，前述した実構造物から採取した試料や浸せき試験を行った
供試体の塩化物イオン濃度分布から算出される見掛けの拡散係数とは区別されている． 
 電気泳動試験（定常法）の試験規準として，国内では JSCE-G 571，北欧では NT BUILD 3552.84)
が制定されている．JSCE-G 571 では，図-2.2 に示す方法で電気泳動セルに設置した供試体に通電
を行い，定常状態で測定された塩化物イオンの移動流束から式(2.4)を用いて塩化物イオンの実効
拡散係数を求める．NT BUILD 355 でも，JSCE-G 571 と同様に定常状態における塩化物イオンの
移動流束から実効拡散係数を求めるが，試験材齢や電圧の設定値，陰極側溶液の塩化ナトリウム
水溶液の濃度など試験方法の細部が若干異なる． 
 
     100cClCl
Cl
e  EEFCZ
RTLJD       (2.4) 
ここに，De：実効拡散係数(cm2/year)，JCl：定常状態における塩化物イオンの移動流束(mol/(cm2·year))，
R：気体定数(J/(mol·K))，T：絶対温度の測定値(K)，L：供試体の厚さ(mm)，ZCl：塩化物イオンの
電荷，F：ファラデー定数(C/mol)，CCl：陰極側溶液の塩化物イオン濃度の測定値(mol/L)，ΔE−ΔEc：
供試体表面間の測定電位(V)である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.2 電気泳動試験（定常法）の試験装置の例 2.72) 
 
 
 JSCE-G 571 から得られる実効拡散係数の物理的意味の解釈については注意が必要である．外部
電圧を印加させてコンクリート内部に電気泳動させた塩化物イオンは通電開始初期の段階では水
和生成物による固定化と電気泳動を繰り返しながら移動していると考えられる．JSCE-G 571 では，
この影響を排除するため，定常状態となった後の塩化物イオンの移動流束を測定して実効拡散係
数を算出する．この実効拡散係数は，電位勾配を駆動力として移動する塩化物イオンの定常状態
における移動速度を示すものであり，自然環境下の実構造物や曝露供試体から得られる見掛けの
拡散係数のように，濃度勾配を駆動力として水和生成物による固定化の影響を常に受けながら
徐々に移動する塩化物イオンの移動速度を示す指標とは物理的意味が異なる．このため，JSCE-G 
571 では，実効拡散係数を見掛けの拡散係数に換算するため，コンクリート内部の空隙率や塩化
物イオンの固定化の影響を考慮して定めた換算係数を示している．しかし，混和材の種類や置換
率などコンクリートの配合が異なる度に換算係数を実験によって求めることは容易ではない．ま
電気泳動セル
飽水状態とした供試体
直流安定化電圧
0.5mol/L
塩化
ナトリウム
水溶液
0.3mol/L
水酸化
ナトリウム
水溶液
Cl−
陰極側電極 陽極側電極
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た，混和材を用いたコンクリートのように塩化物イオン浸透抵抗性の高いコンクリートでは，定
常状態となるまでに要する試験時間が極めて長くなる可能性が高い．このような場合には長期的
な通電によって硬化体が変質する可能性も否定できないため，正確な評価結果を得ることができ
るか必ずしも明確ではない．このような電気泳動試験（定常法）の複数の課題を踏まえて，非定
常状態，すなわち，塩化物イオンの移動速度が定常状態となる前に供試体内部の塩化物イオンの
浸透深さを測定して塩化物イオン浸透抵抗性を評価する電気泳動試験（非定常法）が提案されて
いる．電気泳動試験（非定常法）の概要について，次に述べる． 
 
III 電気泳動試験（非定常法） 
 電気泳動試験（非定常法）は，通電後の供試体を試験面に対して垂直に割裂し，硝酸銀溶液を
割裂面に噴霧してその変色境界の位置を塩化物イオンの浸透深さとして求め，この測定値を用い
てコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を評価する試験方法である．前述した電気泳動試験（定
常法）が定常状態となった塩化物イオンの移動流束を用いるのに対して，電気泳動試験（非定常
法）では定常状態に達する前の「非定常状態」における供試体の内部の塩化物イオンの浸透深さ
を用いて，塩化物イオン浸透抵抗性を評価する方法である．試験規準として，北欧では NT BUILD 
4922.85)，北米では AASHTO TP 642.86)が制定されている． 
 飽水状態とした供試体（φ100×50 mm）を用い，陰極側溶液から電気泳動した塩化物イオンが
供試体を通過して陽極側溶液に到達しない範囲内で通電時間を設定する．また，通電後の供試体
内部の塩化物イオンの浸透深さを評価指標として用いるため，積算通過電荷量を評価指標とした
急速塩分浸透性試験と比較して，コンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を直接的に評価できる
という特長を持つ．塩化物イオンの浸透深さについては，通電後の供試体を割裂して割裂面に硝
酸銀溶液を噴霧すると図-2.3 に示すように塩化物イオンが浸透した部分では噴霧後の硝酸銀溶液
が白色を呈するため，試験面から硝酸銀溶液の変色境界までの距離を測定して求めることとして
いる．前述した急速塩分浸透性試験では供試体に印加する電圧が過大であることが問題視されて
いたが，この問題を解決するため，NT BUILD 492 では 30 V，AASHTO TP 64 では 60 V で通電を
行った時の電流の測定値を参考として印加電圧を設定すること，AASHTO TP 64 では電流の測定
値が極端に大きい場合には試験を行わないことを推奨している． 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.3 硝酸銀溶液噴霧後の供試体の例 
 
 
 NT BUILD 492 では，図-2.4 に示す試験装置を用いて飽水状態とした供試体に通電を行い，通
電後の供試体の割裂面に 0.1 mol/L 硝酸銀溶液を噴霧して塩化物イオン浸透深さを測定し，式(2.5)
～式(2.7)を用いて塩化物イオン拡散係数を算出する方法を示している． 
 
硝酸銀溶液の変色境界までの距離
= 塩化物イオンの浸透深さ
硝酸銀溶液が白色に変色した部分
27 
   
t
xx
zFE
RTD dd492 BUILD NT
       (2.5) 
   
L
UE 2         (2.6) 
   


  
0
d1 21erf2
c
c
zFE
RT        (2.7) 
ここで，DNT BUILD 492：塩化物イオン拡散係数(m2/s)，R：気体定数(J/(K·mol))，T：試験の開始時と
終了時における陽極側溶液の温度の平均値(K)，z：塩化物イオンの電荷(= 1)，F：ファラデー定数
(J/(V·mol))，xd：硝酸銀溶液噴霧法で得られる供試体の塩化物イオン浸透深さ(m)，t：試験期間(s)，
U：印加電圧(V)，L：供試体の厚さ(m)，cd：供試体の割裂面に噴霧した 0.1 mol/L 硝酸銀溶液の変
色境界における供試体の塩化物イオン濃度(= 0.07 mol/L(普通ポルトランドセメントを用いたコン
クリート))，c0：陰極側溶液の塩化物イオン濃度(= 2 mol/L)である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.4 電気泳動試験（非定常法）の試験装置の例 2.85) 
 
 
 同様に，AASHTO TP 64 では，通電後の供試体の塩化物イオン浸透深さを電圧と試験時間で除
して塩化物イオン浸透速度（Chloride Penetration Rate）を求め，この値を用いてコンクリートの塩
化物イオン浸透抵抗性を評価する方法を示している．また，表-2.8 のように AASHTO TP 64 で得
られた塩化物イオン浸透速度にもとづいて塩化物イオン浸透抵抗性のグレード分けを行い，これ
と AASHTO T 277 で得られる積算通過電荷量の関係を示している． 
 
 
表-2.8 AASHTO TP 64 と AASHTO T 277 の評価基準 
 Performance Grade 1 Performance Grade 2 Performance Grade 3 
AASHTO TP 64 
塩化物イオン浸透速度 
(mm/V-hr) 
0.034 ≧ x ＞ 0.024 0.024 ≧ x ＞ 0.012 0.012 ≧ x 
AASHTO T 277 
積算通過電荷量 
(coulombs) 
2000 – 3000 800 – 2000 < 800 
 
陰極側電極
直流安定化電源
陰極側
溶液
陽極側溶液
陽極側電極
飽水状態とした供試体
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 前述したように混和材の使用はコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を向上させる効果を有
するとされることが多いが，この特長を最大限に活かして混和材を大量に用いたコンクリートの
実用化を進めるためには，塩化物イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価できる室内試験が必要
である．浸せき試験や電気泳動試験（定常法）を用いると，混和材を大量に用いたコンクリート
のように塩化物イオン浸透抵抗性の高いコンクリートでは試験期間が極端に長くなることが課題
となるためである．この課題に対して，電気泳動試験（非定常法）では通電後の供試体内部の塩
化物イオンの浸透深さを測定して塩化物イオン拡散係数などの算出に用いるため，塩化物イオン
浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価できる．しかし，国内では電気泳動試験（非定常法）に関する
実験データの蓄積が十分でなく，試験規準を制定するには至っていない．また，電気泳動試験（非
定常法）の混和材を大量に用いたコンクリートへの適用性については，国外においても明確にさ
れていない．混和材の使用による塩化物イオン浸透抵抗性の向上効果を最大限に活かして混和材
を大量に用いたコンクリートの実用化を進めるためには，塩化物イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡
便に評価できる室内試験の方法を確立することが不可欠である．本論文では，第 7 章において，
電気泳動試験（非定常法）による塩化物イオン浸透抵抗性の評価方法に着目し，既往の試験規準
の概要や実用化にあたっての課題を整理するとともに，検証実験の結果にもとづいて適切な試験
手順と活用方法について検討する． 
 
2.6.3 電気泳動にもとづく試験方法の活用状況 
 電気泳動にもとづく試験方法は，国内での採用実績は極めて少ないが，国外では塩害環境下で供用
されるコンクリート構造物を対象として，配合選定時のコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性の評
価，施工後の品質管理などで活用されている．そこで，電気泳動にもとづく試験方法の活用状況につ
いて，国外での事例を整理する． 
 北米では，ASTM C 1202 あるいは AASHTO T 277 に準拠した急速塩分浸透性試験を用いたコンクリ
ートの品質管理が行われている．カナダの CSA A23.12.87)では，ASTM C 1202 を採用し，材齢 56 日ま
でに実施した急速塩分浸透性試験で得られる積算通過電荷量の上限値を規定している．この急速塩分
浸透性試験から得られる積算通過電荷量の上限値の規定を実構造物のコンクリートの品質管理に活用
した事例が報告されている．例えば，2010 年にバンクーバーで開催された冬季オリンピックの会場や
周辺施設にフライアッシュを用いたコンクリートを適用した事例 2.88)やケベック州の駐車場に石灰石
微粉末や混和材を用いたコンクリートを適用した事例 2.89)において，施工後のコンクリートの塩化物
イオン浸透抵抗性を確認するために急速塩分浸透性試験を活用した結果が報告されている．米国でも，
急速塩分浸透性試験は広く採用されており，例えば，バージニア州では，AASHTO T 277 による積算
通過電荷量の上限値を構造物の種別ごとに規定している 2.90)，2.91)．また，カナダの地下構造物の設計
規準では，ASTM C 15562.92)に準拠した浸せき試験は塩化物イオンの見掛けの拡散係数の算出までに 3
ヶ月間の試験期間が必要となるため品質管理の試験としては実用的ではなく，ASTM C 1556 から得ら
れる見掛けの拡散係数 3.0×10−12 m2/sに対応するASTM C 1202の積算通過電荷量を事前の試験で求め，
品質管理には ASTM C 1202 に準拠した急速塩分浸透性試験を採用することを推奨している 2.93)． 
 このように，北米では，ASTM C 1202 あるいは AASHTO T 277 に準拠した急速塩分浸透性試験をコ
ンクリートの配合選定や品質管理のための試験方法として活用している．しかし，米国では ASTM C 
1202 あるいは AASHTO T 277 の積算通過電荷量の上限値が技術者や管理者によって任意に設定され
ているが，配合条件が異なる場合には積算通過電荷量と塩化物イオン浸透抵抗性の関係が必ずしも明
確ではないとする指摘もある 2.94)．そこで，ASTM C 1202 に代わる試験方法として，通電後の供試体
内部の塩化物イオンの浸透深さを用いて塩化物イオン浸透抵抗性を直接的に評価できる AASHTO TP 
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64 が制定されたことが紹介されている 2.95)． 
 北米では，コンクリートの品質管理を行うための試験方法として，ASTM C 1202 あるいは AASHTO 
T 277 に準拠した急速塩分浸透性試験が広く採用されているが，塩化物イオンの浸透状況を直接的に
評価できる AASHTO TP 64 の制定も並行して行われており，実務において塩化物イオン浸透抵抗性を
迅速かつ簡便に評価するため，電気泳動にもとづく試験方法の検討が現時点でも継続的に進められて
いる． 
 北欧では，複数の実構造物において，配合選定時に NT BUILD 492 に準拠した電気泳動試験（非定
常法）を活用してコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を評価した事例が報告されている 2.96)． 
 シンガポールでは，海洋構造物で高い塩化物イオン浸透抵抗性が要求されるため，コンクリートに
用いるセメントの種類を検討する際に，NT BUILD 492 による塩化物イオン拡散係数，ASTM C 1202
による積算通過電荷量などを測定した結果が報告されている 2.97)．この報告では，ポルトランドセメ
ントのみを用いた供試体と高炉スラグ微粉末やシリカフュームなどの混和材を用いた供試体の塩化物
イオン浸透抵抗性を比較し，混和材の使用によってコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を大幅に
向上できたこと，また，材齢の経過とともに塩化物イオン浸透抵抗性が継続的に向上したことなどが
示されている． 
 インドでは，道路用のコンクリート橋の規準 2.98)や鉄道用のコンクリート橋の規準 2.99)において，
ASTM C 1202 に準拠した急速塩分浸透性試験をコンクリートの品質管理のための試験として活用し，
構造物の種別に応じて積算通過電荷量の上限値を規定している．また，ポルトランドセメントのみを
用いたコンクリートでは積算通過電荷量の上限値を満足することが困難な場合があるため混和材の使
用が必要であること，混和材を用いた場合には試験の実施材齢を 28 日ではなく 56 日や 91 日とする必
要があることなどが指摘されている 2.100)． 
 中国では，レディーミクストコンクリートの規格である GB/T 149022.101)において，コンクリートの
塩化物イオン浸透抵抗性の評価指標として，電気泳動試験（非定常法）による塩化物イオン拡散係数
と急速塩分浸透性試験による積算通過電荷量を採用している．また，コンクリートの耐久性の試験方
法である GB/T 500822.102)において，NT BUILD 492 と同様の電気泳動試験（非定常法），ASTM C 1202
および AASHTO T 277 と同様の急速塩分浸透性試験の試験方法が制定されている． 
 以上のことから，国外では，塩害環境下で供用されるコンクリート構造物を対象として，配合選定
時のコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性の評価や，施工後のコンクリートの塩化物イオン浸透抵
抗性の確認などで，電気泳動にもとづく試験方法が積極的に活用されていることがわかる． 
 
 
2.7 現状の課題と本論文の位置づけ 
 本章では，混和材を大量に用いたコンクリートに関する既往研究や規格，規準類の概要を整理し，
混和材を大量に用いたコンクリートの実用化に向けての課題を抽出した．これらの課題と本論文の位
置づけについて，次のように整理できる． 
 
I 混和材の使用による二酸化炭素排出削減効果の定量化 
 コンクリートに関する二酸化炭素排出量を定量的に評価する方法が ISOや複数の既往研究によ
って提案されていたが，既往研究においても混和材の使用による二酸化炭素排出削減効果は定量
的には示されていなかった．本論文では，第 3 章において，混和材の使用による二酸化炭素排出
削減効果を定量的に示し，その程度や特徴を明らかにする． 
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II 混和材の大量使用がコンクリートの耐久性に与える影響 
 既往研究では，混和材の使用はコンクリートの耐久性に正負両面の影響を与えることが示され
ていたが，混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン浸透や中性化，凍結融解に対する
抵抗性を実環境下で検証した事例は報告されていなかった．また，混和材を大量に用いたコンク
リートでは，中性化の進行速度が速くなることが危惧されるため，中性化の進行後に塩化物イオ
ン浸透や凍結融解との組合せによる複合劣化の発生も想定されるが，複合劣化の発生の有無を実
環境下で検証した事例も報告されていなかった．本論文では，第 4 章で塩化物イオン浸透，第 5
章で中性化，第 6 章で凍結融解に着目して，混和材を大量に用いたコンクリートの耐久性を曝露
試験や室内試験によって検証するとともに，耐久性の評価方法について検討する．また，中性化
の進行後の塩化物イオン浸透と凍結融解との組合せによる複合劣化に着目して，複合劣化の発生
メカニズムとその影響の程度を明らかにする． 
 
III 塩化物イオン浸透抵抗性の迅速かつ簡便な評価試験方法 
 国外では，混和材を用いたコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価でき
る試験方法として電気泳動試験（非定常法）の試験規準が制定されており，実構造物に用いるコ
ンクリートの配合選定や施工後の品質管理において既に積極的に活用されていた．混和材の使用
による塩化物イオン浸透抵抗性の向上効果を最大限に活かして混和材を大量に用いたコンクリー
トの実用化を進めるためには，塩化物イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価できる試験方法の
確立が不可欠である．しかし，国内では，電気泳動試験（非定常法）の検討自体が少なく，試験
規準を制定するには至っていなかった．本論文では，第 7 章において，電気泳動試験（非定常法）
の試験原理や実用化にあたっての課題を整理し，検証実験の結果にもとづいて適切な試験手順と
活用方法を明らかにする． 
 
IV 混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計 
 混和材を大量に用いたコンクリートの実用化に向けて様々な技術開発が個別に行われていたが，
実環境下での耐久性は明確ではなく，既往の技術開発や設計規準においても混和材を大量に用い
たコンクリートの耐久設計の標準的な方法が確立されるには至っていなかった．本論文では，第
8 章において，第 4 章から第 7 章の検討で得られた知見を総合的に勘案し，混和材を大量に用い
たコンクリートの耐久設計の考え方を提案する． 
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第 3 章 混和材の使用による二酸化炭素排出削減効果の定量化 
 
 
3.1 本章の概要 
 本章では，混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果を定量的に把握するとともに，
二酸化炭素排出削減効果の程度と特徴を明らかにすることを目的とした．このため，コンクリート構
造物の構築に伴って発生する二酸化炭素排出量を定量化する方法を整理した上で，実際に混和材の使
用によって得られる二酸化炭素排出削減効果を定量化して示す． 
 
 
3.2 二酸化炭素排出削減効果の定量化の方法 
 第 2 章に示したように，コンクリート構造物の構築に伴って発生する二酸化炭素排出量を算出する
方法としては，大別して次の 2 つの方法がある．1 つは，コンクリートに用いる材料の製造時に発生
する二酸化炭素排出量を整理したインベントリデータを利用して，材料の製造時に発生する二酸化炭
素排出量を積上げ計算によって算出する方法である．もう 1 つは，材料の製造時だけでなく，コンク
リート構造物の建設時，供用時，解体撤去時など，ライフサイクル全体で発生する二酸化炭素排出量
を積上げ計算や産業連関分析によって算出する方法である． 
 混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果は，コンクリートに用いるポルトランドセ
メントの一定割合を副産物である高炉スラグ微粉末やフライアッシュなどの混和材で置き換えてポル
トランドセメントの使用量を少なくし，ポルトランドセメントの製造時に発生する二酸化炭素排出量
を抑制することによって得られるものである．このため，混和材を用いたコンクリート構造物の施工
方法がポルトランドセメントのみを用いた従来のコンクリート構造物と同様であれば，インベントリ
データを利用した材料の製造時に発生する二酸化炭素排出量の比較のみで，混和材の使用による二酸
化炭素排出削減効果を定量的に評価できると考えられる．一方，施工方法がポルトランドセメントの
みを用いたコンクリート構造物と大幅に異なる場合や材料製造時以外も含めたコンクリート工事全体
を評価対象とする場合，さらには供用時や解体撤去時なども評価対象とする場合には，コンクリート
構造物のライフサイクルをとおした二酸化炭素排出量を定量的に比較する必要があると考えられる． 
 本章では，混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果を定量的に把握し，二酸化炭素
排出削減効果の程度と特徴を明らかにするため，(1)インベントリデータを利用してコンクリートに用
いる材料の製造時に発生する二酸化炭素排出量を算出した結果，(2)コンクリート構造物のライフサイ
クルをとおした二酸化炭素排出量を算出した結果を示す． 
 
 
3.3 コンクリートに用いる材料の製造時の二酸化炭素排出削減効果の定量化 
3.3.1 定量化の方法 
 前述したように，混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果を定量化するひとつの方
法として，コンクリートに用いる材料の製造時に発生する二酸化炭素排出量を積上げ計算によって算
出する方法がある．この方法では，インベントリデータを利用して，コンクリートに用いる材料の製
造時に発生する二酸化炭素排出量を算出する．本節では，表-3.1 に示す 22 種類の配合のコンクリート
を対象として，式(3.1)に示すように，1 m3のコンクリートに用いる材料の使用量に二酸化炭素排出原
単位（各材料 1 t を製造する際に発生する二酸化炭素排出量（kgCO2/t））を乗じて，1 m3のコンクリー
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トに用いる材料の製造時に発生する二酸化炭素排出量を算出した． 
 
    
i
ii COmCO ,2CON2,        (3.1) 
ここに，CO2,CON：1 m3のコンクリートに用いる材料の製造時に発生する二酸化炭素排出量(kgCO2/m3)，
mi：1 m3のコンクリートに用いる材料 i の使用量(t/m3)，CO2,i：材料 i の二酸化炭素排出原単位(kgCO2/t)
である． 
 
 コンクリートに用いる材料としては，ポルトランドセメント，高炉スラグ微粉末，フライアッシュ，
細骨材，粗骨材を対象とした．ポルトランドセメント，高炉スラグ微粉末，フライアッシュの品質を
表-3.2～表-3.4 に示す．また，二酸化炭素排出原単位には，表-3.5 と図-3.1 に示した値を用いた 3.1)．
これらの二酸化炭素排出原単位は，各材料の製造と加工の過程における電力とエネルギーの消費量か
ら求められた値である 3.2)，3.3)．なお，化学混和剤については，他の材料と比較して使用量が極めて少
なく，二酸化炭素排出量に与える影響を無視できると考えられたため，計算対象には含めなかった． 
 表-3.1 の 22 種類の配合は，後述する第 4 章と第 5 章の曝露試験に用いた供試体の配合と同様であ
る．セメントには JIS R 5210:2009 に適合する普通ポルトランドセメント（OPC）と早強ポルトランド
セメント（HPC），混和材には JIS A 6206:2013 に適合する高炉スラグ微粉末 4000（BS4）と高炉スラ
グ微粉末 6000（BS6），JIS A 6201:2015 に適合するフライアッシュ II 種（FA）を用いた．W/B は，35%，
40%，50%の 3 種類である．W/B を 40%とした 9 種類の配合では，プレストレストコンクリートへの
適用を想定して，セメントには早強ポルトランドセメント，混和材には高炉スラグ微粉末 4000，高炉
スラグ微粉末 6000，フライアッシュ II 種を用いた．プレストレストコンクリートでは早期の強度発現
が求められることが多いため，混和材の置換率を混合セメント C 種の上限値以下とした．一方，W/B
を 35%あるいは 50%とした 13 種類の配合では，鉄筋コンクリートおよび無筋コンクリートへの適用
を想定して，セメントには普通ポルトランドセメント，混和材には高炉スラグ微粉末 4000，フライア
ッシュ II 種を用いた．W/B を 40%とした配合と異なり，混和材の置換率を混合セメント C 種の上限
値よりも高めた配合や高炉スラグ微粉末とフライアッシュの両方を用いた三成分の配合も含めた．た
だし，混和材の使用が二酸化炭素排出削減効果や耐久性に与える影響を検討することを目的としたた
め，全配合で単位水量（165 kg/m3）と単位粗骨材量（968 kg/m3）を同一とした． 
 表-3.1 の 22 種類の配合では，普通ポルトランドセメントと早強ポルトランドセメントの 2 種類のポ
ルトランドセメント，高炉スラグ微粉末 4000 と高炉スラグ微粉末 6000 の 2 種類の高炉スラグ微粉末
を用いた．表-3.5 に示したポルトランドセメントの二酸化炭素排出原単位は製造時と原料輸送時，高
炉スラグ微粉末の二酸化炭素排出原単位は加工時の粉砕での電力とエネルギーの消費量にもとづいて
計算されたものであるが 3.2)，3.3)，ポルトランドセメントや高炉スラグ微粉末の種類の違いによる二酸
化炭素排出原単位の差は明確ではない．このため，本論文では，ポルトランドセメントや高炉スラグ
微粉末の種類の違いによる二酸化炭素排出原単位の差を無視し得ると仮定して，ポルトランドセメン
トと高炉スラグ微粉末の種類の違いにかかわらず，前者で表-3.5 の「ポルトランドセメント」，後者で
表-3.5 の「高炉スラグ微粉末」の二酸化炭素排出原単位を用いることとした． 
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表-3.1 コンクリートの配合と基礎物性 
配合 W/B (%) 
単位量(kg/m3) 
スランプ 
(cm) 
空気量 
(%) 
圧縮強度
(N/mm2)W OPC HPC BS4 BS6 FA S G 
H40 
40 
165 
－ 413 － － － 758
968
11.5 4.6 59.8 
H40B430 － 289 124 (30%) － － 749 10.5 3.8 57.9 
H40B450 － 206 206 (50%) － － 744 13.5 5.1 47.9 
H40B630 － 289 － 124 (30%) － 750 13.5 4.7 57.3 
H40B650 － 206 － 206 (50%) － 745 14.5 4.8 57.2 
H40B670 － 124 － 289 (70%) － 740 13.0 4.9 53.6 
H40F10 － 371 － － 41 (10%) 746 9.5 4.2 59.0 
H40F20 － 330 － － 83 (20%) 734 14.0 4.5 49.9 
H40F30 － 289 － － 124 (30%) 721 12.0 4.3 45.4 
N35 
35 
471 － － － － 713 14.5 4.7 67.7 
N35B50 236 － 236 (50%) － － 695 14.5 4.3 55.8 
N35B85 71 － 401 (85%) － － 682 12.5 5.1 34.3 
N35F20 377 － － － 94 (20%) 684 12.0 3.5 59.3 
N35F40 283 － － － 189 (40%) 655 14.5 4.5 41.6 
N50 
50 
330 － － － － 827 14.0 5.2 44.9 
N50B50 165 － 165 (50%) － － 815 13.5 4.3 36.3 
N50B70 99 － 231 (70%) － － 810 12.5 4.5 30.5 
N50B85 50 － 281 (85%) － － 806 11.5 4.0 21.2 
N50F20 264 － － － 66 (20%) 807 11.5 4.4 37.4 
N50F30 231 － － － 99 (30%) 797 11.0 4.6 30.0 
N50F40 198 － － － 132 (40%) 787 14.5 4.0 22.9 
N50B50F20 99 － 165 (50%) － 
66 
(20%) 795 12.0 4.6 23.6 
※W: 上水道水(茨城県つくば市), OPC: 普通ポルトランドセメント(密度 3.16 g/cm3, 比表面積 3300 cm2/g), HPC: 早強ポルトラ
ンドセメント(密度 3.14 g/cm3, 比表面積 4490 cm2/g), BS4: 高炉スラグ微粉末 4000(密度 2.89 g/cm3, 比表面積 4400 cm2/g, SO3 
2.19%(無水せっこう添加)), BS6: 高炉スラグ微粉末6000(密度2.91 g/cm3, 比表面積5950 cm2/g, SO3 2.85%(無水せっこう添加)), 
FA: フライアッシュ II種(密度 2.30 g/cm3, 比表面積 4280 cm2/g), S: 細骨材, 静岡県掛川産陸砂(密度2.56 g/cm3, 吸水率 2.23%), 
G: 粗骨材, 茨城県笠間産砕石 6 号(密度 2.67 g/cm3, 吸水率 0.43%, 硬質砂岩)と 5 号(密度 2.67 g/cm3, 吸水率 0.46%, 硬質砂岩)
を均等に混合, 最大寸法 20 mm, 単位量の( )内の百分率は結合材に占める混和材の質量%を表示 
※化学混和剤: 高性能AE減水剤(ポリカルボン酸エーテル系化合物を主成分とするもの, W/B 35%, 40%で使用), AE減水剤(リグ
ニンスルホン酸化合物とポリオールの複合体を主成分とするもの, W/B 50%で使用), 空気連行剤(フライアッシュを用いた配
合以外で変性ロジン酸化合物系陰イオン界面活性剤を主成分とするもの, フライアッシュを用いた配合で高アルキルカルボ
ン酸系陰イオン界面活性剤と非イオン界面活性剤の複合体を主成分とするもの)の使用量をスランプ 12±2.5 cm, 空気量 4.5
±1.5%となるよう調整 
※養生方法: コンクリート打込み翌日に脱型して材齢 28 日まで 20℃の養生槽内で水中養生 
※スランプ: JIS A 1101:2005 に準拠して測定, 空気量: JIS A 1128:2005 に準拠して測定 
※圧縮強度: 材齢 28 日の圧縮強度を JIS A 1108:2006 に準拠して測定 
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表-3.2 ポルトランドセメントの品質 
(A)JIS R 5210:2009 に記載の化学成分 
種類 
化学成分(%) 
酸化マグネシウム 三酸化硫黄 強熱減量 全アルカリ 塩化物イオン
普通ポルトランドセメント 1.21 2.06 1.96 0.47 0.026 
早強ポルトランドセメント 1.22 3.06 0.88 0.42 0.004 
 
(B)JIS R 5210:2009 に記載の品質 
 
 
表-3.3 高炉スラグ微粉末の品質 
(A)化学成分 
種類 
化学成分(%) 
SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO SO3 TiO2 Cl- 塩基度
高炉スラグ微粉末 4000 32.67 13.74 0.29 42.81 5.99 2.19 0.63 0.008 1.91 
高炉スラグ微粉末 6000 32.19 13.72 0.40 42.49 5.85 2.85 0.62 0.004 1.93 
 
(B)JIS A 6206:2013 に記載の品質 
種類 密度 (g/cm3) 
比表面積 
(cm2/g) 
活性度指数(%) フロー
値比
(%) 
酸化 
マグネ
シウム
(%) 
三酸化 
硫黄 
(%) 
強熱 
減量 
(%) 
塩化物
イオン
(%) 7 日 28 日 91 日
高炉スラグ微粉末 4000 2.89 4400 71 95 107 104 5.99 2.19 0.17 0.008 
高炉スラグ微粉末 6000 2.91 5950 106 116 117 101 5.85 2.85 0.02 0.004 
 
 
表-3.4 フライアッシュの品質 
(A)化学成分 
種類 
化学成分(%) 
SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO SO3 Na2O K2O 
フライアッシュ II 種 56.0 28.9 4.3 2.2 0.9 0.4 0.1 0.1 
 
(B)JIS A 6201:2015 に記載の品質 
種類 
二酸化 
けい素 
(%) 
湿分 
(%) 
強熱 
減量 
(%) 
密度 
(g/cm3)
比表面積
(cm2/g) 
フロー
値比 
(%) 
活性度指数(%) 
28 日 91 日 
フライアッシュ II 種 56.0 0.1 2.7 2.30 4280 109 82 105 
       ※JIS A 6201:2015 には未記載だが，MB 吸着量は 0.59 mg/g であった． 
 
種類 密度 (g/cm3) 
比表面積
(cm2/g) 
凝結(h-min) 安定性 
バット法
圧縮強さ(N/mm2) 
始発 終結 1d 3d 7d 28d 
普通ポルトランドセメント 3.16 3300 2-20 3-15 良 － 29.8 45.8 64.6
早強ポルトランドセメント 3.14 4490 1-50 2-50 良 25.3 46.4 59.5 70.5
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表-3.5 二酸化炭素排出原単位と算出方法の概要 
材料 二酸化炭素排出原単位(kgCO2/t) 
算出方法の概要 
ポルトランドセメント 766.6 （社）セメント協会から提供された 2003 年度の各種原単位に原料輸送
と購入電力使用に伴う二酸化炭素排出量を加えて算出された値である．
高炉スラグ微粉末 26.5 高炉スラグ微粉末とフライアッシュが副産物であるため，これらの製造
時の二酸化炭素排出量をゼロとし，加工時に要したエネルギー消費とこ
れに伴う二酸化炭素排出量を考慮して算出された値である． フライアッシュ 19.6 
天然細骨材 3.7 
加工時に要したエネルギー消費とこれに伴う二酸化炭素排出量を考慮
して算出された値である． 
天然粗骨材 2.9 
※材料の製造時と加工時のエネルギー消費と購入電力を二酸化炭素排出量に換算した値である 3.1)． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.1 二酸化炭素排出原単位 3.1) 
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3.3.2 定量化の結果 
(1) 混和材の置換率が二酸化炭素排出量に与える影響 
 混和材の使用がコンクリートに用いる材料の製造時の二酸化炭素排出量に与える影響を把握するた
め，高炉スラグ微粉末の置換率を変化させた場合の 1 m3のコンクリートの材料構成と二酸化炭素排出
量の算出結果を図-3.2 に示す．同図では，表-3.1 の 22 種類の配合のうち，W/B を 50%として，(1)高
炉スラグ微粉末を用いずにポルトランドセメントのみを用いた配合（表-3.1 の N50，ポルトランドセ
メント単味），(2)高炉スラグ微粉末の置換率を高炉セメント B 種相当である 50%とした配合（表-3.1
のN50B50），(3)高炉スラグ微粉末の置換率を高炉セメントC種の上限値である70%とした配合（表-3.1
の N50B70），(4)高炉スラグ微粉末の置換率を JIS 範囲外である 85%とした配合（表-3.1 の N50B85），
計 4 種類の配合のコンクリートの材料構成と二酸化炭素排出量を示した． 
 ポルトランドセメントのみを用いた配合に着目すると，ポルトランドセメントはコンクリートの体
積の約 10%を占めるに留まっているが，二酸化炭素排出量の大部分を占めることがわかる．一方，ポ
ルトランドセメントの一定割合を高炉スラグ微粉末で置換した配合に着目すると，高炉スラグ微粉末
の置換率を高めるほど，ポルトランドセメントの使用量が少なくなり，二酸化炭素排出量も少なくな
ることがわかる．図-3.1 に示したように高炉スラグ微粉末の二酸化炭素排出原単位はポルトランドセ
メントの約 1/30 であり，高炉スラグ微粉末の置換率を高めるほど，ポルトランドセメントの使用量を
少なくし，二酸化炭素排出量を削減できるためである． 
 
(2) 水結合材比が二酸化炭素排出量に与える影響 
 混和材を大量に用いたコンクリートでは，初期材齢の強度発現や中性化抵抗性を確保するために，
ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，W/B を小さく設定することが多い．ま
た，ポルトランドセメントや混和材の使用量は W/B によっても異なるため，W/B の設定はコンクリ
ートに用いる材料の製造時の二酸化炭素排出量にも影響を与える．これらのことを踏まえて，W/B が
コンクリートに用いる材料の製造時の二酸化炭素排出量に与える影響を把握するため，W/B を変化さ
せた場合の1 m3のコンクリートの材料構成と二酸化炭素排出量の算出結果を図-3.3に示す．同図では，
図-3.2 に示したポルトランドセメントのみを用いた配合（N50）と高炉スラグ微粉末の置換率を 85%
とした配合（N50B85）と比較するため，これらの配合で W/B を 35%とした配合，すなわち，W/B を
35%としてポルトランドセメントのみを用いた配合（表-3.1 の N35）と W/B を 35%として高炉スラグ
微粉末の置換率を 85%とした配合（表-3.1 の N35B85）のコンクリートの材料構成と二酸化炭素排出
量を示した． 
 W/B を 35%とした配合では，W/B を 50%とした配合と比較して，1 m3のコンクリートに占めるポ
ルトランドセメントと高炉スラグ微粉末の割合が増加している．W/B を小さく設定することによって，
ポルトランドセメントと高炉スラグ微粉末の使用量が増加したためである．この結果，W/B を 50%か
ら 35%に低減することによって，二酸化炭素排出量も増加している．図-3.1 に示したようにポルトラ
ンドセメントと高炉スラグ微粉末の二酸化炭素排出原単位は細骨材や粗骨材よりも大きく，W/B を
50%から 35%に低減してポルトランドセメントと高炉スラグ微粉末の使用量を増やすことよって二酸
化炭素排出量も増加したためである．しかし，図-3.3 によると，この傾向はポルトランドセメントの
みを用いた配合で顕著に生じており，高炉スラグ微粉末の置換率を 85%とした配合では，W/B を 50%
から 35%に低減しても，二酸化炭素排出量の増加の程度が小さく，W/B を 50%としてポルトランドセ
メントのみを用いた配合よりも二酸化炭素排出量が大幅に少なくなった．すなわち，W/B の低減によ
るポルトランドセメントや混和材の使用量の増加を考慮しても，混和材の置換率を高めることによっ
て二酸化炭素排出量を大幅に削減することができると考えられる． 
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                        (A)材料構成                                  (B)二酸化炭素排出量 
図-3.2 1 m3のコンクリートの材料構成と二酸化炭素排出量（高炉スラグ微粉末の置換率の影響） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                        (A)材料構成                                  (B)二酸化炭素排出量 
図-3.3 1 m3のコンクリートの材料構成と二酸化炭素排出量（W/B の影響） 
 
 
(3) 二酸化炭素排出量と圧縮強度の関係 
 表-3.1 の 22 種類の配合のコンクリートの二酸化炭素排出量の算出結果を図-3.4 に示す．前述した図
-3.2 や図-3.3 と同様に，混和材の置換率を高めるほど，二酸化炭素排出量が少なくなることがわかる．
高炉スラグ微粉末とフライアッシュの二酸化炭素排出原単位がポルトランドセメントの約 1/30～約
1/40 であり，混和材の置換率を高めてポルトランドセメントの使用量を少なくするほど，材料の製造
時に発生する二酸化炭素排出量を削減することができたためである． 
 次に，二酸化炭素排出量の算出結果とコンクリートの圧縮強度の関係を比較するため，圧縮強度試
験の結果を図-3.5，二酸化炭素排出量と圧縮強度の関係を図-3.6 に示す．圧縮強度は，材齢 28 日，91
日，1 年，3 年で，円柱供試体（φ100×200 mm）を用いて JIS A 1108:2006 に準拠して測定した結果で
ある．供試体の養生条件については，材齢 28 日までは水温 20℃の養生槽内で水中養生，材齢 91 日ま
では温湿度の管理されていない室内で気中養生，材齢 1 年および材齢 3 年までは茨城県つくば市の雨
がかりのある曝露試験場で屋外曝露とした．図-3.5 では材齢 28 日，91 日，1 年，3 年の圧縮強度の推
移，図-3.6 では二酸化炭素排出量と圧縮強度の関係を W/B ならびに混和材の使用有無および種類で区
別して示した． 
 図-3.5 によると，圧縮強度は，ポルトランドセメントと混和材の種類，混和材の置換率，W/B の違
いにかかわらず，材齢 28 日から材齢 1 年まで増加する傾向にあったが，材齢 1 年と材齢 3 年では同程
度となった．また，W/B が同一の場合，混和材を用いた配合の圧縮強度は，ポルトランドセメントの
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みを用いた配合と比較して，材齢 91 日までは小さくなったが，その後，材齢 1 年以降では，混和材の
置換率を混合セメント B 種相当以下とした配合の圧縮強度は，ポルトランドセメントのみを用いた配
合と同程度まで増加した．一方，混和材の置換率を混合セメント C 種の上限値以上とした配合の圧縮
強度は，材齢 1 年以降でも，ポルトランドセメントのみを用いた配合よりも小さくなった．ただし，
W/B の違いに着目すると，混和材の置換率を混合セメント C 種の上限値以上とした配合においても，
W/B を低減することによって，圧縮強度を大きくできることがわかる． 
 図-3.6 によると，圧縮強度と二酸化炭素排出量の関係の全体的な傾向としては，圧縮強度の試験材
齢にかかわらず，二酸化炭素排出量が少ない配合ほど，圧縮強度が小さくなったことがわかる．混和
材の置換率を高めてポルトランドセメントの使用量を少なくすることによって二酸化炭素排出量を削
減することができたが，ポルトランドセメントの使用量を少なくしたことによって圧縮強度が小さく
なったためである．このことを踏まえて，次に，W/B と混和材の種類の違いに着目して，二酸化炭素
排出量と圧縮強度の関係を精査する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※OPC：普通ポルトランドセメント，HPC：早強ポルトランドセメント，BS4：高炉スラグ微粉末 4000，BS6：高炉
スラグ微粉末 6000，FA：フライアッシュ II 種，数値は結合材に占めるセメントと混和材の質量%を表示 
図-3.4 1 m3のコンクリートの二酸化炭素排出量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※OPC：普通ポルトランドセメント，HPC：早強ポルトランドセメント，BS4：高炉スラグ微粉末 4000，BS6：高炉
スラグ微粉末 6000，FA：フライアッシュ II 種，数値は結合材に占めるセメントと混和材の質量%を表示 
図-3.5 圧縮強度 
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(A)材齢 28 日の圧縮強度との関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
(B)材齢 91 日の圧縮強度との関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
(C)材齢 1 年の圧縮強度との関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
(D)材齢 3 年の圧縮強度との関係 
図-3.6 二酸化炭素排出量と圧縮強度の関係 
※左図は W/B，右図は混和材の使用有無および種類によって区別して表示 
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 図-3.6 において W/B の違いによる影響を精査すると，二酸化炭素排出量が同程度であっても，W/B
の低い配合で圧縮強度が大きくなったことがわかる．また，混和材の種類の違いによる影響を精査す
ると，高炉スラグ微粉末を用いた配合や三成分とした配合では，二酸化炭素排出量が同程度であって
も，ポルトランドセメントのみを用いた配合やフライアッシュを用いた配合よりも圧縮強度が大きく
なったことがわかる．高炉スラグ微粉末を用いた配合では，フライアッシュを用いた配合と比較して，
強度発現を損ねることなく高炉スラグ微粉末の置換率を高く設定することが可能であり，結果として
ポルトランドセメントの使用量を少なくして二酸化炭素排出削減効果を高めることができたためと考
えられる． 
 これらのことを踏まえると，W/B の低減や混和材の種類の選定によって，混和材の置換率を高くし
たコンクリートにおいても，強度発現を損ねることなく，二酸化炭素排出削減効果を得ることができ
ると考えられる．また，鉄筋コンクリートあるいは無筋コンクリートのように初期材齢で早期の強度
発現を求められないことが明らかな構造物においては，混和材の置換率を高めたコンクリートを適用
することによって二酸化炭素排出量を削減することができると考えられる．混和材の使用によって二
酸化炭素排出削減効果を効率的に得るためには，構造物の要求性能を適切に考慮して W/B ならびに混
和材の種類および置換率を設定することが不可欠といえる． 
 
(4) 定量化における留意点 
 本節では，1 m3のコンクリートに用いる材料の製造時の二酸化炭素排出量を積上げ計算によって算
出し，混和材の使用による二酸化炭素排出削減効果を定量的に把握した．ただし，この方法を用いて
混和材の使用による二酸化炭素排出削減効果を定量化する際には，次の 3 点に留意する必要があると
考えられる． 
 
・シリカフュームや膨張材など，既往の文献例えば 3.1)～3.3)では二酸化炭素排出原単位が示されてい
ない材料もあるため，これらの製造時の二酸化炭素排出量を考慮する場合には，信頼できるデ
ータを入手して用いる必要がある．信頼できるデータを入手できない場合には，各材料の製造
過程などを適切に踏まえて二酸化炭素排出原単位を設定する必要がある． 
・高炉スラグ微粉末やフライアッシュなど混和材の産地には地域的な偏りがあるため，材料の輸
送に伴って発生する二酸化炭素排出量を無視できない場合には，これを考慮した二酸化炭素排
出原単位を設定する必要がある． 
・本論文で用いた二酸化炭素排出原単位は 2002 年のものであり 3.1)～3.3)，材料の製造時の二酸化炭
素排出量は産業界の技術革新や化石燃料の使用量によって大幅に変動する可能性もあるため，
最新の二酸化炭素排出原単位を入手できる場合には，これを用いて二酸化炭素排出量を算出す
る必要がある． 
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3.4 構造物のライフサイクルをとおした二酸化炭素排出削減効果の定量化 
3.4.1 定量化の方法 
 混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果を定量化するもうひとつの方法として，材
料の製造時だけでなく，コンクリート構造物の建設時，供用時，解体撤去時など，ライフサイクル全
体で発生する二酸化炭素排出量を積上げ計算や産業連関分析によって算出する方法がある．本節では，
混和材の使用がコンクリート構造物のライフサイクル全体で発生する二酸化炭素排出量に与える影響
を把握するため，既往研究 3.4)で開発された方法を応用し，コンクリート構造物のライフサイクルをと
おした二酸化炭素排出量を算出した．この方法では，次の 7 個の条件を設定してコンクリート構造物
のライフサイクルをとおした二酸化炭素排出量を算出している． 
 
・対象とする構造物は，表-3.6 に示す上部構造（3 種類の構造形式のプレストレストコンクリー
ト），下部構造（鉄筋コンクリート），舗装で構成されるコンクリート道路橋である． 
・二酸化炭素排出量については，材料製造時，建設時（施工，輸送），供用時（舗装の維持補修，
輸送），解体撤去時（解体，輸送）の各ステージで発生する二酸化炭素排出量を積上げ計算によ
って算出する． 
・材料製造時の二酸化炭素排出量については，コンクリートや鉄筋，アスファルトなど各使用材
料の製造時に発生するものを対象とする． 
・建設時の二酸化炭素排出量については，クレーンや発電機などの使用によって施工時に発生す
るもの，トラックやアジテータなどの使用によって輸送時に発生するものを対象とする． 
・供用時の二酸化炭素排出量については，供用期間中の補修や補強を上部構造と下部構造では行
わず，舗装のみで行うこととし，この際に用いる材料の製造時と施工時に発生するものを対象
とする． 
・解体撤去時の二酸化炭素排出量については，解体および撤去において重機やトラックなどの使
用によって発生するものを対象とする． 
・コンクリートに用いる材料の二酸化炭素排出原単位については，既往研究例えば 3.1)～3.3)で整備さ
れているものを採用する． 
 
表-3.6 対象とするコンクリート道路橋の概要 
上部構造 下部構造 舗装 
プレテンション方式 PC 単純 T 桁橋 橋長 20.8 m 
直接基礎 
橋脚高 10 m
10年に1回表層切削オーバーレイと
全層打替えを交互に実施 ポストテンション方式 3 径間連結 PCT 桁橋 橋長 78 m 
ポストテンション方式 4 径間連続 PC 箱桁橋 橋長 202 m
 
 
 本節では，混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果を定量化するため，次の 5 個の
条件を新たに設定して，ライフサイクルをとおした二酸化炭素排出量を算出した． 
 
・国内の一般的なコンクリート道路橋は，設計供用期間を 100 年とし 3.5)，コンクリート内部の鋼
材の腐食発生を限界状態として設計されることが多い．このことを踏まえて，(1)設計供用期間
を 100 年とした場合の二酸化炭素排出量，(2)塩害環境下で塩化物イオンによってコンクリート
内部の鋼材の腐食が発生する時点までを設計供用期間とした場合の二酸化炭素排出量，計 2 種
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類の二酸化炭素排出量を算出する． 
・コンクリートの配合は，ポルトランドセメントのみを用いた配合（ポルトランドセメント単味），
高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュを用いた配合（高炉スラグ微粉末置換，フライアッ
シュ置換）の 3 種類について，上部構造と下部構造のコンクリートの配合をそれぞれ設定し，
計 6 種類とする（表-3.7）．上部構造ではプレストレス力の導入時の圧縮強度を早期に確保する
必要があるため，ポルトランドセメントのみを用いた場合に W/B を 40%，混和材を用いた場合
に W/B を 35%とし，混和材の置換率を混合セメント B 種相当とする．下部構造では早期の強度
発現が求められることが比較的少ないため，混和材の使用有無にかかわらずW/Bを 50%として，
混和材の置換率を混合セメント C 種の上限値とする．上部構造と下部構造のコンクリートの配
合の組合せは計 3 種類とする（ポルトランドセメント単味，高炉スラグ微粉末置換，フライア
ッシュ置換，表-3.8）． 
・建設，供用，解体撤去の方法はポルトランドセメントのみを用いた場合と混和材を用いた場合
で同様とする． 
・設計供用期間を 100 年とした場合の二酸化炭素排出量については，材料製造時，建設時，供用
時，解体撤去時で発生する二酸化炭素排出量を積み上げて算出する． 
・鋼材腐食発生時までを設計供用期間とした場合の二酸化炭素排出量についても，設計供用期間
を 100 年とした場合と同様に，材料製造時，建設時，供用時，解体撤去時で発生する二酸化炭
素排出量を積み上げて算出する．ただし，混和材の使用有無によって塩化物イオン浸透抵抗性
が異なるため，コンクリートの配合によって設計供用期間が異なることとなる．設計供用期間
については，鋼材腐食が上部構造で発生すると仮定して，かぶり 70mm3.5)の鋼材位置の塩化物
イオン濃度が腐食発生限界濃度に達する時点までとする．この際，塩化物イオン浸透について
は式(3.2)の Fick の拡散方程式の解に従って進展すると仮定し，塩化物イオンの見掛けの拡散係
数については第 4 章に示す沖縄で実施した曝露試験で混和材の種類と置換率が同一の供試体か
ら得られた値，コンクリート表面の塩化物イオン濃度については式(3.3)3.6)から得られた値，塩
化物イオンの腐食発生限界濃度については 1.2kg/m3 とする．この結果，混和材を用いた場合の
設計供用期間はポルトランドセメントのみを用いた場合の約 1.8 倍～約 2.0 倍となる（表-3.9）． 
 
   i
ap
0 2
erf1),( C
tD
xCtxC 










       (3.2) 
ここに，C(x, t)：距離 x と供用期間 t での塩化物イオン濃度(kg/m3)，x：コンクリート表面からの
距離(m)，t：供用期間(s)，C0：コンクリート表面の塩化物イオン濃度(kg/m3)，Ci：初期含有塩化
物イオン濃度(kg/m3)，Dap：塩化物イオンの見掛けの拡散係数(m2/s)，erf：誤差関数である． 
 
     4.06.010.4air0 2.12.1  dCCC       (3.3) 
ここに，C0：コンクリート表面の塩化物イオン濃度(kg/m3)，Cair：飛来塩分量(mdd = mg/dm2/day)，
C1：1 km 換算飛来塩分量（= 1.0 mdd⋅NaCl，地域区分 A（沖縄）3.5）で台風の頻度が高いことを考
慮して設定した値），d：海岸線からの距離（= 0.001 km，海岸線上の場合）である． 
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表-3.7 コンクリートの配合と各材料の二酸化炭素排出原単位 
対象 配合 W/B (%) 
単位量(kg/m3) 
W B = OPC + HPC + BS4 + BS6 + FA S G OPC HPC BS4 BS6 FA 
上部構造 
H40 40 
165 
－ 413 － － － 758 
968 
H35B650 
35 
－ 236 － 236 (50%) － 695 
H35F20 － 377 － － 94 (20%) 682 
下部構造 
N50 
50 
330 － － － － 827 
N50B70 99 － 231 (70%) － － 810 
N50F30 231 － － － 99 (30%) 797 
二酸化炭素排出原単位(kgCO2/t) － 766.6 26.5 19.6 3.7 2.9 
※二酸化炭素排出原単位: 文献 3.1)の値 
※W: 上水道水, OPC: 普通ポルトランドセメント, HPC: 早強ポルトランドセメント, BS4: 高炉スラグ微粉末 4000, BS6: 高炉
スラグ微粉末 6000, FA: フライアッシュ II 種, S: 天然細骨材, G: 天然粗骨材, 単位量の( )内の百分率は結合材に占める混和
材の質量%を表示 
 
 
表-3.8 コンクリートの配合の組合せ 
配合条件 上部構造 下部構造 
ポルトランドセメント単味 H40 N50 
高炉スラグ微粉末置換 H35B650 N50B70 
フライアッシュ置換 H35F20 N50F30 
 
 
表-3.9 鋼材腐食発生時までを設計供用期間とした場合の設計値の組合せ 
配合条件 
塩化物イオンの 
見掛けの拡散係数
(×10−12m2/s) 
コンクリート表面の
塩化物イオン濃度 
(kg/m3) 
塩化物イオンの 
鋼材腐食発生限界濃度 
(kg/m3) 
設計供用期間
(year) 
ポルトランドセメント単味
H40 0.61 
6.3 1.2 
72 
高炉スラグ微粉末置換 
H35B650 0.30 145 
フライアッシュ置換 
H35F20 0.33 132 
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3.4.2 定量化の結果 
(1) 設計供用期間を 100 年とした場合の二酸化炭素排出量 
 設計供用期間を 100 年とした場合のライフサイクルをとおした二酸化炭素排出量の算出結果を図
-3.7，この算出結果をポルトランドセメント単味の場合を 100%として比較した結果を図-3.8 に示す．
これらの図では，3 種類の上部構造の構造形式ごとに結果を整理した．また，二酸化炭素排出量につ
いては，後述する鋼材腐食発生時までを設計供用期間とした場合の算出結果との比較を容易にするた
め，設計供用期間で除して設計供用期間 1 年あたりの二酸化炭素排出量として表示した． 
 これらの結果によると，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュを用いることによって，二酸化
炭素排出量を削減できることがわかる．また，材料製造時に発生する二酸化炭素排出量はライフサイ
クル全ステージの中で最も多く，ポルトランドセメント単味の場合には材料製造時に発生する二酸化
炭素排出量が全体の約 40%を占めた．ポルトランドセメントの一定割合を高炉スラグ微粉末やフライ
アッシュで置き換えて得られる二酸化炭素排出削減効果は，構造物のライフサイクル全体で発生する
二酸化炭素排出量の削減に対しても多大な効果を有するといえる．なお，橋長が長い場合ほど二酸化
炭素排出量が多くなった．この原因としては，大規模な構造物ほど，材料製造時，建設時，供用時，
解体撤去時の各ステージでの二酸化炭素排出量が多くなったことが挙げられる． 
 次に，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの使用によって得られる二酸化炭素排出量の削減
割合を表-3.10 に示す．同表では，ポルトランドセメント単味の二酸化炭素排出量を 100%とした場合
に対する二酸化炭素排出量の削減割合を混和材の種類ごとに示した．構造物のライフサイクル全体で
評価しても，高炉スラグ微粉末の使用で 18.0%～21.2%，フライアッシュの使用で 5.7%～7.5%の二酸
化炭素排出削減効果が得られることがわかる．高炉スラグ微粉末とフライアッシュで二酸化炭素排出
削減効果が異なった原因としては，どちらの混和材を用いるかによって混和材の置換率とポルトラン
ドセメントの使用量が異なったことが挙げられる．また，二酸化炭素排出削減効果は構造物の規模に
かかわらず同程度となった原因としては，構造物の規模にかかわらず，材料製造時や建設時，供用時，
解体撤去時の各ステージの二酸化炭素排出量の割合が同程度であったことが挙げられる．混和材の置
換率を表-3.7 の設定よりも高めることが可能であれば，さらに多くの二酸化炭素排出量を削減できる
と考えられる． 
 
(2) 鋼材腐食発生時までを設計供用期間とした場合の二酸化炭素排出量 
 鋼材腐食発生時までを設計供用期間とした場合のライフサイクルをとおした二酸化炭素排出量の算
出結果を図-3.9，この算出結果をポルトランドセメント単味の場合を 100%として比較した結果を図
-3.10，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの使用によって得られる二酸化炭素排出量の削減割
合を表-3.11 に示す．鋼材腐食発生時までを設計供用期間とした場合においても，高炉スラグ微粉末あ
るいはフライアッシュを用いることによって，二酸化炭素排出量を削減できることがわかる．また，
二酸化炭素排出削減効果は，高炉スラグ微粉末の使用で 55.0%～57.9%，フライアッシュの使用で
46.9%～48.2%となり，前述した設計供用期間を 100 年とした場合よりも大きくなった．表-3.9 に示し
たように高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュを用いた配合の塩化物イオンの見掛けの拡散係数
がポルトランドセメントのみを用いた配合よりも小さく，混和材の使用によって塩化物イオン浸透抵
抗性が高まり，設計供用期間を長くすることができたためである．ただし，このように混和材の使用
による塩化物イオン浸透抵抗性の向上効果を加味した二酸化炭素排出削減効果を実現するためには，
混和材を大量に用いたコンクリートの耐久性を確保することが必要であり，信頼性の高い耐久設計の
方法を確立しておくことが不可欠である． 
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(3) 定量化における留意点 
 本節では，コンクリート構造物のライフサイクルをとおして発生する二酸化炭素排出量を算出し，
混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果を定量的に把握した．ただし，この方法を適
用して混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果を定量的に評価する際には，次の 3 点
に留意する必要があると考えられる． 
 
・混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果を定量的に評価する際には，評価の対
象範囲ならびに評価に用いる方法およびデータを適切に設定する必要がある．特にコンクリー
ト構造物ではコンクリートに用いる材料の製造時に発生する二酸化炭素排出量の割合が多くな
るため，コンクリートの配合条件，混和材の種類と置換率，使用材料の二酸化炭素排出原単位
などを適切に設定し，明示する必要がある． 
・既往研究には，解体撤去時に発生する二酸化炭素排出量も含めて構造物のライフサイクルをと
おした二酸化炭素排出量を定量化する方法を提案するもの 3.4)があるが，数十年以上先の供用期
間終了後の構造物の取扱い方法は定量化の作業段階では明確でないこと，供用後の構造物には
解体撤去されないものも存在することなどから，解体撤去時に発生する二酸化炭素排出量を考
慮しない方法を提案するもの 3.7)もある．構造物のライフサイクルをとおした二酸化炭素排出量
を定量化する際には，評価の対象範囲を適切に設定し，明示する必要がある． 
・混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果を定量化する際に塩化物イオン浸透抵
抗性など耐久性の向上効果を加味する場合には，塩化物イオンの見掛けの拡散係数などの設計
値を適切に設定する必要がある．また，このように耐久性の向上効果を加味して定量化された
二酸化炭素排出削減効果を確実に実現するためには，混和材を大量に用いたコンクリートに適
用できる信頼性の高い耐久設計の方法を確立しておくことが不可欠である． 
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図-3.7 設計供用期間を 100 年とした場合の二酸化炭素排出量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.8 設計供用期間を 100 年とした場合の二酸化炭素排出量の割合 
 
 
表-3.10 設計供用期間を 100 年とした場合の二酸化炭素排出量の削減割合 
配合条件 プレテンション方式 PC 単純 T 桁橋 
ポストテンション方式 
3 径間連結 PCT 桁橋 
ポストテンション方式 
4 径間連続 PC 箱桁橋 
高炉スラグ微粉末置換 − 20.4% − 21.2% − 18.0% 
フライアッシュ置換 − 7.5% − 7.5% − 5.7% 
 ※ポルトランドセメント単味と比較した場合の二酸化炭素排出量の削減割合を表示 
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図-3.9 鋼材腐食発生時までを設計供用期間とした場合の二酸化炭素排出量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.10 鋼材腐食発生時までを設計供用期間とした場合の二酸化炭素排出量の割合 
 
 
表-3.11 鋼材腐食発生時までを設計供用期間とした場合の二酸化炭素排出量の削減割合 
配合条件 プレテンション方式 PC 単純 T 桁橋 
ポストテンション方式 
3 径間連結 PCT 桁橋 
ポストテンション方式 
4 径間連続 PC 箱桁橋 
高炉スラグ微粉末置換 − 56.1% − 57.9% − 55.0% 
フライアッシュ置換 − 47.5% − 48.2% − 46.9% 
 ※ポルトランドセメント単味と比較した場合の二酸化炭素排出量の削減割合を表示 
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3.5 本章のまとめ 
 本章では，混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果を定量的に把握することを目的
として，コンクリート構造物の構築に伴って発生する二酸化炭素排出量を定量化する方法を整理した
上で，実際に混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果の定量化して示した．具体的に
は，(1)インベントリデータを利用してコンクリートに用いる材料の製造時に発生する二酸化炭素排出
量を算出する方法，(2)コンクリート構造物のライフサイクルをとおして発生する二酸化炭素排出量を
算出する方法を適用して，混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果を定量的に把握し，
二酸化炭素排出削減効果の程度と特徴を明らかにした． 
 本章で得られた知見を以下にまとめる． 
 
1. 混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果は，混和材の置換率を高め，ポルトラン
ドセメントの使用量を少なくするほど高まることを示した．また，混和材の置換率を高めたコン
クリートでは，ポルトランドセメントの使用量が少なく，初期材齢の強度発現が遅延することが
危惧されるが，構造物で要求される強度レベルに応じてコンクリートの W/B を調整することなど
によって，所定の強度を確保しつつ，二酸化炭素排出量を削減できることを示した． 
2. 構造物のライフサイクルで発生する二酸化炭素排出量のうち，コンクリートに用いる材料の製造
時に発生する二酸化炭素排出量は全体の約 40%を占めるため，混和材を用いて材料の製造時に発
生する二酸化炭素排出量を削減することによって構造物のライフサイクルで発生する二酸化炭
素排出量を効率的に削減できることを示した．また，設計供用期間を 100 年間としたコンクリー
ト道路橋のライフサイクルで発生する二酸化炭素排出量を算出した結果，ポルトランドセメント
のみを用いた場合と比較して，混和材の使用によって最大で約 20%の二酸化炭素排出量を削減で
きることを示した． 
3. 混和材を用いたコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性の向上効果を加味し，かつ，塩化物イオ
ンによるコンクリート内部の鋼材の腐食発生時までを設計供用期間として，コンクリート道路橋
のライフサイクルで発生する二酸化炭素排出量を算出した結果，ポルトランドセメントのみを用
いた場合と比較して，混和材の使用によって最大で約 60%の二酸化炭素排出量を削減できること
を示した．ただし，混和材の使用による塩化物イオン浸透抵抗性の向上効果を加味した二酸化炭
素排出削減効果を実現するためには，混和材を大量に用いたコンクリートの耐久性を確実に確保
する必要があり，信頼性の高い耐久設計の方法の確立が不可欠であることが示唆された． 
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第 4 章 塩化物イオン浸透抵抗性の実環境下での検証と評価 
 
 
4.1 本章の概要 
 本章では，混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性に関する検討結果を示す．
具体的には，(1)塩化物イオン浸透抵抗性を実環境下で検証すること，(2)室内試験による塩化物イオン
浸透抵抗性の評価方法を確立すること，(3)コンクリート表層部の中性化が塩化物イオン浸透に与える
影響を明らかにすることを目的とした． 
 混和材の使用は，硬化体の空隙構造を緻密にすることや水和生成物の塩化物イオンの固定化能力を
高めることなどによって，コンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性の向上に寄与するとされることが
多い．本章では，混和材を大量に用いたコンクリートの実環境下での塩化物イオン浸透抵抗性を曝露
試験によって検証するとともに，浸せき試験による塩化物イオン浸透抵抗性の評価の妥当性を検討す
る．また，混和材の大量使用はコンクリートの中性化抵抗性を低下させる可能性が高く，塩化物イオ
ン浸透と中性化の複合劣化の発生が危惧されるため，あらかじめ促進中性化を行った供試体の浸せき
試験の結果にもとづき，コンクリート表層部の中性化が塩化物イオン浸透との複合劣化に与える影響
について検討する． 
 
 
4.2 曝露試験による塩化物イオン浸透抵抗性の検証 
 本節では，混和材を大量に用いたコンクリートの実環境下での塩化物イオン浸透抵抗性を曝露試験
の結果にもとづいて検証する．曝露試験では，新潟と沖縄の沿岸部に供試体を設置し，曝露 20 ヶ月後
と曝露 40 ヶ月後に供試体を回収して塩化物イオン濃度の測定を行った．また，曝露 40 ヶ月後の一部
の供試体では，EPMA 法による面分析と水銀圧入法による細孔径分布の測定も行った． 
 
4.2.1 曝露試験の実施方法 
(1) 実験方法 
 コンクリートの配合と基礎物性を表-4.1 に示す．配合は 22 種類である．供試体は，第 3 章の図-3.5
に示した圧縮強度の測定に用いた供試体と同時に製作したものである．セメントには，JIS R 5210:2009
に適合する普通ポルトランドセメント（OPC）あるいは早強ポルトランドセメント（HPC）を用いた．
混和材には，JIS A 6206:2013に適合する高炉スラグ微粉末4000（BS4）と高炉スラグ微粉末6000（BS6），
JIS A 6201:2015 に適合するフライアッシュ II 種（FA）を用いた． 
 W/B は 3 種類である．W/B を 40%とした 9 種類の配合の供試体では，プレストレストコンクリート
への適用を想定して，セメントには早強ポルトランドセメントを用いた．混和材には，高炉スラグ微
粉末 4000，高炉スラグ微粉末 6000，フライアッシュ II 種を用いた．プレストレストコンクリートで
は早期の強度発現が求められることが多いため，混和材の置換率を混合セメント C 種の上限値以下と
した．一方，W/B を 35%，50%とした 13 種類の配合の供試体では，鉄筋コンクリートおよび無筋コ
ンクリートへの適用を想定して，セメントには普通ポルトランドセメントを用いた．混和材には，高
炉スラグ微粉末 4000，フライアッシュ II 種を用いた．混和材の置換率を混合セメント C 種の上限値
よりも高めた供試体（N35B85，N35F40，N50B85，N50F40）と高炉スラグ微粉末とフライアッシュの
両方を用いて三成分とした供試体（N50B50F20）も製作した．なお，単位水量（165 kg/m3）と単位粗
骨材量（968 kg/m3）については全配合で同一とした． 
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 曝露試験に用いた供試体の形状と調査方法を図-4.1 に示す．供試体の形状は，100×100×200 mm
の角柱である．実際のコンクリート構造物が置かれる状況を模擬するため，コンクリート打込み方向
に対して側面（100×200 mm）を曝露面とし，この曝露面を側面とした状態で供試体を設置した．ま
た，曝露面を除く全面を塗装材料で保護し，曝露面以外からの塩化物イオン浸透と中性化の進行を防
止した．いずれの供試体も，材齢 28 日まで 20℃の養生槽内で水中養生を行い，材齢 44 日から材齢 69
日で曝露を開始した．曝露期間は，2012 年 2 月から 2013 年 10 月までの 20 ヶ月間，2012 年 2 月から
2015 年 6 月までの 40 ヶ月間の 2 種類である． 
 曝露 20 ヶ月後と曝露 40 ヶ月後に供試体を回収し，塩化物イオン濃度と中性化深さを測定した．塩
化物イオン濃度については，供試体の中央部を対象として，供試体の表面から深さ 20 mm までの部分
を厚さ 5 mm，深さ 20 mm から深さ 40 mm までの部分を厚さ 10 mm に切断して 0.15 mm 以下に微粉
砕し，JIS A 1154:2012 に準拠して電位差滴定法によって全塩化物イオンの濃度を測定した．中性化深
さについては，供試体の端部から 40 mm の位置を割裂した後，JIS A 1152:2011 に準拠して割裂面にフ
ェノールフタレイン溶液を噴霧し，曝露面から赤紫色を呈した部分までの距離を測定して得られた平
均値とした．測定位置については等間隔に 9 点とした．なお，回収後の供試体の端部を割裂して 0.1 
mol/L 硝酸銀溶液あるいはフェノールフタレイン溶液を噴霧した結果，曝露面以外において，塩化物
イオン浸透と中性化の進行は確認されなかった． 
 沖縄に 40 ヶ月間曝露した供試体のうち，W/B を 50%とした 8 個の供試体（N50，N50B50，N50B70，
N50B85，N50F20，N50F30，N50F40，N50B50F20）では，EPMA 法による面分析（JSCE-G 5744.1)）と
水銀圧入法による細孔径分布の測定も行い，供試体の断面における塩化物イオンの濃度分布とモルタ
ル部分の細孔径分布を測定した．EPMA 法による面分析と水銀圧入法による細孔径分布の測定を行っ
た位置を図-4.2 に示す．EPMA 法による面分析では，「供試体の中央部の幅 80 mm×表面から深さ 40 
mm の範囲」を対象とした．また，水銀圧入法による細孔径分布の測定では，塩化物イオン浸透と中
性化の影響を受けていない供試体の中央部のモルタル部分から試料を採取した．ただし，中性化深さ
の大きい 3 個の供試体（N50B70，N50B85，N50F40）では，中性化後の硬化体の空隙構造を明らかに
するため，表面から 5 mm までの供試体表層部のモルタル部分からも試料を採取した． 
 
(2) 曝露環境 
 供試体の曝露状況と気象データを図-4.3，曝露試験場の遠景を図-4.4 に示す．曝露環境は，雨がか
りのある屋外の 2 ヶ所の曝露試験場（新潟県上越市名立区，沖縄県国頭郡大宜味村）である．どちら
の曝露試験場も海岸線近くの厳しい塩害環境下にあるが，立地条件が異なる．新潟の曝露試験場は，
海水が供試体に直接降りかかることはないが，海中の消波ブロックや波打ち際で生成された海水の飛
沫によって飛来塩分が供給される環境である．一方，沖縄の曝露試験場は，天候によっては海水が供
試体に直接降りかかることもある環境である．いずれの曝露試験場も，供試体への水分の供給が常時
行われる環境ではなく，供試体の含水状態は未飽和状態であったと考えられる．なお，各曝露試験場
の最寄りの気象観測地点の気象データ 4.2)によると，気温は新潟で低く，沖縄で高くなった．また，湿
度と降水量は，新潟と沖縄で同程度であった． 
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                     (A)新潟                                      (B)沖縄 
図-4.4 曝露試験場の遠景 
                                      ※曝露供試体の設置場所を破線で表示 
表-4.1 コンクリートの配合と基礎物性 
配合 W/B (%) 
B 
(kg/m3) 
結合材の構成割合(%) 
B = OPC + HPC + BS4 + BS6 + FA
スラ 
ンプ 
(cm) 
空気
量 
(%)OPC HPC BS4 BS6 FA
H40 
40 413 
－ 100 － － － 11.5 4.6 
H40B430 － 70 30 － － 10.5 3.8 
H40B450 － 50 50 － － 13.5 5.1 
H40B630 － 70 － 30 － 13.5 4.7 
H40B650 － 50 － 50 － 14.5 4.8 
H40B670 － 30 － 70 － 13.0 4.9 
H40F10 － 90 － － 10 9.5 4.2 
H40F20 － 80 － － 20 14.0 4.5 
H40F30 － 70 － － 30 12.0 4.3 
N35 
35 471 
100 － － － － 14.5 4.7 
N35B50 50 － 50 － － 14.5 4.3 
N35B85 15 － 85 － － 12.5 5.1 
N35F20 80 － － － 20 12.0 3.5 
N35F40 60 － － － 40 14.5 4.5 
N50 
50 330 
100 － － － － 14.0 5.2 
N50B50 50 － 50 － － 13.5 4.3 
N50B70 30 － 70 － － 12.5 4.5 
N50B85 15 － 85 － － 11.5 4.0 
N50F20 80 － － － 20 11.5 4.4 
N50F30 70 － － － 30 11.0 4.6 
N50F40 60 － － － 40 14.5 4.0 
N50B50F20 30 － 50 － 20 12.0 4.6 
※ W: 上水道水(茨城県つくば市) 
※ OPC: 普通ポルトランドセメント(密度 3.16 g/cm3, 比表面積 3300 cm2/g), HPC: 早
強ポルトランドセメント(密度 3.14 g/cm3, 比表面積 4490 cm2/g) 
※ BS4: 高炉スラグ微粉末 4000(密度 2.89 g/cm3, 比表面積 4400 cm2/g, SO3 2.19%(無水
せっこう添加)), BS6: 高炉スラグ微粉末 6000(密度 2.91 g/cm3, 比表面積 5950 cm2/g, 
SO3 2.85%(無水せっこう添加)) 
※ FA: フライアッシュ II 種(密度 2.30 g/cm3, 比表面積 4280 cm2/g)  
※ 細骨材: 静岡県掛川産陸砂(密度 2.56 g/cm3, 吸水率 2.23%) 
※ 粗骨材: 茨城県笠間産砕石 6号(密度 2.67 g/cm3, 吸水率 0.43%, 硬質砂岩)と 5号(密
度 2.67 g/cm3, 吸水率 0.46%, 硬質砂岩)を均等に混合, 最大寸法 20 mm 
※ 化学混和剤: 高性能 AE 減水剤(ポリカルボン酸エーテル系化合物を主成分とする
もの, W/B 35%, 40%で使用), AE 減水剤(リグニンスルホン酸化合物とポリオールの
複合体を主成分とするもの, W/B 50%で使用), 空気連行剤(フライアッシュを用い
た配合以外で変性ロジン酸化合物系陰イオン界面活性剤を主成分とするもの, フラ
イアッシュを用いた配合で高アルキルカルボン酸系陰イオン界面活性剤と非イオ
ン界面活性剤の複合体を主成分とするもの)の使用量をスランプ 12±2.5 cm, 空気
量 4.5±1.5%となるよう調整 
※ 養生方法: コンクリート打込み翌日に脱型して材齢 28 日まで 20℃で水中養生 
※ 配合と使用材料の詳細については第 3 章の表-3.1～表-3.4 に記載 
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塩化物イオン濃度測定用試料の採取位置
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40mm 曝露面を除く全面を塗装
EPMA法による面分析
水銀圧入法による細孔径分布測定
図-4.1 供試体の形状と調査方法 
 
断面図
コンクリート打込み方向
曝露面
100mm
EPMA法による面分析
水銀圧入法による細孔径分布の測定
図-4.2 解体後の供試体の調査位置 
 
 
【新潟】 
新潟県上越市名立区 
沿岸部(海岸線付近) 
平均気温：13.2℃ 
平均湿度：76.0% 
積算降水量：10378 mm
 
【沖縄】 
沖縄県国頭郡大宜味村
沿岸部(海岸線付近) 
平均気温：22.4℃ 
平均湿度：74.6% 
積算降水量：7828 mm
図-4.3 供試体の曝露状況と気象データ
※気象データは曝露試験場の最寄りの気象観測地点
（高田，名護）での測定値 4.2) 
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4.2.2 曝露試験の結果 
(1) 塩化物イオン濃度分布 
 新潟に 20，40 ヶ月間曝露した供試体の塩化物イオン濃度分布を図-4.5，沖縄に 20，40 ヶ月間曝露
した供試体の塩化物イオン濃度分布を図-4.6 に示す．これらの図では，ポルトランドセメントのみを
用いた供試体（H40，N35，N50）と混和材を用いた供試体の塩化物イオン濃度分布の違いを W/B と
混和材の種類ごとに比較して示した． 
 まず，W/B を 40%とした供試体に着目すると，「表面からの距離 20 mm の位置」まで外部から塩化
物イオンが浸透していたことを確認できる．供試体の表面に最も近い「表面からの距離 0～5 mm の位
置」の塩化物イオン濃度の大小と混和材の使用有無，置換率の関係は明確ではなかった．しかし，「表
面からの距離 5～20 mm の位置」では，ポルトランドセメントのみを用いた H40 よりも混和材を用い
た供試体で塩化物イオン濃度が小さくなった．混和材の使用によって塩化物イオン浸透抵抗性が向上
し，塩化物イオンの浸透が抑制されたためと考えられる． 
 次に，W/B を 35%，50%とした供試体の塩化物イオン濃度分布に着目すると，前述の W/B を 40%
とした供試体とは塩化物イオン濃度分布の傾向が異なっていたことを確認できる．すなわち，高炉ス
ラグ微粉末の置換率を高炉セメント C 種の上限値以上である 70%以上とした N35B85，N50B70，
N50B85，フライアッシュの置換率をフライアッシュセメント C 種の上限値以上である 30%以上とし
た N50F30，N50F40，高炉スラグ微粉末とフライアッシュを同時に用いて三成分とした N50B50F20 で
は，供試体の表面に最も近い「表面からの距離 0～5 mm の位置」よりも供試体内部の「表面からの距
離 5～10 mm の位置」で塩化物イオン濃度が大きくなった．N50B85 では，「表面からの距離 10～15 mm
の位置」でも塩化物イオン濃度が大きくなり，この位置の塩化物イオン濃度はポルトランドセメント
のみを用いた N50 よりも大きくなった．このように，混和材の置換率の高い供試体では，供試体表層
部よりも供試体内部で塩化物イオン濃度が大きくなり，供試体内部ではポルトランドセメントのみを
用いた N35 や N50 よりも塩化物イオン濃度が大きくなることがあった．この傾向は曝露 20 ヶ月後よ
りも曝露 40 ヶ月後の塩化物イオン濃度分布で明確に現れており，混和材の置換率を混合セメント C
種の上限値以上とした供試体では，曝露期間を長くするほど，供試体内部の「表面からの距離5～10 mm
の位置」あるいは「表面からの距離 10～15 mm の位置」で塩化物イオン濃度が大きくなった． 
 また，W/B を 35%，50%とした供試体においても，供試体の表面から内部にかけて徐々に塩化物イ
オン濃度が小さくなる場合には，供試体内部において混和材を用いた供試体の塩化物イオン濃度がポ
ルトランドセメントのみを用いた供試体よりも小さくなる傾向にあった．この傾向については混和材
の置換率を混合セメント B 種相当以下とした複数の供試体で確認することができ，これらの供試体で
は混和材の使用によって塩化物イオンの浸透が抑制されたと考えることができる． 
 なお，W/B の違いにかかわらず，塩化物イオン浸透の程度は，新潟に曝露した供試体よりも沖縄に
曝露した供試体で大きくなる傾向にあった．この一因として，新潟と沖縄の曝露試験場の立地条件の
違いが挙げられる．前述したように，新潟の曝露試験場は，海水が供試体に直接降りかかることはな
いが，海中の消波ブロックや波打ち際で生成された海水の飛沫によって飛来塩分が供給される環境で
あった．一方，沖縄の曝露試験場は，台風時など天候によっては海水が供試体に直接降りかかること
もある環境であった．すなわち，新潟よりも沖縄の曝露試験場の方が供試体への塩化物イオンの供給
量が多く，塩化物イオン浸透の程度も大きくなったと考えられる． 
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W/B=40%，高炉スラグ微粉末 4000  W/B=40%，高炉スラグ微粉末 6000     W/B=40%，フライアッシュ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             W/B=35%              W/B=50%，高炉スラグ微粉末       W/B=50%，フライアッシュ 
(A)曝露 20 ヶ月後 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
W/B=40%，高炉スラグ微粉末 4000  W/B=40%，高炉スラグ微粉末 6000     W/B=40%，フライアッシュ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             W/B=35%              W/B=50%，高炉スラグ微粉末       W/B=50%，フライアッシュ 
(B)曝露 40 ヶ月後 
図-4.5 曝露供試体の塩化物イオン濃度分布（新潟）
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W/B=40%，高炉スラグ微粉末 4000  W/B=40%，高炉スラグ微粉末 6000     W/B=40%，フライアッシュ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             W/B=35%              W/B=50%，高炉スラグ微粉末       W/B=50%，フライアッシュ 
(A)曝露 20 ヶ月後 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
W/B=40%，高炉スラグ微粉末 4000  W/B=40%，高炉スラグ微粉末 6000     W/B=40%，フライアッシュ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             W/B=35%              W/B=50%，高炉スラグ微粉末       W/B=50%，フライアッシュ 
(B)曝露 40 ヶ月後 
図-4.6 曝露供試体の塩化物イオン濃度分布（沖縄）
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(2) 塩化物イオン濃度分布と中性化深さの関係 
 前述したように，混和材の置換率を混合セメント C 種の上限値以上とした供試体では，供試体表層
部よりも供試体内部の塩化物イオン濃度が大きく，W/B が同一の場合にはポルトランドセメントのみ
を用いた供試体よりも供試体内部の塩化物イオン濃度が大きくなることもあった．この原因として，
中性化の影響が挙げられる．既往研究においても，中性化の進行に伴ってコンクリートあるいはモル
タルに含まれる塩化物イオンが未中性化領域に濃集する現象が報告されている．例えば，文献 4.3)で
は，塩化物イオンをあらかじめ混入して促進中性化を行ったモルタルの EPMA 法による面分析の結果
などにもとづき，中性化の進行に伴ってフリーデル氏塩として固定されていた塩化物イオンが細孔溶
液中に溶解し，その後，濃度拡散によって供試体内部の未中性化領域へと浸透するため，未中性化領
域の塩化物イオン濃度が大きくなることを報告している．また，文献 4.4)では，塩化物イオンをあら
かじめ混入して促進中性化を行ったコンクリートを対象として，熱力学的相平衡と物質移動を連成さ
せたモデルを用いて塩化物イオンの未中性化領域への濃集を再現できることを報告している．さらに，
文献 4.5)では，塩水への浸せきと促進中性化を交互に行った実験の結果，高炉スラグ微粉末あるいは
フライアッシュを用いた場合においても，未中性化領域で塩化物イオン濃度が大きくなったことを報
告している．ただし，これらの知見は，いずれも室内試験で得られた結果であり，実環境下において
混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン浸透に中性化が与える影響は明確にはされてい
ない．そこで，曝露 20 ヶ月後の塩化物イオン濃度分布と中性化深さを図-4.7，曝露 40 ヶ月後の塩化
物イオン濃度分布と中性化深さを図-4.8 に示し，混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン
の浸透に中性化が与える影響を曝露試験の結果にもとづいて検討する．なお，これらの図では，W/B
を 35%としてポルトランドセメントのみを用いた N35，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの
置換率を混合セメント C 種の上限値よりも高くした N35B85 と N35F40 の 3 個の供試体，W/B を 50%
とした 8 個の供試体，計 11 個の供試体の塩化物イオン濃度分布と中性化深さの関係を示した． 
 まず，W/B を 50%とした供試体で塩化物イオン濃度分布と中性化深さの関係を比較すると，混和材
の置換率の高い供試体ほど，ポルトランドセメントのみを用いたN50よりも中性化深さが大きくなり，
中性化深さよりも内部の未中性化領域で塩化物イオン濃度が大きくなったことを確認できる．特に高
炉スラグ微粉末の置換率を 85%とした N50B85 では，曝露 40 ヶ月後の中性化深さが 10 mm 以上と最
も大きく，「表面からの距離 10～15 mm の位置」で塩化物イオン濃度が大きくなった．混和材を大量
に用いたコンクリートの表層部で中性化が進行した結果，塩化物イオンが未中性化領域に濃集したこ
とを明確に確認できる．このため，塩化物イオンと中性化が同時に進行する環境下で混和材を大量に
用いたコンクリートを適用する場合には，十分な中性化抵抗性を確保すること，あるいは，未中性領
域に濃集する塩化物イオンに起因する鋼材腐食の発生を防止するための対策を講じることが不可欠
と考えられる． 
 次に，W/B の違いによる影響を検討するため，高炉スラグ微粉末の置換率を 85%とした N35B85 と
N50B85，フライアッシュの置換率を 40%とした N35F40 と N50F40 で塩化物イオン濃度分布と中性化
深さの関係を比較すると，W/B を 35%とした N35B85 と N35F40 では，W/B を 50%とした N50B85 と
N50F40よりも中性化深さが小さく，未中性化領域の塩化物イオン濃度も小さくなったことがわかる．
W/B を低減することによって，中性化深さが小さくなり，結果として塩化物イオンの未中性化領域へ
の濃集の程度も小さくなったためと考えられる．W/B を低減してコンクリートの中性化抵抗性を高め
ることは，中性化の進行に加えて，塩化物イオンの未中性化領域への濃集の抑制にも効果的と考えら
れる． 
 このように実環境下に曝露した供試体の調査結果によると，混和材を大量に用いたコンクリートに
おいても塩化物イオンが未中性化領域に濃集する現象が確認され，この傾向は，W/B および混和材の
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置換率の高い供試体で特に明確に現れたことがわかる．W/B および混和材の置換率の高い供試体では，
中性化深さが特に大きくなったため，濃集の影響が塩化物イオン濃度分布に明確に現れた．混和材を
大量に用いた供試体においても，供試体表層部で固定されていた塩化物イオンが中性化によって解離
して細孔溶液中に溶解し，濃度拡散によって供試体内部の未中性化領域へと浸透したためと考えられ
る．ただし，塩化物イオンの未中性化領域への濃集には，中性化後に供試体表層部の水和生成物に固
定されていた塩化物イオンが細孔溶液中に解離して濃度拡散によって供試体内部へと浸透したこと
に加えて，中性化によって供試体表層部の硬化体の空隙構造が変質したことや塩化物イオンの固定化
能力が低下したことも影響した可能性がある．供試体表層部の硬化体の空隙構造の変質については水
銀圧入法による細孔径分布の測定結果とともに 4.2.2(6)，塩化物イオンの固定化能力の低下について
は室内試験の結果とともに 4.4 で後述する．なお，混和材を大量に用いたコンクリートの中性化抵抗
性とその評価方法については，第 5 章で詳細に述べる． 
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(A)W/B=35% 
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            N50F30                          N50F40                         N50B50F20 
(B)W/B=50% 
図-4.7 塩化物イオン濃度分布と中性化深さの関係（曝露 20 ヶ月後） 
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              N35                            N35B85                          N35F40 
(A)W/B=35% 
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            N50F30                          N50F40                         N50B50F20 
(B)W/B=50% 
図-4.8 塩化物イオン濃度分布と中性化深さの関係（曝露 40 ヶ月後） 
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(3) 塩化物イオン濃度分布の経時変化 
 塩化物イオン浸透の経時的な変化を明らかにするため，曝露 20 ヶ月後と曝露 40 ヶ月後の塩化物イ
オン濃度分布を配合ごとに図-4.9 に示す． 
 まず，W/B を 40%とした供試体の塩化物イオン濃度分布に着目すると，前述したように中性化深さ
が小さく，塩化物イオンの未中性化領域への濃集が顕著には生じていなかったため，塩化物イオン濃
度は供試体表層部で最も大きく，供試体内部ほど小さくなったことがわかる．また，曝露 20 ヶ月後と
曝露 40 ヶ月後の塩化物イオン濃度分布を比較すると，曝露 20 ヶ月後と曝露 40 ヶ月後の塩化物イオン
濃度分布の差は小さく，曝露開始から曝露 20 ヶ月後までの 20 ヶ月間よりも曝露 20 ヶ月後から曝露
40 ヶ月後までの 20 ヶ月間の塩化物イオン濃度の増加量が少ないことがわかる．すなわち，供試体内
部への塩化物イオンの浸透は曝露開始から曝露 20 ヶ月後までの曝露試験の比較的初期の段階で生じ，
その後の塩化物イオンの浸透量の増加は大きくなかったと考えられる．文献 4.6)では，フライアッシ
ュを用いたコンクリート構造物から採取したコアの塩化物イオン濃度を測定した結果，コンクリート
内部の塩化物イオン濃度に経時的な増加がほとんどみられなかったことが報告されている．図-4.9 に
示した W/B を 40%とした供試体の塩化物イオン濃度分布によると，フライアッシュを用いた場合だ
けでなく，ポルトランドセメントのみを用いた場合や高炉スラグ微粉末を用いた場合においても塩化
物イオン濃度の経時的な増加がほとんどみられないことがわかる．このため，W/B を低減して中性化
の進行を抑制できる場合には，混和材の使用有無にかかわらず，コンクリート内部での塩化物イオン
濃度の経時的な増加がほとんど生じなくなる可能性があると考えられる．この原因としては，材齢の
経過とともに硬化体の空隙構造が緻密になったことやコンクリート内部が乾燥して含水率が低下した
ことなどによって，塩化物イオンの浸透速度が遅くなったことが挙げられる．硬化体の空隙構造につ
いては水銀圧入法による細孔径分布の測定結果とともに 4.2.2(6)，コンクリート内部の含水状態につ
いては浸せき試験の結果とともに 4.3 で後述する． 
 次に，W/B を 35%，50%とした供試体の塩化物イオン濃度分布に着目すると，前述したように混和
材の置換率の高い供試体では，中性化深さが大きく，供試体表層部よりも供試体内部の塩化物イオン
濃度が大きくなったことがわかる．また，これらの供試体の塩化物イオン濃度分布の経時的な変化に
着目すると，前述した W/B を 40%とした供試体，すなわち，中性化深さの小さい供試体とは傾向が
異なり，曝露期間を長くすると中性化深さが大きくなり，供試体内部の未中性化領域の塩化物イオン
濃度も大きくなったことがわかる．曝露期間を長くすることによって中性化が進行し，未中性化領域
に濃集した塩化物イオンが増加したためと考えられる．こうした塩化物イオン浸透と中性化の複合劣
化に起因する塩化物イオンのコンクリート内部への浸透を防止するためには，混和材を大量に用いた
コンクリートの中性化抵抗性を適切に確保することが不可欠と考えられる． 
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(A)W/B=40% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
               N35                           N35B50                         N35B85 
(B)W/B=35% 
図-4.9 曝露 20，40 ヶ月後の塩化物イオン濃度分布（1/2）
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(C)W/B=50% 
図-4.9 曝露 20，40 ヶ月後の塩化物イオン濃度分布（2/2）
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 供試体表層部と供試体内部での塩化物イオンの浸透量の経時的な変化を比較するため，曝露 20 ヶ月
後と曝露 40 ヶ月後の塩化物イオン浸透量を図-4.10 に示す．同図では，塩化物イオン濃度を測定した
全ての試料を対象とした「表面からの距離 0～40 mm の位置」に加えて，供試体表層部と供試体内部
の塩化物イオン浸透量を個別に比較するため，「表面からの距離 0～5 mm の位置」と「表面からの距
離 5～40 mm の位置」の 2 つの範囲の塩化物イオン浸透量を示した．なお，塩化物イオン浸透量は，
塩化物イオン濃度の測定値に試料の体積を乗じて求めた値である． 
 「表面からの距離 0～40 mm」の塩化物イオン浸透量に着目すると，W/B を 50%とした供試体や混
和材の置換率の高い供試体において，曝露 20 ヶ月後から曝露 40 ヶ月後にかけて塩化物イオン浸透量
の増加の程度が大きくなったことがわかる．この原因を検討するため，「表面からの距離 0～5 mm の
位置」と「表面からの距離 5～40 mm の位置」で塩化物イオン浸透量をそれぞれ比較する． 
 「表面からの距離 0～5 mm の位置」の塩化物イオン浸透量に着目すると，N35B85，N50B70，N50B85，
N50F40，N50B50F20 など，混和材の置換率が高く，中性化深さが比較的大きい供試体では，他の供
試体と比較して，供試体表層部の塩化物イオン浸透量が極端に小さくなったことがわかる．図-4.9 に
示したように，これらの供試体では，塩化物イオンの未中性領域への濃集が特に顕著に生じており，
中性化の進行後に供試体表層部の塩化物イオン濃度が小さくなったことが原因と考えられる． 
 次に，「表面からの距離 5～40 mm の位置」の塩化物イオン浸透量に着目すると，W/B を 50%とし
た供試体では，塩化物イオン浸透量が大きくなり，曝露 20 ヶ月後から曝露 40 ヶ月後までの塩化物イ
オン浸透量の増加の程度も大きくなったことがわかる．この傾向については，混和材の置換率の高い
供試体において特に明確に確認することができる．W/B を 50%として混和材の置換率を高くした供試
体では，塩化物イオンの未中性化領域への濃集によって供試体内部への塩化物イオン浸透量が大きく
なり，塩化物イオン浸透量の経時的な増加の程度も大きくなったためと考えられる． 
 これらの結果を踏まえると，W/B および混和材の置換率が低く，中性化深さの小さいコンクリート
では，供試体表層部と供試体内部のいずれにおいても塩化物イオン濃度の経時的な増加はほとんどみ
られなかったが，W/B および混和材の置換率が高く，中性化深さの大きいコンクリートでは，塩化物
イオンの未中性化領域への濃集の影響を受けて，特に供試体内部の未中性化領域において塩化物イオ
ン濃度の経時的な増加の程度が大きくなったと考えられる． 
 なお，塩化物イオン浸透量は新潟に曝露した供試体よりも沖縄に曝露した供試体で大きくなった．
この傾向は，前述した塩化物イオン濃度分布の傾向と一致するものであった． 
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(A)表面からの距離 0～40mm の位置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         (B)表面からの距離 0～5mm の位置                 (C)表面からの距離 5～40mm の位置 
図-4.10 塩化物イオン浸透量 
                                                                ※上段は曝露 20 ヶ月後，下段は曝露 40 ヶ月後の結果を表示 
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(4) 塩化物イオンの見掛けの拡散係数 
 コンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を比較するため，これまでに示した塩化物イオン濃度分布
の測定結果を最小二乗法によって式(4.1)にフィッティングし，塩化物イオンの見掛けの拡散係数とコ
ンクリート表面の塩化物イオン濃度を算出した． 
 
   i
ap
0 2
erf1),( C
tD
xCtxC 










       (4.1) 
ここに，C(x, t)：距離 x と試験期間 t での塩化物イオン濃度(kg/m3)，x：コンクリート表面からの距離
(m)，t：試験期間(s)，C0：コンクリート表面の塩化物イオン濃度(kg/m3)，Ci：初期含有塩化物イオン
濃度(kg/m3)，Dap：塩化物イオンの見掛けの拡散係数(m2/s)，erf：誤差関数である． 
 
 見掛けの拡散係数と表面の塩化物イオン濃度を図-4.11 に示す．同図には図-4.5 と図-4.6 に示した塩
化物イオン濃度の測定結果を用いて見掛けの拡散係数と表面の塩化物イオン濃度を算出した結果を示
した．ただし，塩化物イオンの未中性化領域への濃集が顕著に生じた供試体（W/B を 35%とした
N35B85 と N35F40 の 2 個の供試体，W/B を 50%とした N50 以外の 7 個の供試体，計 9 個）では式(4.1)
を用いて見掛けの拡散係数と表面の塩化物イオン濃度を算出することが困難であったため，図-4.11
には結果を示していない．W/B を 50%とした供試体の見掛けの拡散係数については，EPMA 法による
面分析の結果を用いて算出しており，4.2.2(5)で後述する． 
 見掛けの拡散係数は，ポルトランドセメントのみを用いた供試体よりも混和材を用いた供試体で小
さくなる傾向にあった．混和材の使用による塩化物イオン浸透抵抗性の向上効果が現れたためと考え
られる．ただし，見掛けの拡散係数は曝露 20 ヶ月後から曝露 40 ヶ月後にかけて小さくなり，混和材
の使用有無による差も小さくなった．前述したように中性化深さの小さい供試体では曝露 20 ヶ月後か
ら曝露 40 ヶ月後にかけて供試体内部の塩化物イオン濃度がほとんど増加していなかったため，曝露期
間を長くするほど見掛けの拡散係数が小さくなり，結果として混和材の使用有無による見掛けの拡散
係数の差も小さくなったことが原因と考えられる． 
 一方，表面の塩化物イオン濃度は，ポルトランドセメントのみを用いた供試体と混和材を用いた供
試体で同程度，あるいは，混和材を用いた供試体で若干大きくなる傾向にあった．また，経時的な変
化に着目すると，曝露 20 ヶ月後から曝露 40 ヶ月後にかけて，表面の塩化物イオン濃度に大幅な変化
は生じていなかった． 
 次に，曝露環境の違いが見掛けの拡散係数と表面の塩化物イオン濃度に与えた影響を検討するため，
新潟と沖縄に曝露した供試体の塩化物イオン濃度分布から算出した見掛けの拡散係数と表面の塩化物
イオン濃度を図-4.12 に比較して示す．見掛けの拡散係数は，新潟に曝露した供試体よりも沖縄に曝
露した供試体で若干大きくなる傾向にあったが，概ね比例関係にあった．また，曝露期間を長くする
ほど見掛けの拡散係数が小さくなったため，曝露環境の違いによる差も小さくなった．図-4.9 に示し
たように中性化深さの小さい供試体では曝露 20 ヶ月後から曝露 40 ヶ月後にかけて供試体内部の塩化
物イオン濃度がほとんど増加しておらず，曝露期間を長くするほど見掛けの拡散係数の差が小さくな
り，結果として曝露環境の違いによる見掛けの拡散係数の差も小さくなったと考えられる． 
 一方，表面の塩化物イオン濃度も新潟に曝露した供試体よりも沖縄に曝露した供試体で大きくなっ
たが，この差は曝露期間を長くしても小さくなることはなかった．前述したように新潟と沖縄の曝露
試験場の立地条件の違いによって供試体への塩化物イオンの供給量が異なったため，曝露期間を長く
しても供試体への塩化物イオンの供給と浸透の程度が新潟に曝露した供試体よりも沖縄に曝露した供
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試体で大きくなったことが原因と考えられる．このことを踏まえると，曝露環境の違いが表面の塩化
物イオン濃度に与える影響は，混和材の使用有無や曝露期間の違いが与える影響よりも大きいと考え
ることができる．このため，将来的な塩化物イオン浸透を予測する際に用いる表面の塩化物イオン濃
度については，構造物の供用時の環境条件を適切に考慮して設定することが重要といえる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                  (A)見掛けの拡散係数                         (B)表面の塩化物イオン濃度 
図-4.11 曝露試験による見掛けの拡散係数と表面の塩化物イオン濃度 
                                                                ※上段は曝露 20 ヶ月後，下段は曝露 40 ヶ月後の結果を表示 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                 (A)見掛けの拡散係数                          (B)表面の塩化物イオン濃度 
図-4.12 曝露環境による見掛けの拡散係数と表面の塩化物イオン濃度の比較 
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(5) 未中性化領域の塩化物イオンの濃度分布と見掛けの拡散係数 
 EPMA 法による面分析から得られた塩素のマッピング画像を図-4.13 に示す．混和材を用いた供試
体の塩素の濃度分布に着目すると，これまでに示した塩化物イオン濃度分布と同様に，供試体表層部
で濃度が小さく，供試体内部で濃度の大きい領域が生じていたこと，この傾向が混和材の置換率の高
い供試体ほど顕著に生じていたことを視覚的に確認することができる． 
 EPMA法による面分析の結果を用いて塩化物イオン浸透深さと中性化深さの位置関係を詳細に検討
するため，EPMA 法による面分析から得られた塩素の濃度分布とフェノールフタレイン溶液噴霧法か
ら得られた中性化深さの関係を図-4.14 に示す．ここでは，EPMA 法による面分析から得られた塩素
の濃度分布は供試体を微粉砕して電位差滴定法によって測定した全塩化物イオンの濃度分布と概ね一
致することが報告されているため 4.7)，EPMA 法による面分析から得られた塩素の濃度分布が全塩化物
イオンの濃度分布と等しいと仮定して検討を進めた．また，塩化物イオンの移動の大部分がペースト
に相当する部分で生じると仮定し，CaO 濃度が 10.0 mass%～47.0 mass%に相当するピクセルをペース
ト部とみなして，このペースト部における塩素の濃度を抽出して塩化物イオン濃度分布を示した．中
性化深さについては，JIS A 1152:2011 に準拠して割裂面にフェノールフタレイン溶液を噴霧し，曝露
面から赤紫色を呈した部分までの距離を測定して得られた結果である．なお，同図では，EPMA 法に
よる面分析から得られた塩素の濃度分布を精査して外部から浸透した塩化物イオンの浸透深さを求め，
中性化深さとの距離も併記した． 
 図-4.14(A)と図-4.14(B)で塩化物イオン濃度分布を比較すると，図-4.9 に示したように塩化物イオン
の未中性化領域への濃集の影響によって，混和材を用いた供試体ではポルトランドセメントのみを用
いた N50 よりも供試体内部において塩化物イオン濃度が大きくなったことを再確認できる．また，混
和材の置換率を高めるほど塩化物イオンの濃集の程度が大きくなり，この傾向は高炉スラグ微粉末の
置換率を 85%とした N50B85 で最も顕著に現れたこともわかる．さらに，図-4.9 では塩化物イオンの
濃集が生じていないと考えられた N50 や N50B50 においても，供試体表層部では塩化物イオン濃度の
小さい領域が生じていたことを新たに確認できる． 
 図-4.14(C)～図-4.14(J)において中性化深さから塩化物イオン浸透深さまでの距離を比較すると，ポ
ルトランドセメントのみを用いた N50 では約 21 mm であったが，混和材を用いた供試体では約 8 mm
～約 16 mm と小さく，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの置換率の高い供試体ほど中性化深
さから塩化物イオン浸透深さまでの距離が小さくなったことがわかる．また，未中性化領域の塩化物
イオンの濃度分布に着目すると，混和材を用いた供試体では，N50 と比較して，塩化物イオン濃度が
中性化深さから供試体内部にかけて急激に小さくなる傾向にあったことがわかる．N50 では，中性化
深さが極めて小さく，中性化の影響をほとんど受けずに塩化物イオンが供試体内部へ浸透したと考え
られる．一方，特に混和材の置換率の高い供試体では，中性化深さが大きく，塩化物イオンの未中性
化領域への濃集が顕著に生じたことによって，中性化深さから塩化物イオン浸透深さまでの距離が小
さくなり，塩化物イオン濃度分布の勾配も急になったと考えられる． 
 前述したように，4.2.2(4)では，W/B を 50%とした供試体では塩化物イオンの未中性化領域への濃
集が顕著に生じており，図-4.5 と図-4.6 に示した塩化物イオン濃度の測定結果を用いて見掛けの拡散
係数と表面の塩化物イオン濃度を算出することができなかった．そこで，W/B を 50%とした供試体の
未中性化領域のコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を比較するために，EPMA 法による面分析の
結果を用いて見掛けの拡散係数を算出した．ここでは，中性化深さの位置よりも内部の塩化物イオン
濃度分布を最小二乗法によって式(4.2)にフィッティングし，見掛けの拡散係数を算出した．ただし，
このようにして算出した見掛けの拡散係数は中性化による濃集の影響を受けた塩化物イオン濃度分布
から得られたものであるため，厳密には，中性化による濃集の影響を受けていない場合の見掛けの拡
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散係数，例えば，4.3 で後述する浸せき試験から得られる見掛けの拡散係数とは，物理的意味が異な
る点に留意する必要がある． 
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

       (4.2) 
ここに，C(x, t)：距離 x と試験期間 t での塩化物イオン濃度(mass%)，x：コンクリート表面からの距離
(m)，t：試験期間(s)，C0,C：中性化深さの位置の塩化物イオン濃度(mass%)，Δxc：中性化深さ(m)，Ci：
初期含有塩化物イオン濃度(mass%)，Dap：塩化物イオンの見掛けの拡散係数(m2/s)，erf：誤差関数であ
る． 
 
 式(4.2)を用いて算出した見掛けの拡散係数と中性化深さの位置の塩化物イオン濃度を図-4.15 に示
す．見掛けの拡散係数を比較すると，混和材を用いた供試体の見掛けの拡散係数はポルトランドセメ
ントのみを用いた N50 よりも小さくなったことがわかる．混和材を用いた供試体では，塩化物イオン
の未中性化領域への濃集によってポルトランドセメントのみを用いた供試体と同程度か，これよりも
内部に塩化物イオンが浸透していたが，未中性化領域の塩化物イオン濃度分布を用いて求めた見掛け
の拡散係数はポルトランドセメントのみを用いた供試体よりも小さくなった．未中性化領域のみに着
目すると，混和材を用いた供試体の塩化物イオン浸透抵抗性は，依然として，ポルトランドセメント
のみを用いた供試体よりも高い状態にあったといえる． 
 一方，中性化深さの位置の塩化物イオン濃度は，高炉スラグ微粉末を用いた供試体では N50 と同程
度か，若干小さくなり，フライアッシュを用いた供試体では N50 と同程度か，若干大きくなったが，
混和材の使用有無や種類，置換率によって大幅な差は生じていなかった． 
 EPMA 法による塩化物イオン濃度分布の測定値と式(4.2)による塩化物イオン濃度分布の計算値を図
-4.16 に示す．測定値と計算値を比較すると，ポルトランドセメントのみを用いた N50 と高炉スラグ
微粉末を用いた N50B50，N50B70，N50B85 では測定値と計算値が概ね一致したが，フライアッシュ
を用いた N50F20，N50F30，N50F40 では測定値と計算値に差が生じていたことがわかる．また，高炉
スラグ微粉末とフライアッシュを併用して三成分とした N50B50F20 では，両者の中間的な傾向の塩化
物イオン濃度分布を示したことがわかる．これらの原因としては，高炉スラグ微粉末を用いた供試体
とフライアッシュを用いた供試体とで未中性化領域の塩化物イオン濃度の分布形状が異なっていたこ
とが挙げられる．高炉スラグ微粉末を用いた供試体では，N50 と同様に，塩化物イオン濃度が中性化
深さの位置から供試体内部にかけて徐々に減少する傾向にあった．一方，フライアッシュを用いた供
試体では，中性化深さの位置から塩化物イオン濃度が最大となった位置までが離れており，また，塩
化物イオン濃度が最大となった位置の付近において塩化物イオン濃度が概ね一定となった領域が存在
した．こうしたフライアッシュを用いた供試体の塩化物イオン濃度分布の傾向を式(4.2)では精緻に再
現することが困難であったため，フライアッシュを用いた供試体では塩化物イオン濃度分布の測定値
と計算値に差が生じたと考えられる． 
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図-4.13 EPMA 法によるマッピング画像（1/2） 
                                         ※画像の上側が曝露面となるように表示 
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図-4.13 EPMA 法によるマッピング画像（2/2） 
                                         ※画像の上側が曝露面となるように表示 
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          (A)高炉スラグ微粉末を用いた場合                   (B)フライアッシュを用いた場合 
 
 
 
 
 
 
 
                   (C)N50                                          (D)N50B50 
 
 
 
 
 
 
 
                   (E)N50B70                                      (F)N50B85 
 
 
 
 
 
 
 
                   (G)N50F20                                       (H)N50F30 
 
 
 
 
 
 
 
                   (I)N50F40                                       (J)N50B50F20 
図-4.14 塩化物イオンの濃度分布と浸透深さ，中性化深さ 
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               (A)見掛けの拡散係数                      (B)中性化深さの位置の塩化物イオン濃度 
図-4.15 見掛けの拡散係数と中性化深さの位置の塩化物イオン濃度 
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                   (G)N50F40                                       (H)N50B50F20 
図-4.16 塩化物イオン濃度分布の測定値と計算値 
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(6) 硬化体の細孔構造 
 水銀圧入法による細孔径分布の測定結果を図-4.17 に示す．同図では，供試体の「中心部」と「表
層部」の硬化体の細孔径分布について，単位体積あたりの細孔容積に換算して測定結果を示した．「中
心部」の細孔径分布は，全ての供試体の中心部の未中性化領域から採取した試料で得られた結果であ
る．また，「表層部」の細孔径分布は，中性化深さの比較的大きい 3 個の供試体（N50B70，N50B85，
N50F40）において供試体の表面から 5 mm 程度までの中性化領域から採取した試料で得られた測定結
果である．なお，測定に用いた採取については，粗骨材を避けて，モルタル部から採取した． 
 中心部の細孔径分布に着目すると，高炉スラグ微粉末を用いた供試体では，ポルトランドセメント
のみを用いた N50 と比較して，細孔直径 0.03 μm 以下の細孔容積が多く，フライアッシュを用いた供
試体では，細孔直径 0.1 μm 以下と 0.02 μm 以下の細孔容積が多くなったことがわかる．高炉スラグ微
粉末あるいはフライアッシュを用いることによって，ポルトランドセメントのみを用いた供試体より
も小径の空隙が多くなったことを読み取れる．すなわち，混和材の使用によって硬化体の空隙構造が
緻密になったといえる． 
 次に，表層部の細孔径分布に着目すると，N50B70，N50B85，N50F40 では，中心部の測定結果と比
較して，細孔直径 0.03 μm 以下の細孔容積が少なく，細孔直径 0.03 μm～0.1 μm の細孔容積が多いこと
がわかる．中性化によって供試体表層部の硬化体の空隙構造が粗大になったためと考えられる．文献
4.5)では，室内試験の結果にもとづき，水和生成物の大部分を占める C-S-H の中性化による空隙構造
の変質は，C-S-H に含まれるカルシウムとケイ素の比（Ca/Si 比）によって異なることが指摘されてい
る．すなわち，高炉スラグ微粉末やフライアッシュを用いた場合には，水酸化カルシウムの含有量が
少なく，C-S-H の Ca/Si 比が小さく，中性化によって空隙構造が粗大化すること，逆に，ポルトラン
ドセメントのみを用いた場合には，Ca/Si 比が大きく，中性化によって空隙構造が緻密化することが指
摘されている．図-4.17 の結果によると，実環境下においても，混和材を大量に用いたコンクリート
の供試体表層部では中性化の進行後に硬化体の空隙構造が粗大になったことを確認できる．高炉スラ
グ微粉末を用いたコンクリートの硬化体の空隙構造が中性化によって粗大になる現象については，他
の室内試験例えば 4.8)～4.10)でも確認されている． 
 これらのことを踏まえると，図-4.9 に示したように混和材の置換率の高い供試体では塩化物イオン
の未中性化領域への濃集が顕著に生じていたが，この一因として，中性化によって供試体表層部の硬
化体の空隙構造が粗大になり，外部から供試体内部への塩化物イオンの浸透が容易になったことが挙
げられる．また，図-4.16 に示したように供試体内部の未中性化領域では依然として混和材を用いた
供試体の塩化物イオン浸透抵抗性が高い状態にあり，この一因は混和材の使用によって硬化体の空隙
構造が緻密になったためであることを再確認できる．なお，塩化物イオンの未中性化領域への濃集の
別の原因として，中性化後に水和生成物の塩化物イオンの固定化能力が低下したことも挙げられるが，
この影響については 4.4 において室内試験の結果とともに後述する． 
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(A)高炉スラグ微粉末を用いた供試体（中心部） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(B)高炉スラグ微粉末を用いた供試体（表層部） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(C)フライアッシュを用いた供試体（中心部） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(D)フライアッシュを用いた供試体（表層部） 
図-4.17 細孔径分布 
                                  ※表層部の結果については中心部の結果と比較して表示 
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4.3 室内試験による塩化物イオン浸透抵抗性の評価 
 本節では，室内試験として浸せき試験に着目し，浸せき試験による混和材を大量に用いたコンクリ
ートの塩化物イオン浸透抵抗性の評価方法について検討する． 
 
4.3.1 浸せき試験の実施方法 
 4.2 に示した曝露試験に用いた供試体と同時に製作した円柱供試体（φ100×200 mm）を用いて，浸
せき試験を JSCE-G 5724.11)に準拠して行った．材齢 28 日まで 20℃の養生槽内で水中養生を行った後，
供試体の上下の両端部 25 mm を切断し，厚さ 150 mm の中央部を浸せき試験に用いた．この際，コン
クリート打込み面側の試験面（φ100 mm の円形面）以外の供試体表面については，塩化物イオンの
浸透を防止するため，エポキシ樹脂塗料で保護した．浸せき試験に用いた塩化ナトリウム水溶液の濃
度については 10%，浸せき期間については 6，12，20 ヶ月間の 3 種類とした．浸せき終了後に，供試
体を厚さ 10 mm で切断して 0.15 mm 以下に微粉砕し，JIS A 1154:2012 の電位差滴定法に準拠して全塩
化物イオンの濃度を測定した．その後，塩化物イオン濃度分布を最小二乗法によって式(4.1)にフィッ
ティングし，塩化物イオンの見掛けの拡散係数とコンクリート表面の塩化物イオン濃度を算出した． 
 
4.3.2 浸せき試験の結果 
(1) 塩化物イオン濃度分布 
 浸せき 6 ヶ月後，12 ヶ月後，20 ヶ月後の塩化物イオン濃度分布を図-4.18 に示す．また，浸せき 6
ヶ月後と 20 ヶ月後の塩化物イオン濃度分布を W/B と混和材の種類で整理して図-4.19 に示す．ポルト
ランドセメントのみを用いた供試体（H40，N35，N50）の塩化物イオン濃度分布に着目すると，浸せ
き期間を長くするほど塩化物イオンが供試体内部に浸透したことを明確に確認できる．一方，混和材
を用いた供試体の塩化物イオン濃度分布に着目すると，ポルトランドセメントのみを用いた供試体と
比較して，塩化物イオンの浸透量が少なく，浸せき期間を長くした場合の塩化物イオンの浸透の増加
の程度も小さくなったことがわかる．混和材を用いた供試体では，ポルトランドセメントのみを用い
た供試体と比較して，塩化物イオン浸透抵抗性が向上し，塩化物イオンの浸透が抑制されたためと考
えられる．この傾向は，4.2 に示した曝露試験において，W/B を 40%とした供試体，すなわち，中性
化深さの小さい供試体の結果とも一致する． 
 4.2 に示した曝露試験では，W/B および混和材の置換率の高い供試体において中性化深さが大きく，
塩化物イオンの未中性化領域への濃集が生じており，供試体表層部よりも供試体内部で塩化物イオン
濃度が大きくなった．また，W/B の小さい供試体では中性化深さが小さく，混和材の使用有無や置換
率にかかわらず，供試体内部における塩化物イオン濃度の経時的な増加がほとんどみられなかった．
一方，浸せき試験から得られた塩化物イオン濃度分布では，全ての供試体において，塩化物イオン濃
度が供試体表層部で最も大きく供試体内部ほど小さくなったこと，浸せき期間を長くするほど供試体
内部の塩化物イオン濃度が増加したことを確認できる．曝露試験と浸せき試験で塩化物イオンの浸透
状況に違いが生じた原因としては，浸せき試験では供試体が塩水中に常時置かれており，供試体内部
が湿潤状態に保たれていたために塩化物イオンの浸透が長期的に継続したこと，また，供試体表層部
において中性化が進行する余地がなく塩化物イオンの未中性化領域への濃集が生じなかったことが挙
げられる．したがって，塩化物イオン浸透と中性化の影響を同時に受ける環境で W/B および混和材の
置換率の高いコンクリートを適用する場合には，中性化の進行の程度によっては塩化物イオンの浸透
状況が浸せき試験から得られる結果とは異なる傾向を示す可能性があると考えられる． 
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               H40                           H40B430                        H40B450 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             H40B630                         H40B650                        H40B670 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             H40F10                          H40F20                          H40F30 
(A)W/B=40% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
               N35                           N35B50                         N35B85 
(B)W/B=35% 
図-4.18 浸せき 6，12，20 ヶ月後の塩化物イオン濃度分布（1/2） 
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                            N35F20                              N35F40 
(B)W/B=35% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
               N50                            N50B50                          N50B70 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                           N50B85                               N50F20 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            N50F30                          N50F40                         N50B50F20 
(C)W/B=50% 
図-4.18 浸せき 6，12，20 ヶ月後の塩化物イオン濃度分布（2/2）
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W/B=40%，高炉スラグ微粉末 4000  W/B=40%，高炉スラグ微粉末 6000     W/B=40%，フライアッシュ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             W/B=35%              W/B=50%，高炉スラグ微粉末       W/B=50%，フライアッシュ 
(A)浸せき 6 ヶ月後 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
W/B=40%，高炉スラグ微粉末 4000  W/B=40%，高炉スラグ微粉末 6000     W/B=40%，フライアッシュ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             W/B=35%              W/B=50%，高炉スラグ微粉末       W/B=50%，フライアッシュ 
(B)浸せき 20 ヶ月後 
図-4.19 浸せき後の塩化物イオン濃度分布 
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(2) 塩化物イオンの見掛けの拡散係数 
 図-4.18 の塩化物イオン濃度分布を用いて算出した塩化物イオンの見掛けの拡散係数とコンクリー
ト表面の塩化物イオン濃度を図-4.20 に示す．見掛けの拡散係数は，W/B が同一の場合，ポルトラン
ドセメントのみを用いた供試体（H40，N35，N50）と比較して，混和材を用いた供試体で小さくなっ
た．若干のばらつきは認められるが，混和材を用いた供試体では，見掛けの拡散係数が浸せき期間を
長くするほど小さくなる傾向にあった．混和材を用いた供試体では，ポルトランドセメントのみを用
いた供試体と比較して，浸せき期間を長くした場合の供試体内部の塩化物イオン濃度の増加の程度が
小さくなったためと考えられる．この傾向は，特にフライアッシュを用いた供試体において明確に現
れた．ポルトランドセメントの水和反応や高炉スラグ微粉末の潜在水硬性による反応と比較して，フ
ライアッシュのポゾラン活性による反応が長期的に継続して，硬化体の空隙構造の緻密化が長期的に
進行したため，浸せき期間を長くするほどフライアッシュの使用による塩化物イオン浸透抵抗性の向
上効果が現れたことが原因と考えられる． 
 浸せき試験では混和材の使用によって見掛けの拡散係数が小さくなり，例えば，W/B を 50%として
高炉スラグ微粉末を用いた供試体では，W/B を 35%としてポルトランドセメントのみを用いた N35
よりも見掛けの拡散係数が小さくなった．混和材の種類や置換率を適切に選定することによって，W/B
の低減よりも効果的に塩化物イオン浸透抵抗性を高めることができる可能性があると考えられる． 
 一方，表面の塩化物イオン濃度については，ポルトランドセメントのみを用いた供試体と比較する
と，混和材を用いた供試体で大きくなる傾向にあったが，逆に高炉スラグ微粉末の置換率を混合セメ
ント C 種の上限値よりも高めた供試体（N35B85，N50B85）では小さくなった．同様の傾向は，図-4.18
に示した塩化物イオン濃度分布においても確認することができる．高炉スラグ微粉末の置換率を混合
セメント C 種の上限値よりも高めた供試体では，空隙構造が極端に緻密になったことなどによって，
塩化物イオンの浸透が大幅に抑制されたためと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.20 浸せき試験による見掛けの拡散係数と表面の塩化物イオン濃度 
                                       ※上段は浸せき 6 ヶ月後，中段は浸せき 12 ヶ月後，下段は浸せき 20 ヶ月後の結果を表示 
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(3) 曝露試験と浸せき試験の結果の比較 
 曝露試験と浸せき試験の結果を比較するため，両試験から得られた塩化物イオンの見掛けの拡散係
数とコンクリート表面の塩化物イオン濃度を図-4.21 に示す．同図では，同一の試験期間で得られた
結果を比較するため，試験期間を 20 ヶ月間とした曝露試験と浸せき試験の結果を示した．また，塩化
物イオンの未中性化領域への濃集の影響を排除して比較するため，W/B を 40%とした供試体の結果の
みを示した． 
 見掛けの拡散係数に着目すると，浸せき試験から得られた見掛けの拡散係数は，曝露試験から得ら
れた見掛けの拡散係数よりも大幅に大きくなったことがわかる．この原因としては，両試験の試験条
件の違いが挙げられる．浸せき試験では，供試体を塩水中に常時静置して湿潤状態に保つため，塩化
物イオンの浸透量が多く，浸せき期間を長くするほど供試体内部に塩化物イオンが浸透した．しかし，
曝露試験では，供試体を雨がかりのある大気中に設置していたため，塩化物イオンの浸透量が少なく，
曝露期間を長くしても塩化物イオンの浸透量の増加がほとんど生じていなかった．この結果，両試験
で得られた見掛けの拡散係数には差が生じたと考えられる．ただし，曝露試験と浸せき試験から得ら
れた見掛けの拡散係数を比較すると，ポルトランドセメントのみを用いた H40 の見掛けの拡散係数は
混和材を用いた他の供試体よりも明らかに大きく，混和材の使用有無による見掛けの拡散係数の差を
明確に確認することができる．このため，浸せき試験から得られた見掛けの拡散係数を比較すること
によって，混和材の使用有無による塩化物イオン浸透抵抗性の差を定性的に評価できると考えられる． 
 次に，表面の塩化物イオン濃度に着目すると，見掛けの拡散係数と同様に，浸せき試験で得られた
表面の塩化物イオン濃度は，曝露試験よりも大幅に大きくなった．浸せき試験では，JSCE-G 572 に準
拠して海水よりも高濃度である濃度 10%の塩化ナトリウム水溶液を用いたこと，この塩水中に供試体
を常時静置していたことが原因と考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                 (A)見掛けの拡散係数                            (B)表面の塩化物イオン濃度 
図-4.21 曝露試験と浸せき試験の結果 
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 前述したように曝露試験と浸せき試験から得られた見掛けの拡散係数には差が生じていたが，この
原因として両試験に用いた供試体の内部の含水状態が異なっていたことが挙げられる．そこで，参考
データとして，曝露供試体と同時に製作して茨城県つくば市南原の雨がかりのある屋外の曝露試験場
に設置した円柱供試体（φ100×200 mm）を用いて，曝露 40 ヶ月後の供試体の相対含水率を求めた結
果を図-4.22 に示す．相対含水率は，供試体の中央部から厚さ 50 mm の試料を切り出した後に質量を
測定して式(4.3)から求めた値であり，1 に近づくほど飽水状態に近い状態であることを示す指標であ
る．なお，茨城県つくば市南原の曝露試験場は第 5 章で後述する中性化抵抗性を検証するための曝露
試験を行った曝露試験場と同一の場所である． 
 
   
   
dw
iwdw
WW
WWWWw 
        (4.3) 
ここに，w：相対含水率，Ww：飽水状態とした試料の質量(g)，Wd：絶乾状態とした試料の質量(g)，
Wi：曝露 40 ヶ月後の試料の質量(g)である． 
 
 図-4.22 によると，曝露 40 ヶ月後の供試体の相対含水率は 0.5～0.8 の範囲にあったことがわかる．
つくば，新潟，沖縄の曝露試験場の環境条件は厳密には異なるが，いずれも雨がかりのある屋外の曝
露試験場であったため，各曝露試験場に設置した供試体の相対含水率が同程度であったと仮定すると，
新潟と沖縄の曝露試験場に設置した供試体の内部は飽水状態ではなかった可能性が高いと考えられる． 
 既往研究では，供試体内部の含水状態に応じた見掛けの拡散係数を算出するための計算式が提案さ
れている．例えば，文献 4.12)では，相対含水率が概ね 0.5 以上の供試体の実験結果にもとづき，内部
が飽水状態あるいは含水状態が未飽和状態の供試体の見掛けの拡散係数の比と相対含水率の関係式と
して式(4.4)を提案している． 
 
   w
D
DD 025.0
0
Cl 100032.0         (4.4) 
ここに，DCl：見掛けの拡散係数の比，D：相対含水率 w の供試体の見掛けの拡散係数(m2/s)，D0：飽
水状態の供試体の見掛けの拡散係数(m2/s)，w：相対含水率(%)である． 
 
 また，文献 4.13)では，相対含水率が 0.42～0.77 の供試体の塩水噴霧試験と浸せき試験から得られた
見掛けの拡散係数の関係にもとづき，飽水状態あるいは含水状態が未飽和状態にある供試体において
電気抵抗率の測定値から推計した見掛けの拡散係数の比と相対含水率の関係式として式(4.5)を提案し
ている． 
 
   493.2
0
Cl wD
DD 
         (4.5) 
ここに，D′Cl：電気抵抗率の測定値から推計した見掛けの拡散係数の比，D′：相対含水率 w の供試体
において電気抵抗率の測定値から推計した見掛けの拡散係数(m2/s)，D′0：飽水状態の供試体において
電気抵抗率の測定値から推計した見掛けの拡散係数(m2/s)，w：相対含水率(%)である． 
 
 供試体内部の含水状態と曝露試験および浸せき試験から得られた見掛けの拡散係数の関係を明らか
にするため，相対含水率と拡散係数比の関係を式(4.4)および式(4.5)の計算値とともに図-4.23 に示す．
同図では，相対含水率として図-4.22 に示した相対含水率，拡散係数比として曝露 20 ヶ月後の供試体
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から得られた見掛けの拡散係数と浸せき 20 ヶ月後の供試体から得られた見掛けの拡散係数の比を示
した．また，式(4.4)および式(4.5)は特定の範囲の相対含水率の供試体を用いた実験の結果にもとづい
て提案されたものであるため，実験の対象範囲外の相対含水率と拡散係数比の関係を破線で示した． 
 図-4.23 によると，曝露試験と浸せき試験から得られた相対含水率と拡散係数比の関係の大部分は
式(4.4)の計算値と式(4.5)の計算値の中間に位置していたことがわかる．式(4.4)あるいは式(4.5)のよう
にコンクリート内部の含水状態を考慮することによって，浸せき試験の結果から実環境下のコンクリ
ートの見掛けの拡散係数を推定できる可能性があると考えられる．また，式(4.4)と式(4.5)は，コンク
リートの相対含水率が低いほど，すなわち，コンクリートが乾燥しているほど，見掛けの拡散係数が
浸せき試験から得られる見掛けの拡散係数よりも小さくなることを示している．このため，図-4.21
に示したように曝露試験から得られた見掛けの拡散係数が浸せき試験から得られた見掛けの拡散係数
よりも小さくなった一因としては，屋外に曝露した供試体が飽水状態に保たれておらず，浸せき試験
に用いた供試体と比較して塩化物イオン浸透が抑制されたことが挙げられる．したがって，浸せき試
験の結果を活用して実環境下のコンクリートの見掛けの拡散係数を推定する際には，相対含水率と拡
散係数比に関する既往の計算式を参考にするなどして，対象とするコンクリート内部の含水状態を適
切に考慮する必要があると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         図-4.22 相対含水率                 図-4.23 相対含水率と拡散係数比の関係 
                                          ※式(4.4)と式(4.5)では根拠となった実験の対象範囲外を破線で表示 
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4.4 コンクリート表層部の中性化が塩化物イオン浸透に与える影響 
 本節では，あらかじめ促進中性化を行った供試体の浸せき試験の結果にもとづき，コンクリート表
層部の中性化が塩化物イオン浸透との複合劣化に与える影響について検討する． 
 4.2 に示した曝露試験の結果によると，W/B および混和材の置換率の高い供試体では，中性化深さ
が大きくなり，塩化物イオンが未中性化領域に濃集することがあった．この原因のひとつとして，水
和生成物にフリーデル氏塩として固定されていた塩化物イオンが中性化の進行とともに細孔溶液中に
解離し，濃度拡散によって未中性化領域に浸透したことが挙げられた．また，中性化の進行後にも塩
化物イオンは外部から浸透したと考えられるが，この際の塩化物イオンの浸透には，中性化によって
供試体表層部の硬化体の空隙構造が変質したことや塩化物イオンの固定化能力が低下したことも影響
した可能性がある．このうち，供試体表層部における硬化体の空隙構造の変質については，4.2.2(6)
で水銀圧入法による細孔径分布の測定結果とともに詳述した．本節では，供試体表層部の中性化後に
外部から塩化物イオンが浸透する状況を模擬するため，あらかじめ促進中性化させた供試体の浸せき
試験を行い，コンクリート表層部の中性化が塩化物イオン浸透に与える影響について検討する． 
 
4.4.1 実験方法 
 コンクリートの配合と基礎物性を表-4.2 に示す．配合は 4 種類である．ポルトランドセメントのみ
を用いた供試体（C100），高炉スラグ微粉末 4000 の置換率を 50%あるいは 70%とした供試体（B50，
B70），フライアッシュ II 種の置換率を 20%とした供試体（F20）である．W/B（50%），単位水量（165 
kg/m3），単位粗骨材量（968 kg/m3）については，全配合で同一とした． 
 供試体の形状は，φ100×200 mm の円柱である．コンクリート打込み翌日に脱型し，材齢 28 日ま
で 20℃の養生槽内で水中養生，材齢 56 日まで恒温恒湿槽（温度 20℃，湿度 60%）で気中養生を行い，
材齢 48 日～材齢 56 日で供試体底面の円形面（φ100 mm）以外をエポキシ樹脂塗料で保護した． 
 実験方法の概要を図-4.24 に示す．浸せき試験に用いた供試体は，浸せき開始前の促進中性化の有
無が異なり，「促進中性化なし」と「促進中性化あり」の 2 種類である．エポキシ樹脂塗料による保
護を終えた材齢 56 日以降で，「促進中性化なし」の供試体を恒温恒湿室（温度 20℃，湿度 60%），「促
進中性化あり」の供試体を促進中性化槽（温度 20℃，湿度 60%，二酸化炭素濃度 5%）に 28 日間静置
し，その後，濃度 10%の塩化ナトリウム水溶液に 420 日間浸せきした． 
 浸せき終了後，供試体を軸方向に乾式カッターで三分割し，両端部を中性化深さと塩化物イオン浸
透深さの測定，中央部を全塩化物イオンと温水抽出塩化物イオンの濃度の測定に用いた．中性化深さ
については，JIS A 1152:2011 に準拠して切断面にフェノールフタレイン溶液を噴霧し，試験面から赤
紫色を呈した部分までの距離を測定して得られた平均値とした．塩化物イオン浸透深さについては，
切断面に 0.1 mol/L 硝酸銀溶液を噴霧し，試験面から白色を呈した部分までの距離を測定して得られた
平均値とした．中性化深さと塩化物イオン浸透深さのどちらの測定位置も，切断面において等間隔に
7 点とした．全塩化物イオンと温水抽出塩化物イオンの濃度については，JIS A 1154:2012 に準拠して
電位差滴定法によって測定した．全塩化物イオンと温水抽出塩化物イオンの濃度の測定には，中央部
を表面から深さ 5 mm まで厚さ 5 mm に，深さ 5 mm から深さ 40 mm までを厚さ 7 mm に乾式カッタ
ーを用いて切断し，0.15 mm 以下に微粉砕した試料を用いた． 
 なお，厳密には，温水によって抽出される塩化物イオンには，固定化の影響を受けていない自由塩
化物イオンだけでなく，水和生成物に吸着および固定された塩化物イオンの一部も含まれるが，測定
方法が簡便であるため，本節では，温水抽出塩化物イオン濃度が自由塩化物イオンの濃度を表すもの
と仮定して検討を進めた． 
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表-4.2 コンクリートの配合と基礎物性 
配合 W/B (%) 
単位量(kg/m3) 
スランプ 
(cm) 
空気量 
(%) 
圧縮強度
(N/mm2) W B = OPC + BS4 + FA S G OPC BS4 FA 
C100 
50 165 
330 － － 827 
968 
10.0 4.2 42.9 
B50 165 165 (50%) － 815 10.0 4.4 37.0 
B70 99 231 (70%) － 810 10.0 4.1 32.5 
F20 264 － 66 (20%) 797 11.5 4.7 33.5 
※W: 上水道水(茨城県つくば市), OPC: 普通ポルトランドセメント(密度3.16 g/cm3, 比表面積3340 cm2/g), BS4: 高炉スラグ微粉
末4000(密度2.89 g/cm3, 比表面積4410 cm2/g, SO3 2.08%(無水せっこう添加)), FA: フライアッシュ II種(密度2.08 g/cm3, 比表面
積3810 cm2/g), S: 細骨材(静岡県掛川産陸砂, 密度2.56 g/cm3, 吸水率2.23%), G: 粗骨材(茨城県笠間産砕石6号(密度2.67 g/cm3, 
吸水率 0.43%, 硬質砂岩)と 5 号(密度 2.67 g/cm3, 吸水率 0.46%, 硬質砂岩)を均等に混合), 単位量の( )内の百分率は結合材に占
める混和材の質量%を表示 
※化学混和剤: AE 減水剤(リグニンスルホン酸化合物とポリオールの複合体を主成分とするもの), 空気連行剤(F20 以外で変性
ロジン酸化合物系陰イオン界面活性剤を主成分とするもの, F20 で高アルキルカルボン酸系陰イオン界面活性剤と非イオン界
面活性剤の複合体を主成分とするもの)の使用量をスランプ 12±2.5 cm, 空気量 4.5±1.5%となるよう調整 
※スランプ: JIS A 1101:2005 に準拠して測定, 空気量: JIS A 1128:2005 に準拠して測定 
※圧縮強度: 標準養生を行った円柱供試体(φ100×200 mm)の材齢 28 日の圧縮強度を JIS A 1108:2006 に準拠して測定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.24 実験方法の概要 
 
 
4.4.2 実験結果 
(1) 中性化と塩化物イオン浸透の状況 
 中性化深さと塩化物イオン浸透深さを図-4.25 に示す．中性化深さは，浸せき前の促進中性化の有
無にかかわらず，ポルトランドセメントのみを用いた C100 よりも混和材を用いた供試体（B50，B70，
F20）で大きくなる傾向にあり，高炉スラグ微粉末の置換率を 70%とした B70 で最大となった．一方，
塩化物イオン浸透深さは，促進中性化の有無によって傾向が異なった．浸せき前に促進中性化を行わ
なかった場合，混和材を用いた供試体の塩化物イオン浸透深さはポルトランドセメントのみを用いた
C100 よりも小さくなり，混和材の使用による塩化物イオン浸透抵抗性の向上効果が現れたことを明確
に確認できる．しかし，浸せき前に促進中性化を行った場合，ポルトランドセメントのみを用いた C100
では，促進中性化を行わなかった場合よりも塩化物イオン浸透深さが小さくなったが，混和材を用い
た供試体では，逆に促進中性化を行わなかった場合よりも塩化物イオン浸透深さが大きくなった．こ
の結果として，浸せき前に促進中性化を行った場合，ポルトランドセメントのみを用いた C100 と混
和材を用いた供試体で塩化物イオン浸透深さが同程度となった．前述したように，文献 4.5)では，水
和生成物の大部分を占める C-S-H の中性化による空隙構造の変質は，C-S-H に含まれるカルシウムと
ケイ素の比（Ca/Si 比）によって異なることが報告されている．すなわち，ポルトランドセメントのみ
【促進中性化なし】
恒温恒湿室
(20℃, 60%, 28日間)
【促進中性化あり】
促進中性化槽
(20℃, 60%, 5%CO2, 28日間)
【乾式カッターで軸方向に三分割して測定】
③塩化物イオン濃度
フェノールフタレイン溶液噴霧
①中性化深さ
0.1 mol/L 硝酸銀溶液噴霧
②塩化物イオン浸透深さ
・表面から0～5, 5～12, 
12～19, 19～26, 26～33, 
33～40 mmに切断
・JIS A 1154:2012に準拠して
全塩化物イオンと
温水抽出塩化物イオンの
濃度を測定
端部
端部
中央部
10%塩化ナトリウム水溶液
420日間浸せき
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を用いると，水酸化カルシウムの含有量が多く，C-S-H の Ca/Si 比が大きくなり，中性化によって空
隙構造が緻密化するが，高炉スラグ微粉末やフライアッシュを用いると，水酸化カルシウムの含有量
が少なく，C-S-H の Ca/Si 比が小さくなり，中性化によって空隙構造が粗大化するとされている．混
和材を用いた場合に中性化によって空隙構造が粗大化することは，図-4.17 に示した水銀圧入法によ
る細孔径分布の測定結果でも確認することができる．混和材の使用有無によって促進中性化後の空隙
構造の変質状況が異なり，ポルトランドセメントのみを用いた C100 では，浸せき前の促進中性化に
よって供試体表層部の空隙構造が緻密になり，浸せき前に促進中性化を行った供試体では塩化物イオ
ンの浸透が抑制されて塩化物イオン浸透深さが小さくなったと考えられる．逆に，混和材を用いた供
試体では，浸せき前の促進中性化によって供試体表層部の空隙構造が粗大になり，浸せき前に促進中
性化を行った供試体において塩化物イオン浸透深さが大きくなったと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
                    (A)中性化深さ                               (B)塩化物イオン浸透深さ 
図-4.25 中性化深さと塩化物イオン浸透深さ 
 
 
 次に，全塩化物イオンの濃度分布を図-4.26 に示す．同図では，浸せき前の促進中性化の有無によ
って，全塩化物イオンの濃度分布を区別して示した．全塩化物イオンの濃度分布の傾向も，浸せき前
の促進中性化の有無によって大幅に異なった．浸せき前に促進中性化を行わなかった場合，全塩化物
イオン濃度は供試体の内部ほど小さくなった．この傾向は，4.2 に示した曝露試験で中性化深さの小
さい供試体や 4.3 に示した浸せき試験を行った供試体の塩化物イオン濃度分布と同様である．一方，
浸せき前に促進中性化を行った場合，全塩化物イオン濃度は，混和材の使用有無によって若干差があ
るが，「表面からの距離 0～5 mm の位置」や「表面からの距離 5～12 mm の位置」よりも供試体の内
部において大きくなった．この傾向は，4.2 に示した曝露試験で中性化深さの大きい供試体の塩化物
イオン濃度分布と同様である．本節では，あらかじめ促進中性化させた供試体で浸せき試験を行った
ため，水和生成物に固定されていた塩化物イオンが中性化の進行とともに未中性化領域へと濃集する
現象の影響を考慮できていないが，浸せき前に促進中性化を行った供試体の全塩化物イオンの濃度分
布は曝露試験の結果と同傾向であった． 
 全塩化物イオン濃度の測定結果から求めた塩化物イオンの浸透量を図-4.27 に示す．同図では，図
-4.26 に示した全塩化物イオン濃度の測定値に試料の体積を乗じて塩化物イオンの浸透量を算出した．
浸せき前に促進中性化を行わなかった場合，混和材を用いた供試体では，ポルトランドセメントのみ
を用いた供試体よりも塩化物イオン浸透量が少なく，混和材の使用によって塩化物イオン浸透が抑制
されたことを確認できる．逆に，浸せき前に促進中性化を行った場合には，混和材を用いた供試体で
塩化物イオン浸透量が多くなった．前述した塩化物イオン浸透深さの結果と同様に，供試体内部への
塩化物イオン浸透量で比較しても，浸せき前に促進中性化を行ったことによって，混和材を用いたコ
ンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性が低下したことを読み取ることができる．
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              (A)促進中性化なし                                  (B)促進中性化あり 
図-4.26 全塩化物イオンの濃度分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.27 塩化物イオン浸透量 
 
 
(2) 全塩化物イオンと温水抽出塩化物イオンの濃度分布 
 前述したように，浸せき前に促進中性化を行った場合，混和材を用いた供試体の全塩化物イオンの
濃度分布は，4.2 に示した曝露試験で中性化深さの大きい供試体の塩化物イオン濃度分布と同傾向で
あった．すなわち，供試体表層部の中性化領域よりも供試体内部の未中性化領域において，全塩化物
イオン濃度が大きくなる傾向にあった．この原因について供試体表層部の水和生成物の塩化物イオン
の固定化能力の観点から検討するため，全塩化物イオンと温水抽出塩化物イオンの濃度分布を図-4.28
に示す．同図では，各塩化物イオンの濃度分布を浸せき前の促進中性化の有無で区別して示し，中性
化深さの位置も併記した． 
 浸せき前に促進中性化を行わなかった供試体の塩化物イオン濃度分布に着目すると，塩化物イオン
の浸透が認められる領域では，温水抽出塩化物イオン濃度が全塩化物イオン濃度よりも小さくなる傾
向にあったことがわかる．中性化が進行していない場合には，供試体内部に浸透した塩化物イオンの
一部が水和生成物に固定されたためと考えられる．ただし，高炉スラグ微粉末の置換率を 70%とした
B70 では，「表面からの距離 0～5 mm の位置」で全塩化物イオン濃度と温水抽出塩化物イオン濃度が
同程度となった．この原因は，浸せき前に促進中性化を行わなかったにもかかわらず，B70 では他の
供試体よりも中性化深さが大きく，後述する浸せき前に促進中性化を行った供試体と同様に，供試体
表層部の中性化領域において塩化物イオンの固定化能力が低下していたためと考えられる． 
 次に，浸せき前に促進中性化を行った供試体の塩化物イオン濃度に着目すると，表面から中性化深
さまでの中性化領域では全塩化物イオン濃度と温水抽出塩化物イオン濃度が同程度となり，中性化深
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さよりも内部の未中性化領域では温水抽出塩化物イオン濃度が全塩化物イオン濃度よりも小さくなる
傾向にあったことがわかる．中性化領域では，水和生成物の塩化物イオンの固定化能力が低下して固
定される塩化物イオンが減少したために，結果として全塩化物イオン濃度と温水抽出塩化物イオン濃
度が同程度になったと考えられる． 
 4.2 に示した曝露試験の結果によると，供試体表層部の中性化領域の塩化物イオン濃度が供試体内
部よりも大幅に小さくなったが，図-4.28(B)では，供試体表層部の塩化物イオン濃度が供試体内部よ
りも大きくなった．この違いの原因としては，曝露試験では供試体が屋外の大気中に設置されていた
のに対して，浸せき試験では供試体が高濃度の塩化ナトリウム水溶液中に浸せきされていたため，両
試験において供試体表面の境界条件が大幅に異なり，浸せき試験では供試体表層部の塩化物イオン濃
度が高くなったことが挙げられる． 
 4.2 に示した曝露試験の結果によると，中性化深さの大きい供試体では，塩化物イオン濃度が供試
体表層部の中性化領域で小さく，供試体内部の未中性化領域で大きくなった．前述したように，この
原因としては，供試体表層部で水和生成物に固定されていた塩化物イオンが中性化の進行によって細
孔溶液中に解離し，濃度拡散によって供試体内部の未中性化領域に濃集したこと，中性化した供試体
表層部の硬化体の空隙構造が粗大化して塩化物イオンの浸透が容易になったことが挙げられた．本節
の検討結果にもとづくと，これらに加えて，中性化した供試体表層部で水和生成物の塩化物イオンの
固定化能力が低下したことによって塩化物イオンの未中性化領域への浸透が容易になったことも，供
試体内部の未中性化領域で塩化物イオン濃度が大きくなったことの一因であったことを確認できる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            C100                   B50                    B70                    F20 
(A)促進中性化なし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            C100                   B50                    B70                    F20 
(B)促進中性化あり 
図-4.28 全塩化物イオンと温水抽出塩化物イオンの濃度分布 
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4.5 本章のまとめ 
 本章では，混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性に関する検討結果を示し
た．具体的には，(1)塩化物イオン浸透抵抗性を実環境下で検証すること，(2)室内試験による塩化物イ
オン浸透抵抗性の評価方法を確立すること，(3)コンクリート表層部の中性化が塩化物イオン浸透に与
える影響を明らかにすることを目的として検討を行った． 
 本章で得られた知見を以下にまとめる． 
 
1. 曝露試験と浸せき試験の結果，混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性は，
ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートよりも向上することを示した．ただし，塩化物
イオン浸透と中性化の影響を同時に受ける環境で行った曝露試験の結果，W/B および混和材の置
換率の高いコンクリートでは中性化深さが大きくなり，塩化物イオンが未中性化領域に濃集して
コンクリート内部の塩化物イオン濃度が大きくなる場合があった． 
2. 混和材を大量に用いたコンクリートの表層部で中性化が進行すると，水和生成物に固定されてい
た塩化物イオンが細孔溶液中に解離し，濃度拡散によって内部の未中性化領域に濃集することに
加えて，表層部の硬化体の空隙構造が粗大化することや塩化物イオンの固定化能力が低下するこ
とによって，外部から供給された塩化物イオンが中性化領域を経て未中性化領域へと浸透しやす
くなることを示した． 
3. 混和材を大量に用いたコンクリートでは，W/B の低減などによって中性化抵抗性を高めて塩化物
イオンの未中性化領域への濃集を抑制できれば，コンクリート内部への塩化物イオンの浸透量が
材齢の経過とともに少なくなるため，塩化物イオン浸透抵抗性が長期的にも向上することを示し
た．W/B の低減などによって混和材を大量に用いたコンクリートの中性化抵抗性を高めることは，
中性化に加えて，未中性化領域に濃集する塩化物イオンに起因する鋼材腐食を防止するためにも
不可欠であることが示唆された． 
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第 5 章 中性化抵抗性の実環境下での検証と評価 
 
 
5.1 本章の概要 
 本章では，混和材を大量に用いたコンクリートの中性化抵抗性に関する検討結果を示す．具体的に
は，(1)中性化抵抗性を実環境下で検証すること，(2)中性化抵抗性の評価方法を確立すること，(3)環境
条件の違いが中性化の進行速度に与える影響を明らかにすることを目的とした． 
 混和材を大量に用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートよりも
中性化抵抗性が低下することが危惧される．この傾向は混和材の置換率の高いコンクリートにおいて
特に顕著に現れる可能性が高い．また，第 4 章に示したように，コンクリート表層部の中性化によっ
て塩化物イオンが未中性化領域に濃集することも起こり得る．混和材を大量に用いたコンクリートの
実用化を進めるためには，実環境下での中性化抵抗性を正確に把握した上で，中性化抵抗性の適切な
評価方法を確立する必要がある．本章では，混和材を大量に用いたコンクリートの実環境下での中性
化抵抗性を曝露試験の結果にもとづいて検証し，既往の中性化速度係数の予測式や促進中性化試験を
活用した中性化抵抗性の評価方法を検討する．また，屋外，室内，土中で実施した曝露試験の結果に
もとづき，環境条件の違いが中性化の進行速度に与える影響を明らかにする． 
 
 
5.2 曝露試験による中性化抵抗性の検証 
 本節では，混和材を大量に用いたコンクリートの実環境下での中性化抵抗性を曝露試験の結果にも
とづいて検証する．このため，つくば，新潟および沖縄の屋外ならびに室内に供試体を曝露し，中性
化深さを測定した．ただし，新潟と沖縄に曝露した供試体の中性化深さの測定値は，第 4 章に示した
塩化物イオン浸透抵抗性の検討に用いた結果と同一である． 
 
5.2.1 曝露試験の実施方法 
(1) 実験方法 
 コンクリートの配合と基礎物性を表-5.1 に示す．第 4 章に示した曝露試験で対象とした 22 種類の
配合と同一である． 
 曝露試験に用いた供試体の形状と調査方法を図-5.1 に示す．供試体の形状は，100×100×200 mm
の角柱である．実際のコンクリート構造物が置かれる状況を模擬するため，コンクリート打込み方向
に対して側面（100×200 mm）を曝露面とし，この曝露面を側面とした状態で供試体を設置した．ま
た，曝露面を除く全面を塗装材料で保護し，曝露面以外からの中性化の進行を防止した．材齢 28 日ま
で 20℃の養生槽内で水中養生を行い，材齢 44 日から材齢 69 日で曝露を開始した． 
 曝露 20 ヶ月後と曝露 40 ヶ月後に供試体を回収し，中性化深さの測定を行った．供試体の端部から
40 mm の位置を割裂し，JIS A 1152:2011 に準拠して割裂面にフェノールフタレイン溶液を噴霧し，曝
露面から赤紫色を呈した部分までの距離を測定して得られた平均値を中性化深さの測定値とした．測
定位置については等間隔に 9 点とした．なお，曝露面以外からの中性化の進行は確認されなかった． 
 また，材齢 28 日，1 年，3 年で同時に製作した円柱供試体（φ100×200 mm）を用いて，JIS A 1108:2006
に準拠して圧縮強度を測定した．材齢 28 日では水中養生後の供試体，材齢 1 年と材齢 3 年ではつくば
の曝露試験場で屋外曝露した後の供試体を用いた．これらの圧縮強度の測定結果は，第 3 章の図-3.5
に示したものと同一である．
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(2) 曝露環境 
 供試体の曝露状況と気象データを図-5.2 に示す．曝露環境は，雨がかりのある屋外の 3 ヶ所の曝露
試験場（茨城県つくば市南原，新潟県上越市名立区，沖縄県国頭郡大宜味村）と国立研究開発法人土
木研究所の執務室の計 4 種類である．新潟と沖縄の曝露試験場は沿岸部の塩害環境下にあるが，つく
ばの曝露試験場は内陸部にあり塩化物イオンの供給はない．各曝露試験場の最寄りの気象観測地点の
気象データ 5.1)によると，気温は沖縄で高く，つくばと新潟で低い．湿度は同程度であったが，降水量
は新潟と沖縄で多く，つくばで少ない．また，室内では，降水の影響がなく，屋外の曝露試験場と比
較して，湿度が大幅に低い．このように，計 4 種類の曝露環境では，飛来塩分量，気温，湿度，降水
量などの環境条件が大きく異なった． 
 
 
 
表-5.1 コンクリートの配合と基礎物性 
配合 W/B (%) 
B 
(kg/m3) 
結合材の構成割合(%) 
B = OPC + HPC + BS4 + BS6 + FA
スラ 
ンプ 
(cm) 
空気
量 
(%)OPC HPC BS4 BS6 FA
H40 
40 413 
－ 100 － － － 11.5 4.6 
H40B430 － 70 30 － － 10.5 3.8 
H40B450 － 50 50 － － 13.5 5.1 
H40B630 － 70 － 30 － 13.5 4.7 
H40B650 － 50 － 50 － 14.5 4.8 
H40B670 － 30 － 70 － 13.0 4.9 
H40F10 － 90 － － 10 9.5 4.2 
H40F20 － 80 － － 20 14.0 4.5 
H40F30 － 70 － － 30 12.0 4.3 
N35 
35 471 
100 － － － － 14.5 4.7 
N35B50 50 － 50 － － 14.5 4.3 
N35B85 15 － 85 － － 12.5 5.1 
N35F20 80 － － － 20 12.0 3.5 
N35F40 60 － － － 40 14.5 4.5 
N50 
50 330 
100 － － － － 14.0 5.2 
N50B50 50 － 50 － － 13.5 4.3 
N50B70 30 － 70 － － 12.5 4.5 
N50B85 15 － 85 － － 11.5 4.0 
N50F20 80 － － － 20 11.5 4.4 
N50F30 70 － － － 30 11.0 4.6 
N50F40 60 － － － 40 14.5 4.0 
N50B50F20 30 － 50 － 20 12.0 4.6 
※ W: 上水道水(茨城県つくば市) 
※ OPC: 普通ポルトランドセメント(密度 3.16 g/cm3, 比表面積 3300 cm2/g), HPC: 早
強ポルトランドセメント(密度 3.14 g/cm3, 比表面積 4490 cm2/g) 
※ BS4: 高炉スラグ微粉末 4000(密度 2.89 g/cm3, 比表面積 4400 cm2/g, SO3 2.19%(無水
せっこう添加)), BS6: 高炉スラグ微粉末 6000(密度 2.91 g/cm3, 比表面積 5950 cm2/g, 
SO3 2.85%(無水せっこう添加)) 
※ FA: フライアッシュ II 種(密度 2.30 g/cm3, 比表面積 4280 cm2/g) 
※ 細骨材: 静岡県掛川産陸砂(密度 2.56 g/cm3, 吸水率 2.23%) 
※ 粗骨材: 茨城県笠間産砕石 6号(密度 2.67 g/cm3, 吸水率 0.43%, 硬質砂岩)と 5号(密
度 2.67 g/cm3, 吸水率 0.46%, 硬質砂岩)を均等に混合, 最大寸法 20 mm 
※ 化学混和剤: 高性能 AE 減水剤(ポリカルボン酸エーテル系化合物を主成分とする
もの, W/B 35%, 40%で使用), AE 減水剤(リグニンスルホン酸化合物とポリオールの
複合体を主成分とするもの, W/B 50%で使用), 空気連行剤(フライアッシュを用い
た配合以外で変性ロジン酸化合物系陰イオン界面活性剤を主成分とするもの, フラ
イアッシュを用いた配合で高アルキルカルボン酸系陰イオン界面活性剤と非イオ
ン界面活性剤の複合体を主成分とするもの)の使用量をスランプ 12±2.5 cm, 空気
量 4.5±1.5%となるよう調整 
※ 養生方法: コンクリート打込み翌日に脱型して材齢 28 日まで 20℃で水中養生 
※ 配合と使用材料の詳細については第 3 章の表-3.1～表-3.4 に記載 
 
割裂面で中性化深さを測定
断面図
200mm
コンクリート打込み方向
曝露面
10
0m
m
側面図
100mm
40mm 曝露面を除く全面を塗装
図-5.1 供試体の形状と調査方法 
 
 
【つくば】 
茨城県つくば市南原 
内陸部 
平均気温：13.9℃ 
平均湿度：71.8% 
積算降水量：4896 mm
 
【新潟】 
新潟県上越市名立区 
沿岸部(海岸線付近) 
平均気温：13.2℃ 
平均湿度：76.0% 
積算降水量：10378 mm
 
【沖縄】 
沖縄県国頭郡大宜味村
沿岸部(海岸線付近) 
平均気温：22.4℃ 
平均湿度：74.6% 
積算降水量：7828 mm
 
【室内】 
執務室 
平均気温：24.4℃ 
平均湿度：37.1% 
CO2濃度：0.05138% 
図-5.2 供試体の曝露状況と気象データ
※気象データは曝露試験場の最寄りの気象観測地点
（つくば（舘野），高田，名護）での測定値 5.1) 
 97
5.2.2 曝露試験の結果 
(1) 中性化深さと圧縮強度 
 曝露 20 ヶ月後，40 ヶ月後の中性化深さと材齢 28 日，1 年，3 年の圧縮強度を図-5.3 に示す．つく
ば，新潟，沖縄の中性化深さの図には図-5.2 に示した気象データ，室内の中性化深さの図には供試体
の周囲で測定した室温と湿度，二酸化炭素濃度の平均値を併記した． 
 中性化深さは，曝露環境の違いにかかわらず，W/B と混和材の種類が同一の場合，混和材の置換率
の高い供試体ほど大きくなった．特に，高炉スラグ微粉末の置換率を 85%とした N35B85 と N50B85
において，中性化深さは突出して大きくなった．W/B と混和材の種類が同一であれば，混和材の置換
率が高いほど中性化抵抗性が低下し，中性化の進行速度は速くなると考えられる．ただし，混和材の
種類と置換率が同一の場合，W/B を低減することによって中性化深さが大幅に減少した．混和材の置
換率を混合セメントC種の上限値以上としても，W/Bを調整することによって中性化抵抗性を改善し，
中性化の進行を抑制できると考えられる． 
 文献 5.2)では，普通ポルトランドセメントあるいは高炉セメント B 種を用いたと推定されるコンク
リート構造物からコアを採取して中性化深さを測定し，データにばらつきは認められるが，中性化深
さには大幅な差がなかったことを報告している．しかし，本論文で混和材の置換率を混合セメント C
種の上限値以上とした供試体や W/B の異なる供試体を用いて曝露試験を行った結果，W/B が同一の
場合には混和材の置換率が高いほど中性化深さが大きくなった．したがって，混和材を大量に用いた
コンクリートでは，W/B が同一の場合，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートよりも中性
化抵抗性が低下し，中性化の進行速度は速くなると考えられる． 
 一方，配合が同一の場合，曝露期間の違いにかかわらず，屋外 3 ヶ所に曝露した供試体の中性化深
さは同程度であったが，室内に曝露した供試体の中性化深さは屋外 3 ヶ所に曝露した供試体よりも大
幅に大きくなった．屋外 3 ヶ所の曝露試験場では気温，湿度，降水量などの環境条件が異なったが，
これらの違いが中性化深さに与えた影響は屋外と室内の環境条件の違いほど大きくなかったと考えら
れる．室内に曝露した供試体の中性化深さが大幅に大きくなった原因としては，室内の二酸化炭素濃
度（= 0.05138%，データロガーによる測定値）が大気中の二酸化炭素濃度（= 0.03977%，2014 年の平
均値 5.3)）よりも高いこと，雨がかりがないこと，湿度が低いことなどから，室内に曝露した供試体が
屋外 3 ヶ所よりも中性化の進行しやすい環境に置かれたことが挙げられる． 
 中性化深さの経時的な変化に着目すると，中性化深さは曝露期間を長くするほど大きくなったが，
曝露20ヶ月後から曝露40ヶ月後までの中性化深さの増加量は曝露20ヶ月後の中性化深さよりも小さ
く，中性化深さは曝露期間の長さに比例して増加していなかったことを読み取ることができる．中性
化の進行速度の経時的な変化については，5.2.2(2)で後述する． 
 圧縮強度は，W/B と混和材の種類が同一の場合，材齢 28 日では混和材の置換率の高い供試体ほど
小さくなった．その後，圧縮強度は，材齢 28 日から材齢 1 年にかけて増加する傾向にあったが，材齢
1 年から材齢 3 年にかけて同程度で推移した．高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの置換率を
混合セメントの B 種相当以下である 50%以下あるいは 20%以下とした供試体の圧縮強度は，材齢 1 年
ではポルトランドセメントのみを用いた供試体と同等になった．一方，高炉スラグ微粉末あるいはフ
ライアッシュの置換率を混合セメントC種の上限値以上である70%以上あるいは30%以上よりも高く
した供試体の圧縮強度は，ポルトランドセメントのみを用いた供試体と同等になることはなかったが，
材齢 28 日から材齢 1 年にかけての増加量が大きく，圧縮強度の差が減少する傾向にあった．中性化抵
抗性と同様に圧縮強度においても，W/B を調整することによって，混和材を大量に用いたコンクリー
トとポルトランドセメントのみを用いたコンクリートの差を小さくできると考えられる． 
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図-5.3 中性化深さと圧縮強度 
  ※中性化深さ：上段は曝露 20 ヶ月後の測定値，下段は曝露 40 ヶ月後の測定値 
  ※圧縮強度：上段は材齢 28 日の測定値，中段は材齢 1 年の測定値，下段は材齢 3 年の測定値 
  （材齢 28 日の圧縮強度は水中養生後の供試体での測定値，材齢 1 年と材齢 3 年の圧縮強度はつくばの曝露試験場で屋外曝露した
後の供試体での測定値） 
 
 
(2) 中性化速度係数 
 曝露 20 ヶ月後と曝露 40 ヶ月後の中性化速度係数を図-5.4 に示す．同図では，式(5.1)に示すように
中性化の進行速度が曝露期間の平方根に比例する，すなわち，√t 則に従うと仮定し，中性化深さの
測定値を曝露期間の平方根で除して，曝露期間ごとの中性化速度係数を求めた．また，2 時点の中性
化深さと曝露期間の関係を式(5.1)で回帰分析して求めた中性化速度係数も併記した． 
 
   ty           (5.1) 
ここに，y：中性化深さ(mm)，α：中性化速度係数(mm/√year)，t：曝露期間(year)である． 
 
 中性化速度係数は，中性化深さの測定結果と同様に，W/B と混和材の種類が同一の場合には，混和
材の置換率が高いほど大きくなる傾向にあった．また，中性化速度係数は，屋外に曝露した供試体よ
りも室内に曝露した供試体で大きくなった． 
 曝露 20 ヶ月後と曝露 40 ヶ月後の中性化速度係数を比較すると，中性化速度係数は曝露期間を長く
すると若干小さくなったが，曝露 20 ヶ月後の中性化速度係数，曝露 40 ヶ月後の中性化速度係数，2
時点の回帰分析から得られた中性化速度係数，これら 3 種類の中性化速度係数は同程度であった．混
和材の使用有無および置換率ならびに曝露環境の違いにかかわらず，√t 則を適用することによって，
混和材を大量に用いたコンクリートの実環境での中性化の進行を概ね推定できると考えられる．
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図-5.4 中性化速度係数 
  ※上段は曝露 20 ヶ月後の計算値，中段は曝露 40 ヶ月後の計算値，下段は曝露 20 ヶ月後と曝露 40 ヶ月後の回帰分析の結果 
 
 
 次に，中性化速度係数の経時的な変化を詳細に検討するため，図-5.4 に示した曝露 20 ヶ月後と曝露
40 ヶ月後の中性化速度係数の関係を図-5.5 に示す．同図では，屋外と室内に曝露した供試体の中性化
速度係数の経時的な変化の違いを比較するため，屋外 3 ヶ所に曝露した供試体の全データを「屋外」
と称して表示した．この結果によると，曝露 20 ヶ月後と曝露 40 ヶ月後の中性化速度係数は比例関係
にあったことがわかる．ただし，室内と屋外のデータの分布を厳密に比較すると，室内に曝露した供
試体の中性化速度係数は，曝露 20 ヶ月後と曝露 40 ヶ月後で同程度であったが，屋外に曝露した供試
体の中性化速度係数は，曝露 20 ヶ月後よりも曝露 40 ヶ月後で若干小さくなり，曝露期間を長くする
と中性化速度係数が減少する傾向にあった．この一因として，屋外に曝露した供試体では，曝露試験
中に降雨などによって水分が供給されたためポルトランドセメントや混和材の反応が屋外曝露後も長
期的に継続し，材齢の経過とともに中性化抵抗性が向上したことが挙げられる． 
 このように混和材を用いたコンクリートの中性化速度係数を曝露試験によって求める場合には，気
象条件の違いによる結果の変動をなるべく小さくするため，なるべく長期の曝露試験を行うことが望
ましいが，長期の曝露試験の実施には多大な時間と労務を要する．本節で示した曝露試験の結果によ
ると，屋外に曝露した供試体では曝露期間を長くするほど中性化速度係数が小さくなる傾向にあった
ため，曝露期間の短い曝露試験の結果を用いて√t 則から中性化深さの将来予測を行った場合におい
ても中性化深さを過小に評価することは避けることができると考えられる．ただし，曝露試験を行っ
て中性化抵抗性を評価する場合や中性化速度係数を求める場合には，夏期や冬期など曝露試験の実施
時期の気象条件の違いによる影響を避ける必要があるため，少なくとも 1 年間以上の曝露期間を確保
することが不可欠と考えられる． 
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(3) 屋外の曝露環境と中性化速度係数の関係 
 屋外の曝露環境の違いが中性化速度係数に与える影響を比較するため，つくば，新潟，沖縄に曝露
した供試体の中性化速度係数を曝露環境ごとに区別して図-5.6 に示す．以降，本節では，2 時点での
中性化深さの測定結果の回帰分析から得られた中性化速度係数を「曝露試験による中性化速度係数」
と称して示す．また，主に屋外で供用される土木コンクリート構造物に混和材を大量に用いたコンク
リートを適用することを想定し，つくば，新潟，沖縄の 3 ヶ所の屋外の曝露試験場に曝露した供試体
から得られた中性化速度係数を用いて検討を行う． 
 図-5.6 において中性化速度係数が約 1 mm/√year 以上で中性化が比較的進行したとみなせる供試体
に着目すると，ばらつきは認められるが，つくばに曝露した供試体の中性化速度係数が新潟と沖縄に
曝露した供試体よりも若干大きくなる傾向にあったことがわかる．つくばの降水量が新潟と沖縄より
も少なかったこと（図-5.2 参照），つくばの曝露試験場が内陸部に位置していたことなどから，つくば
に曝露した供試体が新潟と沖縄に曝露した供試体よりも中性化の進行しやすい環境に置かれたことに
よって，中性化の進行速度が若干大きくなったことが原因と考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  図-5.5 曝露 20，40 ヶ月後の中性化速度係数    図-5.6 屋外に曝露した供試体の中性化速度係数 
 
 
(4) 圧縮強度と中性化速度係数の関係 
 材齢 28 日の圧縮強度と屋外 3 ヶ所に曝露した供試体から得られた中性化速度係数の関係を図-5.7，
つくばに曝露した供試体から得られた材齢 3 年の圧縮強度と中性化速度係数の関係を図-5.8 に示す．
図-5.8 では，材齢 3 年の圧縮強度の測定につくばに曝露した供試体を用いたため，つくばに曝露した
供試体から得られた中性化速度係数のみを示した．なお，グラフの凡例については，表-5.2 の分類に
従って 22 種類の配合を混和材の使用有無，種類，置換率によって計 6 種類に分類して示した．計 6
種類の内訳は，ポルトランドセメントのみを用いた 3 配合，高炉スラグ微粉末の置換率を 50%以下（高
炉セメント B 種相当以下）とした 6 配合，同 70%以上（高炉セメント C 種の上限値以上）とした 4
配合，フライアッシュの置換率を 20%以下（フライアッシュセメント B 種相当以下）とした 4 配合，
同 30%以上（フライアッシュセメント C 種の上限値以上）とした 4 配合，高炉スラグ微粉末とフライ
アッシュを併用して三成分とした 1 配合である． 
 圧縮強度と中性化速度係数の関係の全体的な傾向として，材齢 28 日と材齢 3 年のどちらの圧縮強度
を用いた場合においても，圧縮強度が大きいほど中性化速度係数が小さくなったことがわかる．文献
5.4)と文献 5.5)では，曝露試験の結果にもとづき，材齢 28 日の圧縮強度が同程度であれば，高炉スラ
グ微粉末あるいはフライアッシュの使用有無にかかわらず，中性化抵抗性が同等になることが報告さ
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れている．図-5.7 に示した曝露試験の結果においても同様の傾向を読み取ることができる．しかし，
図-5.7 に示した圧縮強度と中性化速度係数の関係を表-5.2 の配合の分類に着目して厳密に比較すると，
高炉スラグ微粉末の置換率を 70%以上とした供試体では，材齢 28 日の圧縮強度が同等の他の供試体
と比較して，中性化速度係数が大きくなったことがわかる．また，図-5.8 によると，材齢 3 年での圧
縮強度は混和材の使用有無や置換率による差が小さくなったが，依然として中性化速度係数には差が
生じていたことがわかる． 
 文献 5.6)では，脱型時強度と促進試験による中性化深さの関係にもとづき，所定の中性化抵抗性を
確保するために必要となる湿潤養生期間を判定する際の指標として脱型時の圧縮強度を採用している．
しかし，図-5.7 と図-5.8 に示した圧縮強度と中性化速度係数の関係によると，混和材の置換率が大幅
に異なるコンクリートの比較では圧縮強度と中性化速度係数の関係は厳密には必ずしも一致しないと
考えられる．換言すれば，混和材を大量に用いたコンクリートでは，圧縮強度が同等であっても，ポ
ルトランドセメントのみを用いたコンクリートよりも中性化速度係数が大きくなると考えられる．こ
のため，混和材の置換率が大幅に異なるコンクリートの中性化抵抗性を比較する場合には，圧縮強度
による間接的な評価では中性化抵抗性の差を精緻には把握できない可能性が高い．このことを踏まえ
て，圧縮強度に代わる指標として，5.3 および 5.4 において，既往の中性化速度係数の予測式や促進
中性化試験を活用した中性化抵抗性の評価方法について検討する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  図-5.7 材齢 28 日の圧縮強度と中性化速度係数   図-5.8 材齢 3 年の圧縮強度と中性化速度係数 
 
 
表-5.2 混和材の使用有無，種類，置換率による配合の分類 
1 ポルトランドセメント 100%    H40, N35, N50   3 配合 
2 高炉スラグ微粉末 置換率 50%以下 （B 種相当以下）    H40B430, H40B450, H40B630, H40B650, N35B50, N50B50   6 配合 
3 高炉スラグ微粉末 置換率 70%以上 （C 種上限値以上）    H40B670, N35B85, N50B70, N50B85   4 配合 
4 フライアッシュ 置換率 20%以下 （B 種相当以下）    H40F10, H40F20, N35F20, N50F20   4 配合 
5 フライアッシュ 置換率 30%以上 （C 種上限値以上）    H40F30, N35F40, N50F30, N50F40   4 配合 
6 三成分    N50B50F20   1 配合 
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5.3 中性化速度係数の予測式による中性化抵抗性の評価 
5.3.1 有効水結合材比と中性化速度係数の関係 
 前述したように，圧縮強度を用いた間接的な評価では，混和材の置換率が大幅に異なるコンクリー
トの中性化抵抗性を精緻に比較することが困難であった．このため，本節では，圧縮強度に代わる方
法として，土木学会コンクリート標準示方書 5.7)に示される中性化速度係数の予測式を用いた中性化抵
抗性の評価方法について検討する．この中性化速度係数の予測式は式(5.2)のように示されており，式
中の有効水結合材比（W/B′）を式(5.3)によって求めている．式(5.3)では混和材の使用による影響を考
慮するために k 値を導入して，高炉スラグ微粉末については質量の 70%を結合材として取り扱い，フ
ライアッシュについては全量を結合材として取り扱わずに水結合材比を算出して，得られた水結合材
比を有効水結合材と称している． 
 
   
B
Wα  0.957.3JSCE        (5.2) 
   
AkC
W
B
W
         (5.3) 
ここに，αJSCE：中性化速度係数の予測値(mm/√year)，W：単位水量(kg/m3)，B′：C + k·A，W/B′：有効
水結合材比，C：単位セメント量(kg/m3)，k：混和材の種類によって定まる定数(高炉スラグ微粉末の場
合 k = 0.7，フライアッシュの場合 k = 0)，A：単位混和材量(kg/m3)である． 
 
 有効水結合材比と屋外 3 ヶ所に曝露した供試体の中性化速度係数の関係を図-5.9 に示す．同図では，
式(5.2)による中性化速度係数の計算値も併記した．中性化速度係数は有効水結合材比の高い供試体で
大きくなる傾向にあったが，中性化速度係数と有効水結合材比の関係は図-5.7 や図-5.8 に示した圧縮
強度との関係よりもばらつきが大きくなった．特に高炉スラグ微粉末の置換率を 70%以上とした供試
体と三成分とした供試体において，曝露試験から得られた中性化速度係数が式(5.2)の計算値よりも大
幅に大きくなった．高炉スラグ微粉末の置換率を 70%以上に高めたコンクリートや三成分としたコン
クリートでは，式(5.2)を用いると中性化速度係数を過小に評価する傾向にあると考えられる．一方，
他の供試体の中性化速度係数は式(5.2)の計算値と同程度か若干小さくなる傾向にあった．式(5.2)の計
算値が高炉スラグ微粉末の置換率を70%以上に高めたコンクリートや三成分としたコンクリートの中
性化速度係数に対して過小評価となった原因としては，式(5.2)がフライアッシュの置換率を 30%まで
とした屋外の曝露試験の結果 5.5)から導出されたこと，高炉スラグ微粉末の置換率を 70%以上としたコ
ンクリートや三成分としたコンクリートの高炉スラグ微粉末の k 値の設定方法に検討の余地があるこ
となどが考えられる．このことを踏まえて，5.3.2 において高炉スラグ微粉末の k 値の設定方法につい
て検討する． 
 
5.3.2 修正有効水結合材比と中性化速度係数の関係 
 式(5.2)の中性化速度係数の予測式を高炉スラグ微粉末の置換率を 70%以上としたコンクリートや三
成分としたコンクリートにも適用できるように，高炉スラグ微粉末の k 値の設定方法について検討す
る．図-5.9 によると，高炉スラグ微粉末の置換率を 50%以下とした供試体の中性化速度係数は式(5.2)
の計算値と同程度か若干小さくなったことがわかる．すなわち，高炉スラグ微粉末の置換率を 50%以
下とした供試体の中性化速度係数については，式(5.2)を用いて精度良く推定できると考えられる．こ
れに対して高炉スラグ微粉末の置換率の高い供試体で中性化速度係数の推定精度が低下した原因とし
ては，高炉スラグ微粉末の置換率を高くするほど，高炉スラグ微粉末の潜在水硬性による反応を進行
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させる刺激剤の役割を担うポルトランドセメントの使用量が少なく，未反応の高炉スラグ微粉末が増
えた可能性があること，さらには，水酸化カルシウムの含有量が少ないために中性化抵抗性が極端に
低下したことなどが挙げられる．これらのことを踏まえて，高炉スラグ微粉末の置換率を 70%以上と
したコンクリートや三成分としたコンクリートでも中性化速度係数を適切に推定できるように，式
(5.3)の有効水結合材比の計算に用いる k 値を修正する方法を検討した．具体的には，高炉スラグ微粉
末の置換率を 50%以下とした供試体では中性化速度係数を精度良く推定できたため，単位セメント量
以下の質量の高炉スラグ微粉末に対しては式(5.3)と同様に k 値を 0.7 とし，単位セメント量を超える
質量の高炉スラグ微粉末に対しては k 値を 0.3 に低減して修正有効水結合材比（W/B′HVSCM）を求め，
式(5.4)を用いて中性化速度係数を推定することとした． 
 
   
HVSCM
HVSCM 0.957.3 B
Wα         (5.4) 
   
AkC
W
B
W
HVSCM
        (5.5) 
ここに，αHVSCM：中性化速度係数の予測値(mm/√year)，W：単位水量(kg/m3)，B′HVSCM：C + k·A，W/B′HVSCM：
修正有効水結合材比，C：単位セメント量(kg/m3)，k：混和材の種類によって定まる定数(高炉スラグ微
粉末 = 単位セメント量以下の質量に対して 0.7，単位セメント量を超える質量に対して 0.3，フライ
アッシュ = 0)，A：単位混和材量(kg/m3)である． 
 
 修正有効水結合材比と屋外 3 ヶ所に曝露した供試体の中性化速度係数の関係を図-5.10 に示す．同
図には，式(5.4)を用いて計算した中性化速度係数も併記した．式(5.5)のように単位セメント量を超え
る質量の高炉スラグ微粉末の k 値を低減した結果，高炉スラグ微粉末の置換率を 70%以上とした供試
体や三成分とした供試体の中性化速度係数が式(5.4)の計算値と同程度か小さくなったことを確認でき
る．高炉スラグ微粉末の k 値の設定方法を修正することによって，高炉スラグ微粉末の置換率の高い
コンクリートや三成分としたコンクリートにおいても中性化速度係数を精度良く推定できるようにな
ったといえる．また，式(5.5)では，高炉スラグ微粉末の k 値を単位セメント量との関係に応じて調整
する方法を採用しているため，高炉スラグ微粉末の置換率が変動しても修正有効水結合材比の計算値
が不連続になることはない．なお，単位セメント量を超える質量の高炉スラグ微粉末の k 値を 0.2 あ
るいは 0.4 とした場合の推定精度についても検討を行ったが，式(5.5)で提案したように 0.3 とした場合
の推定精度が最も優れていたことを確認している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    図-5.9 有効水結合材比と中性化速度係数      図-5.10 修正有効水結合材比と中性化速度係数 
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 次に，本節で提案した k 値の設定方法の妥当性を過去の曝露試験の結果 5.4)，5.5)も交えて検証する．
過去の曝露試験の概要を表-5.3，修正有効水結合材比と各曝露試験で得られた中性化速度係数の関係
を図-5.11 に示す．文献 5.4)と文献 5.5)では，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの置換率を高
炉セメントC種相当あるいはフライアッシュセメントC種相当まで高めた供試体の曝露試験の結果が
報告されている．どちらの曝露試験においても複数の曝露期間の中性化深さの測定値を得ることがで
きたため，中性化深さと曝露期間の関係を式(5.1)で回帰分析して中性化速度係数を求めた．また，文
献 5.4)では，屋外と屋内での曝露試験の結果が報告されていたが，曝露試験の環境条件をなるべく同
一とするため，屋外での曝露試験の結果のみを用いた． 
 図-5.11 によると，本論文の曝露試験から得られた中性化速度係数に加えて，過去の曝露試験から得
られた中性化速度係数も，式(5.4)の計算値と同程度か小さくなったことがわかる．以上のことを踏ま
えると，高炉スラグ微粉末の置換率の高いコンクリートや三成分としたコンクリートにおいても，高
炉スラグ微粉末の k 値を修正して水結合材比を算出することによって，土木学会コンクリート標準示
方書に示される中性化速度係数の予測式を用いて中性化抵抗性を適切に評価できると考えられる． 
 
 
表-5.3 過去の曝露試験の概要 
 文献 5.4) 文献 5.5) 
混和材 高炉スラグ微粉末 フライアッシュ 
置換率 0, 22, 48, 64% 0, 15, 30% 
曝露期間 1, 3, 10, 20, 30, 40 年 2, 5, 10, 20 年 
曝露環境 屋外，室内 屋外（国内 12 ヶ所）
養生方法 材齢 28 日まで 
湿砂養生 
材齢 14 日まで 
水中養生 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.11 修正有効水結合材比と過去の曝露試験の中性化速度係数 
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5.4 室内試験による中性化抵抗性の評価 
 本節では，5.2 に示した曝露試験に用いた供試体と同時に製作した供試体の促進中性化試験の結果
にもとづき，促進中性化試験を活用した中性化抵抗性の評価方法について検討する．また，曝露試験
後の供試体を用いて促進中性化試験を行い，中性化抵抗性の経時的な変化についても検討する． 
 
5.4.1 促進中性化試験の適用性 
(1) 実験方法 
 国内では，コンクリートの中性化抵抗性を評価する試験方法として，JIS A 1153:2012 に準拠した促
進中性化試験が広く採用されている．しかし，この促進中性化試験では試験時の二酸化炭素濃度（= 5
±0.2%）が大気中の二酸化炭素濃度（= 0.03977%，2014 年の平均値 5.3)）よりも大幅に高く，混和材
を大量に用いたコンクリートに適用することの妥当性が明確ではなかった．そこで，曝露試験との比
較によって促進中性化試験の適用可能性を検証するため，5.2 に示した曝露試験に用いた供試体と促
進中性化試験に用いる供試体を同時に製作し，JIS A 1153:2012 に準拠して促進中性化試験を行った． 
 促進中性化試験に用いた供試体の形状は，100×100×400 mm の角柱である．材齢 28 日まで 20℃の
養生槽内で水中養生を行った後，材齢 49 日以降で供試体の両側の側面（100×400 mm）以外をエポキ
シ樹脂塗料で保護し，材齢 56 日から促進中性化試験を開始した．JIS A 1153:2012 に準拠して，促進環
境を温度 20±2℃，湿度 60±5%，二酸化炭素濃度 5±0.2%，促進期間を 1 週間，4 週間，8 週間，13
週間，26 週間とした．中性化深さについては，JIS A 1152:2011 に準拠して供試体の割裂面にフェノー
ルフタレイン溶液を噴霧し，試験面から赤紫色を呈した部分までの距離を測定して得られた平均値と
した．測定位置については，各側面において等間隔に 5 点とした． 
 
(2) 実験結果 
 曝露試験と促進中性化試験から得られた中性化速度係数の関係を図-5.12 に示す．どちらの中性化
速度係数も，複数の時点での中性化深さの測定結果を式(5.1)で回帰分析して求めた結果である．また，
同図では，表-5.2 に準拠して 22 種類の配合の供試体を分類して示した．この結果によると，曝露試験
から得られた中性化速度係数は，促進中性化試験から得られた中性化速度係数と比例関係にあったこ
とがわかる．図-5.7 に示した材齢 28 日の圧縮強度との関係では，中性化速度係数は，材齢 28 日の圧
縮強度が同等であっても，特に高炉スラグ微粉末の置換率の高い供試体で大きくなったが，このよう
な傾向は図-5.12 では生じていない．図-5.12 によると，曝露試験と促進中性化試験では，混和材の使
用有無や置換率に応じて，同傾向の大小関係の中性化速度係数が得られたことがわかる．したがって，
促進中性化試験を行って中性化抵抗性を直接的に評価することによって，混和材の使用有無や置換率
の異なるコンクリートの中性化抵抗性の差を定性的に把握できると考えられる． 
 次に，促進中性化試験の結果を用いた中性化深さの推定方法を検討するため，曝露試験から得られ
た中性化深さの測定値と促進中性化試験から得られた中性化深さの推定値の関係を図-5.13 に示す．
曝露試験と促進中性化試験では様々な試験条件が異なるが，ここでは文献 5.8)～文献 5.10)を参考に中
性化の進行速度が二酸化炭素濃度の平方根に比例すると仮定して，式(5.6)を用いて試験時の二酸化炭
素濃度の差を補正し，促進中性化試験から得られた中性化速度係数を用いて曝露 40 ヶ月後の中性化深
さを推定した．この際，補正に用いる曝露環境の二酸化炭素濃度を文献 5.9)の 0.03%，大気中の二酸
化炭素濃度の平均値 5.3)と同程度の 0.04%，文献 5.10)の 0.05%の 3 種類として推定結果を比較した． 
 
   tCOCOAC  ACT2,2ACT /        (5.6) 
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ここに，C：曝露 40 ヶ月後の中性化深さの推定値(mm)，AACT：促進中性化試験による中性化速度係数
(mm/√week)，CO2：補正に用いる曝露環境の二酸化炭素濃度(%)，CO2,ACT：促進中性化試験の二酸化
炭素濃度(= 5%)，t：材齢(week)である． 
 
 曝露 40 ヶ月後の中性化深さの測定値と促進中性化試験から求めた中性化深さの推定値は比例関係
にあった．補正に用いた二酸化炭素濃度の違いによる影響を比較すると，曝露環境の二酸化炭素濃度
を高く設定するほど，中性化深さの推定値は曝露 40 ヶ月後の中性化深さの測定値よりも大きくなった
ことがわかる．また，中性化深さの測定値が 1 mm 程度以上で中性化が比較的進行していたとみなせ
る供試体の結果に着目すると，二酸化炭素濃度を 0.03%とした場合には大部分の供試体で，0.04%ある
いは 0.05%とした場合には全ての供試体で推定値が測定値よりも大きくなったことがわかる．過大評
価となる傾向にはあるが，二酸化炭素濃度を補正することによって促進中性化試験の結果から屋外の
コンクリートの中性化深さを概ね推定できると考えられる． 
 5.3.2 に示した修正有効水結合材比を用いた中性化速度係数の予測式では，高炉スラグ微粉末あるい
はフライアッシュを用いたコンクリートの中性化速度係数を推定できるが，これら以外の混和材につ
いては k 値が設定されていない．このため，高炉スラグ微粉末やフライアッシュ以外の混和材を用い
たコンクリートの中性化抵抗性を評価する際には，促進中性化試験を行うことによって中性化抵抗性
を直接的に評価する必要があると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  図-5.12 曝露試験と促進試験による中性化速度係       図-5.13 中性化深さの測定値と推定値 
 
 
5.4.2 中性化抵抗性の経時変化 
(1) 実験方法 
 図-5.5 に示したように，屋外に曝露した供試体では，曝露期間を長くするほど中性化速度係数が小
さくなり，材齢の経過とともに中性化抵抗性が向上した．この傾向を室内試験で確認するため，曝露
20ヶ月後の中性化深さの測定に用いた供試体の一部を用いて材齢22ヶ月から促進中性化試験を行い，
5.4.1 に示した材齢 56 日から行った促進中性化試験の結果と比較した． 
 曝露後の促進中性化試験に用いた供試体は，表-5.1 に示した配合のうち，W/B を 35%，50%とした
13 種類の配合の供試体であり，つくばの曝露試験場から曝露 20 ヶ月後に回収したものである．曝露
20 ヶ月後の中性化深さの測定後，供試体内部の含水状態を調整するため，恒温恒湿槽（温度 20℃，湿
度 60%）に 8 週間保管し，材齢 22 ヶ月から促進中性化試験を行った．JIS A 1153:2012 に準拠して，促
進環境を温度 20±2℃，湿度 60±5%，二酸化炭素濃度 5±0.2%とし，促進期間を 4 週間と 13 週間と
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した．中性化深さについては，JIS A 1152:2011 に準拠して供試体の割裂面にフェノールフタレイン溶
液を噴霧し，試験面から赤紫色を呈した部分までの距離を等間隔に測定して得られた平均値とした．
測定位置については等間隔に 9 点とした．中性化深さの測定位置を図-5.14 に示す． 
 
(2) 実験結果 
 促進 4 週後と促進 13 週後の中性化深さを図-5.15 に示す．同図では，材齢 56 日および曝露試験後
の材齢 22 ヶ月から開始した促進中性化試験から得られた中性化深さの測定値を示した．また，参考と
して，曝露 20 ヶ月後の中性化深さの測定値も併記した．なお，材齢 22 ヶ月から開始した促進中性化
試験から得られた中性化深さの測定値は，曝露 20 ヶ月後の中性化深さを含む値である． 
 材齢 22 ヶ月から促進中性化試験を行った供試体では，20 ヶ月間の曝露試験によって既に中性化が
進行した状態で促進中性化試験を開始したが，材齢 56 日から促進中性化試験を行った供試体よりも中
性化深さが小さくなったことを確認できる．この傾向は全ての供試体で共通するものであった．混和
材の使用有無や置換率にかかわらず，材齢の経過や降雨などの水分供給によって曝露試験中もポルト
ランドセメントや混和材の反応が継続して，中性化抵抗性が長期的に向上したためと考えられる．前
述した図-5.5 では屋外に曝露した供試体で中性化速度係数が経時的に減少したが，雨がかりのある屋
外では材齢の経過とともに中性化抵抗性が長期的に向上したことが原因と考えられる． 
 また，W/B が同一の場合，試験の開始材齢の違いにかかわらず，混和材の置換率の高い供試体ほど
中性化深さが大きくなった．雨がかりのある屋外では中性化抵抗性が長期的に向上したが，W/B が同
一の場合には，依然として混和材の置換率の高い供試体ほど中性化抵抗性が低くなった．ただし，混
和材の置換率の高い供試体でも W/B を低減することによって中性化深さが小さくなった．混和材の置
換率の高いコンクリートで十分な中性化抵抗性を確保するためには，W/B を適切に調整することが不
可欠であることを再確認できる． 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.14 中性化深さの測定位置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           (A)促進 4 週後の中性化深さ                     (B)促進 13 週後の中性化深さ 
図-5.15 曝露前後の供試体の促進中性化試験による中性化深さ 
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5.5 環境条件の違いが中性化の進行速度に与える影響 
 本節では，混和材を大量に用いたコンクリートを実構造物に適用することを想定して，屋外，室内，
土中で行った曝露試験の結果にもとづき，供用時の環境条件の違いが中性化の進行速度に与える影響
について検討する． 
 5.2 に示した曝露試験では屋外と室内に曝露した供試体の中性化の進行速度について検討したが，
中性化抵抗性の比較的低いコンクリートの実用化を進める際のひとつの方法として，例えば，土中や
水中，容器の内部など，大気との接触がほとんどなく，中性化の影響を受けにくい環境で供用される
構造物に適用部位を限定することも想定される．そこで，このような中性化の影響を受けにくい環境
も含めて，環境条件の違いが混和材を大量に用いたコンクリートの中性化の進行速度に与える影響に
ついて検討するため，屋外，室内，土中の 3 種類の環境で曝露試験を行った． 
 
5.5.1 実験方法 
 コンクリートの配合と基礎物性を表-5.4 に示す．配合は 4 種類である．ポルトランドセメントのみ
を用いた供試体（C100），高炉スラグ微粉末 4000 の置換率を 50%あるいは 70%とした供試体（B50，
B70），フライアッシュ II 種の置換率を 20%とした供試体（F20）である．W/B（50%），単位水量（165 
kg/m3），単位粗骨材量（968 kg/m3）については，全配合で同一とした． 
 
表-5.4 コンクリートの配合と基礎物性 
配合 W/B (%) 
単位量(kg/m3) 
スランプ 
(cm) 
空気量 
(%) 
圧縮強度
(N/mm2) W B = OPC + BS4 + FA S G OPC BS4 FA 
C100 
50 165 
330 － － 827 
968 
10.0 4.2 42.9 
B50 165 165 (50%) － 815 10.0 4.4 37.0 
B70 99 231 (70%) － 810 10.0 4.1 32.5 
F20 264 － 66 (20%) 797 11.5 4.7 33.5 
※W: 上水道水(茨城県つくば市), OPC: 普通ポルトランドセメント(密度3.16 g/cm3, 比表面積3340 cm2/g), BS4: 高炉スラグ微粉
末4000(密度2.89 g/cm3, 比表面積4410 cm2/g, SO3 2.08%(無水せっこう添加)), FA: フライアッシュ II種(密度2.08 g/cm3, 比表面
積3810 cm2/g), S: 細骨材(静岡県掛川産陸砂, 密度2.56 g/cm3, 吸水率2.23%), G: 粗骨材(茨城県笠間産砕石6号(密度2.67 g/cm3, 
吸水率 0.43%, 硬質砂岩)と 5 号(密度 2.67 g/cm3, 吸水率 0.46%, 硬質砂岩)を均等に混合), 単位量の( )内の百分率は結合材に占
める混和材の質量%を表示 
※化学混和剤: AE 減水剤(リグニンスルホン酸化合物とポリオールの複合体を主成分とするもの), 空気連行剤(F20 以外で変性
ロジン酸化合物系陰イオン界面活性剤を主成分とするもの, F20 で高アルキルカルボン酸系陰イオン界面活性剤と非イオン界
面活性剤の複合体を主成分とするもの)の使用量をスランプ 12±2.5 cm, 空気量 4.5±1.5%となるよう調整 
※スランプ: JIS A 1101:2005 に準拠して測定, 空気量: JIS A 1128:2005 に準拠して測定,  
※圧縮強度: 標準養生を行った円柱供試体(φ100×200 mm)の材齢 28 日の圧縮強度を JIS A 1108:2006 に準拠して測定 
 
 
 次に，供試体の曝露状況を図-5.16 に示す．前述したように，曝露環境は，屋外，室内，土中の 3
種類である．「屋外」は，茨城県つくば市南原の建物の屋上であり，雨がかりのある屋外である．「室
内」は，室温を 20℃に管理し，湿度を管理していない恒温室である．「土中」は，地表面から深さ約
200 mm の位置の有害物質を含まない一般的な土壌での土中である． 
 曝露供試体の形状と調査方法を図-5.17 に示す．供試体の形状は 100×100×200 mm の角柱である．
水温 20℃の養生槽内で材齢 28 日まで水中養生を行い，材齢 49 日以降で供試体の両側の側面（100×
200 mm）以外を塗装材料で保護し，材齢 56 日から曝露を開始した．その後，曝露 12 ヶ月後と曝露
24 ヶ月後に中性化深さを測定した．JIS A 1152:2011 に準拠して供試体の割裂面にフェノールフタレイ
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ン溶液を噴霧し，曝露面から赤紫色を呈した部分までの距離を測定して得られた平均値を中性化深さ
とした．測定位置については，各側面において等間隔に 9 点とした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
            (A)屋外                         (B)室内                   (C)土中：発掘回収時 
図-5.16 供試体の曝露状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.17 供試体の形状と調査方法 
 
 
5.5.2 実験結果 
 各曝露環境の温度，湿度，降水量の測定結果を図-5.18 に示す．温度（屋外，室内，土中）と湿度
（室内のみ）はデータロガーによる測定値，降水量は最寄りの気象観測地点（つくば（舘野））での測
定値 5.1)である．温度と湿度については日平均として整理して示した．この結果によると，「屋外」は，
温度変化が比較的大きく，雨がかりのある環境といえる．「室内」は，温度が約 20℃と概ね一定で，
雨がかりがなく，湿度が 55%～80%で変化する環境といえる．「土中」は，大気との接触がほとんどな
く，「屋外」よりも温度変化の小さい環境といえる．なお，「土中」の温度が冬期においても 0℃以下
に低下しなかったことを踏まえると，「土中」は凍結融解の影響を受けにくい環境でもあったことがわ
かる． 
 次に，曝露 12 ヶ月後と 24 ヶ月後の中性化深さを図-5.19 に示す．高炉スラグ微粉末あるいはフラ
イアッシュを用いた供試体（B50，B70，F20）の中性化深さは，ポルトランドセメントのみを用いた
C100 よりも大きくなった．ただし，混和材の使用有無にかかわらず，土中に曝露した供試体の中性化
深さは約 1 mm 以下に留まり，ほとんど中性化が進行していなかったことを確認できる．また，図-5.3
に示した結果と同様に，屋外に曝露した供試体の中性化深さは室内に曝露した供試体よりも小さくな
った．土中の供試体は大気との接触がほとんどなかったこと，屋外と室内の供試体では降雨の有無な
どによる水分の供給条件が大幅に異なったことなどから，環境条件の違いによって中性化深さに差が
生じたと考えられる． 
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 土中に曝露した供試体については，地表面から深さ約 200 mm の位置に埋設した．これよりも地表
面から深い位置の土中では，大気との接触の程度がさらに制限されると考えられるため，中性化の進
行速度が図-5.19 に示した結果よりも小さくなる可能性が高い．また，土中では年間をとおして温度
変化が小さく，冬期においても温度が 0℃以下に低下する可能性が低いことから，凍結融解の影響を
受ける頻度も少なくなるといえる．これらのことを踏まえると，屋外と比較して，土中では中性化や
凍結融解の影響の程度が極めて小さいと考えられる．このため，特に中性化や凍結融解に対する抵抗
性が低いコンクリートの実用化を進める際のひとつの方法として，土中のように中性化や凍結融解の
影響の程度が極めて小さい環境で供用される構造物に適用部位を限定することが挙げられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                    (A)温度                                     (B)湿度と降水量 
図-5.18 温度，湿度，降水量の測定結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5.19 中性化深さの測定結果 
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5.6 本章のまとめ 
 本章では，混和材を大量に用いたコンクリートの中性化抵抗性に関する検討結果を示した．具体的
には，(1)中性化抵抗性を実環境下で検証すること，(2)中性化抵抗性の評価方法を確立すること，(3)
環境条件の違いが中性化の進行速度に与える影響を明らかにすることを目的として検討を行った． 
 本章で得られた知見を以下にまとめる． 
 
1. 混和材を大量に用いたコンクリートの実環境下での中性化抵抗性は，W/B や混和材の種類が同一
の場合，混和材の置換率が高いほど低下するが，W/B を低減することによって改善できること，
雨がかりのある屋外では材齢の経過とともに改善することを示した． 
2. 混和材の使用量が大幅に異なる場合，圧縮強度を用いた間接的な評価では中性化抵抗性を正確に
比較できない場合があることを示した．圧縮強度に代わる方法として，土木学会コンクリート標
準示方書に示される予測式を修正して中性化速度係数を推定する方法を提案し，この方法を用い
ることによって雨がかりのある屋外での中性化速度係数を精度良く推定できることを示した．ま
た，促進中性化試験から得られる中性化速度係数は曝露試験から得られる中性化速度係数と比例
関係にあること，実環境と促進環境の二酸化炭素濃度の差を適切に補正することによって促進中
性化試験の結果から雨がかりのある屋外に置かれるコンクリートの中性化深さを概ね推定できる
ことを示した． 
3. 混和材を大量に用いたコンクリートの中性化の進行速度は，環境条件の影響を受けること，大気
との接触のない土中では中性化の進行速度が極めて遅くなることを示した．中性化抵抗性が低い
ことが危惧されるコンクリートにおいても，供用時の環境条件の違いを適切に考慮して適用部位
を限定することによって実用化できる可能性があることが示唆された． 
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第 6 章 凍結融解抵抗性の評価 
 
 
6.1 本章の概要 
 本章では，混和材を大量に用いたコンクリートの凍結融解抵抗性に関する検討結果を示す．具体的
には，JIS A 1148:2010 の A 法による凍結融解試験の結果にもとづき，(1)高炉スラグ微粉末あるいはフ
ライアッシュを用いたコンクリートの凍結融解抵抗性を評価すること，(2)高炉スラグ微粉末を大量に
用いたコンクリートの凍結融解抵抗性に中性化が与える影響を明らかにすることを目的とした． 
 混和材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと同様に，化
学混和剤を用いて AE コンクリートとすることや十分な強度を確保することによって凍結融解抵抗性
を確保できることが多い．ただし，フライアッシュを用いたコンクリートでは，フライアッシュに含
まれる未燃カーボンに AE 剤が吸着されることによって，フレッシュコンクリートの空気量の調整が
困難となり凍結融解抵抗性の低下が危惧される場合がある．また，高炉スラグ微粉末を大量に用いた
コンクリートに対しては，ISO 22965-2:20076.1)において，コンクリートの表層部が中性化した後に十分
な凍結融解抵抗性が得られない場合があるため，高炉スラグ微粉末の置換率を 60%以上とする際には
中性化後の凍結融解抵抗性を確認する必要があるとされている．国外の実験結果 6.2)には，高炉スラグ
微粉末の置換率を 50%以上としたコンクリートでは，中性化後に硬化体の空隙構造が粗大化し，コン
クリート内部において凍結可能な水分の量が増加することによって凍結融解抵抗性が低下する場合が
あるとする報告がある．加えて，国内の実験結果 6.3)には，高炉スラグ微粉末を大量に用いたコンクリ
ートでは，中性化の影響を受けていない場合においても，AE 剤の種類や添加量によっては凍結融解
抵抗性が低下する場合があるとする報告もある．そこで，本章では，JIS A 1148:2010 の A 法による凍
結融解試験を行い，まず，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュを用いたコンクリートの凍結融
解抵抗性を検証する．次に，高炉スラグ微粉末を大量に用いたコンクリートを対象として，中性化が
凍結融解抵抗性に与える影響について検討する． 
 なお，本章では，JIS A 1148:2010 の A 法による凍結融解試験の結果にもとづき，凍結融解によるコ
ンクリートの内部損傷に対する抵抗性について検討している． 
 
 
6.2 曝露試験による凍結融解抵抗性の検証 
 本節では，第 4 章と第 5 章に示した曝露試験において，混和材を大量に用いたコンクリートの凍結
融解抵抗性について得られた知見を示す． 
 第 4 章と第 5 章に示した曝露試験では，つくば，新潟，沖縄の 3 ヶ所の曝露試験場に，22 種類の配
合の供試体を曝露した．いずれの曝露試験場も屋外の雨がかりのある環境であり，曝露期間は 20 ヶ月
間および 40 ヶ月間である．曝露期間における気温，湿度，降水量の推移を図-6.1 に示す．気温につい
ては，曝露試験場内におけるデータロガーによる測定値と曝露試験場の最寄りの気象観測地点での気
象データ 6.4)を併記した．ただし，データロガーによる測定値は日平均，気象観測地点での気象データ
は月平均として整理して示した．また，湿度と降水量については，曝露試験場の最寄りの気象観測地
点での気象データを月平均として整理して示した． 
 冬期に現地計測した気温の推移に着目すると，つくばと新潟の曝露試験場の気温は 0℃以下となる
時期があったことがわかる．すなわち，つくばと新潟の曝露試験場に曝露した供試体は曝露期間中に
凍結融解の影響を受けたと考えられる．また，冬期の湿度と降水量に着目すると，新潟の曝露試験場
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では冬期の降水量が多く，湿度が高くなったことがわかる．さらに，新潟と沖縄の曝露試験場は沿岸
部の厳しい塩害環境下に位置していたため，第 4 章の曝露試験の結果で示したように，多量の塩化物
イオンが供試体内部に浸透していた． 
 曝露 40 ヶ月後に 3 ヶ所の曝露試験場から供試体を回収する際，供試体の表面を目視観察した．この
結果，ひび割れやスケーリングなど凍結融解に起因するものと考えられる損傷を供試体の表面で確認
するには至らなかった．つくばと新潟の曝露試験場に曝露した供試体は凍結融解の影響を受けたと考
えられるが，凍結融解の回数自体が少なかった可能性も高く，曝露試験のみでは混和材を大量に用い
たコンクリートの凍結融解抵抗性を十分に検証することができなかった．このため，次節以降では，
JIS A 1148:2010 の A 法による凍結融解試験の結果にもとづき，混和材を大量に用いたコンクリートの
凍結融解抵抗性を検証する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(A)気温 
 
 
 
 
 
 
 
 
(B)湿度 
 
 
 
 
 
 
 
 
(C)月間降水量 
図-6.1 気温，湿度，月間降水量の推移 
   ※つくば（舘野），高田，名護の気象データは曝露試験場の最寄りの気象観測地点での測定値 6.4)を表示 
   ※(A)気温の「現地計測」のデータは曝露試験場内でのデータロガーによる測定値を表示 
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6.3 凍結融解試験による凍結融解抵抗性の評価 
 本節では，JIS A 1148:2010 の A 法による凍結融解試験の結果にもとづき，高炉スラグ微粉末あるい
はフライアッシュを用いたコンクリートの凍結融解抵抗性を評価する． 
 
6.3.1 実験方法 
 コンクリートの配合と基礎物性を表-6.1 に示す．配合は 9 種類である．W/B を 50%として普通ポル
トランドセメントのみを用いた供試体（N50）を基準とし，高炉スラグ微粉末およびフライアッシュ
の置換率，ポルトランドセメントの種類，W/B の 3 種類の実験パラメータを設定した．混和材の置換
率を実験パラメータとした場合には，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの置換率を混合セメ
ント B 種相当である 50%あるいは 20%とした配合（N50B50，N50F20），混合セメント C 種の上限値
である 70%あるいは 30%とした配合（N50B70，N50F30）で供試体を製作した．また，ポルトランド
セメントの種類あるいは W/B を実験パラメータとした場合には，混和材の置換率を混合セメント C
種の上限値として，早強ポルトランドセメントを用いた配合（H50B70，H50F30），W/B を 35%とした
配合（N35B70，N35F30）で供試体を製作した．いずれの配合においても化学混和剤を用い，練上が
り直後のフレッシュコンクリートの空気量の目標値を 4.5%とした．なお，単位水量（165 kg/m3）と単
位粗骨材量（968 kg/m3）については全配合で同一とした． 
 
 
表-6.1 コンクリートの配合と基礎物性 
配合 W/B (%) 
単位量(kg/m3) 
スランプ 
(cm) 
空気量 
(%) 
圧縮強度
(N/mm2)W B = OPC + HPC + BS4 + FA S G OPC HPC BS4 FA 
N50 
50 
165 
330 － － － 827 
968 
11.0 4.8 38.9 
N50B50 165 － 165 (50%) － 815 12.0 4.5 32.3 
N50F20 264 － － 66 (20%) 807 12.0 5.0 31.4 
N50B70 99 － 231 (70%) － 810 9.5 3.8 28.6 
N50F30 231 － － 99 (30%) 797 12.0 4.4 25.2 
H50B70 － 99 231 (70%) － 809 11.5 4.9 30.9 
H50F30 － 231 － 99 (30%) 796 12.0 4.8 30.0 
N35B70 
35 
141 － 330 (70%) － 688 14.5 4.9 42.9 
N35F30 330 － － 141 (30%) 670 14.5 5.4 46.2 
※W: 上水道水(茨城県つくば市), OPC: 普通ポルトランドセメント(密度 3.16 g/cm3, 比表面積 3200 cm2/g), HPC: 早強ポルトラ
ンドセメント(密度 3.14 g/cm3, 比表面積 4630 cm2/g), BS4: 高炉スラグ微粉末 4000(密度 2.89 g/cm3, 比表面積 4460 cm2/g, SO3 
2.19%(無水せっこう添加)), FA: フライアッシュII種(密度2.30 g/cm3, 比表面積4280 cm2/g), S: 細骨材(静岡県掛川産陸砂, 密度
2.56 g/cm3, 吸水率 2.23%, 硬質砂岩), G: 粗骨材(茨城県笠間産砕石 6 号(密度 2.67 g/cm3, 吸水率 0.43%, 硬質砂岩)と 5 号(密度
2.67 g/cm3, 吸水率 0.46%, 硬質砂岩)を均等に混合), 単位量の( )内の百分率は結合材に占める混和材の質量%を表示 
※化学混和剤: 高性能AE 減水剤(ポリカルボン酸エーテル系化合物を主成分とするもの, W/B 35%で使用), AE 減水剤(リグニン
スルホン酸化合物とポリオールの複合体を主成分とするもの, W/B 50%で使用), 空気連行剤(フライアッシュを用いた配合以
外で変性ロジン酸化合物系陰イオン界面活性剤を主成分とするもの，フライアッシュを用いた配合で高アルキルカルボン酸
系陰イオン界面活性剤と非イオン界面活性剤の複合体を主成分とするもの)の使用量をスランプ 12±2.5 cm, 空気量 4.5±
1.5%となるよう調整 
※スランプ: JIS A 1101:2005 に準拠して測定, 空気量: JIS A 1128:2005 に準拠して測定 
※圧縮強度: 標準養生を行った円柱供試体(φ100×200 mm)の材齢 28 日の圧縮強度を JIS A 1108:2006 に準拠して測定 
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 供試体には 100×100×400 mm の角柱を各配合で 3 個ずつ用いた．コンクリートの打込み直後から
翌日まで封緘養生，その後，材齢 28 日まで水温 20℃の養生槽内で水中養生を行い，材齢 28 日から凍
結融解試験を開始した．コンクリートの練混ぜ，打込み，封緘養生については，室温 20℃の実験室内
で行った． 
 凍結融解試験の方法は JIS A 1148:2010 の A 法に準拠したが，動弾性係数と質量の測定については凍
結融解 0，30，60，90，120，150，180，240，300 サイクル後に行うこととした．凍結融解時には水道
水を用いて供試体の全面を覆い，凍結融解サイクルにおける供試体の中心部の最高温度を 5±2℃，最
低温度を－18±2℃とした．また，同時に製作した円柱供試体（φ100×200 mm）を用いて，材齢 28
日の圧縮強度を測定した． 
 
6.3.2 実験結果 
 凍結融解試験から得られた相対動弾性係数を図-6.2，質量変化率を図-6.3，凍結融解 300 サイクル後
の供試体の状況を図-6.4 に示す．相対動弾性係数と質量変化率は，供試体 3 個の平均値である． 
 凍結融解試験の結果は，高炉スラグ微粉末とフライアッシュのどちらを用いるかによって異なる傾
向を示した．高炉スラグ微粉末を用いた 3 種類の供試体（N50B50，N50B70，H50B70）では，ポルト
ランドセメントのみを用いた供試体と比較して，材齢 28 日の圧縮強度は小さくなったが，相対動弾性
係数と質量変化率の減少はほとんど生じていなかった．高炉スラグ微粉末の使用によって硬化体の空
隙構造が緻密になり，ポルトランドセメントのみを用いた供試体よりも凍結融解抵抗性が向上したた
めと考えられる．高炉スラグ微粉末の置換率を混合セメント C 種の上限値である 70%まで高めたコン
クリートでは，化学混和剤を用いて空気量の目標値を 4.5%とした AE コンクリートとすることによっ
て，ポルトランドセメントの種類や W/B の違いにかかわらず，ポルトランドセメントのみを用いたコ
ンクリートよりも凍結融解抵抗性を向上させることができると考えられる． 
 一方，フライアッシュを用いた 3 種類の供試体（N50F20，N50F30，H50F30）では，ポルトランド
セメントのみを用いた供試体と比較して，相対動弾性係数の大幅な減少はみられなかったが，質量変
化率の減少の程度が若干大きくなった．質量変化率の減少の程度が大きくなった原因としては，ポル
トランドセメントのみを用いた供試体よりも圧縮強度が小さく，図-6.4 に示したようにスケーリング
によって供試体表層部のモルタルの損傷の程度が若干大きくなったことが挙げられる．しかし，いず
れの供試体においても凍結融解 300 サイクル後の相対動弾性係数は 90%以上であり，凍結融解による
内部損傷に対しては十分な抵抗性を有していたと考えられる． 
 土木学会コンクリート標準示方書 6.5)では，JIS A 1148:2010 の A 法に準拠した凍結融解試験における
相対動弾性係数が 90%以上の場合には，凍害による内部損傷に対する照査を行わなくてもよいとして
いる．本節に示した凍結融解試験の結果によると，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの置換
率を混合セメント C 種の上限値である 70%あるいは 30%まで高めたコンクリートにおいても，化学混
和剤を用いて空気量の目標値を 4.5%とした AE コンクリートとすることによって，ポルトランドセメ
ントの種類や W/B にかかわらず，凍結融解 300 サイクル後の相対動弾性係数が 90%以上となった．
このため，混和材の置換率を混合セメント C 種の上限値まで高めたコンクリートにおいても，化学混
和剤を用いて空気量を適切に調整した AE コンクリートとすることによって，凍結融解による内部損
傷に対して十分な抵抗性を確保できると考えられる． 
 
 117
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          (A)高炉スラグ微粉末を用いた供試体                (B)フライアッシュを用いた供試体 
図-6.2 相対動弾性係数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          (A)高炉スラグ微粉末を用いた供試体                (B)フライアッシュを用いた供試体 
図-6.3 質量変化率 
 
 
 
 
 
 
 
 
     (A)N50           (B)N50B50           (C)N50F20          (D)N50B70          (E)N50F30 
 
 
 
 
 
 
 
             (F)H50B70          (G)H50F30           (H)N35B70          (I)N35F30 
図-6.4 凍結融解 300 サイクル後の供試体の状況 
※コンクリート打込み面側の供試体表面の状況 
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6.4 中性化が凍結融解抵抗性に与える影響 
 本節では，高炉スラグ微粉末を大量に用いたコンクリートを対象として，中性化が凍結融解抵抗性
に与える影響について検討する．このため，あらかじめ JIS A 1153:2012 の促進中性化試験の促進中性
化環境（温度 20±2℃，湿度 60±5%，二酸化炭素濃度 5±0.2%）で中性化を進行させた供試体を製作
し，その後，JIS A 1148:2010 の A 法による凍結融解試験を行った． 
 
6.4.1 実験方法 
 コンクリートの配合と基礎物性を表-6.2 に示す．配合は 5 種類である．ポルトランドセメントのみ
を用いた供試体（N50）を基準として，高炉スラグ微粉末の置換率を 50%，70%，90%の 3 種類とし
た（N45B50，N40B70，N35B90）．高炉スラグ微粉末の置換率を 90%とした配合では，空気量の大小
の影響も検討するため，フレッシュコンクリートの空気量の目標値を 6.0%と大きく設定した供試体
（N35B90A）も含めた．これ以外の供試体では空気量の目標値を 4.5%とした．また，高炉スラグ微粉
末の置換率にかかわらず，材齢 28 日の圧縮強度を同等とするため，ポルトランドセメントのみを用い
た供試体の W/B を 50%とし，高炉スラグ微粉末を用いた供試体では W/B を低減した．すなわち，高
炉スラグ微粉末の置換率を 50%，70%，90%とした場合の W/B をそれぞれ 45%，40%，35%とした． 
 
表-6.2 コンクリートの配合と基礎物性 
配合 W/B (%) 
単位量(kg/m3) 
スランプ 
(cm) 
空気量 
(%) 
圧縮強度
(N/mm2) W B = OPC + BS4 S G OPC BS4 
N50 50 
165 
330 － 827 
968 
10.5 4.7 43.2 
N45B50 45 183 183 (50%) 784 11.0 5.1 40.7 
N40B70 40 124 289 (70%) 738 13.5 4.9 44.0 
N35B90 
35 47 424 (90%) 680 
10.0 4.7 33.3 
N35B90A 10.5 7.0 29.9 
※W: 上水道水(茨城県つくば市), OPC: 普通ポルトランドセメント(密度3.16 g/cm3, 比表面積3380 cm2/g), BS4: 高炉スラグ微粉
末4000(密度2.89 g/cm3, 比表面積4340 cm2/g, SO3 2.05%(無水せっこう添加)), S: 細骨材(静岡県掛川産陸砂, 密度2.56 g/cm3, 吸
水率2.23%), G: 粗骨材(茨城県笠間産砕石6号(密度2.67 g/cm3, 吸水率0.43%, 硬質砂岩)と5号(密度2.67 g/cm3, 吸水率0.46%, 
硬質砂岩)を均等に混合), 単位量の( )内の百分率は結合材に占める混和材の質量%を表示 
※化学混和剤: AE 減水剤 高機能タイプ(リグニンスルホン酸化合物とポリカルボン酸エーテルの複合体を主成分とするもの), 
空気連行剤(変性ロジン酸化合物系陰イオン界面活性剤を主成分とするもの)の使用量を N35B90A 以外ではスランプ 12±2.5 
cm, 空気量 4.5±1.5%, N35B90A ではスランプ 12±2.5 cm, 空気量 6.0±1.5%となるよう調整 
※スランプ: JIS A 1101:2005 に準拠して測定, 空気量: JIS A 1128:2005 に準拠して測定 
※圧縮強度: 標準養生を行った円柱供試体(φ100×200 mm)の材齢 28 日の圧縮強度を JIS A 1108:2006 に準拠して測定 
 
 
 供試体は，「促進中性化なし」と「促進中性化あり」の 2 種類である．「促進中性化あり」の供試体
では，JIS A 1153:2012 に準拠した促進中性化環境で中性化を進行させた．すなわち，材齢 28 日まで
20℃の養生槽内で水中養生を行った後，「促進中性化なし」の供試体については恒温恒湿室（温度 20℃，
湿度 60%）に 56 日間，「促進中性化あり」の供試体については促進中性化槽（温度 20℃，湿度 60%，
二酸化炭素濃度 5%）に 56 日間静置した．その後，水温 20℃の養生槽内に供試体を 7 日間静置し，JIS 
A 1148:2010 の A 法に準拠して凍結融解試験を行った．JIS A 1148:2010 の A 法では水中養生直後の含
水率の高い状態の供試体を用いて凍結融解試験を開始することを踏まえて，本節の凍結融解試験でも
含水率の高い状態の供試体を用いるため，養生槽内に 7 日間静置した後の供試体を用いて凍結融解試
験を開始した．凍結融解試験では，凍結融解 300 サイクルまで 30 サイクルごとに動弾性係数と質量を
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測定した．供試体には 100×100×400 mm の角柱を各配合で 2 個ずつ用いた． 
 凍結融解試験前の供試体の中性化領域の割合，硬化コンクリートの気泡間隔係数の測定に用いる供
試体として 100×100×200 mm の角柱，圧縮強度の測定に用いる供試体としてφ100×200 mm の円柱
を製作した．これらの供試体の製作手順は，前述した凍結融解試験に用いた供試体と同様である．中
性化領域の割合，硬化コンクリートの気泡間隔係数の測定には，恒温恒湿槽あるいは促進中性化槽に
56 日間静置した後の供試体を用いた．中性化領域の割合については，供試体の中央部の 100×100 mm
の断面を割裂した後，JIS A 1152:2011 に準拠して割裂面にフェノールフタレイン溶液を噴霧し，断面
において赤紫色を呈しなかった部分の占める割合を写真画像から求めた．硬化コンクリートの気泡間
隔係数については，中性化領域の割合の測定に用いなかった部分を厚さ50 mmに切断し，100×100 mm
の断面のうち中心部の 80×80 mm の範囲を対象として，ASTM C 457 に準拠したリニアトラバース法
によって求めた．ただし，「促進中性化あり」の供試体では N35B90 と N35B90A で気泡間隔係数の測
定を行った．圧縮強度については，水中養生終了直後の材齢 28 日に加えて，恒温恒湿槽あるいは促進
中性化槽に 56 日間静置した後の材齢 84 日に，JIS A 1108:2006 に準拠して測定した． 
 
6.4.2 実験結果 
(1) 中性化領域の範囲 
 材齢 84 日における中性化の進行状況を図-6.5，供試体の割裂面における中性化領域の割合を図-6.6
に示す．中性化領域は，促進中性化を行わなかった供試体よりも促進中性化を行った供試体で広くな
った．高炉スラグ微粉末の置換率の違いに着目すると，中性化領域は，促進中性化の有無にかかわら
ず，高炉スラグ微粉末の置換率の高い供試体ほど広くなったことがわかる．特に高炉スラグ微粉末の
置換率を 90%とした N35B90 と N35B90A では中性化領域が突出して広く，促進中性化を行うことに
よって断面の約 80%以上が中性化した．圧縮強度が同等となるように W/B を調整したが，高炉スラ
グ微粉末の置換率の大きい供試体ほど中性化領域が広くなった．また，N35B90 と N35B90A の比較で
は，空気量の目標値を大きくした N35B90A で中性化領域が広くなったことがわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
      N50                  N45B50               N40B70               N35B90              N35B90A 
(A)促進中性化なし 
 
 
 
 
 
 
      N50                  N45B50               N40B70               N35B90              N35B90A 
(B)促進中性化あり 
図-6.5 材齢 84 日における中性化の進行状況 
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図-6.6 供試体の割裂面における中性化領域の割合 
 
 
(2) 硬化コンクリートの気泡間隔係数 
 硬化コンクリートの気泡間隔係数を図-6.7，気泡間隔係数の測定で得られた硬化コンクリートの空
気量を図-6.8，気泡分布を図-6.9 に示す．気泡間隔係数は，N40B70 で若干大きくなったが，高炉スラ
グ微粉末の置換率や促進中性化の有無の違いにかかわらず，同程度であった．硬化コンクリートの空
気量の大小の傾向は表-6.2 に示したフレッシュコンクリートの空気量の測定結果と概ね一致しており，
空気量の目標値を大きくした N35B90A で若干大きくなった．N35B90 と N35B90A の比較では，促進
中性化を行った供試体で硬化コンクリートの空気量が若干小さくなったが，気泡間隔係数は，促進中
性化の有無の違いにかかわらず，同程度であったことがわかる．また，硬化コンクリートの気泡分布
に着目すると，高炉スラグ微粉末の置換率や促進中性化の有無の違いにかかわらず，気泡径 50 μm～
300 μm の気泡が多くなったこともわかる．これらのことを踏まえると，高炉スラグ微粉末の置換率や
促進中性化の有無の違いにかかわらず，硬化コンクリートの気泡間隔係数や空気量，気泡分布には大
幅な差は生じていなかったと考えられる． 
 文献 6.6)では，コンクリートの凍害の発生は気泡間隔係数を 250 μm 程度以下とした場合に抑制でき
ること，国外では気泡間隔係数の推奨値を 250 μm 以下としていることなどが指摘されている．この
指摘を踏まえると，本節に示す凍結融解試験に用いた供試体は，気泡間隔係数の観点からは十分な凍
結融解抵抗性を有していたと考えることができる． 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     図-6.7 硬化コンクリートの気泡間隔係数             図-6.8 硬化コンクリートの空気量 
                      ※「促進中性化あり」の供試体では N35B90 と N35B90A で硬化コンクリートの気泡間隔係数を測定 
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                (A)促進中性化なし                                (B)促進中性化あり 
図-6.9 硬化コンクリートの気泡分布 
                                 ※「(B)促進中性化あり」の図には比較のため「促進中性化なし」の供試体の結果も表示 
 
 
(3) 圧縮強度 
 材齢 28 日と材齢 84 日の圧縮強度を図-6.10 に示す．材齢 28 日の圧縮強度は水中養生終了後，材齢
84 日の圧縮強度は水中養生終了後から恒温恒湿槽あるいは促進中性化槽に 56 日間静置した後の測定
値である．材齢 28 日の圧縮強度は全ての供試体で 30 N/mm2以上であり，実構造物にも適用可能な強
度レベルであった．一方，材齢 84 日の圧縮強度は，高炉スラグ微粉末の使用有無や置換率によって傾
向が大幅に異なった．材齢 84 日の圧縮強度を促進中性化の有無に着目して比較すると，ポルトランド
セメントのみを用いた供試体では促進中性化を行った供試体で圧縮強度が大きくなったが，逆に，高
炉スラグ微粉末を用いた供試体では促進中性化を行った供試体で圧縮強度が小さくなった．特に，高
炉スラグ微粉末の置換率を高めた N35B90 と N35B90A では，促進中性化を行った場合の圧縮強度の
減少が著しく，水中養生終了後の材齢 28 日のよりも材齢 84 日の圧縮強度が大幅に小さくなった． 
 この一因としては，中性化による硬化体の変質状況がポルトランドセメントのみを用いた供試体と
高炉スラグ微粉末の置換率を高めた供試体で異なっていたことが挙げられる．すなわち，ポルトラン
ドセメントのみを用いた供試体では，中性化によって硬化体の空隙構造が緻密化して圧縮強度が大き
くなったと考えられるが，高炉スラグ微粉末の置換率を高めた供試体では，第 4 章に示した曝露供試
体の表層部の中性化領域から採取した試料の水銀圧入法による細孔径分布の測定結果と同様に，中性
化によって硬化体の空隙構造が粗大化するとともに，圧縮強度が小さくなった可能性があると考えら
れる．また，リニアトラバース法によって測定した気泡分布は気泡径 30 μm～7000 μm の気泡，第 4
章の図-4.17 に示した水銀圧入法によって測定した細孔径分布は細孔径 0.003 μm～200 μm の細孔を対
象としたものであることから，中性化の影響は径の比較的小さい空隙に限定して生じる可能性がある
と考えられる． 
 前述したように N35B90 と N35B90A では，促進中性化を行うことによって供試体の断面の約 80%
以上で中性化が進行し，硬化コンクリートの気泡間隔係数や空気量に大幅な変化は生じなかったが，
圧縮強度は水中養生終了後の材齢 28 日の時点よりも大幅に小さくなった．ただし，促進中性化後の圧
縮強度の大幅な減少は，高炉スラグ微粉末の置換率を 90%とした N35B90 と N35B90A で生じたが，
高炉スラグ微粉末の置換率を 70%以下とした供試体では明確には確認されなかった． 
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図-6.10 圧縮強度 
 
 
(4) 凍結融解試験による相対動弾性係数と質量変化率 
 凍結融解試験から得られた相対動弾性係数を図-6.11，質量変化率を図-6.12 に示す．また，凍結融
解 150 サイクル後の供試体の状況を図-6.13 に示す．これらの図では，促進中性化の有無によって結
果を区別して示した．まず，促進中性化を行わなかった供試体の結果に着目すると，相対動弾性係数
の減少はなく，高炉スラグ微粉末の置換率を 90%まで高めても凍結融解抵抗性に大きな変化は生じな
かったことがわかる．ただし，質量変化率の減少の程度は高炉スラグ微粉末の置換率を 90%とした
N35B90 と N35B90A で大きく，図-6.13(A)によると凍結融解 150 サイクル後の N35B90 と N35B90A で
は供試体表層部のスケーリングによる損傷の程度が若干大きくなったことがわかる．ただし，凍結融
解 150 サイクル以降の質量変化率は概ね一定で推移しており，N35B90 と N35B90A の損傷は供試体表
層部のみに限定されていたと考えられる． 
 次に，促進中性化を行った供試体の結果に着目すると，N35B90 と N35B90A では凍結融解 30 サイ
クル後の時点で既に相対動弾性係数の低下が著しく，N35B90 では凍結融解 150 サイクル後，N35B90A
では凍結融解 210 サイクル後で，供試体の損傷が激しくなり凍結融解試験の継続が困難となった．図
-6.13(B)によると，N35B90 と N35B90A では，促進中性化を行った供試体の表層部のスケーリングに
よる損傷の程度が促進中性化を行わなかった供試体よりも著しく大きくなったことがわかる．前述し
たように，N35B90 と N35B90A では，促進中性化を行っても気泡間隔係数や空気量に大幅な変化は生
じなかったが，促進中性化を行うことによって圧縮強度が大幅に小さくなった．促進中性化後に硬化
体の強度が大幅に小さくなったことによって凍結融解抵抗性も低下したと考えられる． 
 以上の結果によると，高炉スラグ微粉末の置換率を 90%まで高めたコンクリートでは，中性化の影
響を受けない場合には，化学混和剤を用いて空気量の目標値を 4.5%とした AE コンクリートとするこ
とによって，十分な凍結融解抵抗性を確保できることがわかった．しかし，高炉スラグ微粉末の置換
率を 90%まで高めたコンクリートでは，促進中性化後に気泡間隔係数や凍結融解抵抗性に影響を与え
るとされる範囲の径の気泡の分布にはほとんど変化が生じていなかったが，圧縮強度が大幅に減少し
たため，空気量の目標値を 6.0%としても凍結融解抵抗性の確保が困難となる場合があることがわかっ
た．したがって，凍結融解と中性化の影響を同時に受ける環境で供用される構造物に高炉スラグ微粉
末の置換率を高めたコンクリートを適用する際には，高炉スラグ微粉末の置換率を 70%以下に制限す
るとともに化学混和剤を用いて AE コンクリートとして十分な凍結融解抵抗性を確保すること，ある
いは，高炉スラグ微粉末の置換率を 70%よりも高める場合には事前の試験によって中性化の進行後に
も十分な凍結融解抵抗性を確保できることを確認しておくことが必要と考えられる． 
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                (A)促進中性化なし                                  (B)促進中性化あり 
図-6.11 相対動弾性係数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                (A)促進中性化なし                                  (B)促進中性化あり 
図-6.12 質量変化率 
 
 
 
 
 
 
 
                 N50            N45B50         N40B70          N35B90          N35B90A 
(A)促進中性化なし 
 
 
 
 
 
 
 
                 N50            N45B50         N40B70          N35B90          N35B90A 
(B)促進中性化あり 
図-6.13 凍結融解 150 サイクル後の供試体の状況 
※コンクリート打込み面側の供試体表面の状況 
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6.5 本章のまとめ 
 本章では，混和材を大量に用いたコンクリートの凍結融解抵抗性に関する検討結果を示した．具体
的には，JIS A 1148:2010 の A 法による凍結融解試験の結果にもとづき，(1)高炉スラグ微粉末あるいは
フライアッシュを用いたコンクリートの凍結融解抵抗性を評価すること，(2)高炉スラグ微粉末を大量
に用いたコンクリートの凍結融解抵抗性に中性化が与える影響を明らかにすることを目的として検討
を行った． 
 本章で得られた知見を以下にまとめる． 
 
1. 凍結融解試験の結果，混和材を大量に用いたコンクリートにおいても，化学混和剤を用いて空気
量の目標値を 4.5%とした AE コンクリートとすることによって，凍結融解による内部損傷に対し
て十分な抵抗性を確保できることを示した． 
2. 中性化後の凍結融解抵抗性を確認するため，あらかじめ促進中性化させたコンクリートの凍結融
解試験を行った結果，高炉スラグ微粉末の置換率を 70%以下としたコンクリートでは，化学混和
剤を用いて AE コンクリートとすることによって凍結融解による内部損傷に対して十分な抵抗性
を確保できることを示した．しかし，高炉スラグ微粉末の置換率を 90%まで高めたコンクリート
では，促進中性化後に圧縮強度が小さくなり，化学混和剤を用いて空気量の目標値を 6.0%とした
AE コンクリートとしても，凍結融解抵抗性が大幅に低下することがあった． 
3. 高炉スラグ微粉末を大量に用いたコンクリートを凍結融解と中性化の影響を同時に受ける環境下
で供用される構造物に適用する際には，高炉スラグ微粉末の置換率を 70%以下に制限して化学混
和剤を用いて AE コンクリートとすること，あるいは，高炉スラグ微粉末の置換率を 70%よりも
高める場合には事前の試験によって中性化の進行後にも十分な凍結融解抵抗性を確保できること
を確認しておくことが必要であることが示唆された． 
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第 7 章 非定常・電気泳動試験による塩化物イオン浸透抵抗性の評価 
 
 
7.1 本章の概要 
 本章では，混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価す
るための新しい試験方法として非定常・電気泳動試験に着目し，適切な試験手順や活用方法を明らか
にすることを目的とした． 
 まず，非定常・電気泳動試験の特長や既往の試験規準を整理し，塩化物イオン拡散係数の算出方法
の理論的根拠と実用化にあたっての検討課題を示す．次に，モルタル供試体とコンクリート供試体を
用いた検証実験を行い，印加電圧や通電時間などの試験条件の設定が試験結果に与える影響を明らか
にするとともに，非定常状態における塩化物イオンを含む各種イオンの移動状況を把握する．さらに，
非定常・電気泳動試験と浸せき試験から得られる塩化物イオン拡散係数の関係を明らかにする． 
 
 
7.2 非定常・電気泳動試験の概要 
7.2.1 非定常・電気泳動試験の特長 
 混和材の使用は，硬化体の空隙構造を緻密にすることや水和生成物の塩化物イオンの固定化能力を
高めることなどによって，コンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を高めることができるとされるこ
とが多い．この特長を最大限に活かして混和材を大量に用いたコンクリートの実用化を進めるために
は，塩化物イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価できる試験方法を確立した上で，混和材の使用に
よる塩化物イオン浸透抵抗性の向上効果を正確に評価し，この評価結果をコンクリート構造物の耐久
設計にフィードバックさせる方法を構築する必要がある． 
 国内では，コンクリートの塩化物イオン拡散係数を算出するための室内試験として，電気泳動試験
（JSCE-G 5717.1)）と浸せき試験（JSCE-G 5727.2)）の試験規準が制定されているが，混和材を用いたコ
ンクリートのように塩化物イオン浸透抵抗性の比較的高いコンクリートでは試験期間が極端に長くな
る場合がある．一方，国外では，通電によってコンクリート内部に塩化物イオンを電気泳動させ，供
試体の割裂面に硝酸銀溶液を噴霧して塩化物イオン浸透深さを測定し，この測定値を用いてコンクリ
ートの塩化物イオン浸透抵抗性を評価する非定常・電気泳動試験の試験規準 7.3)，7.4)が制定されている．
非定常・電気泳動試験では電気泳動試験や浸せき試験と比較して迅速かつ簡便にコンクリートの塩化
物イオン浸透抵抗性を評価することができるため，国外では過酷な塩害環境下で供用されるコンクリ
ート構造物の配合選定時に混和材の使用有無や置換率を検討する際の試験方法として既に実用化され
た事例 7.5)，7.6)も報告されている． 
 非定常・電気泳動試験は，電気泳動による塩化物イオンの移動流束が定常状態に達する前に試験を
終えることができるため電気泳動試験（JSCE-G 571）と比べて試験期間を短縮できること，塩化物イ
オン濃度を測定するための化学分析が不要なため試験に要する労力を軽減できることなどから，コン
クリートの塩化物イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価できる試験方法として期待されている 7.7)．
しかし，国内では，非定常・電気泳動試験の検討自体が少ないため実験データの蓄積が十分でなく，
試験規準の制定や実用化には至っていない．また，混和材を大量に用いたコンクリートへの非定常・
電気泳動試験の適用性は十分には明確にされていない．混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物
イオン浸透抵抗性を非定常・電気泳動試験によって迅速かつ簡便に評価し，この評価結果を耐久設計
にフィードバックするためには，適切な試験手順と活用方法を確立する必要がある． 
 126
7.2.2 既往の試験規準 
 北欧では，Tang ら 7.8)，7.9)によって非定常・電気泳動試験を用いた塩化物イオン拡散係数の算出方法
が提案され，NT BUILD 4927.3)として試験規準が制定されている．非定常・電気泳動試験は，所定の印
加電圧と通電時間で供試体（φ100×50 mm）に通電を行い，通電後の供試体の割裂面に硝酸銀溶液を
噴霧して塩化物イオン浸透深さを測定し，この結果を用いて塩化物イオン拡散係数を算出する方法で
ある．非定常・電気泳動試験では，通電後の供試体内部の塩化物イオン浸透深さを測定して用いるた
め，コンクリート内部の塩化物イオンの浸透状況を直接的に評価に取り入れることができる．また，
電気泳動による塩化物イオンの移動流束が定常状態に達する前に通電を終えるため，短時間の通電で
試験結果を得ることができる．これらの 2 点は，非定常・電気泳動試験の大きな特長といえる． 
 北米では，通電後の供試体の塩化物イオン浸透深さを用いて塩化物イオン浸透抵抗性を評価する方
法は AASHTO TP 647.4)として試験規準が制定されている．AASHTO TP 64 では，通電後の供試体の塩
化物イオン浸透深さを印加電圧と通電時間で除して塩化物イオン浸透速度（Chloride Penetration Rate）
を算出し，この値を指標として塩化物イオン浸透抵抗性を評価する． 
 短時間の通電を行って塩化物イオン浸透抵抗性を評価する方法としては，Whiting7.10)によって提案
された急速塩分浸透性試験（Rapid Chloride Permeability Test）もある．急速塩分浸透性試験は，電気泳
動セルに設置した供試体（φ100×50 mm）に印加電圧 60 V で 6 時間の通電を行い，供試体を通過し
た電荷の積算値，すなわち，積算通過電荷量（Total Charge Passed）を用いて塩化物イオン浸透抵抗性
を間接的に評価する方法である．北米では，ASTM C 12027.11)および AASHTO T 2777.12)として試験規
準が制定されている．しかし，通電時の電流がコンクリートの細孔溶液中に存在する塩化物イオン以
外のイオンの影響を受けること 7.13)～7.16)，混和材を用いた場合には細孔溶液中のイオン組成が混和材
を用いていない場合と大幅に異なること 7.17)，7.18)などから，積算通過電荷量の比較のみでは塩化物イ
オン浸透抵抗性を適切に評価することができないという批判的な指摘がある．また，印加電圧の推奨
値が 60 V と大きく，通電中に電気泳動セル内の溶液の温度上昇とこれに伴う電流の増加量が著しく大
きくなる場合があること 7.13)，7.19)，7.20)から，試験方法の妥当性を疑問視する指摘もある． 
 こうした様々な試験方法の信頼性を検証するため，国際的なラウンドロビン・テスト 7.21)～7.23)が欧
州を中心として実施されている．この結果，非定常・電気泳動試験からは，他の室内試験と比較して，
ばらつきが小さく，再現性の高い試験結果が得られることが報告されている．こうした知見にもとづ
き，欧州のコンクリート構造物の設計規準 7.24)，7.25)では，塩化物イオン浸透の将来予測に不可欠な塩
化物イオン拡散係数を算出するための試験方法として，NT BUILD 492 を採用している． 
 以上のことを踏まえると，国外では，非定常・電気泳動試験の試験規準が制定され，これを用いた
塩化物イオン浸透の将来予測の方法も整備されている．しかし，国内では，非定常・電気泳動試験に
関する検討自体が少なく，試験規準が制定されるには至っていないのが現状である． 
 
7.2.3 NT BUILD 492 の塩化物イオン拡散係数の算出方法 
 前述したように，NT BUILD 492 は，Tang ら 7.8)，7.9)の提案にもとづき，非定常・電気泳動試験によ
って塩化物イオン拡散係数を算出する方法を試験規準として制定したものである．この導出の過程の
概要については，次のように整理できる． 
 飽水状態のコンクリートの内部での塩化物イオンの移動流束は，一般に，式(7.1)の Nernst-Planck 式
を用いて表すことができるとされている 7.7)．すなわち，飽水状態のコンクリートの内部における塩化
物イオンの移動は，右辺第 1 項の濃度勾配を駆動力とする拡散，右辺第 2 項の電位勾配を駆動力とす
る泳動によって表される． 
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x
cDJ 

 ClClClCl        (7.1) 
ここに，J：塩化物イオンの移動流束(mol/(m2·s))，DCl：塩化物イオン拡散係数(m2/s)，cCl：塩化物イオ
ン濃度(mol/m3)，x：位置(m)，z：塩化物イオンの電荷(= 1)，F：ファラデー定数(= 9.65×104 J/(V·mol))，
R：気体定数(= 8.31 J/(K·mol))，T：絶対温度(K)，φ：印加電圧(V)である． 
 
 Tang ら 7.8)，7.9)は，式(7.1)にもとづき，非定常状態で濃度勾配と電位勾配を駆動力として移動する塩
化物イオンの濃度変化を式(7.2)の拡散方程式によって表している． 
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ここに，ct：全塩化物イオン濃度(mol/m3)，t：時間(s)，c：自由塩化物イオン濃度(mol/m3)，cb：固定塩
化物イオン濃度(mol/m3)，DCl,1：非定常状態で濃度勾配と電位勾配による移動が生じる場合の塩化物イ
オン拡散係数(m2/s)，E：単位長さあたりの印加電圧(V/m)である． 
 
 また，Tang ら 7.8)，7.9)は，通電時には電位勾配を駆動力とする塩化物イオンの移動が卓越すること，
塩化物イオンの固定化平衡が線形であることなどの仮定にもとづき，式(7.2)を式(7.3)のように変形し，
この解析解として式(7.4)を導出している． 
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ここに，DCl,2：非定常状態で電位勾配による移動が卓越する場合の塩化物イオン拡散係数(m2/s)，c0：
陰極側溶液の塩化物イオン濃度(mol/m3)，a：式(7.5)による係数である． 
   
RT
zFEa           (7.5) 
 
 なお，Tang ら 7.26)によると，式(7.4)を導出する際の境界条件と初期条件については，次のように設
定している． 
 
   境界条件： 0cc  , 0x , 0t  
   初期条件： 0c , 0x , 0t  
 
 さらに，Tang ら 7.8)，7.9)は，印加電圧と塩化物イオン浸透深さが十分に大きい場合の塩化物イオン拡
散係数の算出式として式(7.6)を導出している．式(7.6)は NT BUILD 492 の塩化物イオン拡散係数の算
出式として採用されている． 
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ここに，DNT BUILD 492：NT BUILD 492 から得られる塩化物イオン拡散係数(m2/s)，T：試験の開始時と
終了時における陽極側溶液の平均温度(K)，xd：0.1 mol/L 硝酸銀溶液を供試体の割裂面に噴霧して得ら
れる塩化物イオン浸透深さ(m)，E：式(7.7)による係数，α：式(7.8)による係数，t：通電時間(s)である． 
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ここに，U：印加電圧(V)，L：供試体の厚さ(m)，cd：供試体の割裂面に噴霧した 0.1 mol/L 硝酸銀溶液
の変色境界における供試体の塩化物イオン濃度(= 0.07 mol/L(普通ポルトランドセメントを用いたコン
クリート))，c0：陰極側溶液の塩化物イオン濃度(= 2 mol/L)である． 
 
 式(7.4)から得られる供試体内部の塩化物イオン濃度分布の計算結果の例を図-7.1 に示す．同図では，
7.4 で後述する実験結果を参考として，塩化物イオン拡散係数を 14.6×10-12m2/s，通電時間を 24 時間
とした場合の計算結果を例示した．また，Tang ら 7.26)の説明にもとづいて，供試体表面から塩化物イ
オン濃度分布の変曲点までの距離xfと硝酸銀溶液噴霧法から得られる塩化物イオン浸透深さxdを記載
した．Tang ら 7.26)は，塩化物イオン拡散係数の算出には xfを用いる必要があるが，実験で xfを求める
ことが困難なため，式(7.6)では xdから α√xdを差し引いて xfを求めて，塩化物イオン拡散係数を算出
することとしている．また，式(7.6)の右辺の( xd－α√xd ) / t は，実質的には試験終了時までの供試体内
部での塩化物イオン濃度分布の変曲点の移動速度を示すものとみなすこともできる． 
 NT BUILD 492 では，通電後の供試体（φ100×50 mm）の割裂面に 0.1 mol/L 硝酸銀溶液を噴霧して
陰極側の供試体表面から硝酸銀溶液が白色を呈した位置までの距離，すなわち，硝酸銀溶液の変色境
界までの距離を測定し，この測定値を塩化物イオン浸透深さ xdとして式(7.6)に入力して塩化物イオン
拡散係数を算出する．通電時の印加電圧と通電時間については，印加電圧 30 V で通電を行った際の電
流を参考に，10 V～60 V と 6 時間～96 時間の範囲で設定する．このため，NT BUILD 492 では，電気
泳動試験（JSCE-G 571）や浸せき試験（JSCE-G 572）で必要となる塩化物イオン濃度の測定作業が不
要であり，電気泳動試験（JSCE-G 571）よりも試験期間を大幅に短縮できるため，塩化物イオン拡散
係数を迅速かつ簡便に算出できる．しかし，NT BUILD 492 に代表される非定常・電気泳動試験には，
実用化に向けて明確にしておくべき課題も残されている．この課題について次に述べる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-7.1 塩化物イオン濃度分布の計算結果の例 
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7.2.4 実用化に向けた検討課題 
 非定常・電気泳動試験の実用化に向けた検討課題としては，次の 4 点が挙げられる． 
 
I 印加電圧と通電時間の設定方法 
 NT BUILD 492 では，印加電圧 30 V で通電を行った際の電流の測定値を参考に，6 時間～96 時
間の範囲で 1 種類の通電時間を設定して試験を実施することとしている．しかし，既往研究では，
印加電圧の設定値が過大な場合に通電中に溶液温度の上昇と電流の増加が生じたこと 7.13)，7.19)，7.20)，
通電時間を長くするほど塩化物イオンの浸透速度が低下したこと 7.27)，7.28)が報告されている．後
者については通電時間の長短によって塩化物イオン拡散係数の算出結果が異なる可能性があるこ
とを意味するものであるため，試験結果に与える影響が甚大である．非定常・電気泳動試験を実
用化するためには，印加電圧と通電時間の違いが試験結果に与える影響を明確にし，これらを適
切に設定する方法を確立する必要がある． 
 
II 硝酸銀溶液噴霧法の適用方法 
 NT BUILD 492 に準拠して塩化物イオン拡散係数を算出するためには，硝酸銀溶液噴霧法で得
られる塩化物イオン浸透深さ xdを式(7.6)，0.1 mol/L 硝酸銀溶液の変色境界における供試体の塩化
物イオン濃度 cdを式(7.8)に入力する必要がある．しかし，硝酸銀溶液が白色を呈する際の供試体
の塩化物イオン濃度については，可溶性塩化物イオン濃度で整理できるとする報告 7.29)がある一
方で，コンクリートの水セメント比や混和材の使用有無，あるいは，濃度拡散や電位勾配など塩
化物イオンの駆動力の違いによっても異なるとする報告 7.30)～7.35)がある．また，硝酸銀溶液の噴
霧前における供試体の割裂面の色調は混和材の使用有無や種類，置換率によって大幅に異なるた
め，目視で読み取った xdと cdの関係が結合材の種類によって異なることも否定できない．式(7.8)
で硝酸銀溶液の変色境界の塩化物イオン濃度を固定する場合，塩化物イオン拡散係数の算出誤差
が大きくなる可能性があるとする指摘 7.33)もある．非定常・電気泳動試験の信頼性を確保するた
めには，硝酸銀溶液噴霧法の測定誤差が試験結果に与える影響をなるべく小さくするための対策
を講じるとともに，通電後の供試体内部の塩化物イオン濃度分布と硝酸銀溶液の変色境界の関係
を明らかにする必要がある． 
 
III 非定常状態における各種イオンの移動状況 
 非定常・電気泳動試験では電位勾配を駆動力として塩化物イオンを浸透させるため，供試体内
部の塩化物イオン濃度分布が，濃度勾配を駆動力として塩化物イオンを浸透させる浸せき試験を
行った後の供試体と異なる可能性がある．また，前述したように，飽水状態にあるコンクリート
に通電を行った場合，塩化物イオンの移動速度は塩化物イオン以外のイオンの影響を受ける可能
性があるとする指摘 7.13)～7.16)もある．このため，既往研究では，様々なイオンの移動速度を比較
した実験結果 7.36)や塩化物イオン以外のイオンの影響を考慮して塩化物イオン拡散係数を算出す
る方法 7.15)，7.37)なども報告されている．ただし，これらの結果は非定常・電気泳動試験で想定さ
れる試験期間よりも大幅に長い通電時間の実験から得られたものであり，試験期間の短い非定
常・電気泳動試験で塩化物イオン以外のイオンの影響が顕著に表れるかは明確ではない．非定常・
電気泳動試験を実用化するためには，非定常状態における供試体内部の塩化物イオン濃度分布の
経時変化や他のイオンの移動状況を把握し，試験結果に与える影響の有無や程度を明らかにする
必要がある． 
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IV 塩化物イオン拡散係数の物理的意味と位置づけ 
 前述したように，国内では，塩化物イオン拡散係数を算出するための試験方法として，電気泳
動試験（JSCE-G 571）と浸せき試験（JSCE-G 572）の試験規準が制定されている．この電気泳動
試験（JSCE-G 571）では，通電時の電位勾配を駆動力として供試体内部に塩化物イオンを泳動さ
せ，供試体を通過する塩化物イオンの移動流束が一定となった状態，すなわち，定常状態での塩
化物イオンの移動流束を測定して実効拡散係数 De を算出する．このため，De は，固定化現象の
影響を受けずに供試体内部の細孔溶液中を電位勾配によって泳動する塩化物イオンの移動のし易
さを示すものといえる．また，浸せき試験（JSCE-G 572）では，塩化ナトリウム水溶液中に静置
した供試体内部に濃度勾配を駆動力として塩化物イオンを拡散させ，供試体内部の全塩化物イオ
ンの濃度分布から見掛けの拡散係数 Dapを算出する．このため，Dapは，固定化現象の影響を十分
に受けながら濃度勾配によって拡散する塩化物イオンの移動のし易さを示すものといえる． 
 一方，本章で検討する非定常・電気泳動試験では，電位勾配を駆動力として供試体内部に塩化
物イオンを泳動させ，陰極側溶液の塩化物イオンが供試体を通過して陽極側溶液に到達する前の
状態，すなわち，非定常状態で通電を終えて，供試体内部の塩化物イオン浸透深さを硝酸銀溶液
噴霧法で測定して塩化物イオン拡散係数 Dnssm を算出する．このため，Dnssm は，細孔溶液中で固
定化現象の影響を受けながら電位勾配を駆動力として泳動する塩化物イオンの移動のし易さを示
すものであり，前述した Deや Dapとは物理的意味が異なると考えられる．既往の理論的検討 7.7)，
7.38)では，塩化物イオンの固定化現象の進展が十分に速く，固定化平衡を線形と仮定する場合には，
非定常・電気泳動試験と浸せき試験から得られる塩化物イオン拡散係数が等価になることが指摘
されているが，通電を行った場合と浸せきを行った場合の塩化物イオンの移動状況の違いや Dnssm
と Dapの関係は明らかにされていない． 
 以上のことを踏まえると，混和材を大量に用いたコンクリートに対する非定常・電気泳動試験
の適用性を明らかにし，さらには，非定常・電気泳動試験の実用化を進めていくためには，Dnssm
の物理的意味を明確にした上で，混和材の使用有無や種類，置換率などの異なる多種多様なコン
クリートを対象として，他の試験から得られる塩化物イオン拡散係数との関係を適切に把握して
おくことが不可欠である． 
 なお，本章では，他の試験から得られる塩化物イオン拡散係数と区別するため，非定常・電気
泳動試験から得られる塩化物イオン拡散係数を Dnssmと表記する． 
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7.3 非定常・電気泳動試験による塩化物イオン拡散係数の算出 
 本章では，モルタル供試体とコンクリート供試体を用いた実験の結果にもとづいて 7.2.4 に示した
検討課題について検証し，非定常・電気泳動試験の適切な試験手順と活用方法を明らかにすることを
目的としている．このため，印加電圧や通電時間などの試験条件の違いが試験結果に与える影響を明
らかにした上で，適切な試験条件の設定方法を検討する．また，非定常状態における塩化物イオンを
含む各種イオンの移動状況を把握する．さらに，混和材の使用有無や種類，置換率などの異なる供試
体に非定常・電気泳動試験を適用して塩化物イオン拡散係数 Dnssmを算出し，浸せき試験から得られた
見掛けの拡散係数 Dapと比較する．本節では，Dnssmの算出方法を詳細に示す． 
 
7.3.1 塩化物イオン拡散係数の算出方法 
 塩化物イオン拡散係数 Dnssmの算出には，式(7.9)を用いた． 
 
   K
zFE
RTD nssm         (7.9) 
ここに，Dnssm：非定常・電気泳動試験から得られる塩化物イオン拡散係数(m2/s)，T：通電時の陽極側
と陰極側の溶液温度の平均値(K)，E：電位勾配(試験の開始時と終了時における両溶液間の電圧の平均
値を供試体の厚さで除した値，V/m)，K：塩化物イオン浸透速度係数(m/s)である． 
 
 式(7.9)による Dnssmの算出方法は，NT BUILD 492 と同様に，式(7.1)の Nernst-Planck 式にもとづいて
導かれたものである 7.7)，7.19)，7.20)．式(7.9)の導出の過程の概要については，次のように整理できる． 
 式(7.9)の導出の過程では，まず，通電時には電位勾配を駆動力とする塩化物イオンの移動が卓越す
ると仮定し，式(7.1)の右辺第 1 項を無視することによって式(7.10)を導出する 7.7)，7.19)，7.20)． 
 
   
x
c
xRT
zFD
t
c




 
Cl,3         (7.10) 
ここに，DCl,3：非定常状態で電位勾配による移動が卓越すると仮定して濃度勾配による移動を無視し
た場合の塩化物イオン拡散係数(m2/s)である． 
 
 その上で，供試体内部における特定の塩化物イオン濃度の地点の移動速度を塩化物イオン浸透速度
係数 K と称して，式(7.11)によって定義している 7.7)，7.19)，7.20)． 
 
   
xRT
zFDK 
 Cl,3         (7.11) 
 
 供試体内部における特定の塩化物イオン濃度の地点については，硝酸銀溶液噴霧法から得られる塩
化物イオン浸透深さとして求めることができると仮定している 7.7)，7.19)，7.20)．このため，硝酸銀溶液噴
霧法によって供試体内部における通電時の塩化物イオン浸透深さの移動速度を求めることができれば，
これを K として式(7.9)に入力し，塩化物イオン拡散係数 Dnssmを算出できる．そこで，図-7.2 に示す
ように，複数の通電時間で試験を行った供試体において硝酸銀溶液噴霧法を用いて通電後の供試体内
部の塩化物イオン浸透深さを測定し，塩化物イオン浸透深さの測定値と通電時間が比例関係にあると
仮定して回帰分析によって K を求め，K を式(7.9)に入力して Dnssmを算出した．K は供試体内部での硝
酸銀溶液噴霧法による塩化物イオン浸透深さの移動速度であるが，実質的には試験時の供試体内部で
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の塩化物イオンの浸透速度を示すものとみなすこともできる． 
 NT BUILD 492 の塩化物イオン拡散係数の算出式である式(7.6)～式(7.8)を用いるためには，供試体の
割裂面において硝酸銀溶液噴霧法で測定した塩化物イオン浸透深さxdと硝酸銀溶液の変色境界におけ
る供試体の塩化物イオン濃度 cd が必要である．7.2.4 で述べたように既往研究には硝酸銀溶液が白色
を呈する際の供試体の塩化物イオン濃度が水セメント比や混和材の使用有無によって異なるとする報
告 7.30)～7.35)があるが，コンクリートの配合が異なる度に実験を行って cdを特定することは容易ではな
い．また，NT BUILD 492 では 1 種類の通電時間で得られた xdから塩化物イオン拡散係数を算出する
が，通電時間を長くするほど塩化物イオンの浸透速度が低下するとの報告 7.27)，7.28)もあり，1 種類の通
電時間の結果のみを用いる場合には通電時間の長短によって異なる試験結果が得られる可能性がある．
これに対して，式(7.9)では，NT BUILD 492 とは異なり，複数の通電時間で試験を行った供試体の塩
化物イオン浸透深さから K を求めて Dnssmを算出する．このため，コンクリートの配合が異なる場合
の xdの測定誤差や cdの違い，通電時間の長短に起因する塩化物イオンの浸透速度の変動によって生じ
る塩化物イオン拡散係数の算出誤差を小さくすることができると考えられる． 
 硝酸銀溶液噴霧法については，硝酸銀溶液の変色の様子が硝酸銀溶液の噴霧量によって異なること
や硝酸銀溶液の噴霧直後に硝酸銀溶液の変色境界の位置が不安定となることなどの報告 7.39)がある．
そこで，硝酸銀溶液噴霧法による塩化物イオン浸透深さの測定誤差をなるべく小さくするため，塩化
物イオン浸透深さの測定方法を統一した．すなわち，室温 20℃に管理された実験室内で，通電終了直
後の供試体の割裂面の表面に薄くにじむ程度に硝酸銀溶液を霧吹きで噴霧し，噴霧から 6 時間以上が
経過して硝酸銀溶液が十分に乾燥した後に，同一測定者がノギスを用いて塩化物イオン浸透深さを測
定した．塩化物イオン浸透深さについては，図-7.3 に示すように，供試体表面から硝酸銀溶液が白色
を呈した部分と白色を呈していない部分の境界，すなわち，変色境界までの距離と定義し，供試体の
両端部 10 mm を除いた中央部で等間隔に 9 点で得られた測定値の平均値とした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  図-7.2 塩化物イオン浸透速度係数の概要        図-7.3 塩化物イオン浸透深さの測定例 
 
 
7.3.2 非定常・電気泳動試験の実施方法 
(1) 供試体の製作と準備 
 供試体には，所定の期間の水中養生を終えた直後に，円柱供試体（φ100×200 mm）の中央部分か
ら 2 個ずつ，あるいは，円柱供試体（φ100×100 mm）の中央部分から 1 個ずつ切り出した供試体（φ
100×50 mm）を用いた．骨材の偏りやブリーディングの影響をなるべく小さくするため，円柱供試体
の上下の端部については実験に用いなかった．切断後，試験面（φ100 mm の円形面）以外からの塩
化物イオンの浸透を防止するため，供試体の側面をエポキシ樹脂塗料で保護し，電気泳動試験（JSCE-G 
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571）と同様の手順で真空飽和処理を行った．すなわち，供試体をデシケータ内に静置して真空ポンプ
を用いて 3 時間の脱気処理を行い，デシケータ内にイオン交換水を注入して 1 時間後に真空ポンプを
停止した．その後，デシケータを開放して 24 時間以上静置した． 
 
(2) 供試体の電気泳動セル設置と通電 
 真空飽和処理の後，試験面を乾燥させないようにアクリル製の電気泳動セルに供試体を設置した．
供試体設置時の電気泳動セルを図-7.4(A)に示す．電気泳動セルには，ASTM C 1202 および AASHTO T 
277 に準拠したものを用いた．NT BUILD 492 には図-7.4(A)と異なる形状の試験装置が示されているが，
AASHTO TP 64 にはどちらの装置を用いても同様の結果が得られるとの記載がある． 
 通電時の状況を図-7.4(B)に示す．NT BUILD 492 と同様に，陽極側溶液に 0.3 mol/L 水酸化ナトリウ
ム水溶液，陰極側溶液に 10%塩化ナトリウム水溶液を用いた．電気泳動セルに各溶液を注入した後，
外部電源装置を用いて所定の直流定電圧を供試体に印加し，供試体への通電を行った．通電時間につ
いては，0.5 時間～60 時間の範囲で設定した．また，通電の開始直後と終了直前に両溶液間の電圧を
テスターで測定し，通電中に供試体の通過電流と陽極側と陰極側の溶液の温度を熱電対とデータロガ
ーで 10 分ごとに自動測定した． 
 なお，室温 20℃に管理された実験室内において，全ての実験作業を行った． 
 
(3) 塩化物イオン浸透深さの測定と塩化物イオン拡散係数の算出 
 通電終了後に供試体を電気泳動セルから取り出した後，試験面に対して直角方向に割裂し，直ちに
0.1 mol/L 硝酸銀溶液を割裂面に噴霧した．その後，7.3.1 に詳述した方法によって塩化物イオン浸透
深さを測定して K を求め，これを式(7.9)に入力して Dnssmを算出した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(A)供試体設置時の電気泳動セル 
 
 
 
 
 
 
 
 
(B)通電時の状況 
図-7.4 非定常・電気泳動試験の実施状況 
 
供試体
電気泳動セル
水酸化ナトリウム水溶液
直流安定化電源
Cl−
塩化ナトリウム水溶液
陰極 陽極
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7.4 モルタル供試体を用いた基礎実験 
 モルタル供試体を用いた基礎実験では，W/B を 40%，45%，50%の 3 種類とした供試体を用いて実
験を行い，7.2.4 に示した課題について基礎的な検討を行うことを目的とした． 
 モルタルの配合と基礎物性を表-7.1 に示す．W/B を 40%とした供試体（以下，N40 シリーズという）
と W/B を 50%とした供試体（以下，N50 シリーズという）では，ポルトランドセメントの一定割合を
高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュで置換した供試体を製作して実験を行った．N40 シリーズ
では，高炉スラグ微粉末の置換率を 50%（N40B50），フライアッシュの置換率を 20%（N40F20）とし
た．N50 シリーズでは，高炉スラグ微粉末の置換率を 50%，85%（N50B50，N50B85），フライアッシ
ュの置換率を 20%，40%（N50F20，N50F40）とした．S/B については，全ての配合で同一とした． 
 いずれのモルタル供試体も打込み翌日に脱型し，水温 20℃の養生槽内において，N40 シリーズと
N50 シリーズでは 91 日間，N45 では 194 日間の水中養生を行った後に，非定常・電気泳動試験に用い
た．化学混和剤を用いなかったため，W/B の小さい供試体では，フローが小さく，空気量が大きくな
った．モルタルの練混ぜ，打込み，脱型については，室温 20℃の実験室内で行った． 
 
表-7.1 モルタルの配合と基礎物性 
配合 W/B (%) S/B 
単位量(kg/m3) 
フロー
(mm)
空気量 
(%) 
圧縮強度(N/mm2) 
W 
B = OPC + BS4 + FA 
S 材齢 28 日 
材齢 
91 日 
材齢 
194日OPC BS4 FA 
N40 
40 
2.5 
237 592 － － 1480 110 7.2 76.0 87.2 － 
N40B50 235 293 293 (50%) － 1467 112 7.7 59.4 81.3 － 
N40F20 234 468 － 117 (20%) 1461 120 6.7 67.0 80.0 － 
N45 45 259 575 － － 1437 166 3.2 59.5 － 69.3 
N50 
50 
280 559 － － 1398 184 1.6 49.0 52.6 － 
N50B50 277 277 277 (50%) － 1387 189 2.6 39.9 52.2 － 
N50B85 276 83 469 (85%) － 1378 174 2.6 28.7 34.1 － 
N50F20 276 441 － 110 (20%) 1379 158 2.8 48.7 53.5 － 
N50F40 272 327 － 218 (40%) 1362 188 1.6 33.1 40.3 － 
※W：上水道水(茨城県つくば市)，OPC：普通ポルトランドセメント(密度 3.16 g/cm3，比表面積 3300 cm2/g)，BS4：高炉スラグ微粉末
4000(密度 2.89 g/cm3，比表面積 4210 cm2/g)，FA：フライアッシュ II 種(密度 2.30 g/cm3，比表面積 4280 cm2/g)，S：静岡県掛川産陸砂(密
度 2.56 g/cm3，吸水率 2.23%)，化学混和剤：未使用，( )内の百分率は結合材に占める混和材の質量%を表示 
※圧縮強度：標準養生を行った円柱供試体(φ50×100 mm)の圧縮強度を JIS A 1108:2006 に準拠して測定 
 
 
7.4.1 印加電圧と通電時間の設定に関する検討 
(1) 実験方法 
 印加電圧や通電時間の違いが試験結果に与える影響を明らかにし，これらの適切な設定方法を示す
ため，N45 を対象として印加電圧と通電時間を変化させた実験を行った．印加電圧を変化させた実験
では，10，20，30，40，50，60 V の 6 種類の印加電圧で 6 時間の通電を行った．一方，通電時間を変
化させた実験では，印加電圧を 30 V として，0.5，1，2，3，6，9，12，16，20，24，28，32 時間の
12 種類の通電時間で通電を行った．通電中には電位勾配だけでなく濃度勾配を駆動力とした塩化物イ
オンの浸透も同時に生じる可能性が高い．そこで，濃度勾配を駆動力とした塩化物イオンの浸透状況
も同時に把握するため，電気泳動セルに設置した後に通電を行わずに 3，9，20，32 時間静置した供試
体の塩化物イオン浸透深さを測定して，通電を行った供試体と通電を行っていない供試体の塩化物イ
オン浸透深さを比較した．さらに，結合材の種類の異なる供試体で印加電圧の違いが試験結果に与え
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る影響を検討するため，N40 シリーズと N50 シリーズを用いて 15，30，45 V の 3 種類の印加電圧で 6
時間の通電を行った． 
 前述した既往研究では，通電時間を長くするほど塩化物イオン浸透速度が低下したこと 7.27)，7.28)，
通電時の塩化物イオン浸透速度が塩化物イオン以外のイオンの影響を受けること 7.13)～7.16)，特に水酸
化物イオンの移動速度が他のイオンよりも大きいこと 7.36)などが報告されている．このため，N45 を
用いた実験において，通電前後の陽極側と陰極側の溶液の pH を測定し，各溶液中の水酸化物イオン
の存在が塩化物イオン浸透速度に与える影響を検証することを試みた．また，あらかじめ陰極側溶液
に水酸化物イオンを多く含ませた状態で試験を行って陰極側溶液の水酸化物イオンが塩化物イオン浸
透速度に与える影響を検証するため，陰極側溶液の塩化ナトリウム水溶液の濃度を 3%とした場合，
3%あるいは 10%の塩化ナトリウム水溶液に水酸化ナトリウムを 0.3 mol/L となるように添加した場合
についても，印加電圧 30 V で 6 時間の通電を行い，塩化物イオン浸透深さを測定した． 
 
(2) 印加電圧の設定方法 
 N45 において印加電圧を 10，20，30，40，50，60 V とした場合の溶液温度の推移を図-7.5，電流の
推移を図-7.6 に示す．図-7.5 では，陽極側と陰極側の電気泳動セル内の中心部で熱電対を用いて測定
した溶液温度の差が 1℃以内であったため，陽極側と陰極側の溶液温度の平均値を示した．この結果
によると，室温 20℃に管理した実験室内で実験を行ったが，溶液温度は印加電圧を高く設定した場合
に徐々に上昇して 20℃よりも大幅に高くなったことがわかる．同様に，電流においても，印加電圧を
高く設定した場合に，通電中の増加量が大きくなったことがわかる．これらの傾向は，特に印加電圧
を 50 V あるいは 60 V とした場合に明確に現れた．ただし，印加電圧を 30 V 以下とした場合には，溶
液温度と電流の増加はほとんど生じなかった．印加電圧の設定値が大きい場合には供試体に過大な電
流を強制的に流すこととなるため，供試体が発熱して溶液温度も上昇したことが原因と考えられる． 
 なお，前述したように陽極側と陰極側の溶液温度の差が 1℃以内であったことを踏まえると，NT 
BUILD 492 では陽極側の溶液温度を測定することとしているが，陽極側と陰極側のどちらの溶液温度
を測定しても実用上は差し支えないと考えられる．また，別途，中心部に熱電対を埋設したコンクリ
ート供試体を製作して，印加電圧を 30 V として 24 時間の通電を行い，通電中の供試体中心部の温度
ならびに陽極側および陰極側の溶液温度を測定した結果，供試体中心部の温度と溶液温度の差は 3℃
以内であったことを確認している．このため，通電中の供試体中心部の温度は，溶液温度と同程度で
推移したと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     図-7.5 印加電圧ごとの溶液温度の推移             図-7.6 印加電圧ごとの電流の推移 
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 印加電圧の違いが塩化物イオン浸透深さに与える影響を明らかにするため，印加電圧を 10，20，30，
40，50，60 V として 6 時間の通電を行った後の供試体内部の塩化物イオン浸透深さを図-7.7 に示す．
塩化物イオン浸透深さは印加電圧を高くするほど大きくなったことがわかる．また，印加電圧を 10 V
～30 V とした場合，塩化物イオン浸透深さと印加電圧は比例関係にあったが，印加電圧を 40 V～60 V
とした場合，塩化物イオン浸透深さの増加の程度が大きくなった．この結果として，印加電圧を 40 V
～60 V とした場合の測定結果は，印加電圧を 10 V～30 V とした場合の測定結果から得られた回帰直
線よりも塩化物イオン浸透深さが大きくなった．印加電圧の設定値が過大であったこと，この結果と
して通電中に溶液温度が上昇して塩化物イオンの移動速度が増加したことなどが原因と考えられる．
このため，印加電圧を過度に高く設定すると，塩化物イオン浸透深さが極端に大きくなり，塩化物イ
オン拡散係数を過大に評価する可能性があると考えられる． 
 そこで，印加電圧の適切な設定方法を検討するため，通電開始直後と通電 6 時間後の電流を図-7.8
に示す．同図では，N45 で印加電圧を 10，20，30，40，50，60 V とした場合，N40 シリーズと N50
シリーズで印加電圧を 15，30，45 V とした場合の結果を示した．この結果を精査すると，印加電圧を
30 V以下とした場合と印加電圧を40 V以上としても通電開始直後の電流が100 mA以下となった場合
には，通電開始直後から通電 6 時間後にかけて電流がほとんど増加しなかったことがわかる．通電中
の溶液温度の大幅な増加と，これに伴う塩化物イオンの移動速度の過度な増加を防止するためには，
この条件を満たす範囲内で印加電圧を設定することが望ましいと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    図-7.7 印加電圧と塩化物イオン浸透深さ       図-7.8 通電開始直後と通電 6 時間後の電流 
 
 
(3) 通電時間と塩化物イオン浸透速度の関係 
 N45 において通電時間を 0.5，1，2，3，6，9，12，16，20，24，28，32 時間とした場合と，電気泳
動セルに各溶液を充填した状態で通電を行わずに 3，9，20，32 時間静置した場合の塩化物イオン浸透
深さの推移を図-7.9 に示す．同図には，通電を行った全ての供試体の結果から得られた回帰直線も併
記した．通電を行った供試体では，試験時間を長くするほど塩化物イオン浸透深さが増加したことが
わかる．しかし，塩化物イオン浸透深さと試験時間の回帰直線は原点を通過することなく，縦軸の切
片が正となった．この原因は，通電時間を 0.5，1 時間とした場合の結果に示されているように，通電
開始直後の塩化物イオン浸透深さが大きくなったためと考えられる．一方，通電を行わなかった供試
体では，静置時間を 3 時間とした場合の塩化物イオン浸透深さが通電時間を 0.5，1 時間とした場合の
結果と同程度となったが，その後は静置時間を長くしても塩化物イオン浸透深さはほとんど増加しな
かった．また，通電の有無にかかわらず試験開始後の比較的初期において塩化物イオン浸透深さの増
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加量が大きくなったが，この一因としては試験開始時に陰極側の電気泳動セルに塩化ナトリウム水溶
液を充填した際に塩化物イオンが供試体表層部に浸透したことが挙げられる． 
 次に，図-7.9 の塩化物イオン浸透深さを試験時間で除して算出した塩化物イオン浸透速度の推移を
図-7.10 に示す．通電の有無にかかわらず，塩化物イオン浸透速度は，試験時間を長くするほど減少
したことがわかる．通電を行った供試体では，塩化物イオン浸透速度は通電開始から 6 時間後までに
急速に減少し，その後は概ね一定で推移した．一方，通電を行わなかった供試体では，前述したよう
に静置時間を長くしても塩化物イオン浸透深さの増加がほとんど生じることがなかったため，32 時間
後には塩化物イオン浸透速度は極めて小さくなった．通電を行った供試体の塩化物イオン浸透速度は
通電を行わなかった供試体よりも大幅に大きく，通電時には電位勾配を駆動力とした泳動による塩化
物イオンの浸透が卓越していたと考えられる．ただし，通電時間が短い場合には，試験開始時に供試
体表層部に浸透する塩化物イオンによって塩化物イオン浸透速度が大きくなったと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       図-7.9 塩化物イオン浸透深さの推移          図-7.10 塩化物イオン浸透速度の推移 
 
 
(4) 塩化物イオン浸透速度の減少要因 
 前述したように既往の実験結果 7.36)では通電中の水酸化物イオンの移動速度が他のイオンと比較し
て著しく大きいことが報告されているため，N45 において試験前後の陽極側と陰極側の電気泳動セル
内の溶液の pH を pH メータで測定し，塩化物イオン浸透速度の減少と溶液中の水酸化物イオンの関係
について検討した．試験の前後に測定した各溶液の pH の推移を図-7.11 に示す．同図の試験時間 0 時
間の結果は試験前の各溶液の pH の測定値であり，陽極側溶液で 13.1，陰極側溶液で 7.5 であった．試
験後，陽極側溶液の pH は，ほとんど変化することなく，13 程度で推移した．ここでは通電を行った
場合の陽極側溶液の pH の結果を示したが，通電を行わなかった場合にも同様の結果が得られた．一
方，陰極側溶液の pH は通電の有無にかかわらず徐々に増加したが，増加の程度は通電の有無によっ
て異なった．すなわち，通電を行った場合の陰極側溶液の pH の増加量は通電を行わなかった場合よ
りも大きく，試験開始後 6 時間程度で陰極側と陽極側の溶液の pH が同程度となった．陰極側溶液で
は，通電時に供試体内部からの溶出に加えて，電極反応によって水酸化物イオンが生成されたため，
水酸化物イオンの濃度の増加量が大きくなったことが原因と考えられる． 
 前述したように通電開始後の塩化物イオン浸透速度は徐々に減少したが，陰極側溶液の pH は徐々
に増加し，どちらも 6 時間以降で概ね一定となって推移した．水酸化物イオンの移動速度は塩化物イ
オンよりも大きいことから 7.36)，7.40)，陰極側溶液では水酸化物イオンの濃度の増加とともに水酸化物
イオンの輸率も上昇して，塩化物イオンの移動量が相対的に減少したために，塩化物イオン浸透速度
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と陰極側溶液の pH の変化が収束するタイミングが概ね一致したと考えられる．これらのことを踏ま
えると，塩化物イオン浸透速度の減少要因としては，前述したように，陰極側の電気泳動セルに塩化
ナトリウム水溶液を充填した際に塩化物イオンが供試体表層部に浸透したために試験開始直後の塩化
物イオン浸透深さが大きくなったこと，また，ここで示したように，通電開始後に陰極側溶液におい
て塩化物イオンよりも移動速度の大きい水酸化物イオンの濃度が増加し，濃度の増加とともに水酸化
物イオンの輸率も上昇したために，通電中の水酸化物イオンの移動量が多くなり，結果として塩化物
イオンの移動量が相対的に減少したことが挙げられる． 
 次に，陰極側溶液の水酸化物イオンが塩化物イオン浸透速度に与える影響を検証するため，N45 で
印加電圧と陰極側溶液の種類を変えた場合の通電 6 時間後の塩化物イオン浸透深さを図-7.12 に示す．
同図では，陰極側溶液を 10%塩化ナトリウム水溶液とした場合（図中では「10% NaCl」と表示），3%
塩化ナトリウム水溶液とした場合（同「3% NaCl」と表示），3%および 10%塩化ナトリウム水溶液に
0.3 mol/Lとなるように水酸化ナトリウムをあらかじめ添加した場合（同「3% NaCl + NaOH添加」，「10% 
NaCl + NaOH 添加」と表示）において，通電 6 時間後の塩化物イオン浸透深さを示した．印加電圧が
30 V で同一の場合，塩化物イオン浸透深さは，陰極側溶液を 10%塩化ナトリウム水溶液とした場合と
比較して，3%塩化ナトリウム水溶液とした場合に僅かに小さくなり，水酸化ナトリウムを添加すると
さらに小さくなった．あらかじめ陰極側溶液に水酸化物イオンが多く含まれる場合には通電開始直後
から塩化物イオン浸透速度が水酸化物イオンの影響を受け，試験開始時に陰極側溶液の水酸化物イオ
ンの濃度が低い場合と比較して塩化物イオン浸透速度が小さくなったためと考えられる．この傾向は
特に 3%塩化ナトリウム水溶液を用いた場合に顕著に現れており，陰極側溶液の塩化ナトリウム水溶
液の濃度が低い場合には塩化物イオン浸透速度が水酸化物イオンの影響を受けやすくなると考えられ
る．このため，陰極側溶液の塩化ナトリウム水溶液の濃度は10%とすることが望ましいと考えられる．
ただし，図-7.12 では陰極側溶液に存在する水酸化物イオンが塩化物イオン浸透深さに与える影響は
印加電圧の違いによる影響に比べて小さいこと，また，前述の図-7.10 では塩化物イオン浸透速度は
通電時間を長くすると概ね一定で推移することが確認されていることから，十分な信頼性を有する試
験結果を得るためには印加電圧と通電時間を適切に設定することが重要と考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図-7.11 陽極側溶液と陰極側溶液の pHの推移     図-7.12 通電 6時間後の塩化物イオン浸透深さ 
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 通電時間の設定が塩化物イオン拡散係数の算出結果に与える影響を検討するため，2 種類の方法で
算出した N45 の塩化物イオン拡散係数を図-7.13 に示す．1 つは，NT BUILD 492 の式(7.6)～式(7.8)を
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用いて 0.5，1，2，3，6，9，12，16，20，24，28，32 時間のいずれか 1 種類の通電時間で得られた塩
化物イオン浸透深さから DNT BUILD 492を算出する方法である．もう 1 つは，式(7.9)を用いて複数の通電
時間で得られた塩化物イオン浸透深さから Dnssmを算出する方法である． 
 DNT BUILD 492は，図-7.10 の塩化物イオン浸透速度と同様に，通電時間を長くするほど小さくなった
ことがわかる．1 種類の通電時間で得られた塩化物イオン浸透深さから DNT BUILD 492を算出する場合，
設定した通電時間が短い場合には塩化物イオン浸透速度が大きくなり，過大な塩化物イオン拡散係数
を算出する可能性が高くなると考えられる．ただし，前述したように NT BUILD 492 には印加電圧 30 
V で通電を行った際の電流を参考に通電時間を設定する方法が示されており，この方法に従うと通電
時間は 24 時間あるいは 30 時間となる．図-7.13 によると通電時間を 24 時間以上とした場合には DNT 
BUILD 492は概ね一定となっており，NT BUILD 492 の通電時間の設定方法に準拠することによって過大
な塩化物イオン拡散係数の算出を避けることができると考えられる．一方，式(7.9)のように複数の通
電時間で得られた塩化物イオン浸透深さから Dnssmを算出する場合，特に塩化物イオン浸透速度が概ね
一定となった通電 6 時間以上の結果を用いると，Dnssmは通電時間の最も長い 32 時間で得られた DNT 
BUILD 492と同程度となり，過大な塩化物イオン拡散係数を算出することはなかった．したがって，塩化
物イオン拡散係数の過大評価を避けるためには，NT BUILD 492 の方法によって通電時間を設定して
式(7.6)～式(7.8)を用いて DNT BUILD 492を算出すること，あるいは，複数の通電時間で得られた塩化物イ
オン浸透深さから K を求めて式(7.9)を用いて Dnssmを算出することが望ましいと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-7.13 Dnssmと DNT BUILD 492 
 
 
7.4.2 非定常状態における塩化物イオンの移動に関する検討 
(1) 実験方法 
 非定常状態における供試体内部の塩化物イオンおよび各種イオンの移動状況を明らかにするため，
N45 と N40 シリーズを対象として JSCE-G 5747.41)に準拠した EPMA 法による面分析を行った． 
 N45 では，非定常状態における供試体内部の塩化物イオン濃度分布の経時変化を把握するため，通
電 2，6，12，20 時間後の供試体において，EPMA 法によって塩素の濃度分布を測定した．また，塩
化物イオン浸透の駆動力の違いが供試体内部の塩化物イオン濃度分布に与える影響の有無を明らかに
するため，同時に JSCE-G 572 に準拠した方法で製作し，10%塩化ナトリウム水溶液に 182 日間浸せき
した円柱供試体（φ100×150 mm）でも，EPMA 法によって塩素の濃度分布を測定した．いずれの供
試体も，試験後に試験面に対して直角方向に割裂した後，割裂面を平滑にするために切断し，「供試体
中央部の幅 40 mm×試験面から深さ 40 mm」を測定対象とした． 
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 一方，N40 シリーズでは，通電後の各種イオンの移動状況を把握するため，EPMA 法により塩素，
ナトリウム，カリウム，カルシウムの濃度分布を測定した．通電後の塩化物イオン浸透深さが同程度
の供試体で結果を比較するため，N40 では 12 時間，N40B50 と N40F20 では 21 時間の通電を行った供
試体を用いた．通電後の供試体を試験面に対して直角方向に割裂した後，割裂面を平滑にするために
切断し，「供試体中央部の幅 80 mm×供試体全長 50 mm」を測定対象とした．また，N40 シリーズで
は，通電を行っていない供試体を対象として，水銀圧入法による細孔径分布の測定も行った． 
 なお，EPMA 法によって測定した塩素の濃度分布は供試体を微粉砕して電位差滴定法によって測定
した全塩化物イオンの濃度分布と概ね一致することが報告されている 7.42)．このため，EPMA 法によ
る面分析から得られた塩素の濃度分布が全塩化物イオンの濃度分布と等しいとみなして検討を進めた． 
 
(2) 通電時の塩化物イオン濃度分布の経時変化 
 通電 2，6，12，20 時間後の N45 の塩化物イオン濃度分布を図-7.14 に示す．同図では，供試体中央
部の幅40 mmでの測定値を試験面である陰極側の供試体表面から厚さ0.1 mmごとに平均して示した．
通電 2 時間後と通電 6 時間後の結果の比較では，通電時間を長くすると供試体の深部へと塩化物イオ
ンが浸透するとともに，供試体表面付近の塩化物イオン濃度が増加したことがわかる．一方，通電 6
時間後，通電 12 時間後，通電 20 時間後の結果の比較では，ここでも通電時間を長くすると供試体の
深部へと塩化物イオンが浸透したが，供試体表面付近の塩化物イオン濃度は増加することなく，ある
一定の濃度以上には増加しなかったことがわかる．また，通電時間を長くすると塩化物イオンは一定
の濃度勾配を保った状態で供試体の深部へと浸透したことがわかる．通電 20 時間後までの結果による
と，非定常状態において電位勾配を駆動力として浸透する塩化物イオンは一定の濃度勾配を保った状
態で供試体の深部へと浸透するが，供試体表面付近では通電後の比較的早い段階で塩化物イオン濃度
がある一定の濃度以上に増加しなくなると考えられる． 
 供試体内部での塩化物イオンの浸透状況の変化は，塩化物イオン浸透速度にも影響を与える可能性
が高い．前述したように，塩化物イオン浸透速度は通電時間が短い場合に大きくなった．図-7.14 に
よると，通電時間が 6 時間よりも短い場合，塩化物イオンは供試体表面付近の濃度がある一定の濃度
に達する前に供試体の深部へと浸透しており，結果として，塩化物イオン浸透速度が大きくなったと
考えられる．通電時間を極端に短く設定すると，塩化物イオン浸透速度が大きくなるため，過大な塩
化物イオン拡散係数を算出する可能性があると考えられる．また，前述したように NT BUILD 492 の
塩化物イオン拡散係数の算出式である式(7.6)を導出する際の境界条件では通電開始後の供試体表面の
塩化物イオン濃度を一定と仮定していたが，図-7.14 によると，実際の供試体表面付近の塩化物イオ
ン濃度は通電開始後から徐々に増加してある一定の濃度に達したことがわかる．NT BUILD 492 の塩
化物イオン拡散係数の算出式を導出する際の境界条件は，通電時間が短い場合には，実際の塩化物イ
オンの浸透状況と一致していない可能性があると考えられる．したがって，これらに起因する塩化物
イオン拡散係数の算出誤差の発生を避けるためには，複数の通電時間で試験を行って塩化物イオン浸
透深さを求め，式(7.9)を用いて塩化物イオン拡散係数を算出することが望ましいと考えられる． 
 また，供試体内部において塩化物イオンが最も深部に浸透した位置，すなわち，塩化物イオンの浸
透フロントの付近では，塩化物イオン濃度分布の勾配が既往の実験結果 7.43)，7.44)と同様に，図-7.1 に示
した式(7.4)による塩化物イオン濃度分布の計算値の概形と比較して緩やかになったことがわかる．塩
化物イオン濃度分布の測定値と式(7.4)による計算値の概形に差が生じた原因としては，式(7.4)が通電
時には電位勾配を駆動力とする塩化物イオンの移動が卓越することや塩化物イオンの固定化平衡が線
形であることを仮定して導出されたものであるため，実際の塩化物イオンの浸透状況と差が生じたこ
とが挙げられる． 
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(3) 通電後と浸せき後の塩化物イオン濃度分布 
 試験方法の違いによる塩化物イオン濃度分布の差の有無を明らかにするため，通電 20 時間後と浸せ
き 182 日間後の N45 の供試体内部の塩化物イオン濃度分布を図-7.15 に示す．通電 20 時間後と浸せき
182 日後の供試体の塩化物イオン濃度分布を比較すると，塩化物イオン浸透深さは同程度であったが，
通電後の供試体では供試体表面付近の塩化物イオン濃度が浸せき後の供試体よりも小さくなったこと
がわかる．また，通電後の供試体の塩化物イオン濃度分布は右上に対して凸になったのに対して，浸
せき後の供試体の塩化物イオン濃度分布は右上に対して凹になっており，試験方法の違いによって塩
化物イオン濃度の分布形状が大幅に異なったことがわかる．図-7.14 に示したように，供試体表面付
近の塩化物イオン濃度は，通電時間を長くしても，ある一定の濃度に概ね留まっていた．このため，
非定常状態の範囲内で通電時間を長くして試験を行っても，通電後と浸せき後の供試体で供試体表面
付近の塩化物イオン濃度の差がなくなる可能性は低いと考えられる． 
 このように通電後と浸せき後の供試体で塩化物イオン濃度の分布形状が大幅に異なった一因として
は，固定化現象の影響が挙げられる．浸せき後の供試体の塩化物イオン濃度分布は，固定化現象の影
響を十分に受けながら，182 日間の浸せき期間において徐々に供試体内部に浸透した塩化物イオンの
濃度分布である．一方，通電後の供試体の塩化物イオン濃度分布は，20 時間の通電で強制的に供試体
内部に浸透させた塩化物イオンの濃度分布である．通電 20 時間後の供試体では，浸せき後の供試体と
比較して，塩化物イオン濃度の分布形状の勾配が急になり，供試体表面付近の塩化物イオン濃度が小
さくなった．非定常状態では，塩化物イオンは固定化現象の影響を受けながら供試体内部を移動する
と考えられるが，浸せき試験と比較して塩化物イオンの移動速度が速いことや試験時間が短いことか
ら，固定化される塩化物イオンの量が少なくなり，結果として通電後と浸せき後の供試体で塩化物イ
オン濃度の分布形状が異なったと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   図-7.14 通電後の塩化物イオン濃度分布   図-7.15 通電後と浸せき後の塩化物イオン濃度分布 
 
 
(4) 通電後の各種イオンの濃度分布 
 N40 シリーズの EPMA 法による面分析の結果を図-7.16 に示す．同図では，ナトリウム，カリウム，
カルシウムの濃度分布については，それぞれの酸化物に換算した濃度表記で示した．また，各イオン
の浸透の大部分がペーストに相当する部分で生じると仮定して，CaO 濃度 20 mass%以上のピクセルを
ペースト部で構成されるピクセルとみなして抽出して骨材の影響を排除し，供試体表面から厚さ 1.0 
mm ごとに測定値を平均して示した． 
 図-7.16 によると，N40 シリーズでは混和材の使用有無や種類，置換率が異なるが，いずれの供試
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
0 5 10 15 20 25 30 35 40
塩
化
物
イ
オ
ン
濃
度
(m
as
s%
)
陰極側の供試体表面からの距離(mm)
通電2時間後
通電6時間後
通電12時間後
通電20時間後
0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6
1.8
0 5 10 15 20 25 30 35 40
塩
化
物
イ
オ
ン
濃
度
(m
as
s%
)
供試体表面からの距離(mm)
通電20時間後
浸せき182日間後
 142
体においても通電によって塩化物イオンが移動していたことを明確に読み取ることができる．一方，
塩化物イオン以外のナトリウム，カリウム，カルシウムについては，通電による移動を明確に確認す
ることはできなかった．供試体の両端部でナトリウムの濃度が高くなった部分があるが，陽極側溶液
に水酸化ナトリウム水溶液，陰極側溶液に塩化ナトリウム水溶液を用いていたため，各溶液に含まれ
るナトリウムが濃度拡散によって供試体表層部に浸透したことが原因と考えられる．非定常・電気泳
動試験の通電時間は数時間から数十時間であるため，供試体内部でのカルシウム，ナトリウム，カリ
ウムの移動量が比較的少ない段階で通電を終えることができると考えられる．したがって，塩化物イ
オン以外のイオンの移動が試験結果に与える影響は電気泳動試験（JSCE-G 571）など通電時間の長い
試験方法と比較して小さいと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           (A)N40                          (B)N40B50                         (C)N40F20 
図-7.16 通電後のイオンの濃度分布 
 
 
(5) 通電後の塩化物イオン濃度分布と空隙構造の関係 
 N40 シリーズの塩化物イオン濃度分布を図-7.17，水銀圧入法による細孔径分布の測定結果を図-7.18，
図-7.19 に示す．図-7.17 の塩化物イオン濃度分布は，図-7.16 から塩素の測定結果のみを抽出して示
したものである．また，図-7.18 と図-7.19 の細孔径分布は，各供試体の単位体積あたりの細孔容積と
して示したものである． 
 図-7.17 によると，通電時間を N40 で 12 時間，N40B50 と N40F20 で 21 時間としたが，塩化物イオ
ン浸透深さは N40 で最大となったことがわかる．塩化物イオン濃度の分布形状を比較すると，塩化物
イオン浸透深さの最も大きい N40 では，供試体表面付近の塩化物イオン濃度が小さく，浸透フロント
の付近の濃度分布の勾配が緩やかになったが，塩化物イオン浸透深さの小さい N40B50 と N40F20 で
は，供試体表面付近の塩化物イオン濃度が大きく，浸透フロントの付近の濃度分布の勾配が急になっ
たことがわかる．一方，図-7.18 と図-7.19 によると，細孔直径 0.1 μm～10 μm では N40 で，細孔直径
0.01 μm～0.1 μm では N40 と N40F20 で，細孔直径 0.003 μm～0.01 μm では N40B50 と N40F20 で細孔
容積が大きく，高炉スラグ微粉末やフライアッシュを用いたことによって硬化体の空隙構造が緻密に
なったことがわかる．N40 では，N40B50 や N40F20 と比較して空隙構造が粗であったため，塩化物イ
オンが供試体の深部に浸透し，塩化物イオン濃度の分布形状の勾配が緩やかになったと考えられる．
一方，N40B50 と N40F20 では，混和材の使用によって硬化体の空隙構造が緻密となっていたこと，塩
化物イオンの固定化能力が高まっていたことなどから，塩化物イオンの浸透が抑制されたと考えられ
る．これらのことを踏まえると，非定常・電気泳動試験から得られる塩化物イオン浸透深さを用いる
ことによって，硬化体の空隙構造の粗細の差や塩化物イオンの固定化能力の違いに起因する塩化物イ
オン浸透抵抗性の差を評価できると考えられる． 
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図-7.17 N40 シリーズの塩化物イオン濃度分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  図-7.18 各細孔直径における細孔容積の分布           図-7.19 大径側から積算した細孔容積 
 
 
7.4.3 塩化物イオン拡散係数に関する検討 
(1) 実験方法 
 非定常・電気泳動試験と浸せき試験から得られた塩化物イオン拡散係数を比較するため，N40 シリ
ーズと N50 シリーズを対象として，両試験によって塩化物イオン拡散係数を算出した．非定常・電気
泳動試験では，材齢 91 日まで水中養生した供試体を用いて，7.3.2 に詳述した方法によって印加電圧
を 30 V として 1 時間～60 時間の範囲内で 5 種類の通電時間で試験を行い，式(7.9)を用いて Dnssmを算
出した．浸せき試験では，材齢 28 日まで水中養生した円柱供試体（φ100×200 mm）から JSCE-G 572
に準拠して中央部を厚さ 150 mm で切り出し，10%塩化ナトリウム水溶液に 182 日間浸せきした．そ
の後，供試体表面から厚さ 10 mm ごとに試料を切断して，JIS A 1154:2012 の電位差滴定法に準拠して
全塩化物イオンの濃度を測定し，得られた塩化物イオン濃度分布を最小二乗法によって式(7.12)にフィ
ッティングして Dapを算出した．なお，両試験には同時に製作した供試体を用いた． 
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(m)，t：試験期間(s)，C0：コンクリート表面の塩化物イオン濃度(kg/m3)，Ci：初期含有塩化物イオン
濃度(kg/m3)，Dap：塩化物イオンの見掛けの拡散係数(m2/s)，erf：誤差関数である． 
 
(2) 塩化物イオン拡散係数の比較 
 非定常・電気泳動試験から得られた Dnssmと浸せき試験から得られた Dapを図-7.20 に示す．両試験
から得られた塩化物イオン拡散係数は，試験方法の違いにかかわらず，ポルトランドセメントのみを
用いた供試体よりも混和材を用いた供試体で小さくなったことがわかる．また，W/B が同一の供試体
同士の比較では，両試験から得られた塩化物イオン拡散係数は，フライアッシュを用いた供試体より
も高炉スラグ微粉末を用いた供試体で小さくなったことがわかる．非定常・電気泳動試験では，浸せ
き試験と同傾向の大小関係の塩化物イオン拡散係数を得ることが可能であり，混和材の使用による塩
化物イオン浸透抵抗性の向上効果を適切に評価できると考えられる． 
 次に，Dnssmと Dapの大小を比較すると，いずれの供試体においても Dnssmが Dapよりも大きくなり，
この傾向は塩化物イオン拡散係数の大きいポルトランドセメントのみを用いた供試体で明確に現れた
ことがわかる．また，Dnssmでは Dapよりも供試体間の塩化物イオン拡散係数の差が大きくなったこと
がわかる．非定常・電気泳動試験と浸せき試験はどちらも硬化体の塩化物イオンの固定化能力や空隙
構造の違いに起因する塩化物イオン浸透抵抗性の差を評価できると考えられるが，非定常・電気泳動
試験では，浸せき試験と比較して，塩化物イオンの浸透速度が速く試験時間が短いため固定化される
塩化物イオンの量が少なくなったこと，塩化物イオン浸透の駆動力が異なるため試験後の供試体内部
の塩化物イオン濃度分布が同一ではないこと，試験時の塩化物イオンの移動経路が異なる可能性があ
ること 7.45)などから，塩化物イオン拡散係数の値に差が生じたと考えられる．また，非定常・電気泳
動試験では，短期間で電位勾配を駆動力として塩化物イオンを急速に浸透させるため，供試体間の塩
化物イオン浸透抵抗性の差が明確に現れたと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-7.20 Dnssmと Dap 
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7.5 コンクリート供試体を用いた応用実験 
 コンクリート供試体を用いた応用実験では，モルタル供試体を用いた基礎実験で得られた知見の妥
当性をコンクリートで検証し，非定常・電気泳動試験の適切な試験手順と活用方法を検討することを
目的とした． 
 コンクリートの配合と基礎物性を表-7.2 に示す．配合は 4 種類である．ポルトランドセメントのみ
を用いた供試体（C100），高炉スラグ微粉末 4000 の置換率を 50%あるいは 70%とした供試体（B50，
B70），フライアッシュ II 種の置換率を 20%とした供試体（F20）である．W/B（50%），単位水量（165 
kg/m3），単位粗骨材量（968 kg/m3）については，全配合で同一とした． 
 室温 20℃の実験室内でコンクリートの練混ぜと打込みを行い，打込み翌日に供試体を脱型し，所定
の材齢まで水温 20℃の養生槽内で水中養生を行った． 
 
表-7.2 コンクリートの配合と基礎物性 
配合 W/B (%) 
s/a 
(%) 
単位量(kg/m3) 
スランプ
(cm) 
空気量
(%) 
圧縮強度(N/mm2) 
W 
B = OPC + BS4 + FA 
S G 材齢 28 日 
材齢 
91 日 
材齢 
363日OPC BS4 FA 
C100 
50 
47.2 
165
330 － － 827
968
10.0 4.2 42.9 47.6 52.5 
B50 46.8 165 165 (50%) － 815 10.0 4.4 37.0 53.4 62.2 
B70 46.6 99 231 (70%) － 810 10.0 4.1 32.5 44.6 52.3 
F20 46.6 264 － 66 (20%) 807 11.5 4.7 33.5 46.4 56.8 
※W: 上水道水(茨城県つくば市), OPC: 普通ポルトランドセメント(密度 3.16 g/cm3, 比表面積 3340 cm2/g), BS4: 高炉スラグ微粉末
4000(密度 2.89 g/cm3, 比表面積 4410 cm2/g, SO3 2.08%(無水せっこう添加)), FA: フライアッシュ II 種(密度 2.08 g/cm3, 比表面積 3810 
cm2/g), S: 細骨材(静岡県掛川産陸砂, 密度2.56 g/cm3, 吸水率2.23%), G: 粗骨材(茨城県笠間産砕石6号(密度2.67 g/cm3, 吸水率0.43%, 
硬質砂岩)と5号(密度2.67 g/cm3, 吸水率0.46%, 硬質砂岩)を均等に混合), 単位量の( )内の百分率は結合材に占める混和材の質量%を
表示 
※化学混和剤: AE 減水剤(リグニンスルホン酸化合物とポリオールの複合体を主成分とするもの), 空気連行剤(F20 以外で変性ロジン
酸化合物系陰イオン界面活性剤を主成分とするもの, F20 で高アルキルカルボン酸系陰イオン界面活性剤と非イオン界面活性剤の複
合体を主成分とするもの)の使用量をスランプ 12±2.5 cm, 空気量 4.5±1.5%となるよう調整 
※スランプ: JIS A 1101:2005 に準拠して測定, 空気量: JIS A 1128:2005 に準拠して測定,  
※圧縮強度: 標準養生を行った円柱供試体(φ100×200 mm)の圧縮強度を JIS A 1108:2006 に準拠して測定 
 
 
7.5.1 実験方法 
(1) 非定常・電気泳動試験 
 非定常・電気泳動試験では，7.3.2 に詳述した方法で試験を行い，式(7.9)を用いて Dnssmを算出した．
この際，印加電圧と通電時間については，7.4 に示したモルタル供試体の実験結果を参考として，表-7.3
に示す方法によって設定した．すなわち，印加電圧については全ての供試体で 30 V とし，通電時間に
ついては通電 6 時間後の塩化物イオン浸透深さ xd,6hを参考に，陰極側溶液の塩化物イオンが通電中に
陽極側溶液に到達しないように，かつ，塩化物イオン浸透深さが極端に小さくならないように，3 時
間～48 時間で 6 時間を含む計 3 種類とした． 
 また，第 2 章に示したように混和材を用いたコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性は材齢の経過
とともに経時的に変化することが複数の既往研究において指摘されていたため，非定常・電気泳動試
験によって塩化物イオン浸透抵抗性の経時的な変化を定量的に把握することが可能か検証した．この
ため，材齢 14，28，56，91，182，273，363，743 日の 8 時点まで水温 20℃の養生槽内で水中養生を
行った直後の供試体を対象として，非定常・電気泳動試験によって Dnssmを算出した． 
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(2) 浸せき試験 
 Dnssmと Dapの比較のため，非定常・電気泳動試験に用いた供試体と同時に製作した供試体を用いて
浸せき試験を行った．材齢 28 日まで水温 20℃の養生槽内で水中養生を行った円柱供試体（φ100×200 
mm）から JSCE-G 572 に準拠して中央部を厚さ 150 mm で切り出し，10%塩化ナトリウム水溶液に 180
日間浸せきした．浸せき後，供試体の表面から深さ 20 mm までの部分を厚さ 5 mm，深さ 20 mm から
深さ 50 mm までの部分を厚さ 10 mm に切断して 0.15 mm 以下に微粉砕し，JIS A 1154:2012 の電位差
滴定法に準拠して全塩化物イオンの濃度を測定した．その後，得られた塩化物イオン濃度分布を最小
二乗法によって式(7.12)にフィッティングして Dapを算出した． 
 
(3) EPMA 法による面分析 
 非定常状態での供試体内部の塩化物イオン濃度分布をコンクリートでも把握するため，通電後の供
試体を対象として，JSCE-G 574 に準拠した EPMA 法による面分析によって塩素の濃度分布を測定し
た．塩化物イオンをなるべく供試体の深部まで浸透させて各供試体の塩化物イオン濃度分布を比較す
るため，通電時間を C100 で 24 時間，B50，B70，F20 で 48 時間とした．通電後の供試体を試験面に
対して直角方向に割裂した後，割裂面を平滑にするために切断し，「供試体中央部の幅 80 mm×供試
体全長 50 mm」を測定対象とした．測定には材齢 273 日まで水中養生して非定常・電気泳動試験を行
った後の供試体を用いた． 
 
表-7.3 印加電圧と通電時間の一覧 
印加電圧 
(V) 
通電 6 時間後の 
塩化物イオン浸透深さ
xd,6h (mm) 
通電時間
(hour) 
30 
0.0 < xd,6h ≤ 2.5 6, 27, 48 
2.5 < xd,6h ≤ 5.0 6, 24, 42 
5.0 < xd,6h ≤ 7.5 6, 21, 36 
7.5 < xd,6h ≤ 10.0 6, 18, 30 
10.0 < xd,6h ≤ 12.5 6, 15, 24 
12.5 < xd,6h ≤ 15.0 6, 12, 18 
15.0 < xd,6h ≤ 20.0 6, 10.5, 15
20.0 < xd,6h ≤ 25.0 6, 9, 12 
25.0 < xd,6h ≤ 30.0 3, 6, 9 
 
 
7.5.2 実験結果 
(1) 印加電圧と通電時間の設定に関する検討 
 印加電圧の設定方法の妥当性を通電中の電流の変化の有無に着目して検証するため，通電開始直後
と通電 6 時間後の電流を図-7.21 に示す．同図では，図-7.8 に示したモルタル供試体の結果にコンクリ
ート供試体の結果を重ね合わせて示した．この結果によると，コンクリート供試体では材齢 14 日の比
較的初期の材齢，すなわち，塩化物イオン浸透抵抗性の比較的低い時点から非定常・電気泳動試験を
行ったが，通電中の電流の大幅な増加は発生していなかったことがわかる．印加電圧の設定値を 30 V
とすることによって，コンクリート供試体においても，また，比較的初期の材齢においても，通電中
の電流の大幅な増加を避けることができると考えられる． 
 次に，通電時間の設定方法の妥当性を塩化物イオン拡散係数の算出結果から検証するため，1 種類
の通電時間で得られた塩化物イオン浸透深さを用いて NT BUILD 492 の式(7.6)～式(7.8)から算出した
DNT BUILD 492，3 種類の通電時間で得られた塩化物イオン浸透深さを用いて式(7.9)から算出した Dnssmを
図-7.22 に示す．同図では，代表例として材齢 28 日まで水中養生を行った供試体の結果を示した．水
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中養生期間の異なる他の供試体においても，同様の結果が得られた．なお，NT BUILD 492 では式(7.8)
の cdとして普通ポルトランドセメントを用いたコンクリートの値のみが示されており，混和材を用い
たコンクリートでの値が明確ではなかったが，ここでは全ての配合の供試体で普通ポルトランドセメ
ントを用いたコンクリートの値を入力して DNT BUILD 492を算出した． 
 図-7.22 によると，図-7.13 のモルタル供試体の結果と同様に，DNT BUILD 492は通電時間を長くするほ
ど小さくなったことがわかる．一方，Dnssmは，それぞれの配合で通電時間を最も長くした場合に得ら
れた DNT BUILD 492と同程度か，若干小さくなったことがわかる．NT BUILD 492 の通電時間の設定方法
に準拠すると，いずれの配合の供試体も通電時間は 24 時間となり，この場合の DNT BUILD 492は Dnssmと
同程度になると考えられる．また，ここでは表-7.3 のように通電 6 時間後の塩化物イオン浸透深さに
もとづき，陰極側溶液の塩化物イオンが通電中に陽極側溶液に到達せず，かつ，塩化物イオン浸透深
さが極端に小さくならない範囲内で 3 種類の通電時間を設定して Dnssmを求めたが，Dnssmは通電時間
を最も長くした場合の DNT BUILD 492と同程度か，あるいは，若干小さくなった．したがって，コンクリ
ート供試体においても，NT BUILD 492 の方法によって通電時間を設定して DNT BUILD 492を算出するこ
と，あるいは，複数の通電時間で得られた塩化物イオン浸透深さから K を求めて式(7.9)から Dnssmを
算出することによって，過大な塩化物イオン拡散係数の算出を避けることができると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  図-7.21 通電開始直後と通電 6時間後の電流  図-7.22 コンクリート供試体のDnssmとDNT BUILD 492 
 
 
(2) 積算通過電荷量と塩化物イオン浸透深さの関係に関する検討 
 積算通過電荷量と塩化物イオン浸透深さを図-7.23 に示す．同図の積算通過電荷量は，通電時の電
流の測定値を電荷量に換算し積算して求めた結果である．また，同図には，非定常・電気泳動試験を
行った全ての供試体から得られた結果を示した． 
 積算通過電荷量と塩化物イオン浸透深さの関係は，混和材の使用有無や種類，置換率によって異な
ったことがわかる．例えば，高炉スラグ微粉末を用いた B50 と B70 では，積算通過電荷量が同程度で
あっても，ポルトランドセメントのみを用いた C100 やフライアッシュを用いた F20 よりも塩化物イ
オン浸透深さが小さくなった．この傾向は積算通過電荷量と塩化物イオン浸透深さが大きい場合に特
に明確に現れた．前述したように既往研究には積算通過電荷量を用いた間接的な比較では塩化物イオ
ン浸透抵抗性を適切に評価できないと指摘するものもあったが，図-7.23 からも同様のことを指摘で
きる．すなわち，積算通過電荷量と塩化物イオン浸透深さの関係は混和材の使用有無や種類，置換率
によって異なるため，混和材の使用有無や種類，置換率の異なるコンクリートの塩化物イオン浸透抵
抗性を適切に評価するためには，通電後の供試体内部の塩化物イオン浸透深さのように塩化物イオン
浸透抵抗性を直接的に評価できる指標を用いることが望ましいといえる． 
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図-7.23 積算通過電荷量と塩化物イオン浸透深さ 
 
 
(3) 塩化物イオン拡散係数に関する検討 
 浸せき試験から得られた塩化物イオン濃度分布を図-7.24 に示す．混和材を用いた供試体では，ポ
ルトランドセメントのみを用いた C100 よりも塩化物イオンの浸透が抑制されたことがわかる．この
ように，浸せき後の供試体の塩化物イオン濃度分布では，混和材の使用によって塩化物イオン浸透抵
抗性が向上したことを明確に確認することができる． 
 次に，非定常・電気泳動試験から得られた Dnssmと浸せき試験から得られた Dapを図-7.25 に示す．
同図には，図-7.20 に示したモルタル供試体の結果も併記した．モルタル供試体の試験結果となるべ
く同一の条件で結果を比較するために，コンクリート供試体の Dnssmについては水中養生 91 日後の結
果，コンクリート供試体の Dapについては浸せき 180 日後の結果を示した． 
 図-7.25 によると，コンクリート供試体においても，Dnssm と Dap はポルトランドセメントのみを用
いた C100 よりも混和材を用いた供試体で小さく，この大小関係はどちらの拡散係数においても確認
することができる．また，コンクリート供試体で得られた Dnssmと Dapの関係は，モルタル供試体の結
果と同傾向となった．これらのことを踏まえると，コンクリート供試体においても，非定常・電気泳
動試験を用いることによって，混和材の使用有無や種類，置換率の違いによる塩化物イオン浸透抵抗
性の差を正確に評価できると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         図-7.24 塩化物イオン濃度分布            図-7.25 コンクリート供試体の Dnssmと Dap 
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(4) 塩化物イオン浸透抵抗性の経時的な変化に関する検討 
 Dnssmの推移を図-7.26 に示す．同図では，Dnssmと試験実施時の材齢の関係を式(7.13)で回帰分析して
算出した回帰曲線を配合ごとに併記した．また，ここで得られた式(7.13)の材齢依存性を示すパラメー
タ mnssmを図-7.27 に示す． 
 
   
nssmm
nt t
nDD 

         (7.13) 
ここに，Dt：任意材齢の Dnssm(m2/s)，Dn：基準となる材齢の Dnssm(m2/s)，n：基準となる材齢(day，こ
こでは材齢 28 日に設定)，t：任意材齢(day)，mnssm：材齢依存性を示すパラメータである． 
 
 全ての配合において，材齢が経過するほど Dnssmが徐々に小さくなったことを確認できる．すなわち，
混和材の使用有無にかかわらず，材齢の経過とともに塩化物イオン浸透抵抗性が向上したといえる．
ただし，この減少の程度は混和材の使用有無や種類，置換率によって異なり，特にフライアッシュを
用いた F20 において減少の程度が大きくなった．すなわち，F20 の Dnssmは，材齢 14 日から材齢 28 日
の範囲ではポルトランドセメントのみを用いた C100 よりも大きくなったが，材齢 28 日以降では材齢
の経過とともに徐々に減少し，材齢 182 日以降では高炉スラグ微粉末を用いた B50 や B70 と同程度と
なった．F20 ではフライアッシュのポゾラン反応によって材齢 28 日以降で塩化物イオン浸透抵抗性が
大幅に向上したためと考えられる．この結果，mnssmは F20 で最も大きくなった．また，mnssmは C100
と比較して混和材を用いた供試体で大きく，高炉スラグ微粉末を用いた供試体同士の比較では高炉ス
ラグ微粉末の置換率の高い B70 で大きくなった． 
 これらのことを踏まえると，混和材を用いたコンクリートでは材齢の経過による塩化物イオン浸透
抵抗性の経時的な変化の程度がポルトランドセメントのみを用いたコンクリートよりも大きく，さら
に，塩化物イオン浸透抵抗性の経時的な変化の程度は混和材の種類や置換率によっても多様に変化す
ると考えられる．非定常・電気泳動試験では，試験実施時のコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性
を迅速かつ簡便に評価することが可能であり，このような材齢の経過に伴う塩化物イオン浸透抵抗性
の経時的な変化を定量的に把握することができると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             図-7.26 Dnssmの推移                                 図-7.27 mnssm 
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(5) 通電後の塩化物イオン濃度分布と硝酸銀溶液の変色境界に関する検討 
 EPMA 法による面分析によって測定した通電後の供試体内部の塩化物イオン濃度分布を図-7.28 に
示す．同図では，塩化物イオン浸透の大部分がペーストに相当する部分で生じると仮定して，CaO 濃
度が 10 mass%～45 mass%のピクセルをペースト部で構成されるピクセルとみなして抽出して骨材の
影響を排除し，供試体表面から厚さ 0.1 mm ごとに測定値を平均して示した．また，硝酸銀溶液の変
色境界と塩化物イオンの浸透フロントの位置も併記した．塩化物イオンの浸透フロントについては，
EPMA 法による面分析の測定結果を精査し，通電による外部からの塩化物イオンの浸透を確認できた
位置とした．なお，図-7.14 と同様に，EPMA 法による面分析で得られた塩素の濃度分布が全塩化物
イオンの濃度分布と等しいとみなして検討を進めた． 
 ポルトランドセメントのみを用いた C100 では，通電時間を他の供試体の半分としたが，塩化物イ
オン浸透深さが最も大きく，浸透フロントの付近で塩化物イオン濃度の分布形状の勾配が緩やかにな
った．逆に混和材を用いた供試体では，塩化物イオン浸透深さが小さく，浸透フロントの付近で塩化
物イオン濃度の分布形状の勾配が急になった．この傾向は図-7.17 に示したモルタル供試体の実験結
果とも一致し，コンクリート供試体でも混和材の使用有無や種類，置換率の違いによる塩化物イオン
浸透抵抗性の差が通電後の塩化物イオンの浸透深さや濃度分布に現れることを示している．一方，硝
酸銀溶液の変色境界と塩化物イオンの浸透フロントの位置に着目すると，硝酸銀溶液の変色境界は塩
化物イオンの浸透フロントと一致しておらず，供試体表面から変色境界までの距離は浸透フロントま
での距離よりも小さくなったことがわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
                   (A)C100                                          (B)B50 
 
 
 
 
 
 
 
                   (C)B70                                           (D)F20 
図-7.28 通電後の塩化物イオン濃度分布，硝酸銀溶液の変色境界，塩化物イオンの浸透フロント 
 
 
 次に，硝酸銀溶液の変色境界付近の塩化物イオン濃度を図-7.29 に示す．また，図-7.28 から求めた
塩化物イオンの浸透フロントから硝酸銀溶液の変色境界までの距離を図-7.30 に示す．EPMA 法によ
る面分析では濃度分布を精緻に測定できるため，図-7.29では変色境界を中心とした幅 1 mm，幅 2 mm，
幅 3 mm の 3 種類の測定範囲での塩化物イオン濃度を示した．図-7.29 によると，変色境界付近の塩化
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物イオン濃度は，測定範囲の幅の違いによって若干の差が生じたが，混和材の使用有無や種類，置換
率の違いにかかわらず，0.20 mass%～0.25 mass%の範囲になったことがわかる．NT BUILD 492 の式
(7.8)では変色境界における供試体の塩化物イオン濃度 cdとして普通ポルトランドセメントのみを用い
た場合の値のみを示しているが，ここで対象とした 4 種類の供試体の比較では，硝酸銀溶液の変色境
界付近での塩化物イオン濃度に大幅な差は生じていなかったと考えられる．また，図-7.30 によると，
塩化物イオンの浸透フロントから硝酸銀溶液の変色境界までの距離は，塩化物イオン濃度の分布形状
の勾配が緩やかなほど大きく，C100 で最大となった．硝酸銀溶液の変色境界付近の塩化物イオン濃度
が同程度であったため，塩化物イオン濃度の分布形状の勾配が緩やかなほど，塩化物イオンの浸透フ
ロントから硝酸銀溶液の変色境界までの距離が大きくなったと考えられる． 
 式(7.9)では，複数の通電時間で試験を行い，硝酸銀溶液噴霧法によって得られる塩化物イオン浸透
深さから供試体内部での塩化物イオンの浸透速度を K として求めて Dnssmを算出する．このため，式
(7.9)を用いて Dnssmを算出することによって，混和材の使用有無や種類，置換率が異なるコンクリート
においても，塩化物イオン濃度の分布形状の違い，硝酸銀溶液噴霧法によって得られる変色境界の塩
化物イオン濃度の違い，塩化物イオンの浸透フロントから硝酸銀溶液の変色境界までの距離の違いの
影響を受けることなく，塩化物イオン拡散係数を算出できると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-7.29 硝酸銀溶液の変色境界付近の塩化物イオン濃度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-7.30 浸透フロントから硝酸銀溶液の変色境界までの距離 
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7.6 本章のまとめ 
 本章では，混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価で
きる新しい試験方法として非定常・電気泳動試験に着目し，モルタル供試体とコンクリート供試体を
用いた検証実験を行い，非定常・電気泳動試験による塩化物イオン浸透抵抗性の評価方法について検
討した結果を示した． 
 本章で得られた知見を以下にまとめる． 
 
1. 複数の試験時間で通電を行い，通電後の供試体内部の塩化物イオン浸透深さを硝酸銀溶液噴霧法
によって測定して非定常状態での塩化物イオンの浸透速度を求め，塩化物イオン拡散係数を算出
する方法を提示した．この方法を採用することによって，混和材の使用有無や種類，置換率の異
なるコンクリートにおいても，硝酸銀溶液噴霧法から得られる硝酸銀溶液の変色境界での供試体
の塩化物イオン濃度の違いや供試体内部の塩化物イオン濃度分布の違いに起因する塩化物イオ
ン拡散係数の算出誤差の発生を防止することが可能となり，塩化物イオン浸透抵抗性を適切に評
価できることを示した． 
2. 混和材の使用有無や種類，置換率にかかわらず，非定常・電気泳動試験から得られる塩化物イオ
ン拡散係数と浸せき試験から得られる見掛けの拡散係数が同傾向の大小関係となることを確認
し，非定常・電気泳動試験を適用することによって混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物
イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価できることを示した． 
3. 非定常・電気泳動試験では，試験実施時の供試体の塩化物イオン浸透抵抗性を評価することが可
能であり，混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性の経時的な変化を定量
的に把握できることを示した． 
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第 8 章 混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計の考え方 
 
 
8.1 本章の概要 
 本章では，第 4 章～第 7 章で得られた知見を総合的に勘案して，混和材を大量に用いたコンクリー
トの耐久設計の考え方を提案することを目的とした． 
 これまでに述べたように，本論文では，コンクリート構造物の主たる劣化要因である塩化物イオン
浸透と中性化，凍結融解を対象として，曝露試験と室内試験の結果にもとづいて各劣化要因に対する
抵抗性や複数の劣化要因の組合せに起因する複合劣化の発生メカニズムについて検討した．また，混
和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価するための試験方
法として非定常・電気泳動試験に着目し，適切な試験手順と活用方法について検討した．本章では，
これらの検討で得られた知見を総合的に勘案して，混和材を大量に用いたコンクリートの耐久性の特
徴を改めて整理するとともに，塩化物イオン浸透や中性化，凍結融解の影響を受けるコンクリートの
耐久設計の考え方を提案した． 
 なお，本論文では塩化物イオン浸透と中性化，凍結融解を検討対象としており，これら以外の劣化
要因による影響については別途検討を行う必要がある． 
 
 
8.2 混和材を大量に用いたコンクリートの耐久性の特徴 
 混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン浸透や中性化，凍結融解に対する抵抗性は，ポ
ルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較して大幅に異なる傾向を示す場合がある．第 4
章～第 6 章で得られた知見を踏まえると，混和材を大量に用いたコンクリートの耐久性の特徴は表
-8.1 のように整理できる． 
 塩化物イオン浸透抵抗性については，第 4 章の検討結果によると，混和材を大量に用いたコンクリ
ートでは，W/B の低減などによって中性化の進行を抑制することができれば，ポルトランドセメント
のみを用いたコンクリートよりも向上することが確認された．しかし，中性化の進行程度が大きくな
ると，外部から浸透した塩化物イオンが未中性化領域に濃集し，コンクリート内部への塩化物イオン
の浸透量が多くなる場合があることに留意する必要がある． 
 中性化抵抗性については，第 5 章の検討結果によると，混和材を大量に用いたコンクリートでは，
W/B が同一の場合にはポルトランドセメントのみを用いたコンクリートよりも低下する傾向にある
が，W/B を低減することによって中性化の進行を抑制できることが確認された．また，土中のように
大気との接触が制限される環境では，中性化の進行速度が極めて遅くなることも確認された．したが
って，混和材を大量に用いたコンクリートにおいても，配合条件の選定や供用時の環境条件の判定を
適切に行うことによって中性化の進行を抑制することが可能であり，結果として，前述した未中性化
領域への塩化物イオンの濃集の程度を小さくすることも可能となる． 
 凍結融解抵抗性については，第 6章の検討結果によると，混和材を大量に用いたコンクリートでは，
化学混和剤を用いて AE コンクリートとすることによって，ポルトランドセメントのみを用いたコン
クリートと同等以上になることが確認された．ただし，高炉スラグ微粉末の置換率を 70%よりも高め
ると中性化の進行後に凍結融解抵抗性が低下する場合があるため，高炉スラグ微粉末の置換率の選定
や供用時の環境条件の判定を適切に行うことや，W/B の低減などによって中性化の進行を抑制するこ
とによって，凍結融解抵抗性の低下を避ける必要がある． 
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 以上のことを踏まえると，混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計の検討にあたって留意す
べき事項は，次の 3 点に集約される． 
 
・混和材を大量に用いたコンクリートでは，中性化の影響を受けない環境で適用する場合，ある
いは，中性化の進行を抑制できる場合には，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリート
と比較して，塩化物イオン浸透抵抗性は向上し，凍結融解抵抗性は同等以上になる． 
・混和材を大量に用いたコンクリートでは，中性化の進行程度が大きい場合には，塩化物イオン
浸透や凍結融解との組合せによる複合劣化の発生が危惧される． 
・混和材を大量に用いたコンクリートの中性化の進行を抑制するためには，W/B や混和材の種類
と置換率などの配合条件の選定や供用時の環境条件の判定を適切に行う必要がある． 
 
 
表-8.1 混和材を大量に用いたコンクリートの耐久性の特徴 
耐久性 特徴 
塩化物イオン浸透 
抵抗性 
・ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較して塩
化物イオン浸透抵抗性は向上する． 
・中性化の進行程度が大きいと，外部から浸透した塩化物イオン
が未中性化領域に濃集して，コンクリート内部への塩化物イオン
の浸透量が多くなる場合がある． 
中性化 
抵抗性 
・W/B が同一の場合，ポルトランドセメントのみを用いたコンク
リートと比較して中性化抵抗性は低下する． 
・W/B を低減することによって，中性化の進行を抑制できる． 
・土中のように大気との接触が制限される環境では，中性化の進
行速度が極めて遅くなる． 
凍結融解 
抵抗性 
・化学混和剤を用いて AE コンクリートとすることによって，ポ
ルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較して凍結
融解抵抗性は同等以上になる． 
・高炉スラグ微粉末の置換率を 70%よりも高めると，中性化の進
行後に凍結融解抵抗性が低下する場合がある． 
 
 
8.3 混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計の基本区分 
 混和材を大量に用いたコンクリートの実用化を進めるためには，8.2 に示した耐久性の特徴を適切
に踏まえて耐久設計の方法を確立する必要がある．この際，混和材を大量に用いたコンクリートでは，
中性化の進行程度が大きくなると，塩化物イオン浸透や凍結融解との組合せによる複合劣化の発生が
危惧されるため，供用時の環境条件や中性化の抑制対策の有無による影響を十分に考慮して耐久設計
の考え方を整理しておく必要がある．そこで，塩化物イオン浸透や中性化，凍結融解の影響の有無に
よる環境条件の違いと中性化の抑制対策の有無に応じて，混和材を大量に用いたコンクリートの適用
にあたって期待される効果と必要となる対策を整理し，耐久設計の基本区分として表-8.2 に示す． 
 混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計を行う際には，構築する構造物の供用時の環境条件
を正しく把握する必要がある．具体的には，塩化物イオン浸透や中性化，凍結融解など，構築する構
造物が供用時に受ける影響の種類とその程度を正しく把握する必要がある．この理由は，前述したよ
うに，混和材を大量に用いたコンクリートでは，塩化物イオン浸透や中性化，凍結融解に対する抵抗
性がポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較して大幅に異なる場合があることi，中性
                                                        
i 第 4 章で塩化物イオン浸透抵抗性，第 5 章で中性化抵抗性，第 6 章で凍結融解抵抗性についての検討結果を示してい
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化の進行程度が大きくなると塩化物イオン浸透や凍結融解との組合せによって複合劣化に発展する場
合があることiiが確認されたためである．ただし，中性化の影響を受けない環境に適用する場合や W/B
の低減などによって中性化の進行を抑制する場合には，複合劣化の発生を防止することが可能となり，
混和材の使用によって耐久性を向上させることができる． 
 これらのことを踏まえると，混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計においては，まず，中
性化の影響と抑制対策の有無を確認する必要がある．中性化の影響を受けない環境は，例えば，地下
や水面下，容器の内部など，コンクリートの表面が土や水，容器などに覆われることによって二酸化
炭素との接触が制限される環境，あるいは，塩害環境の干満帯など，水が供給される頻度が高いため
にコンクリートの含水率が高く保たれる環境であり，中性化の進行速度が極めて遅くなると推定され
る環境である．一方，中性化の影響を受ける環境は，例えば，一般環境の大気中や塩害環境の飛沫帯
など，コンクリートが大気中に露出して二酸化炭素との接触がある環境，かつ，水分の供給が常時行
われないためにコンクリートが乾燥状態に置かれる環境であり，中性化の抑制対策を行わない場合に
中性化の進行程度が大きくなると推定される環境である．なお，中性化の抑制をする方法としては，
W/B や混和材の種類と置換率などの配合条件を適切に選定することが挙げられる． 
 次に，塩化物イオン浸透や凍結融解の影響の有無を確認する必要がある．この際，前述したように
中性化の進行程度が大きいと塩化物イオン浸透や凍結融解との組合せによって複合劣化に発展する場
合があることが確認されているため，中性化の影響や抑制対策の有無によって検討方法が異なること
に留意する必要がある．中性化の影響を受けない環境，あるいは，中性化の影響を受ける環境におい
て中性化の抑制対策を行う場合には，混和材を大量に用いたコンクリートでは，ポルトランドセメン
トのみを用いたコンクリートと比較して，塩化物イオン浸透抵抗性は向上し，凍結融解抵抗性は同等
以上となることから，混和材の使用によるコンクリートの耐久性の向上効果を確実に得ることができ
るiii．また，複合劣化の発生を危惧することなく，塩化物イオン浸透や凍結融解に対する抵抗性の検
討を個別に行うことができる．さらに，地下や水面下，容器の内部などの中性化の影響を受けない環
境は構造物の定期的な点検や更新を容易に行うことができない環境でもあるため，混和材を大量に用
いて塩化物イオン浸透や凍結融解に対する抵抗性を高めたコンクリートを適用することによって，構
造物の維持管理の負担を軽減することも可能となる．ただし，中性化の抑制対策を行う場合には，抑
制対策の効果を確認しておくことが不可欠である．一方，中性化の影響を受ける環境において抑制対
策を行わない場合には，中性化の進行後に塩化物イオン浸透や凍結融解との組合せによって複合劣化
が発生する可能性が高いことに留意し，必要に応じて適切な対策を講じる必要がある． 
 混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン浸透や中性化，凍結融解に対する抵抗性を検討
する際に配慮すべき事項について，次の 8.4～8.6 において個別に詳細に示す． 
 
                                                                                                                                                                             
る．混和材を大量に用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，塩化物イ
オン浸透と中性化，凍結融解に対する抵抗性が大幅に異なる傾向を示す場合があることが確認されている． 
ii 第 4 章に示した曝露試験の結果によると，コンクリート表層部で中性化が進行すると，外部から浸透した塩化物イオ
ンが未中性化領域に濃集してコンクリート内部への塩化物イオンの浸透量が多くなる場合があることが確認されてい
る．第 6 章に示した凍結融解試験の結果によると，高炉スラグ微粉末の置換率を 70%よりも高めたコンクリートでは，
中性化の進行後に凍結融解抵抗性が低下する場合があることが確認されている． 
iii 第 4 章に示した曝露試験と浸せき試験（JSCE-G 572 に準拠）の結果や第 6 章に示した凍結融解試験（JIS A 1148:2010
に準拠）の結果によると，混和材を大量に用いたコンクリートでは，中性化の進行を抑制できる場合には，ポルトラン
ドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，塩化物イオン浸透抵抗性は向上すること，凍結融解抵抗性は同等以
上になることが確認されている．室内試験では中性化の影響を受けない条件で試験を行うことが可能であるため，中性
化の影響を受けない環境での塩化物イオン浸透抵抗性と凍結融解抵抗性の傾向を確認することができる． 
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表-8.2 混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計の基本区分 
【劣化要因】 
中性化      
【劣化要因】 
塩化物イオン浸透 
凍結融解 
中性化の影響を
受けない環境 
中性化の影響を受ける環境 
中性化の 
抑制対策あり 
中性化の 
抑制対策なし 
塩化物イオン浸透の 
影響を受ける環境 
・中性化抵抗性の
検討は不要であ
り，塩化物イオ
ン浸透抵抗性の
みを検討する．
 
・中性化の抑制対
策の効果を確認
した上で，塩化
物イオン浸透抵
抗性を検討す
る． 
 
・複合劣化の発生に配慮して，塩化物
イオン浸透抵抗性と中性化抵抗性の
両方を検討する． 
 
 
＊混和材を大量に用いたコンクリー
トの適用で期待される効果 
・混和材を大量に用いたコンクリート
では，ポルトランドセメントのみを
用いたコンクリートと比較して，塩
化物イオン浸透抵抗性は向上する．
 
 
＊混和材を大量に用いたコンクリー
トの適用で必要となる対策 
・中性化の進行によって未中性化領域
に濃集する塩化物イオンに起因する
鋼材腐食を防止するため，中性化残
りを適切に設定する． 
 
凍結融解の 
影響を受ける環境 
・中性化抵抗性の
検討は不要であ
り，凍結融解抵
抗性のみを検討
する． 
 
・中性化の抑制対
策の効果を確認
した上で，凍結
融解抵抗性を検
討する． 
 
・複合劣化の発生に配慮して，凍結融
解抵抗性と中性化抵抗性の両方を検
討する． 
 
 
＊混和材を大量に用いたコンクリー
トの適用で期待される効果 
・混和材を大量に用いたコンクリート
では，化学混和剤を用いて AE コン
クリートとすることによって，ポル
トランドセメントのみを用いたコン
クリートと比較して，凍結融解抵抗
性は同等以上になる． 
 
 
＊混和材を大量に用いたコンクリー
トの適用で必要となる対策 
・化学混和剤を用いて AE コンクリー
トとする． 
・高炉スラグ微粉末の置換率を 70%
以下に設定する． 
・高炉スラグ微粉末の置換率を 70%
よりも高める場合には，事前の試験
によって中性化の進行後も十分な凍
結融解抵抗性を確保できることを確
認する． 
 
塩化物イオン浸透 
および凍結融解の 
影響を受けない環境 
・耐久性の検討は
不要である． 
 
 
・中性化の抑制対
策の効果を確認
する． 
・中性化抵抗性を検討する． 
 
 
 
※「中性化の影響を受けない環境」および「中性化の影響を受ける環境において中性化の抑制対策を行う場合」では，
混和材を大量に用いたコンクリートの適用によって耐久性を向上できることが期待される． 
※「中性化の影響を受ける環境において中性化の抑制対策を行わない場合」には，混和材を大量に用いたコンクリート
を適用する際に，中性化の進行後に塩化物イオン浸透や凍結融解との組合せによる複合劣化が発生することがある点
に配慮する必要がある． 
※中性化の抑制対策としては，例えば，W/B を低減すること，混和材の種類や置換率の選定を適切に行うことなどが挙
げられる． 
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8.4 塩化物イオン浸透抵抗性の検討 
 本節では，塩化物イオン浸透抵抗性を検討する際に配慮すべき事項を示す． 
 
I 耐久設計の考え方の基本 
 混和材を大量に用いたコンクリートでは，硬化体の空隙構造が緻密になること，水和生成物の
塩化物イオンの固定化能力が高まることなどによって，ポルトランドセメントのみを用いたコン
クリートよりも塩化物イオン浸透抵抗性が向上するiv．しかし，塩化物イオンに起因する鋼材の腐
食速度は他の劣化要因に起因するものと比較して速く，腐食の程度によっては構造物の耐荷性能
にも甚大な影響が生じる場合がある．このため，混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イ
オン浸透抵抗性は，構造物が置かれる環境条件を適切に考慮して，十分な信頼性を有する方法を
用いて検討する必要がある．具体的には，土木学会コンクリート標準示方書 8.1)と同様に，構造物
の供用期間中に鋼材位置の塩化物イオン濃度が鋼材腐食発生限界濃度に達しないことを照査する
方法を用いることができる．ただし，この方法によって混和材を大量に用いたコンクリートの塩
化物イオン浸透抵抗性を検討する際には，次の事項に配慮する必要がある． 
 
II コンクリートへの塩化物イオンの浸透について 
 コンクリート内部における塩化物イオンの浸透は，式(8.1)の Fick の拡散方程式の解に従うと仮
定することができる．ただし，コンクリート表層部の中性化の進行程度が大きくなると，外部か
ら浸透した塩化物イオンが未中性化領域に濃集するため，式(8.1)を用いて将来的な塩化物イオン
浸透を予測することが困難となる場合があるv．このような場合には，後述する中性化抵抗性の検
討において中性化残りを適切に設定することなどによって，未中性化領域に濃集した塩化物イオ
ンに起因する鋼材腐食の発生を防止する必要がある． 
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ここに，C(x, t)：距離 x と供用期間 t での塩化物イオン濃度(kg/m3)，x：コンクリート表面からの
距離(m)，t：供用期間(s)，C0：コンクリート表面の塩化物イオン濃度(kg/m3)，Ci：初期含有塩化
物イオン濃度(kg/m3)，D：塩化物イオン拡散係数(m2/s)，erf：誤差関数である． 
 
III 塩化物イオン拡散係数について 
 式(8.1)を用いてコンクリート内部への将来的な塩化物イオン浸透を予測するためには，コンク
リートの塩化物イオン拡散係数を適切に設定する必要がある．供用時に構造物が置かれる環境条
件と同様の環境条件で行った曝露試験の結果を利用できる場合には，この結果を用いて塩化物イ
オン拡散係数を設定することができる．曝露試験の結果を利用できない場合には，浸せき試験
                                                        
iv 第 4 章に示した曝露試験と浸せき試験の結果によると，混和材を大量に用いたコンクリートでは，ポルトランドセメ
ントのみを用いたコンクリートと比較して，塩化物イオン浸透抵抗性は向上することが確認されている．ただし，塩化
物イオン浸透と中性化の影響を同時に受ける環境では，中性化の進行程度が大きくなると，塩化物イオン浸透と中性化
の複合劣化が発生する場合があることに配慮する必要がある． 
v 第 4 章に示した曝露試験の結果によると，W/B と混和材の置換率の高いコンクリートでは，外部から浸透した塩化物
イオンが中性化の進行に伴って未中性化領域に濃集し，コンクリート表層部の塩化物イオン濃度が小さく，コンクリー
ト内部の塩化物イオン濃度が大きくなる場合があることが確認されている．このような塩化物イオン濃度の分布形状と
なる場合に対しては，式(8.1)を用いて将来的な塩化物イオン浸透を予測することが困難となる． 
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（JSCE-G 572）や非定常・電気泳動試験viの結果を用いて塩化物イオン拡散係数を設定してもよ
い．ただし，実環境下におけるコンクリートの塩化物イオン拡散係数は，供用時に構造物が置か
れる環境条件やコンクリートの含水状態によって異なり，浸せき試験や非定常・電気泳動試験か
ら得られる塩化物イオン拡散係数よりも大幅に小さくなる場合があるvii．この原因は，浸せき試
験と非定常・電気泳動試験の試験条件が実環境とは必ずしも一致しないためである．浸せき試験
では，高濃度の塩化ナトリウム水溶液に供試体を常時浸せきし，含水率の高いコンクリートに濃
度勾配を駆動力として塩化物イオンを浸透させて塩化物イオン拡散係数を求める．このため，浸
せき試験から得られる塩化物イオン拡散係数を用いる場合，供用時に構造物が置かれる環境条件
やコンクリートの含水状態によって，例えば，塩化物イオンの供給量が少ない場合やコンクリー
ト内部が乾燥している場合には，過度に安全余裕度の大きい検討となることがあるviii．一方，非
定常・電気泳動試験では，飽水状態とした供試体に通電を行い，電位勾配を駆動力として塩化物
イオンを泳動させて塩化物イオン拡散係数を求める．非定常・電気泳動試験では，実環境や浸せ
き試験とは塩化物イオンの浸透メカニズムが異なるが，混和材の使用有無や種類，置換率に応じ
て，浸せき試験と同傾向の大小関係の塩化物イオン拡散係数を求めることができるix． 
 また，混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン拡散係数は，材齢の経過とともに小
さくなるという特徴を有するx．塩化物イオン拡散係数の材齢依存性は混和材の種類や置換率によ
って異なる傾向を示すため，事前の試験で材齢依存性の傾向を定量的に把握している場合には，
式(8.2)を用いて塩化物イオン拡散係数の経時的な変化を考慮できる．非定常・電気泳動試験では，
試験実施時のコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性の評価が可能であるため，塩化物イオン拡
散係数の材齢依存性の傾向を定量的に把握できるxi． 
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nDD 

         (8.2) 
ここに，Dt：任意材齢の塩化物イオン拡散係数(m2/s)，Dn：基準となる材齢の塩化物イオン拡散係
数(m2/s)，n：基準となる材齢(day)，t：任意材齢(day)，m：材齢依存性を示すパラメータである． 
 
IV 鋼材腐食発生限界濃度について 
 供用期間中に鋼材位置の塩化物イオン濃度が鋼材腐食発生限界濃度に達しないことを検討する
ためには，塩化物イオンの鋼材腐食発生限界濃度を適切に設定する必要がある．土木学会コンク
                                                        
vi 第 7 章に示したように，非定常・電気泳動試験を適用することによって，混和材を大量に用いたコンクリートの塩化
物イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価することができる． 
vii 第 4 章に曝露試験と浸せき試験，第 7 章に浸せき試験と非定常・電気泳動試験から得られた塩化物イオン拡散係数の
関係を示している． 
viii 第 4 章に示した曝露試験の結果によると，コンクリートの含水状態が飽水状態に保たれていない環境条件下では，塩
化物イオン拡散係数は，浸せき試験から得られる結果よりも小さくなることが確認されている．コンクリートの含水状
態によって塩化物イオン拡散係数を算出するための計算式が既往研究 8.2)，8.3)によって提案されており，必要に応じて参
照するとよい． 
ix 第 7 章に示した浸せき試験と非定常・電気泳動試験の結果によると，混和材の使用有無や種類，置換率に応じて，浸
せき試験と非定常・電気泳動試験では同傾向の大小関係の塩化物イオン拡散係数が得られることが確認されている． 
x 第 4 章に示した曝露試験と浸せき試験，第 7 章に示した非定常・電気泳動試験の結果によると，いずれの試験結果に
おいても材齢の経過とともに塩化物イオン拡散係数が小さくなることが確認されている． 
xi 非定常・電気泳動試験では，試験実施時点の塩化物イオン浸透抵抗性を評価できるため，材齢の経過に伴う塩化物イ
オン拡散係数の推移を定量的に把握することができる．なお，実構造物で所定の塩化物イオン浸透抵抗性が得られたこ
とを確認する方法としては，非定常・電気泳動試験を実構造物に適用することは必ずしも容易ではないため，電気抵抗
率を測定する方法 8.4)～8.7)などが提案されている． 
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リート標準示方書では混合セメントB種を用いた場合の鋼材腐食発生限界濃度の算定式を示して
いるが，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの置換率を混合セメント C 種相当以上に高め
たコンクリートの鋼材腐食発生限界濃度は現時点では明確ではない．このため，混和材の置換率
を混合セメントC種相当以上に高めたコンクリートでは試験によって鋼材腐食発生限界濃度を設
定する必要があるxii．ただし，試験によらない場合の対応として，従来から国内では鋼材腐食発
生限界濃度として 1.2 kg/m3が広く採用されてきたこと，土木学会コンクリート標準示方書の混合
セメントB種を用いた場合の鋼材腐食発生限界濃度の算定式から得られる値が1.2 kg/m3よりも大
きいことを踏まえて，鋼材腐食発生限界濃度を 1.2 kg/m3と設定してもよい． 
 
 
8.5 中性化抵抗性の検討 
 本節では，中性化抵抗性を検討する際に配慮すべき事項を示す． 
 
I 耐久設計の考え方の基本 
 混和材を用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントの使用量が抑制されて，水酸化カル
シウムの含有量が少なくなるため，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，
中性化抵抗性が低下する可能性が高いxiii．また，中性化の進行速度は，環境条件によっても大幅
に異なるxiv．このため，混和材を大量に用いたコンクリートの中性化抵抗性は，構造物が置かれ
る環境条件を適切に考慮して，十分な信頼性を有する方法によって検討する必要がある．具体的
には，土木学会コンクリート標準示方書と同様に，構造物の供用期間中に中性化深さが鋼材腐食
発生限界深さに達しないことを照査する方法を用いることができる．ただし，この方法によって
混和材を大量に用いたコンクリートの中性化抵抗性を検討する際には，次の事項に配慮する必要
がある． 
 
II コンクリートの中性化深さの推定について 
 混和材を大量に用いたコンクリートの中性化の進行速度は，供用期間の平方根に比例すると仮
定することができるxv．すなわち，式(8.3)に示される√t 則に従って将来的な中性化深さの進行を
予測することができる．式(8.3)で用いる中性化速度係数については，曝露試験あるいは後述する
中性化速度係数の予測式にもとづいて設定する必要がある．これらの方法で中性化速度係数を設
定することが困難な場合には，後述する促進中性化試験の結果にもとづいて設定してもよい． 
 
 
                                                        
xii 国内では鋼材腐食発生限界濃度を求める室内試験が提案されており 8.8)，多数の実験結果にもとづいて土木学会コン
クリート標準示方書ではセメントの種類ごとに鋼材腐食発生限界濃度の算定式が示されている．しかし，国外では，過
去に提案されている鋼材腐食発生限界濃度の値に大きなばらつきがあり，必ずしも明確に定めることができないとする
指摘もある 8.9)．また，混和材を大量に用いたコンクリートは塩化物イオン浸透抵抗性が高く，鋼材腐食発生限界濃度を
求めるまでの試験期間が極めて長くなる可能性がある． 
xiii 第 5 章に示した曝露試験の結果によると，W/B と混和材の種類が同一の場合には，混和材の置換率が高いほど中性
化の進行速度が速くなることが確認されている． 
xiv 第 5 章に示した曝露試験の結果によると，中性化の進行速度は，屋外や室内，土中のような環境条件の違いによって
大幅に異なり，特に土中のようにコンクリート表面の大気との接触が制限される環境では中性化の進行速度が極端に遅
くなることが確認されている． 
xv 第 5 章に示した曝露試験の結果によると，雨がかりのある屋外では中性化速度係数は経時的に若干小さくなるが，中
性化は時間の平方根に概ね比例して進行することが確認されている． 
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   ty          (8.3) 
ここに，y：中性化深さ(mm)，α：中性化速度係数(mm/√year)，t：供用期間(year)である． 
 
III 曝露試験にもとづく中性化速度係数の設定について 
 供用時に構造物が置かれる環境条件と同様の環境条件で行った曝露試験の結果を利用できる場
合には，この結果を用いて中性化速度係数を設定することができる．この際，屋外での曝露試験
の結果を用いる場合には，なるべく長期の曝露試験の結果を用いることが望ましい．長期的な曝
露試験の実施は必ずしも容易ではないが，気温や降水量などの気象条件が季節によって異なり，
年間をとおした気象条件の違いは中性化の進行速度にも影響を与える可能性が高いことxvi，中性
化速度係数は材齢の経過とともに減少することなどから，曝露試験の実施期間については少なく
とも 1 年間以上とする必要がある． 
 
IV 中性化速度係数の予測式について 
 曝露試験の実施が困難な場合には，既往の中性化速度係数の予測式を用いて中性化速度係数を
算出してもよい．代表的な中性化速度係数の予測式として土木学会コンクリート標準示方書の予
測式があるが，この予測式では混和材の置換率を高炉セメント C 種の上限値以上である 70%以上
としたコンクリートで中性化速度係数を過小に算出する場合があるxvii．このため，高炉スラグ微
粉末の置換率の高いコンクリートにおいては，高炉スラグ微粉末のk値を修正した式(8.4)と式(8.5)
を用いて中性化速度係数を設定する必要がある． 
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ここに，αHVSCM：中性化速度係数の予測値(mm/√year)，W：単位水量(kg/m3)，B′HVSCM：C + k·A，
W/B′HVSCM：修正有効水結合材比，C：単位セメント量(kg/m3)，k：混和材の種類によって定まる定
数(高炉スラグ微粉末 = 単位セメント量以下の質量に対して 0.7，単位セメント量を超える質量に
対して 0.3，フライアッシュ = 0)，A：単位混和材量(kg/m3)である． 
 
V 促進中性化試験にもとづく中性化速度係数の設定について 
 曝露試験あるいは中性化速度係数の予測式の適用が困難な場合には，JIS A 1153:2012 に準拠し
た促進中性化試験を行い，この結果を用いて中性化速度係数を求めてもよいxviii．ただし，この促
進中性化試験では供用時に構造物が置かれる屋外の環境条件と大幅に異なる試験条件（温度 20
±2℃，相対湿度 60±5%，二酸化炭素濃度 5±0.2%）を採用しているため，促進中性化試験から
                                                        
xvi 第 5 章と第 6 章に示した曝露試験の結果によると，特に屋外の環境では温度，湿度，降水量が年間をとおして変動し，
この変動の傾向が地域によっても異なることが確認されている．また，第 5 章に示した曝露試験の結果によると，降水
量の少ない地域で中性化速度係数が若干小さくなることが確認されている． 
xvii第 5 章に示した曝露試験の結果によると，土木学会コンクリート標準示方書の中性化速度係数の予測式は，高炉スラ
グ微粉末の置換率を 70%以上としたコンクリートや，高炉スラグ微粉末とフライアッシュを同時に用いて混和材の置換
率を 70%とした三成分系のコンクリートにおいて，中性化速度係数を過小に評価する傾向にあることが確認されている． 
xviii 第 5 章に示した曝露試験と促進中性化試験（JIS A 1153:2012 に準拠）の結果によると，曝露試験と促進中性化試験
から得られる中性化速度係数は比例関係にあることが確認されている． 
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得られた中性化速度係数については式(8.6)を用いて二酸化炭素濃度の差を補正する必要がある．
この際，式(8.6)の実環境の二酸化炭素濃度については，供用時に構造物が置かれる環境条件を適
切に考慮して設定する必要がある．例えば，二酸化炭素濃度は，文献 8.10)では，屋外で 0.03%，
室内で 0.1%，文献 8.11)では，屋外で 0.05%，室内で 0.2%，2014 年の世界の平均濃度の解析結果
8.12)では 0.03977%とされており，これらを参考として設定してもよいxix． 
 
   tCOCOAC  ACT,22ACT /       (8.6) 
ここに，C：中性化深さの推定値(mm)，AACT：促進中性化試験による中性化速度係数(mm/√week)，
CO2：補正に用いる実環境の二酸化炭素濃度(%)，CO2,ACT：促進中性化試験の二酸化炭素濃度(= 5%)，
t：材齢(week)である． 
 
VI 中性化残りの設定について 
 鋼材腐食発生限界深さは，かぶりの設計値から中性化残りを差し引いて得られる．この際，中
性化残りについては，供用時に構造物が置かれる環境条件を適切に考慮して設定する必要がある．
塩化物イオン浸透の影響を受ける環境では，コンクリート表層部の中性化深さが大きくなると，
外部から浸透した塩化物イオンが未中性化領域に濃集してコンクリート内部への塩化物イオンの
浸透量が多くなることが確認されている．このため，塩化物イオン浸透と中性化の影響を同時に
受ける環境では，中性化残りを大きく設定することによって未中性化領域に濃集する塩化物イオ
ンに起因する鋼材腐食の発生を防止する必要がある．例えば，土木学会コンクリート標準示方書
では，中性化残りを通常環境下で 10 mm，塩害環境下で 10 mm～25 mm としており，これらの値
を参考にしてもよい．ただし，塩化物イオンが供給される屋外での曝露試験において，高炉スラ
グ微粉末あるいはフライアッシュの置換率を混合セメントC種の上限値以上としたコンクリート
では，JIS A 1152:2011 のフェノールフタレイン溶液噴霧法で測定した中性化深さよりも 12 mm 程
度内部まで塩化物イオンが浸透していたことが確認されているため，塩害環境下では少なくとも
12 mm よりも大きく中性化残りを設定する必要があるxx． 
 
VII 環境条件の考慮について 
 地下や水面下，容器の内部など，コンクリートの表面が土や水，容器などに常時覆われること
によって大気との接触が制限される環境，あるいは，干満帯など，水が供給される頻度が高いた
めにコンクリートの含水率が高く，中性化の進行速度が極めて遅い環境のように，中性化の影響
を受けない構造物や無筋構造物で用心鉄筋も配置されていない構造物においては，中性化に起因
する鋼材腐食の懸念がないため，中性化抵抗性を検討する必要がなく，複合劣化の発生を危惧す
る必要もない． 
 
                                                        
xix 第 5 章に示した曝露試験と促進中性化試験（JIS A 1153:2012 に準拠）の結果によると，実環境の二酸化炭素濃度を大
きく設定するほど中性化深さの推定値は実測値よりも大きくなる傾向にあることが確認されている．また，実環境の二
酸化炭素濃度を世界の二酸化炭素の平均濃度と同等の 0.04%以上に設定することによって，屋外に曝露した供試体の中
性化深さの実測値を過小に評価することを防止できることが確認されている． 
xx 第 4 章に示した曝露試験の結果によると，高炉スラグ微粉末あるいはフライアッシュの置換率を混合セメント C 種の
上限値以上とした供試体では，EPMA 法による面分析の結果から求めた塩化物イオン浸透深さとフェノールフタレイン
溶液を噴霧して求めた中性化深さの距離は最大で約 12 mm であったことが確認されている． 
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8.6 凍結融解抵抗性の検討 
 本節では，凍結融解抵抗性を検討する際に配慮すべき事項を示す．なお，本論文では，凍結融解に
よってコンクリートの内部に損傷が発生する場合を検討対象としており，スケーリングのようにコン
クリートの表面に損傷が発生する場合については別途検討が必要である． 
 
I 耐久設計の考え方の基本 
 混和材を用いたコンクリートでは，化学混和剤の使用によって AE コンクリートとすること，
十分な強度を得ることによって，凍結融解抵抗性を確保できることが多いxxi．しかし，フライア
ッシュを用いたコンクリートでは，フライアッシュに含まれる未燃カーボンに AE 剤が吸着され
ることによって，フレッシュコンクリートの空気量の調整が困難となり凍結融解抵抗性の低下が
危惧される場合がある．また，高炉スラグ微粉末の置換率を高炉セメント C 種の上限値よりも高
くしたコンクリートでは，中性化の進行後に凍結融解抵抗性の低下が懸念される場合があるxxii．
このため，混和材を大量に用いたコンクリートの凍結融解抵抗性は，構造物が置かれる環境条件
を適切に考慮して，十分な信頼性を有する方法によって検討する必要がある． 
 
II 凍結融解抵抗性の確認方法について 
 混和材を大量に用いたコンクリートの凍結融解抵抗性の検討は，ポルトランドセメントのみを
用いたコンクリートと同様に，JIS A 1148:2010 の A 法による凍結融解試験から得られる相対動弾
性係数にもとづいて行うことができる．土木学会コンクリート標準示方書では構造物の置かれる
気象条件ごとに相対動弾性係数の最小限界値を示しており，供用時に構造物が置かれる環境条件
を適切に考慮して，これを参考として凍結融解抵抗性を検討することができる． 
 
III 中性化の影響について 
 高炉スラグ微粉末の置換率を高炉セメント C 種の上限値よりも高くしたコンクリートでは，中
性化の進行後に凍結融解抵抗性が低下する場合がある．このため，凍結融解と中性化の影響を同
時に受ける環境では，化学混和剤を用いて AE コンクリートとして高炉スラグ微粉末の置換率を
70%以下に設定すること，あるいは，高炉スラグ微粉末の置換率を 70%よりも高める際には中性
化の進行後にも十分な凍結融解抵抗性を確保できることを凍結融解抵抗試験によって確認してお
く必要がある． 
 
 
8.7 耐久設計の考え方を適用する際の留意点 
 本章では，第 4 章～第 7 章で得られた知見を総合的に勘案して，混和材を大量に用いたコンクリー
トの耐久設計の考え方を提案した．しかしながら，第 4 章～第 7 章に示した実験に用いた供試体の多
くは，室温 20℃の実験室内で製作し，材齢 28 日まで水温 20℃の養生槽内で水中養生を行ったもので
ある．コンクリートの強度発現や耐久性は，一般に，打込み後の湿潤養生期間ならびに施工時および
                                                        
xxi第 6 章に示した凍結融解試験（JIS A 1148:2010 準拠）の結果によると，混和材を大量に用いたコンクリートでは，化
学混和剤を用いて AE コンクリートとすることによって，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートと比較して，
凍結融解抵抗性が同等以上となることが確認されている． 
xxii ISO 22965-2:20078.13)では，高炉スラグ微粉末の置換率の高いコンクリートでは中性化の進行後に十分な凍結融解抵抗
性が得られないことがあるため，高炉スラグ微粉末の置換率を 60%以上とした場合には中性化の進行後の凍結融解抵抗
性を確認する必要があるとしている．また，第 6 章に示した凍結融解試験の結果によると，高炉スラグ微粉末の置換率
を 70%よりも高めたコンクリートにおいて，中性化の進行後に凍結融解抵抗性が低下することが確認されている． 
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施工後の気象条件の影響を受ける．施工時の気象条件はフレッシュコンクリートの性状にも多大な影
響を与える．混和材を大量に用いたコンクリートでは，ポルトランドセメントのみを用いたコンクリ
ートと比較して，湿潤養生期間や気象条件の影響の程度が大きくなる可能性がある．したがって，本
章で提案した耐久設計の考え方を適用する際には，施工条件の影響も十分に考慮することによって混
和材を大量に用いたコンクリートの耐久性を適切に確保する必要がある． 
 また，本章では曝露 40 ヶ月後までの曝露試験の結果にもとづいて耐久設計の考え方を提案したが，
実環境下でのコンクリートの長期的な耐久性を正確に予測するためには，さらに長期の曝露試験から
得られた知見を反映させる必要がある．この点については，曝露 40 ヶ月後以降も継続している曝露試
験によって実環境下での長期的な耐久性を明らかにするとともに，本章で提案した耐久設計の考え方
を適宜補強していく必要がある． 
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第 9 章 結論 
 
 
 本論文では，コンクリート構造物の構築に伴って発生する二酸化炭素排出量の削減に加えて，コン
クリートの高耐久化と構造物の長寿命化を同時に実現するために，高炉スラグ微粉末やフライアッシ
ュなどの混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計の方法を提案することを目的とした．このた
め，混和材の使用による二酸化炭素排出削減効果を定量的に把握した上で，混和材を用いたコンクリ
ートの塩化物イオン浸透や中性化，凍結融解に対する抵抗性を曝露試験や室内試験によって検証し，
混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計の考え方を提案した． 
 以下に，各章で得られた知見を総括する． 
 
 第 3 章「混和材の使用による二酸化炭素排出削減効果の定量化」では，混和材の使用によって得ら
れる二酸化炭素排出削減効果を定量的に把握するとともに，二酸化炭素排出削減効果の程度と特徴を
検討した結果を示した． 
 第 3 章で得られた主な知見は，次のとおりである． 
 
1. 混和材の使用によって得られる二酸化炭素排出削減効果は，混和材の置換率を高め，ポルトラン
ドセメントの使用量を少なくするほど高まることを示した．また，混和材の置換率を高めたコン
クリートでは，ポルトランドセメントの使用量が少なく，初期材齢の強度発現が遅延することが
危惧されるが，構造物で要求される強度レベルに応じてコンクリートの W/B を調整することなど
によって，所定の強度を確保しつつ，二酸化炭素排出量を削減できることを示した． 
2. 構造物のライフサイクルで発生する二酸化炭素排出量のうち，コンクリートに用いる材料の製造
時に発生する二酸化炭素排出量は全体の約 40%を占めるため，混和材を用いて材料の製造時に発
生する二酸化炭素排出量を削減することによって構造物のライフサイクルで発生する二酸化炭
素排出量を効率的に削減できることを示した．また，設計供用期間を 100 年間としたコンクリー
ト道路橋のライフサイクルで発生する二酸化炭素排出量を算出した結果，ポルトランドセメント
のみを用いた場合と比較して，混和材の使用によって最大で約 20%の二酸化炭素排出量を削減で
きることを示した． 
3. 混和材を用いたコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性の向上効果を加味し，かつ，塩化物イオ
ンによるコンクリート内部の鋼材の腐食発生時までを設計供用期間として，コンクリート道路橋
のライフサイクルで発生する二酸化炭素排出量を算出した結果，ポルトランドセメントのみを用
いた場合と比較して，混和材の使用によって最大で約 60%の二酸化炭素排出量を削減できること
を示した．ただし，混和材の使用による塩化物イオン浸透抵抗性の向上効果を加味した二酸化炭
素排出削減効果を実現するためには，混和材を大量に用いたコンクリートの耐久性を確実に確保
する必要があり，信頼性の高い耐久設計の方法の確立が不可欠であることが示唆された． 
 
 第 4 章「塩化物イオン浸透抵抗性の実環境下での検証と評価」では，混和材を大量に用いたコンク
リートの実環境下での塩化物イオン浸透抵抗性を曝露試験によって検証した結果と，浸せき試験によ
る塩化物イオン浸透抵抗性の評価方法を検討した結果を示した．また，塩化物イオン浸透と中性化に
よる複合劣化の発生メカニズムを検討した結果を示した． 
 第 4 章で得られた主な知見は，次のとおりである． 
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1. 曝露試験と浸せき試験の結果，混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性は，
ポルトランドセメントのみを用いたコンクリートよりも向上することを示した．ただし，塩化物
イオン浸透と中性化の影響を同時に受ける環境で行った曝露試験の結果，W/B および混和材の置
換率の高いコンクリートでは中性化深さが大きくなり，塩化物イオンが未中性化領域に濃集して
コンクリート内部の塩化物イオン濃度が大きくなる場合があった． 
2. 混和材を大量に用いたコンクリートの表層部で中性化が進行すると，水和生成物に固定されてい
た塩化物イオンが細孔溶液中に解離し，濃度拡散によって内部の未中性化領域に濃集することに
加えて，表層部の硬化体の空隙構造が粗大化することや塩化物イオンの固定化能力が低下するこ
とによって，外部から供給された塩化物イオンが中性化領域を経て未中性化領域へと浸透しやす
くなることを示した． 
3. 混和材を大量に用いたコンクリートでは，W/B の低減などによって中性化抵抗性を高めて塩化物
イオンの未中性化領域への濃集を抑制できれば，コンクリート内部への塩化物イオンの浸透量が
材齢の経過とともに少なくなるため，塩化物イオン浸透抵抗性が長期的にも向上することを示し
た．W/B の低減などによって混和材を大量に用いたコンクリートの中性化抵抗性を高めることは，
中性化に加えて，未中性化領域に濃集する塩化物イオンに起因する鋼材腐食を防止するためにも
不可欠であることが示唆された． 
 
 第 5 章「中性化抵抗性の実環境下での検証と評価」では，混和材を大量に用いたコンクリートの実
環境下での中性化抵抗性を曝露試験によって検証した結果と，促進中性化試験や既往の中性化速度係
数の予測式による中性化抵抗性の評価方法を検討した結果を示した．また，環境条件の違いが中性化
の進行速度に与える影響を検討した結果を示した． 
 第 5 章で得られた主な知見は，次のとおりである． 
 
1. 混和材を大量に用いたコンクリートの実環境下での中性化抵抗性は，W/B や混和材の種類が同一
の場合，混和材の置換率が高いほど低下するが，W/B を低減することによって改善できること，
雨がかりのある屋外では材齢の経過とともに改善することを示した． 
2. 混和材の使用量が大幅に異なる場合，圧縮強度を用いた間接的な評価では中性化抵抗性を正確に
比較できない場合があることを示した．圧縮強度に代わる方法として，土木学会コンクリート標
準示方書に示される予測式を修正して中性化速度係数を推定する方法を提案し，この方法を用い
ることによって雨がかりのある屋外での中性化速度係数を精度良く推定できることを示した．ま
た，促進中性化試験から得られる中性化速度係数は曝露試験から得られる中性化速度係数と比例
関係にあること，実環境と促進環境の二酸化炭素濃度の差を適切に補正することによって促進中
性化試験の結果から雨がかりのある屋外に置かれるコンクリートの中性化深さを概ね推定できる
ことを示した． 
3. 混和材を大量に用いたコンクリートの中性化の進行速度は，環境条件の影響を受けること，大気
との接触のない土中では中性化の進行速度が極めて遅くなることを示した．中性化抵抗性が低い
ことが危惧されるコンクリートにおいても，供用時の環境条件の違いを適切に考慮して適用部位
を限定することによって実用化できる可能性があることが示唆された． 
 
 第 6 章「凍結融解抵抗性の評価」では，混和材を大量に用いたコンクリートの凍結融解抵抗性を凍
結融解試験によって評価した結果と，特に高炉スラグ微粉末を大量に用いたコンクリートを対象とし
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て，凍結融解と中性化による複合劣化の発生メカニズムを検討した結果を示した． 
 第 6 章で得られた主な知見は，次のとおりである． 
 
1. 凍結融解試験の結果，混和材を大量に用いたコンクリートにおいても，化学混和剤を用いて空気
量の目標値を 4.5%とした AE コンクリートとすることによって，凍結融解による内部損傷に対し
て十分な抵抗性を確保できることを示した． 
2. 中性化後の凍結融解抵抗性を確認するため，あらかじめ促進中性化させたコンクリートの凍結融
解試験を行った結果，高炉スラグ微粉末の置換率を 70%以下としたコンクリートでは，化学混和
剤を用いて AE コンクリートとすることによって凍結融解による内部損傷に対して十分な抵抗性
を確保できることを示した．しかし，高炉スラグ微粉末の置換率を 90%まで高めたコンクリート
では，促進中性化後に圧縮強度が小さくなり，化学混和剤を用いて空気量の目標値を 6.0%とした
AE コンクリートとしても，凍結融解抵抗性が大幅に低下することがあった． 
3. 高炉スラグ微粉末を大量に用いたコンクリートを凍結融解と中性化の影響を同時に受ける環境下
で供用される構造物に適用する際には，高炉スラグ微粉末の置換率を 70%以下に制限して化学混
和剤を用いて AE コンクリートとすること，あるいは，高炉スラグ微粉末の置換率を 70%よりも
高める場合には事前の試験によって中性化の進行後にも十分な凍結融解抵抗性を確保できること
を確認しておくことが必要であることが示唆された． 
 
 第 7 章「非定常・電気泳動試験による塩化物イオン浸透抵抗性の評価」では，混和材を大量に用い
たコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価できる新しい室内試験として非定
常・電気泳動試験に着目し，試験方法の原理や実用化にあたっての課題を整理するとともに，検証実
験を行って適切な試験手順と活用方法を検討した結果を示した． 
 第 7 章で得られた主な知見は，次のとおりである． 
 
1. 複数の試験時間で通電を行い，通電後の供試体内部の塩化物イオン浸透深さを硝酸銀溶液噴霧法
によって測定して非定常状態での塩化物イオンの浸透速度を求め，塩化物イオン拡散係数を算出
する方法を提示した．この方法を採用することによって，混和材の使用有無や種類，置換率の異
なるコンクリートにおいても，硝酸銀溶液噴霧法から得られる硝酸銀溶液の変色境界での供試体
の塩化物イオン濃度の違いや供試体内部の塩化物イオン濃度分布の違いに起因する塩化物イオ
ン拡散係数の算出誤差の発生を防止することが可能となり，塩化物イオン浸透抵抗性を適切に評
価できることを示した． 
2. 混和材の使用有無や種類，置換率にかかわらず，非定常・電気泳動試験から得られる塩化物イオ
ン拡散係数と浸せき試験から得られる見掛けの拡散係数が同傾向の大小関係となることを確認
し，非定常・電気泳動試験を適用することによって混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物
イオン浸透抵抗性を迅速かつ簡便に評価できることを示した． 
3. 非定常・電気泳動試験では，試験実施時の供試体の塩化物イオン浸透抵抗性を評価することが可
能であり，混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン浸透抵抗性の経時的な変化を定量
的に把握できることを示した． 
 
 第 8 章「混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計の考え方」では，第 4 章～第 7 章で得られ
た知見を総合的に勘案して，混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計の考え方を提案した． 
 混和材を大量に用いたコンクリートでは，中性化の進行を抑制できれば，ポルトランドセメントの
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みを用いたコンクリートと比較して，塩化物イオン浸透抵抗性が向上し，凍結融解抵抗性が同等以上
になる．しかし，中性化の進行程度が大きい場合には，塩化物イオン浸透や凍結融解との組合せによ
る複合劣化の発生が危惧される．このため，供用時の環境条件や中性化の抑制対策の有無に応じて，
混和材を大量に用いたコンクリートの実用化によって得られる効果と実用化を進める際に必要となる
対策を整理し，各劣化要因に対する抵抗性を個別に検討する際の留意点を示した． 
 
 本論文では，コンクリート構造物の構築に伴って発生する二酸化炭素排出量の削減に加えて，コン
クリートの高耐久化と構造物の長寿命化を同時に実現するために，混和材を大量に用いたコンクリー
トの耐久設計の方法を提案することを目的とした．この目的に対して，混和材の使用による二酸化炭
素排出削減効果を定量的に把握した上で，混和材を大量に用いたコンクリートの塩化物イオン浸透や
中性化，凍結融解に対する抵抗性を曝露試験や室内試験によって検証し，得られた知見にもとづいて
混和材を大量に用いたコンクリートの耐久設計の考え方を示した．混和材を大量に用いたコンクリー
トについては，二酸化炭素排出量の削減とコンクリートの高耐久化に効果的であることが期待されて
いたが，国内外の既往の設計規準類においても耐久設計の方法が提示されておらず，実用化されるに
は至っていなかった．混和材を大量に用いたコンクリートの耐久性に関する種々の知見と，これにも
とづく耐久設計の考え方を活用することによって，混和材を大量に用いたコンクリートの実用化を進
め，コンクリート構造物の構築に伴って発生する二酸化炭素排出量の削減に加えて，コンクリートの
高耐久化と構造物の長寿命化を同時に実現することができると考えられる． 
 本論文が地球環境問題の緩和と社会資本の長寿命化の一助となれば幸甚である． 
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